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巻頭言

離死別と社会保障

社会保障には，家族が担ってきた扶養の社会化という側面がある。老親の経済的扶養は，公的年

金，身体的扶養は介護保険が，今ではその重要な役割を担っている。いわゆる待機児童問題に端を

発する保育施設の増設なども，親による子どもの扶養の（部分的）社会化とみることができる。こ

のように，家族による扶養が機能しない（あるいは期待できない）場合，社会保障制度による対応

が求められるという側面がある。

他方，社会保障は，伝統的に，生活困窮の原因となる一定の要保障事由ないし要保障事故の発生

に際してなされる給付の体系として理解されてきた。ここでいう要保障事由としては，戦後日本の

社会保障制度の基盤を形成した1950年社会保障制度審議会勧告（いわゆる50年勧告）によれば，「疾

病，負傷，廃疾，死亡，老齢，失業，多子その他」が挙げられた。ここにいう「死亡」とは，疾病，

負傷，廃疾（障害），老齢などのように要保障者本人に発生するものではなく，主たる家計維持者の

死亡である。このように，遺された家族（歴史的な経緯からすれば，主として女性や子ども）への

生活保障は，社会保障制度草創期以来の関心事であった。国際的にみれば，社会保障の前身ともい

うべき退役軍人制度の柱のひとつが，戦死者の遺族に対する補償であったことも，そのことを補強

する材料となるだろう。

戦後，社会保障制度の展開過程のなかで，配偶者との死別を原因とするものよりも，離婚による

離別を原因とする生活保障の必要性が次第に高まっていった。離別が当事者の合意によるものであ

るとしても，それを契機に生活困窮に陥る確率が高いとすれば，社会的に対応すべき要保障事由と

みなして，いわば予防的に社会保障制度としての対応を図ることが正当化され得る。ドメスティッ

クバイオレンスなど，必ずしも当事者の自由意思とはいえない離別が少なくないことも勘案すれ

ば，社会的対応の必要性はさらに高まる。

しかしながら，超少子高齢社会・人口減少社会を迎えた今日の日本の状況下において，社会保障

に対する人びとの主要な関心は，高齢者の年金・医療・介護に加えて，子ども・子育て支援に向け

られている。たしかに，財政面・人口面からみた社会保障の持続可能性という側面からみれば，そ
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うした関心がもたれることは，ごく自然なことのように思える。ただし，離死別によりもたらされ

る世帯の所得減少も，依然として多くの人びとに生じ得る重要な課題と言わねばならない。そし

て，問題状況は，子ども・子育て期に発生する離死別と，高齢期に発生するそれとで異なるように

思われる。

本特集は，離別の背景にある家族観や扶養についての考え方の変容や離別が生活に与える影響の

実態の統計的な把握を行ったうえで，配偶者との死別と離別，そしてそれらの背景や結果として存

在する生活困窮等に対して，社会保障制度の取り得る対応について検討することをねらいとするも

のである。社会保障に対する政策動向が，高齢者中心型から全世代型へとシフトし，現役世代の

「雇用」や「子育て支援」，さらには，「低所得者・格差の問題」や「住まい」の問題などに関心を向

けるべきことを強調している中にあっても，離死別の問題は，少子化対策分野の改革の中で，ひと

り親家庭の貧困への対応という形で，間接的かつ部分的に触れられているにとどまるようにみられ

る（社会保障制度改革国民会議報告書）。その意味でも，離死別に焦点をあて，その社会保障上の課

題を包括的に検討しようとする本特集は，重要な意義を有するといえよう。

社会保障そのものが，学際的な学術研究の対象領域である中にあって，離死別の研究も，「家族」

をめぐる諸々の学問領域の関心事である。その中で，本特集は，離死別が生活に与える影響の統計

的な把握を行う冒頭の2つの論稿の後，法学研究者による論稿が並んでいる点が特徴的である。こ

のことは，親族・扶養それ自体が民法で規律されていることに加えて，生活保護の親族扶養優先原

則，公的年金の遺族給付をめぐる法的分析，離婚後の養育費と社会保障給付との関係など，法学研

究が不可欠な分野であることを象徴している。

本特集を契機に，ともすれば主要社会保障分野への関心の高まりの中で，取り残されることとな

りかねない離死別と社会保障をめぐる学際的な研究交流が，さらに活発になされることを期待した

い。

菊 池 馨 実
（きくち・よしみ 早稲田大学法学学術院 教授）
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特集：離死別と社会保障

配偶者との離死別と子どもの生活状況

李 璟媛＊

抄 録

本研究では，配偶者との死別や離別などによるひとり親家庭の親と子どもの生活状況について，各種

統計と先行研究に基づいて検討した。本稿では，一つ，ひとり親世帯の統計上の推移や経済状況，子育

てなどを含む生活状況について，二つ，親との離死別後における環境や生活の変化を含む子どもの生活

について検討した。分析の結果，ひとり親家庭の親と子どもが経験する状況はさまざまであり，一概に

はいえないこと，また，ひとり親家庭の親と子どもは，経済的困難，環境の変化に適応していく過程で

経験する困難，教育をめぐる困難，社会的排除など諸困難を抱えており，ひとり親家庭の親と子の多く

は，これらの困難を複合的に経験していることを再確認した。今日，ひとり親家庭の親と子どもの生活

支援のためのさまざまな政策が作られ，制度の整備も進んでいるが，その親子が直面している困難な状

況を解決するためには，引き続きさらなる改善が必要な状況であること，中でも，子どもへの経済支援

と学習・教育支援を継続的に行う必要があることを改めて再確認できたことは，本稿の成果の一つと思

われる。

キーワード：ひとり親家族，子ども，離婚，死別

社会保障研究 2019, vol. 4, no. 1, pp. 4-19.

Ⅰ はじめに

本章は，配偶者との死別や離別などによるひと

り親家庭の親と子どもの生活状況について，各種

統計と先行研究に基づいて概観することを目的と

している1)。ひとり親家庭における子どもの生活

は，ひとり親家庭になった理由によって異なるだ

ろうし，さらに，離別の場合は，離別後の監護親

との関係，非監護親との関係によっても異なると

思われる。本稿では，一つ，ひとり親世帯の統計

上の推移や経済状況，子育てなどを含む生活状況

について，二つ，親との離死別後における環境や

生活の変化を含む子どもの生活について述べる。

親の離婚によるひとり親家庭の子どもにおいて

は，非監護親との関係についても確認する。その

上，ひとり親家庭の子どもの生活を支える支援に

ついて概観したい。

＊岡山大学大学院教育学研究科 教授
1) 本章では，統計調査を用いる場合は「ひとり親世帯」「母子世帯」「父子世帯」を使用し，親と子の生活状況を示

す際や先行研究を引用する際は，文脈に沿って「ひとり親家庭」「母子家庭」「父子家庭」「ひとり親家族」などを

用いている。

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 14
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Ⅱ ひとり親世帯の生活状況

1 統計からみるひとり親世帯の現状

表1は，日本の各種統計調査における母子世帯，

父子世帯の定義を示したものである。本稿では，

「全国ひとり親世帯等調査」にならって，「ひとり

親世帯とは，父または母がいない満20歳未満の未

婚の子どもが，その母，または父によって養育さ

れている世帯を指す」が，表1で示した調査等を用

いる場合は，調査主体に基づいた定義にしたが

う。

2015年の「国勢調査」によると，母子世帯が約

75.4万世帯，父子世帯が約8.4万世帯である。母子

世帯が約44.4万世帯，父子世帯が約5.7万世帯で

あった1980年に比べて母子世帯が大幅に増えてい

る。2017年の「国民生活基礎調査」では，母子世

帯が約76.7万世帯，父子世帯が約9.7万世帯で，母

子世帯が約60万世帯，父子世帯が約11.5万世帯で

あった1986年と比べると，母子世帯は増え父子世

帯は減少している。2016年の「全国ひとり親世帯

等調査」の推計値によると，母子世帯が約123.2万

世帯，父子世帯が18.7万世帯で，母子世帯が79.9

万世帯，父子世帯が15.7万世帯であった1993年よ

り母子世帯がかなり増えている。いずれの調査に

おいてもひとり親世帯が増えているのが分かる。

表2は，「全国ひとり親世帯等調査」によるひと

り親世帯になった理由を示したものである。同調

査が初めて実施された1978年度の調査対象は母子

世帯のみで，父子世帯が加わるのは1983年度調査

からである。1978年度の母子世帯のひとり親に

なった理由は，死別と生別が半々で，生別のうち

離婚が約4割であった。しかし，2016年度には生

別によるひとり親世帯が多くなり，死別は1割を

下回り，離婚が約8割，未婚が約1割を占めている。

父子世帯においても同様な傾向がみられ，死別は

減少し，離婚が増えている。

2016年現在の離婚総数は216,798件，そのうち，

親権の設定を必要とする子どもがいる場合が

125,946件（58.1％）で，夫が全児の親権を持つ場

合が15,033件（11.9％），妻が全児の親権を持つ場

合が106,314件（84.4％）である。1950年には夫が

全児の親権を持つ場合が5割に近かったが，次第

に妻が親権を持つ場合が多くなり，2016年現在は

妻が8割を超え，母と子のひとり親世帯が多くを

占めている〔国立社会保障・人口問題研究所

（2018）〕。

日本では，2011年の民法等の一部改正により，

第766条の「父母が協議上の離婚をするときは，子

の監護をすべき者，父又は母と子との面会及びそ

の他の交流，子の監護に要する費用の分担その他

の子の監護について必要な事項は，その協議で定

める。この場合においては，子の利益を最も優先

して考慮しなければならない」とする規定に基づ

いて，協議離婚時に定めるべきこととして，親子

の面会交流と子の監護に要する費用の分担等につ

いて明文化し，2012年4月1日から実施している。

条文には養育費という言葉はないが，子の監護に

関する費用の分担が養育費を意味し，現に，離婚

届には，未成年の子がいる場合，面会交流と養育

配偶者との離死別と子どもの生活状況 5

表1 各調査における用語の説明

調査名 用語

国勢調査 ・母子世帯：未婚，死別又は離別の女親と，その未婚の20歳未満の子供のみから成る一般世帯

・父子世帯：未婚，死別又は離別の男親と，その未婚の20歳未満の子供のみから成る一般世帯

国民生活基礎調査 ・母子世帯：死別・離別その他の理由（未婚の場合を含む）で，現に配偶者のいない65歳未満の女（配偶者が長

期間生死不明の場合を含む）と20歳未満のその子（養子を含む）のみで構成している世帯

・父子世帯：死別・離別その他の理由（未婚の場合を含む）で，現に配偶者のいない65歳未満の男（配偶者が長

期間生死不明の場合を含む）と20歳未満のその子（養子を含む）のみで構成している世帯

全国ひとり親世帯等調査

（旧：全国母子世帯等調査）

・母子世帯：父のいない児童（満20歳未満の子どもであって，未婚のもの）がその母によって養育されている世帯

・父子世帯：母のいない児童（満20歳未満の子どもであって，未婚のもの）がその父によって養育されている世帯

注1：各調査における用語は，最近年の調査で示された定義を記載している。

注2：「全国ひとり親世帯等の調査」は，「全国母子世帯等調査」を2016年度調査から名称変更したものである。以下では「全国ひとり親世

帯等の調査」と表記する。
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費分担の取決めをしているかどうかチェックする

欄が設けられている2)。実際に非監護親の養育費

負担と子どもとの面会交流の状況をみると，2016

年現在，養育費の取決めをしている母子世帯は

42.9％，父子世帯は20.8％である。養育費を現在

も受けている母子世帯は24.3％，父子世帯は

3.2％，受けたことがない母子世帯は56.0％，父子

世帯は86.0％である。面会交流の取決めをしてい

る母子世帯は24.1％，父子世帯は27.3％，現在面

会交流がある母子世帯は29.3％，父子世帯は

45.5％，面会交流を行ったことがない母子世帯は

46.3％，父子世帯は32.8％である〔厚生労働省

（2017）pp.50-73〕。

表3には，2016年度の「全国ひとり親世帯等調

査」でみえた母子世帯と父子世帯の平均的な状況

を示した。まず，母子世帯の特徴を概略すると，

ひとり親世帯になった時の母親の平均年齢は33.8

歳，末子の平均年齢は4.4歳，母子のみの世帯が6

割，母子の他に同居者がある場合が約4割で，その

うち約7割が親と同居している。母親の8割以上が

就業しているが，正社員が4割弱，年間の平均就労

収入は約200万円，年間の世帯総収入は348万で，

世帯総収入が400万円以上の世帯は3割に過ぎな

い。母子世帯の1割が生活保護を受給し，約7割が

児童扶養手当を受給している。母子世帯の約9割

を占める生別母子世帯の状況は，死別母子世帯に

比べて，ひとり親になった時の親の年齢と末子の

年齢が低く，持家率が低く，本人の就労収入は若

2)「平成28年度全国ひとり親世帯等調査」では，2012年4月1日以降，離婚によりひとり親世帯になった親に離婚届

書の養育費と面会交流の取決め欄のチェック状況を質問している。養育費の「取り決めをしている」欄にチェッ

クしたのは母子，父子世帯の2割前後，「まだ決めていない」の欄にチェックしたのはともに1割弱，チェックして

いないのは母子の1割弱，父子の2割弱で，チェックしなかった理由は，母子世帯は知らなかったが5割弱，必須で

はないからが4割，父子世帯は知らなかったが3割，必須ではないからが4割である。面会交流の「取り決めをして

いる」欄にチェックしたのは，母子，父子ともに2割前後である。チェックしていない理由は，母子世帯は知らな

かったが4割強，必須ではないからが2割強，父子世帯はそれぞれ4割と5割であった〔厚生労働省（2017）pp.50-

73〕。
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表2 ひとり親世帯になった理由
（単位：％）

年度 合計 死別
生別

不詳
離婚 未婚の母 遺棄 行方不明 その他

母
子
世
帯
に
な
っ
た
理
由

1978 100.0 49.9 37.9 4.8 ― ― 7.4 ―

1983 100.0 36.1 49.1 5.3 ― ― 9.5 ―

1988 100.0 29.7 62.3 3.6 ― ― 4.4 ―

1993 100.0 24.6 64.3 4.7 ― ― 4.2 ―

1998 100.0 18.7 68.4 7.3 ― ― 4.2 ―

2003 100.0 12.0 79.9 5.8 0.4 0.6 1.2 ―

2006 100.0 9.7 79.7 6.7 0.1 0.7 2.3 0.7

2011 100.0 7.5 80.8 7.8 0.4 0.4 3.1 ―

2016 100.0 8.0 79.5 8.7 0.5 0.4 2.0 0.9

父
子
世
帯
に
な
っ
た
理
由

1978 ― ― ― ― ― ― ― ―

1983 100.0 40.0 54.2 ― ― ― 5.8 ―

1988 100.0 35.9 55.4 ― ― ― 8.7 ―

1993 100.0 32.2 62.6 ― ― ― 2.9 ―

1998 100.0 31.8 57.1 ― ― ― 7.8 ―

2003 100.0 19.2 74.2 ― 0.5 0.5 4.9 ―

2006 100.0 22.1 74.4 ― ― 0.5 2.5 0.5

2011 100.0 16.8 74.3 1.2 0.5 0.5 6.6 ―

2016 100.0 19.0 75.6 0.5 0.5 0.5 3.0 1.0

注1：1978年から2011年までは「全国母子世帯等調査」，2016年は「全国ひとり親世帯等調査」結果である。

出所：厚生労働省（1998-2011）『全国母子世帯等調査結果報告』，厚生労働省（2016）『平成28年度全国ひとり親世帯等調査結果報告（平成

28年11月1日現在）』より作成。
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干多く，世帯総収入は若干少ない。生活保護受給

者率は若干多く，児童扶養手当受給者率ははるか

に多い。次いで，父子世帯の特徴を概略すると，

ひとり親世帯になった時の平均年齢は39.3歳，末

子の平均年齢は6.5歳である。父子のみの世帯が4

割強，父子の他に同居者がある場合が6割弱で，そ

のうち約8割が親と同居している。本人の就労収

入は年間平均398万円，世帯総収入は573万円であ

る。世帯総収入が400万円以上ある世帯は約6割で

ある。父子世帯の1割が生活保護を受給し，約5割

が児童扶養手当を受給している。父子世帯の約8

割を占める生別父子世帯の状況をみると，死別父

子世帯に比べて，父子世帯になった時の親の年齢

と末子の年齢が低く，父子のみの世帯構成が少な

く，就業率は高いが本人の就労収入と世帯総収入

ははるかに少ない。生活保護と児童扶養手当受給

率は若干高い。

母子世帯と父子世帯を比べてみると，母子世帯

は，親と子のみの構成が多く，持家率，就業率，

本人の就労収入と世帯総収入は低く，生活保護と

児童扶養手当の受給率は高い。父子世帯に比べて

母子世帯の方が経済的に厳しい状況にある。た

だ，ひとり親世帯になった理由により経済状況に

差がみられ，母子世帯，父子世帯，ともに，死別

に比べて生別の方が，より厳しい経済状況におか

れている。

配偶者との離死別と子どもの生活状況 7

表3 「全国ひとり親世帯等調査」による母子世帯，父子世帯の平均的な状況

内容
母子世帯 父子世帯

全体 死別 生別 全体 死別 生別

世帯数（推計値） 123.16万世帯 18.7万世帯

ひとり親世帯になった時の親の平均年齢 33.8歳 38.8歳 33.4歳 39.3歳 43.4歳 38.2歳

ひとり親世帯になった時の末子の平均年齢 4.4歳 6.5歳 4.3歳 6.5歳 8.1歳 6.1歳

調査時点の親の平均年齢 41.1歳 46.3歳 40.6歳 45.7歳 49.0歳 44.8歳

調査時点の末子の平均年齢 11.3歳 13.6歳 11.1歳 12.8歳 13.5歳 12.6歳

調査時点の平均世帯人員 3.29人 3.32人 3.28人 3.65人 3.39人 3.70人

調査時点の平均子どもの人数 1.52人 1.50人

世帯

構成

母子，または父子のみ 61.3％ 58.2％ 61.5％ 44.4％ 53.2％ 42.0％

他に同居者あり

（同居者が親の場合）

38.7％

（71.4）％

41.8％

（37.7）％

38.5％

（74.9）％

55.6％

（79.6％）

46.8％

（66.7）％

58.0％

（81.9）％

持家割合 35.0％ 58.8％ 32.9％ 68.1％ 68.8％ 68.2％

ひとり親世帯になる前の就業あり 75.8％ 69.1％ 76.5％ 95.8％ 94.8％ 96.9％

就業者のうちの正規の職員・従業員 32.1％ 32.5％ 32.1％ 71.9％ 72.6％ 71.7％

就業者のうちのパート・アルバイト等 54.7％ 47.4％ 55.4％ 4.6％ 8.2％ 3.8％

調査時点における就業あり 81.8％ 70.3％ 83.1％ 85.4％ 79.2％ 87.3％

就業者のうちの正規の職員・従業員 44.2％ 31.9％ 45.0％ 68.2％ 63.9％ 69.3％

就業者のうちのパート・アルバイト等 43.8％ 50.0％ 43.4％ 6.4％ 4.9％ 6.7％

平均年間における本人就労収入1）
200万円 186万円 202万円 398万円 525万円 365万円

100万円以下の割合 22.3％ 29.1％ 21.8％ 8.2％ 10.5％ 7.6％

400万円以上の割合 9.2％ 6.4％ 9.4％ 39.9％ 42.1％ 39.3％

平均年間における世帯総収入1）
348万円 356万円 348万円 573万円 709万円 538万円

100万円以下の割合 6.2％ 8.6％ 5.9％ 2.4％ 4.0％ 2.0％

400万円以上の割合 30.8％ 33.3％ 30.5％ 62.1％ 58.0％ 63.1％

生活保護受給あり 11.2％ 9.0％ 11.4％ 9.3％ 8.0％ 9.7％

公的年金（遺族・障害・老齢等）受給あり 7.5％ 7.0％

ある場合の平均年金月額 9万円 12.5万円

児童扶養手当受給あり 73.0％ 31.6％ 76.7％ 51.5％ 43.9％ 53.2％

注1：2015年の状況。各種公的給付と養育費などのその他を含めた平均年間収入は，母子世帯243万円，父子世帯420万円である。

出所：厚生労働省（2017）『平成28年度全国ひとり親世帯等調査結果報告』により作成。
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2 ひとり親世帯のくらし

（1） 経済状況

第2節では，ひとり親世帯のくらしについて，主

に経済状況と子育て，子どもの教育を中心に確認

する。表4には，近年の「国民生活基礎調査」の中

で大規模調査年度に該当する2007，2013，2016年

度の世帯別総所得を示した。所得は調査前年度の

状況である。2015年度の全世帯の平均総所得金額

は545.4万円，児童のいる世帯は707.6万円，母子

世帯は270.1万円である。母子世帯の場合，稼働

所得が総所得の約8割，年金以外の社会保障給付

金が2割近くを占めている。公的社会保障給付金

が総所得に占める割合が高く，母子世帯の経済の

支えになっていることが分かる。それでも母子世

帯の総所得は，ほかの世帯と比べて最も低く，児

童のいる世帯の約3分の1にすぎない。さらに表5

をみると，子どもがいる現役世帯のうち，大人が

1人世帯の子どもの貧困率は50.8％で，大人が2人

以上世帯の10.7％に比べてはるかに高く，ひとり

親世帯の子どもの貧困状況が明らかになってい

る。

同調査では，現在のくらしを総合的にどのよう

に感じているかという質問を行い表6のような結

果を得ている。生活全体においても，母子世帯

は，ほかの世帯に比べて「大変苦しい」と感じて

いる者が非常に多く，「やや苦しい」を含めると8

割以上が苦しいと感じている。この苦しさは，も

ちろん，厳しい経済状況のみを意味するものでは

ないが，この回答から，経済状況が生活全般に与

えるであろう影響を読み取ることはできる。

ひとり親世帯が厳しい経済状況であることはす

でに多くの研究で指摘されている。例えば，濱本

は，母子世帯が母子世帯になる前と後の生活状況

を比較し，母子世帯になることで貧困になる世帯
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表4 所得の種類別1世帯当たり平均所得金額及び構成割合の推移
（単位：万円（％））

調査年度 世帯 総所得 稼働所得 公的年金・恩給 財産所得
年金以外の

社会保障給付金

仕送り・企業年

金・個人年金・

その他の所得

2007

全世帯 566.8（100.0） 434.8（76.7） 98.2（17.3） 18.1（3.2） 3.4 （0.6） 12.2（2.2）

児童のいる世帯 701.2（100.0） 643.0（91.7） 33.2 （4.7） 13.8（2.0） 4.9 （0.7） 6.3（0.9）

母子世帯 236.7（100.0） 185.8（78.5） 10.9 （4.6） 1.1（0.5） 27.6（11.7） 11.2（4.7）

2013

全世帯 537.2（100.0） 396.7（73.8） 102.7 （9.1） 16.4（3.1） 8.6 （1.6） 12.8（2.4）

児童のいる世帯 673.2（100.0） 603.0（89.6） 29.1 （4.3） 11.5（1.7） 23.2 （3.4） 6.3（0.9）

母子世帯 243.4（100.0） 179.0（73.5） 7.6 （3.1） 1.7（0.7） 49.3（20.2） 5.8（2.4）

2016

全世帯 545.4（100.0） 403.3（74.0） 104.4（19.1） 18.3（3.4） 6.3 （1.2） 13.1（2.4）

児童のいる世帯 707.6（100.0） 646.7（91.4） 27.2 （3.8） 9.6（1.4） 17.4 （2.5） 6.7（0.9）

母子世帯 270.1（100.0） 213.9（79.2） 7.6 （2.8） 0.5（0.2） 42.5（15.7） 5.7（2.1）

出所：厚生労働省（2008／2014／2017）『国民生活基礎調査の概況』より作成。

表5 貧困率の年次推移
（単位：％，万円）

1985 1988 1991 1994 1997 2000 2003 2006 2009 2012 2015

相対的貧困率 12.0 13.2 13.5 13.8 14.6 15.3 14.9 15.7 16.0 16.1 15.7

子どもの貧困率 10.9 12.9 12.8 12.2 13.4 14.4 13.7 14.2 15.7 16.3 13.9

子どもがいる現役世帯 10.3 11.9 11.6 11.3 12.2 13.0 12.5 12.2 14.6 15.1 12.9

大人が1人 54.5 51.4 50.1 53.5 63.1 58.2 58.7 54.3 50.8 54.6 50.8

大人が2人以上 9.6 11.1 10.7 10.2 10.8 11.5 10.5 10.2 12.7 14.2 10.7

中央値 216 227 270 289 297 274 260 254 250 244 244

貧困線 108 114 135 144 149 137 130 127 125 122 122

注1：1994年の数値は兵庫県を除いたもの，2015年の数値は熊本県を除いたものである。

注2：貧困率は，OECDの作成基準に基づいて算出している。

注3：大人とは18歳以上の者，子どもとは17歳以下の者をいい，現役世代とは世帯主が18歳以上65歳未満の世帯をいう。

注4：「貧困線」とは等価可処分所得の中央値の半分，「相対的貧困率」とは貧困線に満たない世帯員の割合を指す。

出所：厚生労働省（2017）『平成28年国民生活基礎調査の概況』，p.15。
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が著しく増えることやたとえ貧困に陥らなくて

も，その多くが母子世帯になる前の生活水準を維

持できない現状を明らかにしている〔濱本

（2005）〕。村上は，離婚は父子家庭に比べて母子

家庭により多くの影響を与えること〔村上

（2009）〕，離婚は世帯収入を下げるだけでなく，そ

の影響は時間が経過しても同じ強さで存続するこ

とを報告している。〔村上（2011）〕。ほかに母子

世帯のみでなく父子世帯における厳しい経済状況

も明らかになっている〔財団法人東京女性財団

（1993）〕〔村上（2009）〕〔岩田（2009）〕。特に岩田

は，母子家庭における生活の困難と貧困問題は社

会問題化されているが，同様な問題を抱えている

父子家庭の問題は社会に注目されないことに注目

し，その背景の一つとして，父親を支える親族資

源をあげる。つまり，父子家庭の父親の多くは子

どもの祖父母の支援の下で仕事と子育ての両立を

図っており，同居の実家からの援助は，「子育て」

から「住まい」「金銭的援助」に至るまで多岐にわ

たっていることを明らかにしている。一方，父子

家庭になってから貧困を経験した父親は，父と子

のみの家族構成，低所得・低学歴の父親の場合，

生活の具体的な場面でさまざまな経済困窮を経験

しており，父親の社会的階層によって格差がある

ことを明らかにしている〔岩田（2009）〕。また，

母子世帯の正規雇用や非正規雇用という就業状況

の格差に注目し，母子世帯に対する就業支援の重

要性を指摘する研究〔藤原（2007）〕がある一方

で，正社員の母子世帯ですら約半数が脱貧困の指

標に達していない現状に注目し，「正社員就業」が

母子世帯にとって脱貧困に向けての好条件ではあ

るものの，直ちに「正社員就業実現＝脱貧困」と

いう構図にならないことにも注意が必要であると

指摘する研究もみられる〔周（2012）〕。特に，周

は，母子世帯の母親の8割以上が正社員として働

きたいと考えながらも半数以上の母親が当面は正

社員としての就業をためらう現状から，仕事と子

育ての両立を可能にする就業支援の必要性を強調

する。周の指摘はひとり親家庭の親と子どもの生

活状況の改善にむけて示唆するところが大きい。

（2） 子育てと子どもの教育

続いて，ひとり親家庭のくらしについて，子育

てと子どもの教育を中心にみてみよう。

シングルマザーの生活時間の国際比較を行った

田宮・四方は，日本のシングルマザーは他国に比

べて，仕事時間は最も長く（315分），育児時間は

最も少なく（23分），長時間労働のしわ寄せが育児

時間を切り詰める結果をもたらしていると指摘す

るとともに，貧困率が高い日本の母子世帯の特徴

を踏まえ，シングルマザーの仕事時間の短縮と育

児時間確保のための支援政策，仕事時間短縮に伴

う減収補てんのための所得保障，シングルマザー

のワーク・ライフ・バランスのための支援政策の

必要性を指摘する〔田宮・四方（2007）〕。田宮ら

の指摘のように，生活時間に焦点を合わせてみる

と，母子世帯の母親の長い仕事時間のゆえに子育

てにかかわる時間を調整しなければならず，その

結果母親が仕事と子育ての両立に悩み，先ほどの

周の指摘のように正社員としての就職を望みなが

配偶者との離死別と子どもの生活状況 9

表6 各世帯別にみた生活意識
（単位：％）

年度 世帯別 大変苦しい やや苦しい 普通 ややゆとりがある 大変ゆとりがある 合計

2007

全世帯 24.0 33.2 37.7 4.6 0.5 100.0

児童のいる世帯 26.3 37.2 32.7 3.6 0.3 100.0

母子世帯 48.5 36.6 14.2 0.7 0.0 100.0

2013

全世帯 27.7 32.2 35.6 3.9 0.5 100.0

児童のいる世帯 31.7 34.3 30.7 3.1 0.3 100.0

母子世帯 49.5 35.2 14.7 0.6 0.0 100.0

2016

全世帯 23.4 33.1 38.4 4.5 0.6 100.0

児童のいる世帯 26.8 35.2 33.7 4.0 0.3 100.0

母子世帯 45.1 37.6 16.4 0.9 0.0 100.0

出所：厚生労働省（2008／2014／2017）『国民生活基礎調査の概況』より作成。
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らも，望まないという矛盾した状況が生じる構造

につながる。阿部は，政府は「子育て支援」の一

環として，育児と仕事を両立させる「ワーク・ラ

イフ・バランス」を提唱しているにもかかわらず，

母子世帯の母親に対してはさらなる「就労による

自立」を促しており，その結果，母親に影響を与

えるだけでなく，その子どもにも負担と犠牲を強

いることになると，早くから危惧している〔阿部

（2008）pp.120-121）。このような状況は母子世帯

の母親に限ることではなく，長時間労働にさらさ

れている父子世帯の父親にもそのまま当てはま

る。実際に父子世帯においても，父親が就業を継

続するためには就業と子育てを両立できる環境が

必要である。しかし，表3のように母子の6割以

上，父子の4割以上は，子どもと大人1人の世帯で

構成されており，一人の大人が仕事と家事と子育

てを一手に引き受けざるを得ない状況におかれて

いる。

NPOしんぐるまざあず・ふぉーらむは，母子家

庭の子育てや生活に関する調査を継続的に行って

いるので，子育てにかかわるいくつかの調査結果

を紹介したい。まず，母親たちは，母子家庭に

なって親として困ったこととして，家計（お金），

仕事，子どものことを，子どもに関して困ったこ

ととして，学校・保育園のことと子どもにかかる

お金のことを挙げている〔NPOしんぐるまざあ

ず・ふぉーらむ（2003）p.9〕。母子家庭の母が仕

事と子育ての両立で困っていることは，子どもや

親自身の病気のとき，急な残業や土日が仕事のと

きに子どもの預け先がなく，頼れる親族もいず

困っている状況が明らかになっている〔同（2007）

pp.29-31〕。また，子育てするうえで気がかりや心

配事として，子育て費用の不足，子どもの将来，

子どもの安全確保，子どもの進路，子どもの病気，

子どもの反抗，母子家庭への周囲の偏見〔同

（2007）p.32，（2010）p.15〕が挙げられている。つ

まり，母子家庭の母親たちは，子育てにおいて複

合的に困難な状況に置かれていることが明らかに

なっている。

次いで，ひとり親世帯における子どもの教育を

めぐる状況について確認したい。2016年度の「全

国ひとり親世帯等調査」によると，ひとり親世帯

の親の子どもについての悩みは「教育・進学」（母

子58.7％，父子46.3％）が最も多い。ひとり親世

帯の厳しい経済状況は，子どもの将来の生活に繋

がる教育投資にも影響を与える。まず，子どもに

期待する最終学歴について確認した結果，2016年

度の調査では，母子世帯も父子世帯も，「大学・大

学院」までが最も多く4割以上，「高校」までが3割

前後になっている。子どもに期待する最終学歴

は，ひとり親の学歴と関連がみられ，母子世帯で

は，母親の学歴が中卒の場合，子どもの最終進学

目標は高校までが最も多く約6割を占め，母親が

高卒の場合，高校までが約4割，大学以上が約4割，

母親が大卒以上の場合，大学以上が最も多く8割

を超えている。父子世帯に同様な傾向がみられた

〔厚生労働省（2017）pp.89-90〕。

また，中学3年生とその親を対象とした内閣府

の調査でも同様な傾向がみられている。同調査で

は，ひとり親世帯と二人親世帯の親と子どもが考

える「理想」と「現実的」な進路について質問し

ている。子どもの回答では，ひとり親世帯で大学

以上を理想としていた子どもは40.1％，二人親世

帯では64.5％である。現実的に大学以上になると

考えていたのは，ひとり親世帯の子どもが

32.0％，二人親世帯の子どもが58.9％である。両

世帯とも理想より現実が低くなっているが，世帯

の間でも差が開いている。親の回答をみると，ひ

とり親世帯で大学以上を理想としているのは

38.6％，二人親世帯では65.6％，現実的に大学以

上になると考えていたのは，ひとり親世帯の親が

29.5％，二人親世帯の親が55.9％である。理想と

現実において，いずれも，ひとり親世帯の親の方

が二人親世帯の親に比べて，子どもに期待する最

終学歴が低い。理想と現実が異なる理由は，両世

帯ともに最も多かったのは，「子どもがそう希望

しているから」であるが，「家庭に経済的に余裕が

ないから」という理由では，ひとり親世帯の親は

26.0％が，二人親世帯の親は9.5％がそう答えてお

り，両者間の差がみられている〔内閣府子ども若

者・子育て施策総合推進室（2012）pp.34-36，

pp.134-136）〕〔稲葉（2012）pp.191-198〕。

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 110
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日本の2018年3月高校卒業生の大学進学率は，

49.7％（短大を含むと54.8％）で，10年前の46.0％

（52.9％）と比べると少し上がっている〔文部科学

省HP〕。ひとり親世帯の親が，子どもの最終学歴

として大学以上を期待する割合が年々増えている

ので，子どもの大学進学率も高くなっていると思

われるが，ひとり親世帯の子どもの大学進学率の

明確な数値はわからないため推測するのみであ

る。ただ今まで確認したように，ひとり親世帯の

親が期待する子どもの最終学歴は，二人親世帯の

親の期待より低いことから，両世帯間の子どもの

大学進学率に現実的な差があることは，十分予測

できる。

Ⅲ ひとり親家庭における子どもの生活と支援

1 ひとり親家庭の子どもの生活

（1） 生活の変化

「全国ひとり親世帯等調査」や「国民生活基礎調

査」などは，ひとり親世帯の親を対象とした項目

で構成され，子どもを対象とした項目は設定され

ていないため，子どもの生活全般の状況を把握す

ることは難しい。また，ひとり親家庭になった後

の子どもたちの生活の変化はもちろん一様ではな

く，親と死別なのか，離別なのかによっても異な

ると思われるが，背景による一般的な変化を見出

すことも難しい。例えば，ひとり親家庭になった

後の子どもの生活の変化を分析した研究では，母

親との死別で父子家庭になったケースで，配偶者

の死による環境の変化に父親が適応できず，その

影響で親子関係が破綻し，子どもの家庭生活が崩

れた例や，親の死による精神的な影響が子ども本

人の就学や就職行動，人間関係にも及んだ例，経

済状況の変化によって子ども本人の進路選択に制

約が生じた例などが報告されている〔安宅

（2017）〕。離婚でひとり親家庭になったケースで

も，比較的に短期間で適応する子どもや対人不

信，不登校という深刻な経験を経て回復する子ど

も，時間が経っても依然として苦悩している子ど

もなどさまざまな例が報告されている〔藤田

（2016）〕。親の暴力や金銭トラブルなどで離婚に

至った場合は，親の離婚後，子どもが精神的に落

ち着き親の離婚を肯定的に受け入れていることも

報告され，離婚前後の状況が離婚後の子どもの生

活に影響を及ぼすことが明らかになっている〔棚

瀬（2004）〕。また，離婚前は子どもの母親が不安

定で子どもにあたるなどして，子どもも不安定な

状態だったのが，離婚後母親が落ち着くことで，

子どもも安心，明るくなるケースや，父親と別れ

るという環境の変化によって情緒不安定になる子

どもの報告もみられるなど〔三島（1985），堀田

（2009）〕，子どもたちが生活の変化に適応してい

く過程もさまざまであることが明らかになってい

る。

一方，先行研究を検討する中で，ひとり親家庭

の子どもは，「異なる」「ラベリング」「引け目」な

どの表現で，自分自身を位置づけていることが多

くみられたため，まず，子どもはひとり親家庭に

なったことをどのように受け止めているのかを中

心に確認したい。神原は，ひとり親家族の親と子

どもは，いわゆる「標準家族」という枠から考え

ると，それらの規範から逸脱するものであり，死

別よりは離別が，離別よりは未婚が，より規範か

ら逸脱するものと見受けられ，よりマイナス評価

をうけることになることや，ひとり親家族が標準

家族でなくなることは，その親と子が社会的に排

除される契機になると指摘する〔神原（2007）〕。

竹田らは，大学生がもつひとり親家庭の子育てに

関するイメージを問う量的調査を行い，神原の指

摘とおり死別よりは離婚が，離婚よりは未婚のひ

とり親家族の子育てが，より否定的に評価されて

いることを確認している〔竹田他（2011）〕。この

ような傾向は，ひとり親家庭で育った経験のある

大学生においても同様にみられた。ただ，ひとり

親家庭で育った経験のある大学生は経験のない大

学生に比べて，離婚による母子家庭の子育てを肯

定的に評価しており，特に，調査時に母子核家族

であった大学生は，離婚によるひとり親家庭の子

育てを肯定的に評価していた3)。

子どもは親の離婚をどのように受け止めている

のか，またどのような影響を受けているのかを分

析した研究では〔財団法人家庭問題情報センター

配偶者との離死別と子どもの生活状況 11
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（2005）pp.10-27，平松（2005）〕，親の離婚につい

て肯定的な意見が2割，仕方がなかったが3割弱，

否定的な意見が3割強である。子どもは，自分自

身については，自立できるようになり，他人の立

場を考えたり，さまざまな人生があることを理解

できるようになったと回顧し，家族については，

離婚後母が明るくなり，安定し，家族が親密に

なったと回顧している。辛かったことは，進学を

諦めたり，進路を変更したり，自分の将来にかか

わる変化が生じたこと，結婚に関するトラウマで

苦しいこと，社会関係においては，「正しくない家

庭の子」としてみられるなど差別と偏見に悩んだ

ことなどが明らかになっている。

同様な結果はほかの研究からも明らかになって

いる。まず，「ひとり親家族を生きる困難」につい

て分析した本村は，ひとり親家族の子どもは，ひ

とり親家族が，親族・友達・学校・社会から「ラ

ベリング」されていることを認識し，自分の行動

によってひとり親が非難されないように意識して

生活しなければならず，ひとり親家族であること

を開示することへの面倒さを感じていることを明

らかにしている〔本村（2011）〕。ひとり親家庭で

育った経験のある子どもの語りを分析した上野・

李の研究では，自分が育ったひとり親家庭につい

て「他の家庭とは違う」と認識し，「周りの目」を

意識している様子や，語り手自身も過去にひとり

親家庭に偏見を持っていたために自分のことを周

りに開示できない様子などが報告されている。中

には，ひとり親家庭であることが知られることを

心配した親から周りに言わないように要求されて

いたケースもみられた。この場合は，ひとり親家

庭の親本人が行政に勤めているにもかかわらず，

ひとり親家庭の支援制度すら利用できなかった

ケースで，社会の偏見によりもたらされる不利な

状況が明らかになっている。さらに，父子家庭で

育った子どもは学校の授業において「二重の引け

目」を感じたことを語っていた。例えば，「家庭科

の授業が一番引け目を感じる授業だった」と語

り，「家でお母さんがしているのみたでしょう」と

か「家でお母さんに教えてもらってね」という教

師の発言に傷ついている。さらに，「調理実習で

できない時，お母さんがいてできないのとお母さ

んがいなくてできないのは全然違うし，引け目を

感じる」といい，一つはひとり親家庭の子どもで

あること，二つは父子家庭の子どもであること

で，「二重の引け目」を感じていたと語っていた。

また，自分がひとり親家庭の子どもであることを

話すと，周りの空気が変わり，暗くなることが嫌

だったと語ることで，ひとり親家庭の子どもであ

ることを開示することにも，開示しないことに

も，抵抗があることを表現していた〔上野・李

（2010）pp.44-80，（2014）〕。

そして，ひとり親家庭はほかの家庭とは違うと

いう子どもたちの認識は，かれらが将来について

語る際にもみられる。上野・李の研究では，ひと

り親家庭で育った子どもたちが，自分の過去を振

り返る場面より，未来を語ることで明るくなる様

子を報告している。子どもたちは，結婚に対する

願望は強く，結婚して「普通」の家庭を築きたい

と考えている。一方で，親の離婚によりひとり親

家庭になった子どもは，結婚して親のように不幸

になることへの怖れから，普通に幸せになること

への希望とその希望に対する恐れという矛盾した

気持ちで悩む姿も明らかになっている〔上野・李

（2010）pp.44-80，（2014）〕。野口・桜井は，親の離

婚を経験した多くの子どもが，異性との関係にお

いて「親密性への怖れ」の感情を抱えていること

を見出し，親の離婚の影響が，青年期，成人期の

発達段階において，「結婚はばかばかしい」「捨て

られたら，嫌われたらどうしよう」「相手の親が反

対すると思う」などの気持ちとして現在化される

場合があることを指摘している〔野口・桜井

（2009）〕。

一方，ひとり親家庭の子どもたちが，ひとり親

3)竹田らの研究の調査対象者の1,379人のうち，高校卒業までにひとり親家庭を経験した人は87人の6.6％（無回答

除く）で，親の離婚を経験した大学生が58人で最も多い。高校卒業までに，父の再婚を経験している者は2人，母

の再婚を経験している者は20人で，調査時における家族構成が父母のいる核家族が23名，父母のいる拡大家族が9

名，母子核家族が25名，母子拡大家族が12名である。
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家庭になってからの生活の変化に戸惑いながらも

適応していく過程を報告した研究もみられる。ま

ず，インタビュー調査に基づいたひとり親家庭の

子どもとしての生活について家庭経験と学校経験

の両面から分析した志田の研究によると，子ども

たちは，家庭における経験では，突然訪れた環境

の変化に戸惑いながらも，現在の生活を肯定的に

とらえており，いらいら感と安心感というアンビ

バレントな感情を持っていた。また，学校におけ

る経験では，日本における二人親の子育てをめぐ

る規範的圧力とプレッシャーによって，ひとり親

家庭の子どもは，家庭背景を隠すことを強いられ

る状況におかれ，自分の状況を誰にも言えなかっ

たり，恥ずかしいと思ったり，事実をいうとみん

なから「ごめん」と言われ，気まずくなった経験

をしていたことを明らかにしている。一方，志田

は，子どもたちは，親族や教員，同じくひとり親

家庭の子どもである友人らとのつながりを豊富に

もち，そのつながりを生かして生きていこうとし

ており，ひとり親家庭に対する自分の経験を肯定

的にとらえていたと報告し，ひとり親家庭の子ど

もが肯定的に生きられる背景にあるのは，社会的

「承認」を得られることであると分析する〔志田

（2015）〕。また，本村は，先ほどの研究で大学生が

インタビューに応じた理由として「社会の人たち

に自分たちはちゃんと生きていることを知ってほ

しかった」「自分の家族経験が役に立つのがうれ

しい」「とにかく聞いてもらいたかった」からと

語ったことから，かれらにとって「語る」という

営みは，自分自身の存在を証明し，社会からの

「承認」願望を満たし，自己を支えるための積極的

な挑戦であったのではないかと述べる。そして，

かれらにとってひとり親家族を生きる上で有効な

手段は，「承認」と「社会的包摂」だったのではな

いかと分析している〔本村（2011）〕。志田や本村

の研究からは，ひとり親家庭の子どもたちが，自

分の経験や生活史を受け入れ，肯定的に生きるた

めの有効な手段こそ，社会的承認であり，社会的

包摂であることが，明らかになった。さらに志田

は，社会的不平等には，貧困などの経済的不平等

と，ステレオタイプや日常生活の相互行為におけ

る非難・中傷など文化的なものに由来する社会的

秩序における不平等という二種類があるとするナ

ンシー・フレイザーの概念に基づき，ひとり親家

庭はこの二種類の不平等に晒され，二重の不平等

を被っているにもかかわらず，これまではひとり

親家庭の支援に関する議論は経済的不平等に視点

がおかれていたため，これからは社会的秩序の不

平等に視点をおいた議論が必要であると強調する

〔志田（2015）〕。志田の指摘は，まさにひとり親家

庭に対する偏見をなくし，ひとり親家庭に対する

社会的排除から社会的包摂へという支援に対する

方向性の転換を示しているものとして注目すべき

である。

（2） 教育

次いで，ひとり親家庭の子どもの生活について

教育達成という視点からまとめてみよう。近年

は，ひとり親家庭の子どもの教育達成に注目する

研究が多く行われ，研究成果も得られている。ま

ず，稲葉は，「2005年社会階層と社会移動全国調査

（SSM調査」）を用いて，子どもの義務教育修了前

の時期（15歳時頃）に父の不在および父の死亡が，

その後の子どものライフコースにどのような影響

を与えているかを分析し，父不在を経験した子ど

もは，経験しない子どもに比べて，高等教育機関

への進学率が一貫して低いことと〔稲葉（2008）〕，

父が不在の子どもは，低い学歴達成と連動して男

女ともに初職年齢が早く，男性は初職のホワイト

カラー比率が低く，その後の転職経験数も多く，

若い世代ほど格差が大きくなっていることを見出

している。さらに，稲葉は，「社会保障制度が整備

され貧困が個人の人生に及ぼす影響が小さくなっ

ている」という仮説は，少なくともひとり親世帯

出身者にはあてはまらず，特に，母子世帯出身者

は社会全体が高学歴化するなかで，取り残された

存在であり，遺族年金や児童扶養手当などの社会

保障制度は，子どもの大学進学を想定していな

かったため，社会全体の高学歴化にともなって大

きな格差が顕在化してきたと指摘する〔稲葉

（2011）pp.239-252〕。余田・林は，15歳時点におけ

る父親の不在が子どもの地位達成に及ぼす影響を

配偶者との離死別と子どもの生活状況 13
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分析し，15歳時までに父親不在の経験をした子ど

もは経験をしていない子どもに比べて，ブルーカ

ラー職としての労働市場に参入する傾向が強く，

専門職やファイトカラー職に初職として入職でき

る割合が低かったことを見出し，その格差は教育

達成の格差で説明できるかどうかを分析してい

る。その結果，父親が不在であることが直接に初

職達成に影響しているのではなく，父親不在が教

育達成水準を低め，その不利が就職に影響してい

ることを明らかにしている〔余田・林（2010）〕。

また，子どもの教育達成の低さは，母子世帯のみ

でなく父子世帯にも共通にみられ，ひとり親世帯

と二人親世帯間の教育達成の格差は，近年になっ

ても縮小しておらず，むしろ拡大していること

〔余田（2012a）（2012b），斉藤（2014）〕，特に，そ

の格差は，男性に比べて女性に大きいこと〔余田

（2012b），稲葉（2016）pp.135-136）〕，学歴は，就

業や結婚などを初めとしてその後のライフコース

に影響を与えること〔余田（2012a）〕が明らかに

なっている。さらに，近年は，家族構造に関係な

く子どもの進学率は上がっているが，ひとり親世

帯の子どもの進学率は，常に二人親世帯の子ども

に比べて低いこと〔斉藤（2014）〕，子どもに期待

する教育程度においてもひとり親世帯の方が常に

低いこと〔余田（2014）〕が明らかになっている。

安宅は，ひとり親世帯出身者と二人親世帯出身者

との間には，すでに義務教育修了の時点で学業成

績上の格差が顕著化し始めていること，ひとり親

世帯出身者の進学をめぐる不利益は，就職後にお

いても雇用の不安定につながっていることを明ら

かにしている〔安宅（2017）〕。これらの一連の研

究は，ひとり親家庭における子どもの教育をめぐ

る現状は，一貫して子どもたちに不利に働いてい

ることを説明している。

阿部は，義務教育が終わる15歳時の暮らし向き

がその後の生活水準にどう影響するかを分析し，

「15歳時の貧困→限られた教育機会→恵まれない

職→低所得→低い生活水準」につながり，子ども

期の貧困は，子どもが成長した後にも継続して影

響を及ぼすこと，また子ども期の貧困というの

は，あとから解消できない「不利」であること，

貧困の世代間連鎖を繰り返さない鍵としての所得

効果は大きいことを指摘する〔阿部（2008）pp.18-

36〕。大石は，15歳時の暮らし向きが悪い場合に

学歴達成が低いことは，貧困の世代間連鎖を示唆

し，15歳時の家族構造によって貧困リスクや学歴

達成に差がみられることは，家族が生活保障や教

育において重要な役割を果たしていることを示唆

すると指摘する〔大石（2007）〕。阿部や大石の指

摘は，ひとり親家庭の子どもというより，15歳時

における経済状況を念頭においた指摘であるが，

子どもの生活保障や教育の責任がほぼ家族に一任

されている現状において，貧困率の高い日本のひ

とり親世帯の親と子どもの生活を支える適切な支

援は何かを考える際，非常に有効な指摘である。

（3） 非監護親との関係

最後に，離婚によるひとり親家庭で育つ子ども

を中心に，非監護親との面会交流や養育費支払い

状況などを踏まえて確認し，非監護親との関係が

子どもの生活にどのような影響を与えるかを検討

したい。非監護親からの養育費支払いは，ひとり

親家庭にとって重要な経済資源になることはもち

ろんであるが，子どもにとっては，たとえ離れて

暮らしていても親として責任を果たしてくれてい

ることを確認できる精神的な支えの一つになると

いえる。

近年の離婚後の非監護親と子どもの面会交流の

関係に関する研究成果は，野口らの研究で明らか

になっている。まず，離婚によるひとり親家庭の

経験を持つ大学生を対象とし，離婚後の親子関係

および面会交流が子どもの適応にどのような影響

を与えるかを検証した研究では，非監護親と面会

交流が継続していた人と，まったくない人がそれ

ぞれ4割で，非監護親と面会交流がある者はない

者に比べて親子間の信頼感が高く，子どもと非監

護親との交流は，親への信頼感を高めるのに重要

な要因になっていること〔野口他（2016）〕，非監

護親との養育費のやり取りは，ただ金銭的なつな

がりを意味するのではなく，その受け取りを通し

て，監護親と子どもが非監護親に関する話題を共

有することにつながり，非監護親に対する信頼感
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も増える可能性が高いことを指摘している〔野

口・町田（2017）〕。

青木の研究では，親の離婚を経験した大学生の

ほとんどが，非監護親との面接交流は必要で，非

監護親とは会うべきだと考えていたこと，非監護

親と子どもとの面会交流を困難にするのは，監護

親による非監護親の非難，親の再婚などであるこ

と が 明 ら か に な っ て い る〔青 木（2017a）

（2017b）〕。また，平松は，離婚による母と子のひ

とり親家庭の子どもが非監護親の父に求めている

支援で最も多かったのは，「養育費・学費などの金

銭的支援」と「面会交流などの離婚後の関わり」

であり，それらのことから，親と子どもをつなぐ

絆の一つとして，面会交流などの精神的支援と養

育費の支払いなどの経済的支援が必要であること

を，親は肝に銘じる必要があると強調する〔平松

（2005）〕。離婚後の子どもの養育費の取決めや面

会交流の必要性と課題については，ほかにも指摘

されており〔三島（1985），下夷（1989），上村

（2012）〕，2011年の民法改正に基づいて明文化も

されている。ただ前章で確認したように，離婚に

よるひとり親家庭の子どもが実際に非監護親と面

会交流を継続しているのはそれほど多くなく，継

続して養育費を受け取っている場合もそれほど多

くないのが，現状である。しかし，子どもの方は，

面会交流の重要さを考えており，非監護親には養

育費や学費などの支援を望んでいること，さら

に，非監護親からの養育費支払いは，ひとり親世

帯の子どもの権利保障と生活安定に欠かせないも

のであることを考えると，今後，養育費取決めと

支払義務，面会交流取決めと面会交流義務をセッ

トにする形での制度の強化が必要であると思われ

る。もちろん，面会交流については諸事情を考慮

し，子どもの福祉を最優先しなければならないの

は言うまでもない。

2 ひとり親家庭の子どもの生活を支える

ひとり親家庭の子どもの生活を支える支援体制

が整っておらず，さらに，直接に子どもを支えら

れる制度は非常に少ないことから，子ども支援体

制の早急な整備を指摘する研究は数多い。神原

は，ひとり親家族で育っている子どもの中には，

親の生活困窮のゆえに，さまざまな問題を抱えて

いる子がいることが予想されるが，ひとり親家族

の子どもに焦点をあてた支援体制はないに等しい

と指摘する〔神原（2007）〕。日本の各自治体にお

けるひとり親家族への支援状況を調査した研究で

は，各自治体では，支援策の一環として，親に対

する経済支援だけでなく，精神的サポート等の公

的支援を行っていることを明らかにするととも

に，ひとり親家庭の子どもを対象とした支援が極

めて少なく乏しいことも明らかにしている〔（社）

日本家政学会家族関係学部会研究活動委員会

（2008）pp.31-129〕。また，西山らは，日本のひと

り親家庭への諸支援は，親に向けられたものが多

く，子どもへの直接支援の視点が欠如しているこ

とを指摘した上で，子どもの福祉を直接に保障す

る視点が乏しいのは，母親の自立によって子ども

の福祉が実現するとの期待が強いためであると指

摘する。しかし，子どもの福祉は母親の自立に

よってのみ実現するものではないため，子どもの

不利や困難を明らかにし，必要な支援策を親の自

立支援策と切り離して講ずる必要があると強調す

る〔西山・元木（2012）〕。

2019年現在は，少しずつではあるが，ひとり親

家庭の厳しい経済状況，特に，子どもの貧困率の

高さという課題を解決すべく法制度も変化してき

ている。最も近年の変化をみると，2013年の「子

どもの貧困対策の推進に関する法律」（以下「子ど

も貧困対策法」）の成立（2014年1月17日施行），同

年の「生活困窮者自立支援法」の成立（2015年4月

1日施行），2014年の「子どもの貧困対策の推進に

関する大綱」の閣議決定（2014年8月29日），同年

の「母子及び寡婦福祉法，児童手当法」の改正

（2014年12月1日施行），2015年の「すくすくサポー

ト・プロジェクト」（すべての子どもの安心と希望

の実現プロジェクト）の子どもの貧困対策会議決

定（2015年12月12日），2015年の「母子家庭等及び

寡婦の生活の安定と向上のための措置に関する基

本的方針」（2015年10月2日）などがある。また，

「児童扶養手当法」は，2010年から大きく変わり，

2010年8月からは父子家庭の父親も受給資格を持

配偶者との離死別と子どもの生活状況 15
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つようになった。実施初年度の2010年度の児童扶

養手当受給者件数は，1,055,181件で，受給者の児

童との関係は，母親994,063名，父親55,546名，養

育者5,572名である。2017年度末現在は，総数

973,188件で，母親が914,691名，父親が53,814名，

養育者が4,683名である〔厚生労働省HP〕。2014年

12月からは，公的年金を受給する場合，年金額が

児童扶養手当額より低い場合は，差額分の児童扶

養手当を受給できるようになり，2016年8月から

は，第2子，第3子の加算額が増額され，2017年4月

からは児童扶養手当の加算額に物価スライド制を

導入するようになった。2018年8月分からは，支

給制限に関する所得の算定方法が変わり，全額支

給の対象となる所得制限額が引き上げられた。

「子ども貧困対策法」や「生活困窮者自立支援

法」は，貧困や困窮状況にあるひとり親家庭の子

どもにも深くかかわる制度である。「子ども貧困

対策法」第2条の基本理念と「生活困窮者自立支援

法」の第6条の生活困窮者就労準備支援事業等の4

項には，子どもを対象とする教育，生活，就労，

経済的支援と子どもに対する学習支援や保護者へ

の進学助言などの支援に関する規定が定められて

いる。これらは直接に子どもの学習支援を行うこ

とで，その効果から「貧困の連鎖を防止する」こ

とを狙いとしている。ただ，子どもへの教育支援

や学習支援の成果がみられ，貧困の連鎖が断ち切

られるまでは，まだまだ時間を要する。それまで

は，ひとり親家庭の親に対する継続的な支援が必

要なのは言うまでもなく，経済的支援，就業支援，

就業と子育てが両立できる支援が，複合的に実施

される必要がある。

さらに，ひとり親家庭の子どもを支える支援

は，経済的支援を中心とする支援だけでなく，心

理的支えを図る支援も重視すべきである。第Ⅲ章

で確認したように親との離死別を経験した子ども

たちは，日常生活を送る中で親の喪失を想起させ

るさまざまな場面に出くわしており，その場面で

ひとり親家庭の子どもである自分を「普通の家庭

の子」ではないと認識し，傷つき悩んでいる。上

野・李の研究では，ひとり親家庭の子どもについ

ては，本人が率先して相談をしなくても，または

できなくても，無理やり相談してくれる大人が必

要であると訴える子どもの声を紹介しているが，

子どもたちが最も多くの時間を過ごす学校内にお

いて相談できる専門家がいることが望ましい〔上

野・李（2014）〕。国は，ひとり親家庭への支援策

の一つとして，2019年度までにスクール・ソー

シャル・ワーカを一万人（全中学校区に1人ずつ）

配置すること，スクール・カウンセラー（全公立

小中学校）を27,500校に配置することを目標とし

ている。ただ上野・李の研究で見られたように意

図的ではないにしても授業中の教員の発言などに

よって子どもが傷つく場面も発生していることか

ら，学校にはスクール・ソーシャル・ワーカやス

クール・カウンセラーを配置し，子どもを心理的

に支えられる仕組みを整えるとともに，並行して

学校の児童・生徒に対する学習と教育，学校の教

職員に対する研修を継続的に実施することが必要

である。

Ⅳ おわりに

本稿では，「配偶者との離死別と子どもの生活

状況」というタイトルのもとで，配偶者との離死

別によりひとり親家庭になった親と子どもの生活

状況について概観した。その結果，ひとり親家庭

の親と子どもの状況はさまざまであり，一概には

いえないことが明らかになった。そして本稿で

は，ひとり親家庭の親と子どもが，経済的困難，

環境の変化に適応していく過程で経験する困難，

子どもの教育期待や教育達成に関連する困難，非

監護親と子どもの関係をめぐる課題，養育費負担

や面会交流に関する課題，社会的排除という困難

などの諸困難を抱えており，ひとり親家庭の親と

子の多くは，これらの困難を複合的に経験してい

ることを再確認した。

本稿では，ひとり親家庭の子どもの生活状況に

関する新たな結果を見出したわけでも，また，子

どもの生活支援策を新たに提案できたわけでもな

く，ひとり親家庭の親と子の厳しい生活状況を再

確認したに過ぎない。しかし，本稿の作業を通し

て，今日，ひとり親家庭の親と子どもの生活支援

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 116
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のためのさまざまな政策が作られ，制度の整備も

進んでいるが，その親子が直面している困難な状

況を解決するためには，引き続きさらなる改善が

必要な状況であること，中でも，子どもへの経済

支援と学習・教育支援を継続的に行う必要がある

ことを改めて再確認できたことは，本稿の成果の

一つと思われる。
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Divorce and Bereavement with Spouse

and the Actual Conditions of Children¢s Lives

LEE kyoung won
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Abstract

This study analyzed the life of parent and children from the single-parent families induced by the

divorce and bereavement with spouse via all sorts of statistics and pilot studies. Analyses were 1) statistical

trend, economic condition, and the reality of life such as child rearing in single-parent family and 2) the reality

of children’s life including changes in environment and life after the separation from parent. Results indicate

that the circumstances of parent and children in single-parent family were diverse. Parent and children in

single-parent family encountered various difficulties including economic difficulties, difficulties experiencing

during the adaptation for environmental change, problem regarding children’s education and social exclusion

and it is reconfirmed that many of them are experiencing the mixture of these difficulties. Although nowadays,

policy to support a single-parent family is built and system is organized, to solve difficulties faced by a single-

parent family, continuous improvement is needed. In addition, among those, it is reconfirm that continuing

financial and educational support for children is required.

Keywords：Single-parent Families, Children, Divorce, Bereavement
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特集：離死別と社会保障

配偶者との離死別と高齢者の生活状況

濱本 知寿香＊

抄 録

本論文は，「国民生活基礎調査」（2013年）の匿名データを使用して，配偶者と離死別した高齢者の生

活状況を把握した。分析対象は，単独世帯と夫婦のみ世帯の高齢女性で，単独世帯はさらに配偶関係で

分類した。家計や生活意識の項目を用いて，離別高齢女性と死別高齢女性だけでなく，夫婦のみの世帯

の高齢女性とも比較し，その違いを検討した。分析結果は以下のとおりである。（1）離別女性と死別女

性の貧困率は，有配偶女性の3倍以上と高くなっている。（2）離別女性は低年金の割合が高い。公的年

金は死別女性の主要な収入源となるが，受給額の格差を生み出す制度にもなっている。（3）貧困水準未

満の所得でもその所得内に支出を抑えなければいけない状況，資産形成が行えず取り崩す資産がなくラ

イフサイクル仮説が成り立たない状況にある離別女性が確認される。（4）家計状況だけでなく，離別女

性であることそのものが生活意識の苦しさに関連している。

キーワード：配偶関係，貧困率，離死別高齢女性，単独世帯，公的年金

社会保障研究 2019, vol. 4, no. 1, pp. 20-32.

Ⅰ はじめに

本論文は，「国民生活基礎調査」を使用して，配

偶者と離死別した高齢女性の生活状況を把握する

ことを目的とする。

高齢期における貧困率が高いことは，岩田

（1996），白波瀬（2006），橘木・浦川（2006），阿

部（2006）などで指摘されて以降，研究が蓄積さ

れている。高齢者の貧困率は現在も高いことに変

わりはないが低下傾向にある。近年は，世帯構

造1)変化に着目した研究がさらに進化している

〔山田・四方（2016），徳冨・浦川（2018）など〕。

高齢者の世帯構造は大きく変化している。「国

民生活基礎調査」で世帯構造別にみた65歳以上の

者のいる高齢者世帯の構成割合をみると，1989年

の35.7％（単独世帯が14.8％，夫婦のみの世帯が

20.9％）が，2016年には58.2％（それぞれ27.1％，

31.1％）に増加している。平成の時代に22.5ポイ

ントも増加している。これは2015年の「国勢調

査」でも確認でき，65歳以上の単独世帯が特に女

性で多いことも示されている。

問題なのは，増加している単独世帯の女性の貧

困率が高いことである。阿部（2017）によると，

1985年の7割台から30年の間に4割台に低下してき

たが依然として高い。2015年は，2012年の44.6％

＊大東文化大学経済学部 准教授
1) 以下では，世帯構造，単独世帯，高齢者世帯の用語は国民生活基礎調査に準じて使用する。
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から46.2％の増加に転じるという変化もみられて

いる〔阿部（2018）〕。

そして，高齢者，特に単独の高齢者世帯の生活

にとって公的年金が重要な役割を果たすが，年金

制度は離別高齢者か死別高齢者かで適用される制

度が異なる。つまり，公的年金制度の影響を受け

て，配偶関係で高齢女性の生活状況は異なってく

る。

阿部が「国民生活基礎調査」を用いて算出した

高齢女性の30年間の貧困率〔阿部（2010，2017，

2018）〕を示した図1から，配偶関係の違いで貧困

率に差があることが確認できる。1990年代以降，

死別高齢女性は3割前後，離別女性は4割以上とい

う貧困率の違いがあり，ともに有配偶女性の

1.5〜2倍の高さとなっている。配偶関係を考慮し

た上で高齢女性の貧困リスクへの影響を分析して

いるものとして山田（2010）があるが，こうした

研究はまだ少ない。増加している単独高齢女性，

貧困率が高い単独高齢女性を今後の政策課題とし

て検討するためには，離別と死別に分けた生活状

況が明らかになっている必要がある。

以上の背景から，本論文は「国民生活基礎調査」

の家計2)や生活意識項目を用いて，「高齢者世帯」

内の単独世帯と夫婦のみ世帯の女性の比較，単独

世帯の離別女性と死別女性の比較を通じて，その

実態を把握することを目的とする。

Ⅱ 政府統計からみた離死別高齢者

離別高齢女性と死別高齢女性の生活実態がこれ

まで明確になっていない理由の一つとして，政府

統計からとらえることが難しいことがあげられ

る。基幹統計調査で配偶関係の項目をみると，表

1のように離別と死別が分類された調査は，国勢

2) 子どものいる世帯の所得格差や貧困が阿部（2005）や大石（2005）により取り上げられて以降，なかでも貧困率

が高いひとり親世帯に関する研究が増えている。しかし，ひとり親世帯の母のその後をとりあげたものは，大

矢・湯澤（2018）など限られている。「国民生活基礎調査」では，別居子の有無の調査項目はあるが，その子を養

育したかわからないため，離死別した女性がひとり親世帯を経験した母であるか判別できない。以下のⅣの（5）

で検討した資産については別居子がいる場合，つまりひとり親世帯の母である可能性が高い場合，貯蓄額が低く，

資産形成が十分とはいえない結果となった。こうした視点からの分析は今後の課題としたい。
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図1 高齢女性の配偶関係別にみた貧困率
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調査，国民生活基礎調査と限られている。また，

国民生活基礎調査のように配偶関係の質問項目は

あっても，離別と死別の違いを確認できる公表統

計表は少ない。

基幹統計調査以外の政府統計3)でみると，「年金

制度基礎調査」（厚生労働省）の2017年調査から配

偶関係項目が加わり，配偶関係別の公的年金額が

階級別ではあるが公表されている4)。

「全国ひとり親世帯等調査（旧：全国母子世帯等

調査）」（厚生労働省）はひとり親世帯になった理

由が質問されているため，死別と生別のみなら

ず，生別については，調査項目によっては離婚・

未婚の母・その他（遺棄・行方不明・その他）の

実態が把握できる。また，寡婦についてもかつて

は調査されていたが，「児童を養育しておらず，か

つ配偶者のいない女子であって，30歳以上65歳未

満の者（未婚のものを除く。）」であるため，65歳

以上の母の実態はつかめない。寡婦の調査は2006

年度以降行われていない。

Ⅲ 使用データと分析対象者

本論文で使用するデータは，2013年の「国民生

活基礎調査」匿名データB
5)である。使用する調査

票は，世帯票（2013年6月実施），所得票（2013年

7月実施），貯蓄票（2013年7月実施），健康票（2013

年6月実施）である。世帯の一人が代表して回答

する調査票と，各世帯員が回答する調査票があ

る。所得票は調査前年の2012年1月から12月まで

の1年間，貯蓄票は2013年6月末日現在，世帯票内

にある家計支出額は2013年5月の状況を回答する。

匿名データは，回答者が特定されないようリサ

ンプリングや上限値の加工6)が施されている。ま

た，年齢は65〜69歳のように5歳刻みの階級によ

る提供で，所得は世帯の合算額の提供である。ま

た，所得の内訳は雇用者所得と公的年金・恩給に

よる所得のみの提供で，その他の社会保障給付金

や仕送りはわからない。税金や社会保険料も内訳

の提供はなく，世帯で合算された「税金・社会保

険料」となっている。

分析の対象は，世帯類型が「高齢者世帯」（65歳

以上の者のみで構成する世帯）で，世帯構造が単

独世帯と夫婦のみの世帯の高齢女性（1,290名）で

ある。単独世帯はさらに配偶関係で分類した。婚

姻歴や離別・死別後の経過年数が調査されていな

いため，配偶関係は調査時点のものになる。以下

の図表では，「単独世帯の離別女性（以下，離別女

性）」（62名），「単独世帯の死別女性（以下，死別

女性）」（432名），「夫婦のみの世帯の女性（以下，

有配偶女性）」（743名），「単独世帯の未婚女性（以

下，未婚女性）」（53名）7)に加え，参考までに，有

3) 国民生活基礎調査の体系内で実施される全国家庭動向調査や世帯動態調査では，配偶関係だけでなく，配偶者

が死亡した年月，離婚した年月の質問項目もある。
4)

2018年12月26日公表（最終確認日：2019年3月2日）。
5)匿名データBは，統計法第36条の規定に基づいて厚生労働省から提供を受けた。匿名データを利用して得られ

た結果は，匿名データを基に筆者が独自に作成，加工した統計等であり，厚生労働省が作成，公表しているものと

は異なる。
6) 本論文で使用する変数で上限値が加工されているものは，家計支出額，総所得，雇用者所得，公的年金・恩給，

税金・社会保険料である。
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表1 基幹統計調査の配偶関係項目

調査名 調査周期

【最新年】

配偶関係項目

家計調査

（総務省統計局）

毎月 配偶者の有無の項目なし

（続き柄のみあり）

国勢調査

（総務省統計局）

5年

【2015年】

4分類

未婚／配偶者あり／死別／離別

国民生活基礎調査

（厚生労働省）

毎年

（大規模調査

の周期は3年）

【2016年】

4分類

配偶者あり／未婚／死別／離別

社会生活基本調査

（総務省統計局）

5年

【2016年】

3分類

未婚／配偶者あり／死別・離別

就業構造基本調査

（総務省統計局）

5年

【2017年】

3分類

未婚／配偶者あり／死別・離別

住宅・土地統計調査

（総務省統計局）

5年

【2018年】

2分類

あり／なし

全国消費実態調査

（総務省統計局）

5年

【2014年】

2分類

配偶者あり／配偶者なし

労働力調査

（総務省統計局）

毎月 3分類

未婚／配偶者あり／死別・離別

出所：筆者作成。
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配偶女性・未婚女性・死別女性・離別女性を含む

65歳以上女性全体（2,497名）8)の数値（図表内の

「参考：全体」）も示した。特に離別女性と未婚女

性の人数が少ないが，離別女性の実態を把握する

ためにこれらを一つにまとめていない。読み取る

際には留意する必要がある。また，それと関連し

て，図表内では一部，統合して示している。欠損

値のサンプルは，変数ごとに除いた。

以下では，離別女性，死別女性の所得，支出，資

産，生活意識の実態を，有配偶女性との比較や，離

別女性・死別女性間の違いを通じて把握していく。

Ⅳ 分析結果

（1） 対象者の属性

分析対象者の属性を示したものが表2である。

年齢階級から，死別女性の7割にあたる68.5％が

75歳以上で年齢層が高いこと，学歴から，離別女

性は小学・中学卒が高校卒より高く47.2％である

こと，ただし，この小学・中学卒の割合だけをみ

ると，離別女性も死別女性も4割台で，有配偶女性

の3割より高いことがわかる。住居の種類は，離

別女性は持ち家率が43.5％と顕著に低く，都市再

生機構・公社等の公営賃貸住宅が25.8％と高く

なっている9)。仕事をしている人の割合は，年齢

の影響があることから65〜74歳と75歳以上に分け

て示した。65〜74歳の離別女性は，有配偶女性や

死別女性に比べて就労率が高い。75歳以上になる

と離別女性と死別女性の就労率に差はないという

傾向がみられる。

7) 本論文は，配偶者と離別した女性と死別した女性の実態把握が目的のため，本文ではこれらの女性の違いを中

心に述べている。未婚女性については図表を参照していただきたい。
8) 夫婦と未婚の子のみの世帯，ひとり親と未婚の子のみの世帯，三世代世帯などの世帯が含まれる。65歳以上女

性を全体としたため，夫が65歳未満の女性も含まれている。
9) 国民生活基礎調査では，住宅・土地統計調査や，全国消費実態調査などと異なり，都道府県・市区町村営の賃貸

住宅と都市再生機構・公社等の賃貸住宅を分けず，「都市再生機構・公社等の公営賃貸住宅」という選択肢となっ

ている。
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表2 配偶関係別にみた対象者の属性

離別女性 死別女性 有配偶女性 未婚女性 参考：全体

年齢階級

65〜69歳 43.5％ 12.0％ 34.2％ 35.8％ 26.5％

70〜74歳 22.6％ 19.4％ 32.2％ 20.8％ 24.1％

75〜79歳 16.1％ 22.2％ 20.3％ 13.2％ 18.7％

80〜84歳 11.3％ 24.8％ 10.8％ 11.3％ 16.1％

85歳以上 6.4％ 21.5％ 2.6％ 18.9％ 14.6％

学歴

小学・中学 47.2％ 43.6％ 30.0％ 30.6％ 42.3％

高校・旧制中 41.5％ 49.6％ 57.9％ 57.1％ 50.1％

短大・高専・大学・大学院 11.3％ 6.8％ 12.1％ 12.2％ 7.6％

住居の種類

持ち家 43.5％ 73.4％ 85.6％ 60.4％ 83.7％

民間賃貸住宅 17.7％ 13.4％ 6.1％ 22.6％ 7.1％

社宅・公務員住宅等の給与住宅 0.0％ 0.2％ 0.3％ 0.0％ 0.2％

都市再生機構・公社等の公営賃貸住宅 25.8％ 9.7％ 5.9％ 15.1％ 6.6％

借間・その他 12.9％ 3.2％ 2.2％ 1.9％ 2.4％

就労率

65〜74歳 25.0％ 18.3％ 18.1％ 32.1％ 23.2％

75歳以上 5.0％ 2.5％ 8.4％ 13.6％ 7.5％

出所：2013年国民生活基礎調査 匿名データBを用いて筆者作成。
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（2） 等価可処分所得と貧困率

家計状況のうち，所得に関する部分をみるため

に，等価可処分所得と，これを利用して貧困率を

みていく（表3）。以下では，可処分所得10)だけで

なく公的年金額，家計支出額，貯蓄額についても，

有配偶世帯女性と単独世帯女性の世帯規模を調整

する際には，OECDで使用されている等価尺度を

用い，有配偶女性の世帯を 2で割って等価額にし

ている。

表3の①は，配偶関係別にみた等価可処分所得

の中央値である。離別女性が116万円，死別女性

が132万円で，有配偶女性の204万円を100とする

と，離別女性が57，死別女性が64でともに低く，

特に離別女性で低い。

②-1は貧困率である（②-2は後述する）。貧困率

は，2013年の国民生活基礎調査の貧困線（122万

円）を使用し，等価可処分所得が貧困線未満の人

の割合を出したものである。貧困率は離別女性で

高く53.4％となっている。死別女性も45.6％と高

く，有配偶女性の14.3％と比べると，離別女性が

3.7倍，死別女性が3.2倍という高さである。離別

女性と死別女性のこの値は図1よりも高く，単独

世帯でより深刻な貧困率となっていることもわか

る。

③は貧困線に対する等価可処分所得の割合の分

布を配偶関係別にみたものである。貧困線の75％

未満という低い所得の人の割合が，離別女性，死

別女性ともに高く，25〜30％を占めている。これ

に対し，有配偶女性は，貧困線の1.5倍以上の人の

割合が65％を占めている。

また，離別女性は貧困線周辺の人の割合が

44.8％（27.6％＋17.2％）と高く，この周辺部分も

含めた125％未満の人は70.7％にもなる。有配偶

女性はこの割合が約50ポイント低い22.4％である

ことから，離別女性はこの部分に集中しているこ

とがわかる。死別女性もこの割合が60.1％である

ことから貧困線を少し超えたあたりまでの所得の

人の割合が高くなっている。これに加え，75％未

満の階級にある人が高いことは，貧困線未満の人

についてはその貧困の度合いが深いことを示唆し

ている。これを示したものが，④の貧困ギャップ

率と2乗貧困ギャップ率である。死別女性は離別

女性よりもさらに2乗貧困ギャップ率が高いこと

から，貧困状態はより深刻であることもわかる。

（3） 公的年金

ここでは，公的年金受給額についてみていく。

死別女性は，配偶者の加入制度，配偶者の所得状

10)可処分所得は，所得から所得税，住民税，社会保険料および固定資産税を引いたものである。
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表3 配偶関係別にみた等価可処分所得と貧困率

離別女性 死別女性 有配偶女性 未婚女性 参考：全体

①等価可処分所得中央値（万円／年） 116 132 204 136 202

②-1貧困率 53.4％ 45.6％ 14.3％ 47.6％ 22.3％

②-2貧困率〔年齢階級別〕

65〜74歳 46.2％ 35.3％ 14.3％ 40.0％ 18.7％

75歳以上 68.4％ 50.6％ 14.4％ 58.8％ 26.1％

③等価可処分所得の貧困線に占める割合

75％未満 25.9％ 29.5％ 5.9％ 28.6％ 12.4％

75％以上100％未満 27.6％ 16.1％ 8.5％ 19.0％ 9.9％

100％以上125％未満 17.2％ 14.5％ 8.1％ 7.1％ 9.2％

125％以上150％未満 5.2％ 15.0％ 12.7％ 16.7％ 10.7％

150％以上200％未満 13.8％ 16.7％ 33.5％ 21.4％ 21.9％

200％以上 10.3％ 8.2％ 31.4％ 7.1％ 35.9％

④貧困ギャップ率（％） 0.147 0.160 0.037 0.145 0.070

2乗貧困ギャップ率（％） 7.421 9.226 1.915 7.865 3.903

出所：2013年国民生活基礎調査 匿名データBを用いて筆者作成。
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況や加入期間により，女性自身の受給額が異なっ

てくる。つまり，配偶者に付随した制度となって

いる。また，調査年の直前に死別になった人もい

れば，死別後の期間が長い人もいるため，その実

態は離別女性に近い人もいれば，有配偶女性に近

い人もいて，とくに死別女性の受給額の格差が大

きいことが予想される。

無年金者の割合をみたものが表4の①である。

これは，公的年金・恩給の受給状況の質問項目で，

「受給していない」に丸をつけた人の割合である。

死別女性が1％未満であるの対し，離別女性は

6.5％と高くなっている。

②は等価年金所得11)の中央値である。離別女性

の年金所得の中央値は96万円で，死別女性の

75％，有配偶女性の48％と低くなっている。ま

た，死別女性の年金所得中央値が127万円で，可処

分所得中央値の132万円との差は小さいが，それ

に比べ，離別女性はそれぞれ96万円，116万円で公

的年金以外の収入があることもわかる。死別女性

は公的年金が主要な収入源となっており，それは

③の公的年金の総所得に占める割合でも確認でき

る。

④は2012年度の基礎年金額満額（786,500円）12)

に対する配偶関係別受給額の割合の分布をみたも

のである。ここで示す受給額は，基礎年金だけで

なく厚生年金も含む公的年金受給額であるが，基

礎年金額の75％13)未満という低い受給額の離別女

性が3割を占め，低年金者の割合が高いことがわ

11) 以下の公的年金額は所得票の「公的年金・恩給による所得（万円）」を用いるが，これは2012年1年分の年金振込

通知書を参考に記入することになっている。例えば年齢階級が65〜69歳の場合，前年の64〜68歳時のものとなる

が，①匿名データは，年齢は階級値での提供であること，②所得票の公的年金額が0万円の人の割合と，上の「受

給していない」人の割合の差は，離別女性，死別女性，有配偶女性とも2ポイント未満であったこと，からこのま

ま使用することにする。差が小さいことから，繰上げ支給している女性がいることも考えられる。
12) 有配偶女性世帯の年金額は基礎年金満額を2倍にして比較した。
13)

75％はほぼ60万円／年（月額5万円）弱，150％は120万円／年（月額10万円）弱に相当する。
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表4 配偶関係別にみた公的年金

離別女性 死別女性 有配偶女性 未婚女性 参考：全体

①公的年金を受給していない人の割合 6.5％ 0.9％ 2.8％ 7.5％ 2.6％

②等価年金所得（万円／年） 96 127 198 113 128

③公的年金の総所得に占める割合

20％未満 14.6％ 3.9％ 5.2％ 11.3％ 18.9％

20％以上40％未満 11.3％ 2.1％ 5.5％ 5.7％ 15.1％

40％以上60％未満 16.1％ 5.3％ 10.2％ 11.3％ 11.9％

60％以上80％未満 4.8％ 5.6％ 14.8％ 11.3％ 10.1％

80％以上100％未満 1.6％ 6.9％ 16.7％ 7.5％ 8.7％

100％ 51.6％ 76.2％ 47.6％ 52.8％ 35.3％

④基礎年金額（満額）との比較

75％未満 29.0％ 11.8％ 9.8％ 20.8％

75％以上100％未満 11.3％ 13.4％ 7.1％ 7.5％

100％以上125％未満 12.9％ 11.6％ 9.4％ 11.3％

125％以上150％未満 16.1％ 8.6％ 8.9％ 13.2％

150％以上200％未満 19.4％ 20.1％ 27.7％ 13.2％

200％以上 11.3％ 34.5％ 37.0％ 34.0％

⑤モデル年金との比較

50％未満 79.0％ 56.9％ 12.8％ 58.5％

50％以上75％未満 17.7％ 26.2％ 15.7％ 20.8％

75％以上100％未満
3.2％

13.4％ 20.9％ 9.4％

100％以上 3.5％ 50.6％ 11.3％

出所：2013年国民生活基礎調査 匿名データBを用いて筆者作成。
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かる。死別女性，有配偶女性はともに75％未満の

受給額の人が1割前後であることも考え合わせる

と，低年金の離別女性が多いことが浮き彫りに

なっている。死別女性については離別女性より受

給額は高いが，満額未満の人が4分の1を占めてい

ることを見落としてはならないであろう。一方で

200％以上の人が3割を超えていることから，死別

女性は年金格差があることがわかる。

⑤は配偶関係別受給額を2012年度のモデル年

金14)と比較したものである。離別女性の8割，死別

女性の6割が等価モデル年金の50％未満，離別女

性の9割，死別女性の5割が等価モデル年金未満

で，モデル年金は単独世帯にとって意味をなして

いないことがわかる。

最後に，所得源と貧困率の関係をみておく（図

2）。まず，等価公的年金所得のみで貧困率をみる

と，離別女性の貧困率は7割で，死別女性はそれよ

り低いが5割と高く，有配偶女性の2割と比較して

も離別女性や死別女性で高いことがわかる。次

に，雇用者所得も合わせると，離別女性と死別女

性に違いがある。就労率が高い離別女性は，雇用

者所得が加わることで7割から6割に貧困率が下が

るが，死別女性はともに5割前後でほとんど低下

しない。離別女性はさらにその他の所得が追加さ

れて，ようやく死別女性の水準に近くなってい

る。それでも5割が貧困線未満で，有配偶女性と

比べても貧困率が顕著に高くなっている。

以上の公的年金受給額から，離別女性は低年金

者の割合が高いことを示した。公的年金所得に雇

用者所得が加わっても貧困水準未満である割合が

高いこともみてきた。75歳以上になると就労率が

低下し（表2），貧困率が7割と深刻な高さになって

いた。それに対し有配偶女性は75歳未満も以上も

14％の貧困率に変化はない（表3の②-2）。

一方，死別女性は公的年金が主な収入源で年金

額は低い人もいれば，基礎年金の2倍以上を受給

している人もいて差がみられた。配偶者との死別

時期による影響もあるが，年金制度が生み出した

格差でもあるといえるであろう。

（4） 家計支出額

国民生活基礎調査の家計支出額をたずねる項目

は世帯票内にあり，世帯を代表する人が，調査年

の5月中の家計支出総額を記入するものである。

世帯合計総額を万円単位で回答するもので，費目

別の項目になっていない。記入された値をみる

14) 夫婦2人分の老齢基礎年金を含む標準的な年金額とされる230,940円である。単独世帯は等価モデル年金で比較

した。

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 126
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出所：2013年国民生活基礎調査 匿名データBを用いて筆者作成。

図2 公的年金所得・雇用者所得と貧困率
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と，5万円刻みの値が多くなっている15)。本論文で

は年額に直すときに単純に12倍して置き換えてい

ることも含めると，分析で使用する家計支出額は

正確性に欠けるものであるが，以下ではこの値を

使用して配偶関係別の傾向をつかんでおきたい。

まず，公的年金所得でどれくらい家計支出額が

賄えているか確認しておく。公的年金は2012年1

年分の額，家計支出が2013年5月の額と時期のず

れが生じているが，表5の①に家計支出額に占め

る公的年金所得の割合の中央値を示した。離別女

性は公的年金所得が家計支出額の68％にすぎず，

死別女性の100％や有配偶女性の118％と比べて低

い。介護保険料や医療保険料といった社会保険料

拠出分はこの家計支出額に入っておらず，公的年

金所得は社会保険料特別徴収分を差し引いた手取

り額でもないので，この分を考慮すると①の値は

さらに低くなる。特に離別女性の公的年金が家計

支出額を賄えない額であること，厳しい家計状況

にあることをまずは確認できる。

それでは，家計支出額はどれくらいであろう

か。配偶関係別の等価家計支出額を示した②をみ

ると，離別女性と死別女性の月額の中央値はとも

に10万円である。前述したように離別女性は持ち

家でない割合が高く，住居費がかかっていること

を考えると，それ以外の費目の支出額が低くなっ

ていることが予想される。

③は，平均消費性向（可処分所得に占める家計

支出額の割合）を示したものである。100％を超

えると赤字家計となる。離別女性は91％で死別女

性の98％よりも低くなっている。離別女性も死別

女性も有配偶女性の78％より高くなっているが，

中央値でみると100％を超える赤字にはなってい

ないことがわかる。しかし，可処分所得が貧困線

以上の水準か，貧困線未満の水準かで分けてみる

と違った様相となる。可処分所得が貧困線以上の

場合は，100％を超えていないが，貧困線未満であ

ると，死別女性は129％，有配偶女性は119％で，

それぞれ3割，2割の家計支出額分を金融資産から

取り崩す16)などして賄っているという結果になっ

ている。ところが，離別女性の平均消費性向は

96％で，可処分所得内の家計支出額となってい

る。これは，「黒字」家計といっても，可処分所得

が十分にあって家計支出が賄えるのではなく，可

処分所得が十分でないためその所得内でやりくり

しなければならない状況にあることが考えられ

る。また，取り崩す資産がないことから家計支出

を抑えていることも予想できる。家計収支と貧困

の組み合わせを配偶関係別にみた④から，「黒字」

家計で貧困線未満水準は離別女性に多く，黒字家

計で貧困線以上は有配偶女性に多いことがわか

る。また，赤字家計で貧困線未満は死別女性に多

いことも確認できる。

15) 世帯の家計支出額がわかる65歳女性2,397名中，半数以上にあたる55％が5万円刻みの回答であった。
16)ホリオカ・新見（2017）は，主に社会保障給付の削減により，退職後の高齢者世帯（夫が65歳以上，妻が60歳以

上の夫婦のみ世帯）は資産を取り崩す傾向が強まっていることを明らかにしている。
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表5 配偶関係別にみた家計支出

離別女性 死別女性 有配偶女性 未婚女性 参考：全体

①家計支出に占める公的年金の割合（％）中央値 68.1 100.0 118.5 85.3 88.0

②等価家計支出（万円／月）中央値 10.0 10.0 14.1 11.5 12.5

③平均消費性向（％）中央値 91.0 98.1 77.8 101.4 74.1

うち，貧困線以上 78.6 84.0 73.1 80.6 65.2

うち，貧困線未満 95.9 129.3 118.9 115.5 131.6

④家計収支と貧困

黒字-貧困線以上 29.6％ 38.4％ 67.8％ 32.5％ 64.5％

赤字-貧困線以上 18.5％ 16.5％ 18.5％ 20.0％ 13.9％

赤字-貧困線未満 24.1％ 31.5％ 9.0％ 32.5％ 15.0％

黒字-貧困線未満 27.8％ 13.6％ 4.7％ 15.0％ 6.6％

出所：2013年国民生活基礎調査 匿名データBを用いて筆者作成。
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（5） 資産

そこで，以下では貯蓄現在高17)（以下，貯蓄額と

する）をみていく。

貯蓄額がない人の割合をみた表6の①をみると，

離別女性は35％，死別女性は24％で，有配偶女性

の14％より高くなっている。①では借入金18)があ

る人の割合も示した。借入金がある離別女性，死

別女性はともに5％未満で，有配偶女性の12％の

半分以下となっている。

それでは，貯蓄額はどれくらいであろうか。配

偶関係別に等価貯蓄額の中央値をみたものが②で

ある。離別女性の等価貯蓄額中央値は175万円，

死別女性は250万円で，有配偶女性の486万円のそ

れぞれ51％，36％にすぎない。③で階級別にみる

と，貯蓄額が50万円未満の離別女性は4割，死別女

性は3割で，有配偶女性の2割弱に比べて，貯蓄が

あっても低い額である女性が多くなっている。配

偶関係に関係なく1000万円以上の貯蓄額の女性は

2割以上いるが，有配偶女性は離別女性の23％，死

別女性の25％より約10ポイント高くなっている。

ところで，離別女性と異なり死別女性は持ち家

が多いことは先述した。貯蓄がなくても持ち家か

そうでないかは生活状況に影響してくる。そこ

で，貯蓄額の有無と持ち家の有無を組み合わせて

配偶関係別にみたものが④である。離別女性は貯

蓄も持ち家もある人が37％，一方で貯蓄も持ち家

もない人が33％であるのに対し，死別女性の半数

以上にあたる57％が貯蓄も持ち家もあり，ともに

ない人は13％で少ないという離別女性と死別女性

の違いがみられる。有配偶女性は8割近くが貯蓄

も持ち家もあり，ともにない人は1割に満たない。

このように，金融資産に加え住宅資産も加えた

結果から，資産形成が行えなかった，あるいはす

でに資産を取り崩してしまって高齢期を迎えてい

る人が離別女性に多いことが明らかになった。現

役時代に資産を形成し，退職後は公的年金や資産

を取り崩して生活するライフサイクル仮説が，特

に離別女性では成り立たないことを示唆するもの

といえるであろう。

17)貯蓄現在高は，以下の①から④の世帯員全員の6月末日現在の合計額を記入するというものである。①金融機

関への預貯金，②生命保険，個人年金保険，損害保険，簡易保険にこれまでに払い込んだ保険料（掛け捨て保険は

除く），③6月末日の時価で計算した株式，株式投資信託，債券，公社債投資信託，金銭信託・貸付信託，④その他

の預貯金（財形貯蓄，社内預金等）。
18)借入金は，土地・家屋の購入，耐久消費財の購入，教育資金などに充てた借入金額の6月末日現在の世帯合計額

である。

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 128

表6 配偶関係別にみた資産

離別女性 死別女性 有配偶女性 未婚女性 参考：全体

①貯蓄額がない人の割合 35.0％ 24.3％ 13.8％ 18.0％ 16.0％

借入金がある人の割合 3.8％ 4.1％ 11.8％ 8.9％ 18.2％

②等価貯蓄額（万円）中央値 175.0 250.0 485.8 300.0 353.6

③等価貯蓄額階級

50万円未満 39.3％ 31.1％ 17.9％ 31.9％ 22.8％

50万円以上300万円未満 19.6％ 21.4％ 20.1％ 17.0％ 24.3％

300万円以上500万未満 5.4％ 11.7％ 13.0％ 8.5％ 11.4％

500万円以上1000万円未満 12.5％ 11.2％ 15.2％ 12.8％ 14.3％

1000万円以上 23.2％ 24.5％ 33.7％ 29.8％ 27.2％

④貯蓄額の有無と持ち家の有無

貯蓄有-持ち家有 36.7％ 56.6％ 76.9％ 47.7％ 72.7％

貯蓄有-持ち家無 20.4％ 12.7％ 8.3％ 27.3％ 9.1％

貯蓄無-持ち家有 10.2％ 17.5％ 8.7％ 9.1％ 11.3％

貯蓄無-持ち家無 32.7％ 13.3％ 6.1％ 15.9％ 7.0％

出所：2013年国民生活基礎調査 匿名データBを用いて筆者作成。
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（6） 生活意識

最後に配偶関係別の生活意識について検討する

が，その前に健康に関する項目についても簡単に

ふれておきたい。

表7は，健康票にある自覚症状の有無，健康状

態，こころの状態，世帯票にある生活意識を配偶

関係別にみた結果である。自覚症状の有無19)をみ

ると，年齢が高くなるほどある人の割合は高くな

るが，特に75歳以上の離別女性は8割以上と高く

なっている。死別女性は6割で有配偶女性とほぼ

同じ割合となっている。

現在の健康状態をたずねた健康意識も年齢が高

いほどよくない人の割合が高くなり，75歳以上は

離別女性の5割がよくないと答えている。「こころ

の状態」がよくない人20)は，死別女性で高くなっ

ていた。75歳未満だけをみても死別女性で高かっ

たことから，死別後間もない人の結果が影響して

いる可能性も考えられる。

所得票にある生活意識21)については，離別女性

の36％が大変苦しい，39％がやや苦しいと回答し

ており，合わせると75％が苦しいと感じている。

死別女性よりも20ポイントも高い値である。死別

19)「ここ数日，病気やけがなどで体の具合が悪いところ（自覚症状）がありますか」の質問にあるかないかで答え

るものである。
20)「神経過敏に感じましたか」「絶望的だと感じましたか」「そわそわ，落ち着かなく感じましたか」「気分が沈み込

んで，何が起こっても気が晴れないように感じましたか」「何をするのも骨折りだと感じましたか」「自分は価値

のない人間だと感じましたか」の6つに「まったくない」（0点），「少しだけ」（1点），「ときどき」（2点），「たいて

い」（3点），「いつも」（4点）で点数化したもので，ここでは5点以上の人の割合をみた。
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表7 配偶関係別にみた健康意識，生活意識

離別女性 死別女性 有配偶女性 未婚女性 参考：全体

自覚症状がある人の割合 61.8％ 56.8％ 47.8％ 54.7％ 50.8％

自覚症状がある人の割合（年齢階級別）

65〜74歳 52.6％ 51.1％ 43.5％ 40.0％ 42.7％

75歳以上 82.4％ 59.4％ 56.7％ 73.9％ 59.5％

健康意識

よい 14.3％ 6.5％ 11.4％ 13.7％ 9.5％

まあよい 12.5％ 14.2％ 17.9％ 21.6％ 14.9％

ふつう 48.2％ 50.1％ 49.2％ 41.2％ 51.1％

あまりよくない 23.2％ 24.3％ 18.1％ 21.6％ 20.5％

よくない 1.8％ 4.8％ 3.3％ 2.0％ 4.0％

健康意識がよくない人の割合（年齢階級別）

65〜74歳 15.4％ 22.3％ 17.5％ 13.3％ 17.3％

75歳以上 47.1％ 32.3％ 29.4％ 38.1％ 32.1％

こころの状態がよくない人の割合 25.9％ 31.5％ 23.5％ 29.4％ 28.2％

こころの状態がよくない人の割合（年齢階級別）

65〜74歳 20.5％ 30.4％ 22.9％ 26.7％ 25.2％

75歳以上 40.0％ 32.0％ 24.8％ 33.3％ 31.6％

生活意識

大変苦しい 35.5％ 21.8％ 21.8％ 26.4％ 25.6％

やや苦しい 38.7％ 31.5％ 31.0％ 35.8％ 32.7％

普通 22.6％ 43.8％ 42.8％ 34.0％ 38.5％

ややゆとりがある＋大変ゆとりがある 3.2％ 3.0％ 4.5％ 3.8％ 3.2％

生活意識が苦しい人の割合（年齢階級別）

65〜74歳 78.0％ 61.0％ 55.4％ 60.0％ 61.1％

75歳以上 66.7％ 49.7％ 47.6％ 65.2％ 55.4％

出所：2013年国民生活基礎調査 匿名データBを用いて筆者作成。
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女性と有配偶女性の割合に差はみられないが，年

齢別でみると65〜74歳は有配偶女性で苦しい人の

割合がわずかに低くなっている。年齢別で特徴的

なことは，貧困率とは異なる傾向にあることであ

る。すなわち，貧困線未満の人の割合は75歳以上

のほうが高くなっていたが，生活意識が苦しい人

の割合は75歳以上のほうが低くなっている。所得

以外の要因が関連していることがうかがえる。

以下では，生活が苦しいと感じる人がどのよう

な人か，これまでみてきた家計状況とどのような

関連があるかを検討していく。分析の対象はこれ

までみてきた高齢女性全員とし，被説明変数は，

生活意識が苦しいと回答した人を1，それ以外を0

とする変数に対してロジスティック回帰分析を

行った。説明変数には，配偶関係に加えて学歴，

（4）で検討した家計収支と貧困，（5）で検討した

貯蓄額の有無と持ち家の有無，借入金の有無，こ

れにこころの状態も加えた。表8は，偏回帰係数，

標準誤差，オッズ比を示したものである。

家計収支をみると，貧困線未満の所得水準であ

りながらその中で消費支出を抑えなければならな

い「黒字」の場合，そうでない場合と比べて生活

意識が苦しい確率が1.84倍となっている。限られ

た所得のなかでやりくりしなければならないこと

で生活意識が苦しくなっていることが示されてい

る。

資産に関連する項目をみると，借入金があるこ

とに加え，貯蓄がない場合，苦しくなると感じる

確率が高くなる。貯蓄があり持ち家の場合と比較

してどちらもない場合は3.34倍生活意識が苦しく

なっている。持ち家であっても貯蓄がない場合は

3.19倍苦しくなっている。

こころの状態の項目をみると，精神的にストレ

スを感じるなどの問題がある場合，生活が苦しい

と感じる確率が高くなっている。

これに加え，死別女性に比べて離別女性である

21)「現在の暮らしの状況を総合的にみて，どう感じていますか。」をたずねたもので，世帯主または世帯を代表す

る者が「大変苦しい」「やや苦しい」「普通」「ややゆとりがある」「大変ゆとりがある」から選択するものである。

この質問項目は，各世帯員が記入する所得票の中にあるが，生活意識については世帯主を代表する人だけに限定

している。そのため，有配偶女性の場合は，女性本人でなく配偶者が回答している可能性がある。

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 130

表8 生活意識に関するロジスティック回帰分析結果

被説明変数 B 標準誤差 オッズ比

生活意識苦しい（=1)

説明変数

学歴 基準：大学卒 高卒 0.169 0.274 1.184

小中卒 0.163 0.304 1.177

家計収支と貧困 基準：黒字-貧困線以上 赤字-貧困線以上 0.428 0.225* 1.534

赤字-貧困線未満 0.547 0.253** 1.728

黒字-貧困線未満 0.609 0.349* 1.839

借入金 基準：借入金なし 借入金あり 1.002 0.347*** 2.725

貯蓄額の有無と持ち家の有無 基準：貯蓄有-持ち家有 貯蓄有-持ち家無 0.177 0.265 1.193

貯蓄無-持ち家有 1.160 0.358*** 3.191

貯蓄無-持ち家無 1.205 0.349*** 3.335

こころの状態 基準：5点未満 5点以上（状態がよくない） 0.449 0.191** 1.566

配偶関係 基準：死別 有配偶 0.341 0.197* 1.406

未婚 0.714 0.452 2.043

離別 1.383 0.477*** 3.987

定数 -0.977 0.317*** 0.377

疑似決定係数 0.143

N 665

注：***，**，*は，それぞれ1％，5％，10％の有意水準を示す。

出所：2013年国民生活基礎調査 匿名データBを用いて筆者作成。



0102_社会保障研究_【濱本】_PK.smd  Page 12 19/06/12 15:33  v3.40

場合，離別女性であることそのものが，生活が苦

しいという意識と関連している。例えば，社会保

障制度をはじめとした離別女性に不利な扱い，そ

れによる生活困難がこうした意識につながるので

あろう。

学歴は有意でなく，大学卒に比べて高校卒であ

ることや小中学校卒であることと，生活が苦しい

と感じる意識には関連はみられなかった。

Ⅴ おわりに

本論文は，2013年の「国民生活基礎調査」の匿

名データを用いて，単独世帯の離別高齢女性と死

別高齢女性の実態を，夫婦のみの世帯の高齢女性

とも比較することで把握してきた。

公的年金制度に関して，死別女性は配偶者に付

随する制度であることから受給額に格差がみら

れ，離別女性は低年金者が多くみられることをま

ず確認した。今回対象にした世代の高齢女性の年

金が低い理由の一つとして，脱退手当金を受け取

ることで，厚生年金記録が消滅したことも考えら

れる。いずれにせよ，公的年金が，単独世帯の高

齢女性にとって安定した生活を送ることができる

制度となっていないことは明らかであろう。

死別女性や有配偶女性と比較することでみえて

きた離別女性の特徴として，貧困水準未満の所得

でもその所得内に支出を抑えなければいけない状

況，資産形成が行えず取り崩す資産がなくライフ

サイクル仮説が成り立たない状況も確認した。

そして，こうした状況が生活意識を苦しくさ

せ，さらにはこの状況を制御してもなお，離別女

性であることが生活の苦しさ意識に関連していた

こともみてきた。

こうした結果から，どのような世帯に対しても

社会保障が生活上のリスクに対応し，安心した生

活の実現を可能にするものとして機能するよう制

度を検討し直す必要があるだろう。まずは，基礎

的な消費生活，最低生活が保障されることが重要

である。ただし，その際の保障基準は，支出を抑

制せざるを得ない家計を参照して設定することが

あってはならない。また，現役時代からの資産形

成，住宅保障に向けた制度づくりも不可欠であろ

う。
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Living Conditions of Divorced or Widowed Elderly Women

Chizuka HAMAMOTO
＊

Abstract

This study clarified the living conditions of divorced or widowed elderly women. The data sources for

this analysis were obtained from the “Comprehensive Survey of Living Conditions 2013” conducted by the

Ministry of Health, Labour and Welfare. Subjects of the study included elderly women in one-person

households and households consisting only of a married couple. The one-person households were further

classified according to marital status. Utilizing such categories as family income and expenditure and life

consciousness, comparisons were made between divorced elderly women, widowed elderly women and

elderly women in households consisting only of a married couple, with consideration given to the differences.

The results of the analysis appears below: (1) The poverty rate of divorced elderly women and widowed

elderly women was more than threefold that of those in married couple only households. (2) The ratio of

divorced elderly women, that is, low pensioners was exceptionally high. The main source of income among

widowed elderly women was public pension benefits, but the pension benefit amounts provided by the pension

system result in a disparity for survivors. (3) Because divorced elderly women are essentially unable to grow

their assets, consumption expenditures as a portion of their disposable income are reduced. Divorced elderly

women are unable to establish a life-cycle hypothesis. (4) Due not only to household budget circumstances,

but also due to their being divorced elderly women itself bears relation to their perception of suffering

hardships in their livelihood.

Keywords：Marital Status, Poverty Rate, Divorced or Widowed Elderly Women, One-Person Households,

Public Pension System
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特集：離死別と社会保障

夫婦の離死別による財産移転と扶養義務

本澤 巳代子＊

抄 録

明治民法の家制度における財産関係と扶養義務，戦後の民法改正とその後の民法改正を概観した上

で，婚姻中における家族間の扶養義務として，夫婦の協力・扶助義務，婚姻費用の分担，日常家事債務

の連帯責任，婚姻中における夫婦の財産関係，特に居住用不動産について検討する。その上で，離婚の

際の財産関係として，財産分与の請求と請求権の保全，財産分与の法的性質と清算的財産分与，離婚等

をした場合の年金分割について概観するとともに，離婚後における家族間の扶養義務として，夫婦間の

扶養義務と親の未成熟子に対する扶養義務について検討する。さらに，死別による財産関係として，配

偶者相続権と居住家屋の取扱いに関する民法改正，介護等による寄与分など，死別配偶者の生活保障の

ための遺族年金について概観する。最後に，事実上の配偶者の死別による相続法上の取扱いと年金法の

取扱いの違いについても，若干の検討を加えることとしたい。

キーワード：離婚，財産，扶養，相続，年金

社会保障研究 2019, vol. 4, no. 1, pp. 33-47.

Ⅰ 家族法の歴史的展開

1 明治民法の家制度における財産関係と扶養

義務

明治政府は，徳川期からの諸慣習法を統一する

とともに近代国家を樹立するために，1871年から

民法典の編纂事業を開始した。民法の財産法部分

はフランス人のボアソナード，家族法部分は日本

人委員に委ねられた。1890年には民法草案が完成

し公布された（旧民法）が，民法典論争が起こり

旧民法は施行延期となってしまった。そのため，

1893年，日本人3名が起草委員となって旧民法の

修正作業が開始され，1896年に財産法部分，1898

年に家族法部分が公布され，同年施行された（明

治民法）。

明治民法の家族法の基本構造は，戸主権を中心

とする家制度であった1)。この家制度を支えるも

のとして戸籍があり，戸主の地位および家産は長

男が単独で承継するものとされた（家督相続）2)。

＊ 筑波大学 名誉教授，筑波大学ヘルスサービス開発研究センター 客員教授
1) 利谷（1975）pp.58-75，依田（2004）pp.8-155など参照。
2) 相続には家督相続と遺産相続の2種類があったが，その中心は家督相続であった。子どもが複数いる場合，男

子・嫡出子・年長者優先の原則に従って，嫡男子・庶男子・嫡女子・庶女子の順で相続人となるため，長男が家督

相続人となることが多かった。
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そして，夫婦関係は親子関係に従属するものとさ

れ，子どもが婚姻するためには，男が満30歳・女

が満25歳までは，同じ家にある父母の同意を得な

ければならなかった（民旧772条1項）3)。いずれに

しても，妻は婚姻によって実家を出て夫の家に入

ることになるため，夫の家の氏を名乗るとともに

夫の家の戸籍に入ることになる。むしろ，封建社

会以来慣行とされてきた儀式婚を，明治民法にお

ける法律婚主義に切り換えることが困難であった

と言われており4)，社会的に夫婦として生活して

いても法律上は夫婦でない男女（内縁夫婦）も少

なくなかった。

妻は婚姻によって行為無能力になると民法に明

記されていた（民旧14〜18条）ため，夫の許可が

なければ，就労契約や売買契約などの重要な法律

行為を行うことはできず，また子どもの親権者に

なることもできなかった。そして，妻の生んだ子

どもは当然に夫の家の子となり，夫の家の戸籍に

入ることになる。したがって，妻が離婚された場

合，妻は子どもを夫の家に残したまま一人で実家

に戻るしかなく，当該妻の離婚後の扶養は実家の

責任とされたのである。しかし，妻に帰るべき家

がないという場合には，離婚後の扶養ということ

が考えられていた5)。また，内縁関係の不当破棄

についても，判例は損害賠償責任を科し，内縁の

妻の保護をはかっていた6)。

このように，家制度のもとでは，戸主が家に関

する決定権限と家産を独占することになるため，

戸主は家の構成員である家族員の生活を保障しな

ければならない。そして，夫婦・親子はもちろん

のこと，家の構成員である家族は相互に助け合う

べきものとされた。こうした私的扶養優先を前提

にしていたため，公的扶助7)を受けることは「家の

恥」であると考えられていた。そして，このよう

な考え方は，今なお日本社会に根強く生き続けて

いる8)。

2 現行民法と家族

（1） 日本国憲法と民法改正

第2次大戦後，アメリカ占領軍によって天皇制

支配体制が解体されるとともに，天皇制を支えて

いた家制度も廃止された。1946年には日本国憲法

が制定され，1947年には，個人の尊厳と男女平等

（憲法24条）を基本理念とする新たな家族法（民法

第4編と第5編の改正法）が施行された9)。具体的

には，民法の解釈基準として，個人の尊厳と両性

の本質的平等が明記される（民2条）とともに，妻

の無能力に関する諸規定も削除された。

この新たな家族法によって，婚姻は男女の合意

と届出によって成立すること（民739条，742条），

婚姻関係において夫婦は平等であり，夫婦の間に

生まれた子どもは夫婦2人の子どもであり，未成

年の子どもの親権は父母の共同親権となること

（民818条），離婚は夫婦の協議によるのが原則で

あり（民763条），離婚後における未成年子の親権

は父母のいずれか一方の単独親権となること（民

819条1項）が明記された。また，婚姻中における

夫婦の財産関係や扶養義務関係については，夫婦

の同居協力扶助義務（民752条）や婚姻費用の分担

（民760条），夫婦間における財産帰属（民762条）

が規定されるとともに，離婚後の子の監護に関す

る規定（民766条）や離婚の際の財産分与に関する

規定が設けられた（民768条）。さらに，相続は遺

産相続のみとなり，子どもが複数いる場合には均

3) 父母の同意を得ていない婚姻届が受理された場合には，父母は婚姻の取消しを裁判所に請求することができた

（民旧783条前段）。
4)例えば，青山（1959）p.76参照。
5) そのような取扱いは，明治民法制定前から行われており（本沢（1998）pp.14-23），明治民法制定後においても，

妻が無責である場合，離婚後扶養としての性格を含むものとして，不法行為による損害賠償を命じた裁判例も散

見される（本沢（1998）pp.27-29参照）。
6)青山（1959）pp.76-77参照。
7)
1874年の恤救規則および1929年の救護法について，小川政亮著作編集委員会編（2007）pp.13-330など参照。

8)
2012年春，人気お笑いタレントの母親が生活保護を利用していたことに対し，社会的に激しいバッシングが巻

き起こったことは記憶に新しいところである（近畿弁護士連合会編（2014）pp.9-12など参照）。
9) 利谷（1975）pp.99-123，依田（2004）pp.156-262など参照。
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分相続とされ（民900条），夫婦の一方が死亡した

場合には，他方配偶者は常に相続人となるとされ

た（民890条）。

しかし，婚姻の際に定める夫または妻の氏を称

すると規定されている（民750条）ため，また婚姻

の成立要件である婚姻届の記載事項に婚姻後の氏

を夫か妻か選択するように強制され（戸74条），い

ずれか一方の氏を選択しなければ婚姻そのものが

できない仕組みとなっている10)。その結果，家制

度が廃止されたにもかかわらず，夫の氏を称する

婚姻が大半を占めるという事態を生み出し11)，そ

れは当該氏を称する者が戸籍の筆頭に記載される

という現行戸籍制度とも相まって，さらに婚姻に

よって氏を改めた夫妻の一方（大半の場合には

妻）は，離婚によって婚姻前の氏に復する（離婚

復氏）と規定された（民旧767条）ことも加わっ

て，明治時代の婚姻に対する考え方や家制度の因

習をそのまま現代まで引きずり続ける原因となっ

ている。

（2） その後の民法改正と家族

内縁夫婦の一方が死亡した場合，他方を保護す

るために，1962年改正では，相続人不存在の場合

における特別縁故者への相続財産の分与に関する

規定（民958条の3）を新設するとともに，血族相

続人である直系卑属を子に限定し（民887条1項），

血族相続人の範囲を縮小した。また，1976年改正

では，婚姻後も社会的に活躍する女性たちが増加

するに従って，婚姻中に使用していた氏を，離婚

後も継続して使用する必要性が社会的に認識され

るようになったため，離婚復氏の原則は維持しつ

つも，例外的に婚氏続称を認める規定（民767条2

項）が新設された。さらに，1980年改正では，家

産の子どもへの承継という観点よりも，夫の財産

形成に対する妻の貢献および夫との死別後におけ

る妻の生活保障の観点が重視されるようになり，

配偶者相続分の引き上げ（民900条）や寄与分制度

の導入（民904条の2）が行われた。これによって，

夫婦財産の名義が夫名義とされる社会慣習の中に

あっても，夫と死別した妻は，子どもとともに夫

の遺産の半分を取得することができるようにな

り，夫の介護等に尽くした妻や子どもは，遺産分

割の際に法定相続分に加えて寄与分を取得できる

可能性が与えられたのである。

1996年の「民法の一部を改正する法律要綱」は，

専ら夫婦関係に関する民法規定の見直しに関する

ものであった。具体的には，①婚姻適齢を男女と

も18歳とすること12)，②再婚禁止期間を100日に短

縮すること13)，③選択的夫婦別姓を導入すること，

④5年以上の別居を離婚原因とすること，⑤離婚

による財産分与規定の整備（2分の1ルールの明記

など），⑥嫡出子と非嫡出子の相続分を平等化す

ること14)などが提案されていたが，日本社会の伝

統・文化にそぐわないとして民法改正は行われな

かった。なお，上記①②⑥は，その後の民法改正

により実現されており，⑤の2分の1ルールも，

2004年の年金法改正によって導入された離婚時の

年金分割制度において，合意分割の按分割合基準

として2分の1が明記された（厚年78条の3第1項）

ことで一部実現していると言える。

2011年改正は，専ら親子関係に関する諸規定に

ついてのものであるが，離婚後における非親権者

との面会交流および監護費用の分担が明記される

（民766条1項）とともに，離婚届書にも面会交流や

養育費の分担に関する取決めの有無を問う欄が設

けられ，離婚する父母に対して子どもの利益に配

10) 夫婦同氏原則に関して，最高裁大法廷は合憲とした（最大判平27・12・16民集69巻8号2586頁）。
11)
2015（平成27）年でも，夫の氏を称する婚姻が全体の96％を占めている（厚生労働省（2017a）p.10参照）。

12)
2018年の「民法の一部を改正する法律」によって，成年年齢の18歳への引き下げ（民4条）とともに，婚姻開始

年齢も男女ともに18歳とされた（民731条）。同改正法は，2022年4月1日から施行される。
13) 女性についてのみ規定されていた6か月の再婚禁止期間の規定について，100日を超えて再婚禁止期間を設ける

部分は憲法に反するとの判断を示した2015年の最高裁大法廷判決（最大判平27・12・16民集69巻8号2427頁）を受

けて，2016年には再婚禁止期間を100日とする法改正が行われた（民733条1項）。
14)
2013年の最高裁大法廷決定（最大決平25・9・4民集67巻6号1320頁）を受けて，民法の一部を改正する法律が成

立し，非嫡出子の相続分を嫡出子の相続分の半分とする規定が削除された（民900条4項但書）。
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慮するよう注意喚起されている15)。さらに，後述

するように，2018年改正では，配偶者の居住権保

護等に関する相続法の大幅改正が行われた。

Ⅱ 婚姻中における夫婦の扶養義務と財産関係

1 婚姻中における夫婦の扶養義務

（1） 夫婦の協力・扶助義務と婚姻費用の分担

婚姻は，夫婦の精神的・肉体的・経済的な結合

である。この婚姻の本質について，憲法は，婚姻

は夫婦が平等の権利を有することを基本として，

相互の協力により維持されなければならないとす

る（憲24条1項）。この憲法規定を受けて，民法は

「夫婦は同居し16)，互いに協力し扶助しなければな

らない」と規定している（民752条）。この規定は，

独立・平等な人格者である夫婦が，婚姻生活の維

持に協力する義務を負うことを定めると同時に，

それに対応する権利を平等に有することを定めた

ものである。

夫婦の協力義務は，精神的・事実的な援助（日

常生活の維持，子育てなど）を意味し，夫婦の扶

助義務は経済的な援助（夫婦と子どもに対する扶

養義務）を意味する。すなわち，夫婦の扶助義務

は，夫婦が子どもを含めた生活共同体を形成し，

一体としての婚姻共同体の維持が婚姻の本質的義

務として要請されていることに基づく経済的な義

務である。夫婦は相互に相手方に対して，自己と

同一水準の生活を保障すべき生活保持義務を負う

と解するのが通説・判例の立場であり17)，一般親

族間の扶養義務である生活扶助義務と区別されて

いる18)。そして，夫婦が別居している場合であっ

ても，婚姻が継続している以上，相互に生活保持

義務を負うことを原則とするものである19)。

もっとも，夫婦の一方が他方に対して生活費を

請求する場合，一般には，法定夫婦財産制の中の

姻費用分担に関する規定（民760条）が利用されて

きた20)。具体的に婚姻費用とされるのは，衣食住

の費用，医療費，教養・娯楽費，未成熟子の生活

費（養育費，教育費など），交際費などの日常生活

費などである。さらに，子どもの出産費用や進

学・入学費用，将来に備えるための生命保険や学

資保険なども，婚姻費用に含まれる。ここに未成

熟子とは，身体的・精神的・経済的に成熟化の過

程にあるため，就労ができず，第三者による扶養

を受ける必要がある子を意味する。未成年の子で

あることとは一致しないから，成年に達している

子21)でも，重度障害や病弱であるため就労できな

い子も含まれる。また夫婦の一方の連れ子や親の

生活費も，夫婦がこれらの者と共同生活をしてき

た事実がある場合には，婚姻費用に含まれるとさ

れる。

婚姻費用の分担方法は，夫婦の一方が金銭を出

15)平成28年度全国ひとり親世帯等調査結果によれば，養育費の取決め状況および養育費の受給状況は，前回調査

（平成23年度）に比して，母子家庭でいずれも5％増加している（厚生労働省（2017）p.3）。
16) 民法改正を視野に入れた家族法研究者の研究会（家族法改正研究会）では，DVなど正当理由による別居状態を

法的に是認するため，同居義務に関する規定の削除が提案されている（常岡（2017）p.118）。
17) 家制度のもと，直系尊属に対する扶養義務が優先されていたのに対し，夫婦と子どもに対する扶養義務を一般

親族に対する扶養義務に優先すべきとして，中川善之助教授が提唱したのが扶養義務二分説である（中川（1928）

pp.1-22，深谷（1992）pp.188-192参照）。
18) このような通説・判例の立場を前提に，戦後の民法改正の際にも，それを法文上明記するか，明記するとして

「親子，婚姻（夫婦）の場所におくか，すべてを扶養の章におくか」が意識されていた（我妻（1959）p.16参照）。
19)東京高決昭58・12・16家月37巻69頁。最近の学説の中には，別居中の夫婦間の扶養義務関係は，生活保持義務関

係にある未成熟子の生活費を除き，生活扶助義務関係にとどまると解するものもある（二宮（2019）p.70）。なお，

家族法改正研究会では，父母の子に対する扶養義務を独立の条文として明示することを前提にした上で，夫婦間

の扶養義務として論じている（常岡（2017）pp.119-120）。
20) 家族法改正研究会での議論では，両者の関係の整理の必要性および夫婦間扶養義務と父母の子に対する扶養義

務との区別を明確化することを前提に，夫婦の協力義務（案752条）とは別に夫婦の扶養義務を規定することが提

案されている（案752条の2）。詳しくは，犬伏（2017a）pp.10-12，常岡（2017）pp.118-120参照。
21)裁判例では，大学在籍中の成年子について，親の社会的地位や資力からして大学卒業までの学費も婚姻費用に

含まれるとされた（福岡高決昭47・2・10判時666号60頁）。
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し，他方が家事労働を負担するという形態でもよ

いし，夫婦双方が金銭を出しあうという形態でも

よい。あるいは，夫婦の一方が所有する不動産を

住居に提供するといった現物での分担でもよい。

具体的な分担方法や金額については，夫婦の合意

により決められることになる。もし夫婦の間で合

意ができない場合には，家庭裁判所が，夫婦の資

産，収入そのほか一切の事情を考慮して，調停ま

たは審判により決定されることになる。

なお，これら夫婦と家族の共同生活を前提にし

た協力・扶助義務や婚姻費用の分担に関する民法

の諸規定は，法律上の夫婦関係だけでなく，事実

上の夫婦生活・家族生活が営まれている内縁関係

ないし事実上の夫婦関係についても準用されてい

る。

（2） 日常家事債務の連帯責任

夫婦共同生活から生じる日常家事債務につい

て，夫婦の連帯責任とした（民761条）。夫婦内部

における婚姻費用の分担義務とともに，第三者と

の対外関係において夫婦の連帯責任を規定したも

のであり，婚姻生活の経済的共同性を示すもので

ある。日常家事の範囲に含まれるのは，夫婦およ

び未成熟子の共同生活に通常必要とされる一切の

事務である。家族の食料や衣服の購入，水光熱利

用，医療，教養・娯楽，子の養育・教育などが含

まれる。学説は，夫婦の職業・資産・収入・社会

的地位および地域社会の平均的生活慣行を判断基

準とするものが多いが，判例は，夫婦の内部的な

事情や当該行為の個別的な目的のみを重視すべき

ではなく，当該行為の種類や性質などの客観的な

要素を考慮して判断すべきであるとする（最判昭

44・12・18民集23巻12号2476頁）。一般に，共同生

活に必要な資金調達のための借財については，金

額の多寡，実際に日常の家事に属する目的に充当

されたかどうかを基準に判断され，他方名義の不

動産の処分は，日常家事に含まれないと判断され

る傾向にある22)。

2 婚姻中における夫婦の財産関係

（1） 法定財産制と夫婦の財産関係

婚姻当事者は，婚姻前に契約することによっ

て，婚姻後の財産関係を定めることができる（民

755条）。しかし，婚姻前に夫婦財産契約をしてい

る夫婦は極めて少なく（全国で年間2件程度），ほ

ぼすべての夫婦が法定財産制のもとで共同生活を

営んでいる。夫婦財産契約が利用し難いのは，婚

姻届出前に登記しなければ，夫婦の承継人および

第三者に対抗することができず（民756条），婚姻

届出の後は，夫婦の財産関係を変更することがで

きない（民758条1項）からである23)。

法定財産制は，いわゆる別産制の原則を定めた

ものと解されている。すなわち，夫婦の一方が婚

姻前から所有している財産，婚姻中に自己の名で

得た財産は，その者の特有財産（個人財産）とな

る（民762条1項）が，婚姻中に夫婦の得た財産で，

いずれに属するか明らかでない財産は，夫婦の共

有に属するものと推定されるのである（同条2

項）。確かに，婚姻は当事者の財産関係に特別な

効果を持たず，夫も妻も法主体として独立・平等

な存在である。しかし，現実には専業主婦や出

産・育児で仕事を辞める既婚女性も少なくなく，

また既婚女性労働者の平均賃金水準も低いため，

別産制は，妻に不利な結果をもたらしやすい。判

例は，民法には別に財産分与請求権，配偶者相続

権ないし扶養請求権等の権利が規定されており，

夫婦相互の協力・寄与に対しては，これらの権利

を行使することにより，実質上の不平等が生じな

いよう立法上の配慮がなされているので，憲法24

条に反しないとした（最大判昭36・9・6民集15巻

8号2047頁）24)。

法定財産制については，1996（平成8）年の民法

改正要綱でも，別産制を当面維持すること，夫婦

財産の清算を含む財産分与の額の決定に際して，

22) 家族法改正研究会での議論や提言も行われている（川（2015）p.20）。
23) 夫婦財産契約は，多様な夫婦関係に対応できる利点もあり，1996（平成8）年の民法改正要綱は，契約モデルを

定めるなど利用しやすいものとするための方策の検討が今後の課題であるとした。家族法改正研究会での議論お

よび具体的な提案については，犬伏（2017a）pp.13-16および犬伏（2017b）pp.127-129参照。
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財産取得に対する各当事者の寄与の程度を原則と

して平等とすることを明文化することが示されて

いる。この点につき，2009年の民法改正委員会家

族法作業部会は後得財産分配制にする提案を

し25)，2016年の家族法改正研究会は所得参与制を

提案している26)。いずれも，夫婦が離婚した場合

および夫婦の一方が死亡した場合には，夫婦財産

制が終了し財産清算が行われ，後者の場合には，

清算後の残余財産について相続による財産承継を

考えるとする。

（2） 法定財産制と居住用不動産

夫婦が協力して居住用不動産を購入するという

場合，頭金を用意したり，購入代金の大半を住宅

ローンとして勤務先や銀行から借り入れたりする

ことになる。頭金を用意する場合，夫婦それぞれ

が親や親戚からの資金供与を受けたり，婚姻前に

働いて蓄えていた預貯金を拠出したり，あるいは

婚姻後に計画的に夫婦が預貯金を蓄えたりするこ

とになる。それぞれの親や親戚からの資金供与や

婚姻前からの預貯金は，夫婦各自の特有財産とい

うことになり，拠出した金額が購入代金全体に占

める割合が共有持分ということになる。これに対

し，住宅ローンとして勤務先や銀行から借り入れ

をする場合，夫婦の一方のみが給与所得を得てい

るときは，その者の借入金（特有財産）であり，

他方が月々の返済等のために家計のやり繰りを頑

張ったとしても，夫婦の一方の特有財産とみなさ

れてしまう。このような場合，居住用不動産を夫

婦の共有財産とする方法として，贈与税の配偶者

控除27)を上手に活用することが考えられるが，共

有持分が不動産登記簿上明記されていなければ，

第三者に対して共有を主張することは難しい。

このように，居住用不動産は，第三者との関係

もあって，不動産登記簿上の名義人の特有財産と

して扱われる。そのため，家族の生活基盤である

居住用不動産が，夫婦の一方によって，他方の知

らないうちに処分されてしまう危険性をはらんで

いる。特に夫婦が離婚を前提に別居している場合

には，その危険性は更に増すことになる。それゆ

え，欧米諸国では，居住用不動産については，処

分制限の規定が設けられている。特に，未成熟子

と当該子を監護する父母の一方との生活を保護す

るためにも，婚姻継続中（別居中を含む）におけ

る居住用不動産の処分制限規定を新たに設ける必

要があろう28)。

Ⅲ 離婚の際の財産分与と離婚後における家族

間の扶養義務

1 離婚の際の財産分与

（1） 財産分与の請求と請求権の保全

財産分与に関する規定（民768条）は，戦後の民

法改正によって新設されたものである。協議離婚

した夫婦の一方は，他方に対して，財産分与の請

求をすることができる（同条1項）。協議離婚の届

出前であっても，夫婦が実質的な財産分与契約と

して贈与契約をした場合，最高裁は，婚姻関係の

破綻を理由に民法754条の適用はないとしてきた

（最判昭33・3・6民集12巻3号414頁，最判昭42・2・

2民集21巻1号88頁）。したがって，協議離婚の届

出前であっても，夫婦は，離婚を前提に，財産分

与の協議をすることができる。

夫婦間で財産分与に関する協議が整わないと

き，または協議ができないときは，家庭裁判所に

対して，協議に代わる処分を請求することができ

る（同条2項本文）。さらに離婚後2年間は，財産分

与の申立てができることになっている（同条2項

24) しかし，後述するように離婚の際の財産分与は現実には不十分である。また，当該判決は，子と共同相続する

際の配偶者相続分が3分の1であった時代のものである。
25) 大村（2010）pp.34-39，42-47。
26)犬伏（2017）pp.129-131。
27) 婚姻期間20年以上の夫婦の場合，居住用不動産の贈与について2000万円まで配偶者控除を受けられることに

なっている（相税21条の6）。
28) 家族法改正研究会においても，配偶者の居住保護の観点から，居住用不動産の処分制限規定を新設することが

提案されている（常岡（2015）pp.22-25）。
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但書）から，離婚時には財産分与を請求せず，後

に請求することもできる。財産分与に関する事案

は紛争性の高いものとされており（家事別表第

二），まずは調停で当事者間の合意形成を目指し，

それができない場合には，家庭裁判所の審判によ

ることとなる（家事39条）。婚姻が破綻し離婚の

協議を開始した場合，財産分与の対象となる財産

の名義人が勝手に財産を処分してしまうおそれが

ある。そのような場合には，対象財産が第三者の

手に渡ることを防ぎ，財産分与請求権を保全する

ために，調停前の仮の措置，審判前の保全処分，

民事保全法上の仮処分（家庭裁判所も管轄を有す

る。人訴30条）を利用することが考えられる。財

産が処分され第三者名義になっている場合，協議

または協議に代わる処分等により財産分与請求権

の範囲・内容が具体的になっているときは，財産

分与請求権の保全のため，債権者代位権（民423

条）を行使することができる29)。

裁判離婚の場合にも，協議離婚の場合の財産分

与に関する768条の規定が準用される（民771条）

から，離婚の訴えにおいて，家庭裁判所は，離婚

条件である財産分与に関する申立て30)があれば，

離婚とともに財産分与に関する処分（附帯処分31)）

をすることができる（人訴32条1項）。さらに，家

庭裁判所は，当事者に対して，金銭の支払いその

他の給付を命じることもできる（同条2項）。裁判

離婚の場合，調停前置主義が適用されるから，ま

ず離婚調停において，離婚の合意とともに，財産

分与についても合意が成立するように調整され

る。離婚とともに財産分与について合意が成立す

れば，これを調停調書に記載することによって調

停は成立し，その記載は確定判決と同一の効力を

有する（家事268条1項）。また，調停不成立の場合

にも，家庭裁判所は，離婚条件である財産分与に

ついて，職権で調停に代わる審判をすることがで

きる（家事284条1項）。

（2） 財産分与の法的性質と清算的財産分与

財産分与には，清算的要素，扶養的要素，慰謝

料的要素が含まれると一般に考えられてきた。し

かし，最近では，積極的破綻主義離婚のもと有責

主義的な考え方を排除するため，財産分与に慰謝

料的要素は含まれないとする考え方が有力になっ

てきている。財産分与の清算的要素とは，婚姻中

に夫婦が協力して得た財産を，離婚に際して夫婦

間で清算するというものである。財産分与の扶養

的要素とは，離婚後に生活に困窮する配偶者の生

活を維持するためのものである32)。最近では，扶

養的要素に代わるものとして，婚姻共同生活関係

から生じた夫婦間の不均衡を調整する「補償」と

いう考え方も主張されている33)。

夫婦が婚姻中に協力して得た財産は，その名義

にかかわらず実質的共有財産として，離婚の際に

は清算対象になると解されるが，しかし夫婦の一

方が婚姻前から有する財産，婚姻後に贈与や相続

とその収益は，各自の特有財産となるため，清算

対象とはならない。具体的には，清算対象となる

財産としては，不動産（土地・家屋・マンション

29)例えば，夫が財産分与を免れるために第三者と共謀して，夫名義の不動産を第三者に譲渡し所有権移転登記も

すませた場合，妻は夫に対する財産分与請求権を保全するために，夫に代わって，所有権移転登記の抹消を第三

者に請求することができる（最判昭55・7・11民集34巻4号628頁参照）。
30) 離婚の訴えにおいてする財産分与の申立ては，家庭裁判所の審判事項に関する申立てをするものであるから，

訴訟事件における請求のように，分与を求める額および方法を特定して申し立てる必要はなく，単に抽象的に財

産の分与の申立てをすれば足りる（最判昭41・7・13民集20巻6号1197頁）。
31) 離婚と財産分与との同時解決の原則の維持が望ましいとの観点から，離婚訴訟継続中に離婚請求に附帯して財

産分与請求することを認めたものである。したがって，離婚訴訟について訴訟継続が消滅したときは，財産分与

の申立ては不適法である（最判昭58・2・3民集37巻1号45頁）。
32) 離婚により夫婦の協力・扶助義務はなくなるにもかかわらず，離婚後にも扶養を義務付けるための理由につい

て，学説は，婚姻の事後的効果であるとか，社会保障の充実まで過渡的に政策上私人に課せられる義務であると

か，夫婦の役割分担から生じる財産取得能力や稼得能力の差を清算する手段ないし生活建直し資金であると説明

してきた。
33) 本沢（1998）pp.272-278，成澤（2017）pp.162-165など参照。
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など），自動車，動産（家財道具，電化製品など），

預貯金，株式・有価証券などがある。不動産の清

算に関する審判例としては，取得するために組ん

だローンが返済中である場合，不動産の価値から

ローンの残額を差し引いた金額を清算の対象とし

たもの，別居時までに支払った元金充当分の合計

額を清算対象としたものなどがある。自営業の場

合には，営業用の財産なども清算対象となる。退

職金は，離婚時に既に支払われている場合，また

は支給が決定している場合には，清算の対象とさ

れる。未払いの退職金については，従来は不確定

要素が多いとして否定されてきたが，退職年齢に

近いなど，支給の蓋然性が高いと認められる場合

には，清算の対象になるとしたものがある（名古

屋高判平12・12・20判タ1095号233頁）。

具体的な財産清算の割合や基準は定められてい

ない。清算の割合は，対象となる財産を獲得・維

持するにあたっての当事者の寄与度を基準に算定

する場合が多い。裁判例では，従来，専業主婦の

場合の寄与度は3分の1程度とされることが多く，

共働きや自営業の場合には2分の1とされることが

多かった。これに対し，1996年の民法改正要綱

は，各当事者の寄与の程度を考慮した上で，寄与

度については「その異なることが明らかでないと

きは，相等しいものとする」とした。その影響も

あって，専業主婦の場合にも，寄与度は2分の1と

解されつつあったところ，後述する離婚時の年金

分割制度によって新設された合意分割規定に分割

基準2分の1が明示された結果，婚姻中の財産取得

または維持について夫婦の寄与割合は，原則とし

て2分の1とされるようになったことは興味深い。

（3） 離婚等をした場合の年金分割

夫婦が離婚した場合，厚生年金における将来の

老齢年金請求権の清算34)ついては，2004年の年金

制度改革により年金分割制度が導入された。ちな

みに，厚生年金保険法では，「配偶者」には，「婚

姻の届出をしていないが，事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む」ことが法律上明記されて

いる（厚年3条2項）。そのため，法律上の婚姻夫婦

が離婚した場合だけでなく，事実上婚姻関係と同

様の事情にあった者について当該事情が解消した

場合にも，年金分割は行われることとなる（厚年

78条の2第1項）。しかし，企業年金や個人年金な

どは年金分割制度の対象外とされたままである。

その財産的価値の高さ，夫婦の婚姻中の協力（役

割分担）による成果であることからして，公的年

金と同様に清算対象とするべきであり，今後の課

題といえよう35)。

具体的には，報酬比例の被用者年金（厚生年

金・共済年金など）の算定基礎となる標準報酬月

額について，夫婦の協議で按分割合（2分の1を上

限）を決めて（厚年78条の3）請求することによっ

て，社会保険庁長官が，対象期間（原則として婚

姻期間）にかかわる被保険者期間の標準報酬額の

改定または決定を行うという方法で実施される

（厚年78条の2第1項）。按分割合について当事者の

協議が調わないときは，当事者の一方の申立てに

より，家庭裁判所が審判によって（厚年78条の2第

2項），または離婚等の判決における附帯処分とし

て（人訴32条1項）定めることができるほか，「そ

の他一般に家庭に関する事件」として，年金分割

の按分割合は，家事調停において定めることもで

きる36)。

なお，婚姻中に第3号被保険者として，国民年金

保険料を支払う必要がなかった被用者保険の被保

険者の被扶養配偶者は，離婚によって自ら保険料

を支払わねばならなくなる。離婚後，正規雇用者

として継続就労できる，または新たに就労できる

被用者保険の被保険者は問題ない。しかし，離婚

母子家庭の母親の就労環境は厳しく，非正規雇用

での就労しかできない場合には，その経済状態か

らして，国民年金の保険料を第1号被保険者とし

て自ら支払い続けることは困難となる。このよう

34) 財産分与と年金権について，本沢（1998）pp.284-304，本沢（2008a）pp.84-99参照。
35) 本沢（2008b）pp.97-99参照。この点につき，ドイツにおける2009年の離婚時年金調整制度改正が参考となる（生

駒（2014）pp.300-308）。
36)詳しくは，山下・高原（2005）pp.45-102，光岡（2006），pp.3-46など参照。
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な場合，厳しい経済状態ゆえに保険料の一部また

は全部免除を受けると，65歳以上で受け取る老齢

基礎年金額が減少することになる。既述の離婚等

による年金分割によって，一部被用者保険の年金

を受領できるとしても，老後の生活費を老齢年金

で賄えるかは疑問である。離婚によって経済状態

が厳しくなるにもかかわらず，従来の第3号被保

険者が，第1号被保険者として年金保険料を支払

わねばならなくなることは，社会連帯をベースと

する公的年金制度として如何なものかと思われ

る。

2 離婚後における家族間の扶養義務

（1） 離婚後における夫婦間の扶養義務

離婚による夫婦財産の清算があったとしても，

婚姻中における夫婦の役割分担，乳幼児や障害児

の養育，あるいは高齢や病気のために就労が困難

であるため，夫婦の一方が生活に困窮することが

ありうる。そのような場合には，夫婦の他方は，

離婚後における自らの生活を維持した上で，一方

を扶養する能力がある限りにおいて扶養すべきも

のと解されてきた37)。しかし，実際の判例では，

離婚後扶養は，精神病離婚の場合を初めとし（最

判昭45・11・24民集24巻12号1943頁），かなり限定

的に解されてきた（東京高判昭47・11・30判時688

号60頁）38)。そのため，既述のごとく，従来の離婚

後扶養の概念に代えて，婚姻に起因する離婚後の

不均衡を調整する「補償」という概念が提案され

ている39)。

（2） 離婚した父母の未成熟子に対する扶養義務

父母が離婚したとしても，また離婚後父母のい

ずれが親権者になったとしても，親であることに

変わりはないから，未成熟子と同居している親だ

けでなく，未成熟子と同居していない別居親も，

未成熟子を扶養する義務がある。既述のごとく，

別居期間を含む婚姻中における未成熟子の生活

費・教育費等が婚姻費用として分担請求されるこ

ととも関連して，離婚の場合における未成熟子の

生活費・教育費等は，離婚後に未成熟子を監護す

る同居親が，監護に必要な費用（養育費）として，

別居親に対して請求する（民766条1項，3項）こと

が多い。この場合には，離婚訴訟に附帯して請求

することができ（人訴32条1項），離婚判決で監護

費用の分担を命ずることができる。

これに対し，未成熟子自身も，別居親に対する

扶養請求権を行使することができる（民877条）。

しかし，当該未成熟子は一般に未成年者であるか

ら，法定代理人である親権者，すなわち離婚の際

に単独親権者となった同居親が，未成熟子を代理

して，非親権者である別居親に対して扶養請求す

ることになる。この場合，人事訴訟手続法に規定

がないため，離婚訴訟に附帯して扶養請求をする

ことはできない。

子どもの人格尊重および子どもの最善の利益の

観点からすれば，同居親から別居親に対する監護

費用という形ではなく，あくまでも離婚後におけ

る非親権者である別居親に対して，未成熟子が自

身の扶養請求権を行使すること，親権者である同

居親が子の代わりに扶養請求しようとしない場合

には，子どもの利益を保護するために特別代理人

を選任するなど，子どもの権利を埋没させない方

法を講じることが重要である40)。なお，子どもが

年少である期間については，実際に未成熟子を監

護・教育している単独親権者の子どもに対する扶

養義務は，監護・教育という物理的な活動によっ

て履行されているとして，非親権者である別居親

よりも金銭的負担を軽減することも考えられ

る41)。

37) 諸学説の内容について，大津（1981）pp.154-158参照。
38)具体的な調停例や判例など裁判所の取扱いについて，大津（1981）pp.164-166，鈴木（1992）pp.42-45など参照。
39) 本沢（1989）pp.272-278。家族法改正研究会でも，離婚給付としての補償給付が，条文案とともに提案されてい

る（成澤（2017）pp.164-165）。
40) ドイツ法を参考に，これらの項目を含む10項目の改革提案を行ったことがある（本沢（1991）pp.93-94）。
41)野沢（2010）p.29など参照。
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（3） 親の扶養義務の明記と国の責任

現行法のもとでは，未成熟子に対する父母の扶

養義務は，父母の婚姻関係の継続・破綻・離婚に

よって，その義務履行の請求方法が異なることに

なっている。しかし，未成熟子の生活保障の観点

からすると，父母に対する扶養請求権は，子の固

有の権利として，父母の婚姻関係の有無，同居・

別居・離婚によって左右されない中立的なものと

して，民法上明確に規定されるべきである42)。

また，父母が離婚した場合，親権者である同居

親が未成年子の扶養請求権を放棄したり，主張し

なかったりする場合には，子の最善の利益を保護

するために，親権者に代わって子の扶養請求権を

主張できるように，子どもの手続き代理人制度の

活用ないし児童相談所による代替請求制度などの

制度整備を行うべきである43)。さらに，別居親が

未成熟子の扶養料を支払う能力があるにもかかわ

らず，これを支払わないために子どもの最低生活

が保障されないときは，離婚後に別居親が支払う

べき未成熟子の扶養料について，国家が速やかに

これを立て替え払いし，その上で国家が別居親に

対して償還請求を行うなどの制度を新設する必要

があろう。これらの諸施策は，子どもの健全育成

に対して責任を負っている国の責務である。

Ⅳ 死別による配偶者相続権と遺族年金

1 配偶者相続権の強化と居住権保護

（1） 遺産分割における配偶者相続権の強化

既述のごとく，過去の民法改正によって，血族

相続人の範囲は順次縮小されるとともに，配偶者

相続権の確立・強化が図られてきた。また，寄与

分規定の新設によって，抽象的な身分関係とは別

に，具体的な貢献による財産分与が認められると

ともに，特別縁故者制度によって，身分関係がな

く相続権のない者（内縁配偶者）などにも，貢献

に対する財産分与を認める可能性が開かれてき

た。

特に配偶者相続権の強化の背景には，血族相続

人である子の数の減少や核家族化による財産形成

のあり方の変化だけでなく，既述のごとく，法定

夫婦財産制である別産制に潜む夫婦不平等の是正

が必要であったとの事情もある。特に配偶者が子

と共同相続する場合，遺産分割の割合が2分の1ず

つとされたこと（民900条1号）44)は，死別による夫

婦財産の清算という意味が含まれているといえ

る。そして，遺産分割の対象となる被相続人の財

産の中には，配偶者や子の特別な寄与が含まれて

いるかもしれず，また，相続人の中には被相続人

から生前に贈与等を受けている場合があるかもし

れない。それゆえ，遺産分割にあたって相続人間

の衡平を図るため，生前贈与等の価額を特別受益

として持ち戻したり（民903条1項），労務の提供や

看護・介護などにより被相続人の財産の維持・増

加に特別に寄与した者の相続分に寄与分として加

えたりしている（民904条の2）。特に寄与分規定

の新設は，複数の子のうち1人が老親を引き取っ

た場合における老親扶養（民877条以下）との関係

で，遺産分割協議による問題解決の可能性を提供

し45)，結果的に過去の扶養料請求を減少させた。

（2） 2018年改正による遺産分割と配偶者の保

護（2019年7月1日施行）

2018年の民法改正では，生存配偶者の生活の安

定を図るため，20年以上婚姻関係にあった夫婦の

一方が死亡した場合，他方に対する居住用不動産

（建物や敷地）が遺贈または贈与されていたとき，

当該不動産について持戻し免除の意思があったも

のと推定する（民903条4項）。その結果，原則とし

て，当該居住用不動産を除く被相続人の財産が遺

42) 本澤（2014）p.59，野沢（2017）pp.84-91。
43) 本澤（2014）p.54。
44)
1980年改正の前には，この遺産分割割合は，配偶者3分の1，子3分の2とされていた（民旧900条1号）。

45) 扶養の権利義務関係と相続関係は，全く別の基準で定められているが，過去の引き取り扶養や老親介護が寄与

分として評価されることが多い。しかし，寄与分に関する審判を通じて過去の扶養料の求償を求めることは適切

でない（大阪家岸和田支審平15・2・28家月56巻1号121頁）。
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産分割の対象とされることになり，生存配偶者

は，居住用不動産を所有し続けた上に，居住用不

動産以外の財産の2分の1を，遺産分割により取得

できることになる。

この遺産分割の対象には，被相続人名義の預貯

金債権が含まれる（最大決平28・12・19民集70巻

8号2121頁）ため，相続人が複数いる場合，遺産分

割協議が整わなければ，被相続人の死後直ぐに必

要となる葬儀費用や生存配偶者の生活費が調達で

きなくなる可能性がある。それゆえ，2018年改正

では，遺産分割前でも，各共同相続人は，遺産に

属する預貯金債権のうち，相続開始のときの債権

額の3分の1に各自の相続分を乗じた額46)につい

て，単独で権利行使をすることができるものとさ

れ，当該預貯金債権は，遺産の一部の分割により

取得したものとみなされることとなった（民909

条の2）。これによって，生存配偶者は，当面の葬

儀費用や生活に必要な現金を調達することができ

るようになる。

なお，2018年改正は，被相続人に対して無償で

療養看護その他の労務の提供をしたことによっ

て，被相続人の財産の維持または増加について特

別の寄与をした相続人以外の親族（特別寄与者）

は，相続の開始後，相続人に対して寄与に応じた

額の金銭（特別寄与料）の支払を請求することが

できるとの規定を新設した（民1050条1項）。これ

によって，従来は被相続人の介護等に多大なる貢

献をしたにもかかわらず，相続人である配偶者を

通してしか遺産分割にかかわることのできなかっ

た被相続人の子の配偶者（一般には，いわゆる嫁）

も，相続人に対して，自らの特別寄与料の支払を

請求できることになり，その意味では配偶者の保

護の一つということができる。

（3） 2018年改正と配偶者の居住権保護

（2020年4月1日施行）

2018年改正では，高齢化の進展の中で，高齢配

偶者の生活の安定を図るため，居住建物につい

て，所有権のほか，配偶者居住権（民 1028条

〜1036条）と配偶者短期居住権（民1037条〜1041

条）を新設し，生存配偶者が当該居住建物を相続

しない場合にも，配偶者の居住権を保護すること

とした。具体的には，被相続人の配偶者は，被相

続人の財産に属した建物に相続開始時に居住して

いた場合，遺産分割または遺贈によって，終身ま

たは一定期間，当該居住建物の全部を無償で使用

収益できる権利（配偶者居住権）を取得する（民

1028条1項本文）。ただし，被相続人が相続開始時

に当該居住建物を配偶者以外の者と共有していた

場合は，この限りではない（同但書）。また，被相

続人の配偶者は，被相続人の財産に属した建物に

相続開始時に無償で居住していた場合，原則6ヵ

月間，当該居住建物の所有権を相続または遺贈に

より取得した者に対して，当該居住建物を無償で

使用する権利（配偶者短期居住権）を有すること

になる（民1037条1項）。その際，生存配偶者は，

当該居住建物を従前の用法に従い，善良な管理者

の注意義務をもって使用しなければならない（民

1038条1項）。また，当該居住建物取得者の承諾を

得なければ，生存配偶者は，第三者に当該居住建

物を使用させることはできず（同条2項），これに

反する場合，配偶者短期居住権の消滅により（同

条3項），当該居住建物を返還しなければならなく

なる（民1040条）。

2 死別による遺族年金の支給

（1） 遺族基礎年金（国民年金）

遺族基礎年金は，国民年金の被保険者等または

老齢基礎年金の受給権者等が死亡した場合，その

者の配偶者または子に支給される（国年37条）。

ただし，遺族基礎年金を受給できる死亡者と生計

を一にしていた配偶者（事実上の配偶者を含む）

は，死亡者の18歳未満の未婚の子（18歳に達した

年度の年度末までの間の子を含む）または障害等

級1級ないし2級に該当する20歳未満の未婚の子と

生計を一にする者でなければならない（国年37条

の2）。この遺族基礎年金の受給権は，受給者の死

亡，婚姻（事実上の婚姻関係を含む），養子縁組に

46)標準的な当面の必要生計費，平均的な葬式の費用の額，その他の事情を勘案して預貯金債権の債務者ごとに法

務省例で定める額を限度とする（民909条の2）。
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より消滅する（国年39条）ほか，18歳未満の未婚

の子がいなくなったときにも消滅する（国年40

条）。なお，1985年改正では，遺族年金の支給対象

は「子のある妻」に限定されていた47)が，2011年の

東日本大震災で遺された父子家庭に対する経済支

援の必要性が認識された結果，民主党政権のもと

法改正が行われ，2014年4月からは「子のある夫」

にも遺族基礎年金が支給されるようになった。

（2） 遺族厚生年金

遺族厚生年金は，被保険者または1級・2級の障

害厚生年金ないし老齢厚生年金の受給権者等が死

亡した場合，この者に扶養されていた遺族に支給

される（厚年58条）。この遺族の範囲および順位

は，①配偶者（妻および55歳以上の夫），②18歳未

満または20歳未満で1級・2級の障害状態にある

子，③55歳以上の父母，④18歳未満または20歳未

満で1級・2級の障害状態にある孫，⑤55歳以上の

祖父母である（厚年59条1項，2項）。夫・父母・祖

父母が受給権者となる場合，遺族厚生年金は60歳

になるまで支給停止となるが，夫が遺族基礎年金

の受給権を有する場合には，遺族厚生年金の支給

を受けることができる（厚年65条の2）。遺族基礎

年金の改正に伴って，遺族厚生年金についても，

「子のある夫」について一定の改善を見たことに

なる。しかし，18歳未満の子のない夫が55歳以上

で家計支持者である妻に先立たれた場合，自分の

衣食住を賄えるだけの収入を得られる就職口を現

在の労働市場で見付けられるか，果たして疑問で

はある48)。

遺族厚生年金の額は老齢厚生年金額の4分の3で

あるが，計算の基礎となる被保険者期間の月数が

300に満たないときは300月とされる（厚年60条1

項1号）。240月以上の被保険者期間を有する夫が

死亡したときに40歳以上65歳未満であり18歳未満

の未婚の子等のない妻，または夫の死亡時には18

歳未満の未婚の子ないし20歳未満で1級・2級の障

害状態にあった未婚の子を有していたが，その子

が18歳ないし20歳に達したときや婚姻したときに

40歳以上65歳未満である妻については，40歳から

65歳までの間，上記の遺族厚生年金額に遺族基礎

年金額の4分の3の額の加算（中高齢寡婦加算）が

行われる（厚年62条1項）。こうした中高齢寡婦加

算が，40歳以上65歳未満である夫には認められて

いないことは，現在の労働市場から見ても，男女

平等の観点から見ても問題があるといえよう。

3 事実上の配偶者との死別による財産承継と

生活保障

（1） 事実上の配偶者との死別と財産承継

既述のごとく，共同生活にかかわる婚姻効果

は，事実上の婚姻関係にある者（内縁配偶者）に

も認められてきた。それゆえ，内縁夫婦の一方が

死亡した場合，死亡者の遺産について，遺された

ほかの一方に相続権類似の権利を認めるべきでは

ないかが問題とされてきた。この点につき，離婚

の際の財産分与制度を類推適用して，他方に遺産

を与えうるかが問題とされ，学説の多くはこれを

肯定的に解していたが，最高裁はこれを否定する

決定をした（最決平12・3・10民集54巻3号1040

頁）49)。このような場合における他方の保護とし

ては，内縁配偶者間における贈与（民549条）ない

し死因贈与（民554条），または内縁夫婦の一方の

遺言による遺贈（民964条）を活用することが考え

られる。そして，死亡した内縁夫婦の一方に法定

相続人がいない場合には，他方は特別縁故者とし

て財産分与を請求することができる（民958条の

3）。しかし，事実上の婚姻関係が多様化し50)，既

述のような共同生活に対する婚姻関係諸規定の適

用や夫婦財産制に関する改正提案などを考慮した

47)固定的な夫婦の役割分担を前提にした従来の制度については，常々問題視してきたところである（本沢（2012）

pp.185-186参照）。
48) この点について，本澤（2012）pp.186-187。
49) 本決定に対する学説の評価について，詳しくは，青竹（2017）pp.44-46参照。
50) 事実婚を選択する事情としては，婚姻の届出ができない事情がある場合，当事者の意思により婚姻の届出をし

ない場合，特に届出を意識しないまま一緒に暮らしている場合の3つに分類される（二宮（2018）p.75参照）。
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場合，改めて死亡による夫婦財産制の終了と財産

清算という観点から検討してみる必要があるので

はないだろうか51)。

居住家屋の保護については，居住家屋が死亡し

た内縁夫婦の一方の所有であった場合，死亡者の

相続人から明け渡し請求をされたとしても，相続

人に居住の差し迫った必要がない限り，相続人の

明渡請求は権利の濫用とされ（最判昭39・10・13

民集18巻8号1578頁），内縁夫婦の他方は保護され

る。また，居住家屋が内縁夫婦の共有であり共同

使用していた場合には，内縁夫婦の一方が死亡し

ても，他方が単独で使用するとの合意が成立して

いたと推認され，他方は，住居使用による利益に

ついて，死亡した一方の相続人に対し不当利得の

返還義務を負わない（最判平10・2・26民集52巻1

号255頁）。これに対し，居住家屋が借家であった

場合，相続人不存在であれば，内縁夫婦の一方が

死亡したとき，他方は借家権を承継できる（借地

借家36条）。また，相続人がいる場合には，他方

は，相続人が承継した賃借権を援用して，家主か

らの明渡請求に対して居住権を主張することがで

きる（最判昭42・2・21民集21巻1号155頁）。

（2） 事実上の配偶者との死別と遺族年金

既述のごとく，年金法における「配偶者」「夫」

「妻」には，「婚姻の届出をしていないが，事実上

婚姻関係と同様の事情にある者を含むものとす

る」と明記されている（国年5条7項，厚年3条2

項）。その結果，遺族基礎年金および遺族厚生年

金の受給者となる被保険者の配偶者として，法律

上の婚姻が認められない近親者婚にあたる内縁配

偶者（最判平19・3・8民集61巻2号518頁）や重婚

的内縁配偶者（最判昭58・4・14民集37巻3号270

頁，最判平17・4・21判時1895号50頁）などが認め

られるかが問題となる。これらの内縁配偶者が，

年金法にいう事実上婚姻関係と同様の事情にある

者か否かの判断基準は法定されておらず，社会保

険庁の通知・通達に従って行政判断されるにすぎ

ない。

この点につき，法律婚の効果を定める民法の条

文の準用による内縁保護の問題と，民法とは異な

る目的・理念をもつ社会保障法の諸規定の直接適

用における解釈の問題とは区別すべきと解するも

のが多い52)。しかし，事実上の婚姻関係そのもの

が多様化してきている状況のもとでは，同性カッ

プルのために地方自治体で進められているパート

ナーシップに関する公的な証明制度の法制化も含

めて，法治国家として，社会的に保護すべき関係

について明確にすべきものと思われる53)。
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Abstract

In this paper, first I will overview how the property right and the duty to support were decided under

the Japanese family system legal structure of Meiji Civil Law, the postwar amendment of the civil law and the

other amendment after. Here I will specially review the detail of the right on the real estate for residential

purpose as the married couple’s common property. As the duty to support, I will discuss the duty of living

together, cooperate and provide mutual, duty to share expenses, and housework arising from marriage, the

joint responsibility on debts.

Based on those, I will discuss how to decide the marital property right and the duty to support among

family members while divorce. How to claim the right on the distribution and to keep the claim rights. The

legal nature on distribution of property, liquidating distribution of property, and pension division. The duty to

support between the husband and wife, also the duty to support non-adult children by parents.

In addition, I will review the amendment of the Civil Law on handling the widowed spouse’s rights

and the property right. By considering more factors such as how much the widow has contributed on caring

while deciding the survivor’s pension as the livelihood security for the widowed spouse.

Keywords：Divorce, Property, Support, Widow, Pension
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特集：離死別と社会保障

子の親に対する扶養義務と社会保障
――生活保護を中心に――

嵩 さやか＊

抄 録

幼少期に一方の親と離別し長年にわたり当該親から養育を受けてこなかったという事情は，子の親に

対する扶養義務を縮減させうる。もっとも，扶養義務が完全に否定されるような事案でない限り，子は

親に対し扶養義務を負い，生活保護との関係が問題となる。

生活保護では，私的扶養が保護に優先するとされているが，保護を開始する際には，扶養が被保護者

の収入としてカウントされるに止まり，事後的な費用徴収の局面で扶養義務の履行が求められる。しか

し，行政実務では家裁の手続きを活用した厳密な費用徴収が行われることは少ない。その背景には，徴

収手続きが重いことも影響していると思われる。

こうした費用徴収についての実務の運用は，親に対し扶養義務を負う子の立場からすれば，過度な介

入を受けずにすむというメリットがある。しかし，費用徴収が私的扶養と生活保護の本来的棲み分けを

担保する機能を持つことに照らせば，費用徴収の厳格な運用と同時に対象者の限定が検討されるべきで

ある。離別を経験した子の親に対する扶養はこの問題を浮き彫りにする。

キーワード：扶養義務，生活保護，費用徴収，私的扶養優先の原則

社会保障研究 2019, vol. 4, no. 1, pp. 48-61.

Ⅰ はじめに

高齢者の所得状況は，近年やや好転しているも

のの，「平成29年国民生活基礎調査の概況」によれ

ば，高齢者世帯1)の平均所得金額は318.6万円

（2016年）であり，全世帯についての平均所得金額

（560.2万円（同年））の56.9％に過ぎない2)。また，

1986年から2013年までの「国民生活基礎調査」を

用いた分析によれば，高齢者世帯の相対的貧困率

は全体的には改善傾向にあるものの，2012年時点

でも，高齢単身世帯の相対的貧困率は，男女とも

にほかの世帯類型と比較して突出して高い3)。高

齢者の中でも，とりわけ単身世帯の者の経済的状

況が厳しいことがうかがえる。

こうした傾向は生活保護受給者の状況にも表れ

ている。直近の厚生労働省による被保護者調査4)

によれば，すべての被保護世帯数（保護停止中を

＊東北大学大学院法学研究科 教授
1)
65歳以上の者のみで構成するか，又はこれに18歳未満の未婚の者が加わった世帯をいう。

2) 厚生労働省「平成29年国民生活基礎調査の概況」p.9。
3) 阿部彩（2015）「貧困率の長期的動向：国民生活基礎調査1985〜2012を用いて」貧困統計ホームページ参照。

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 148



0105_社会保障研究_【嵩】_PK.smd  Page 2 19/06/12 15:39  v3.40

除く）における高齢者世帯数の占める割合は

54.1％であるが，さらに単身の高齢者世帯数につ

いては見れば49.4％であり，実に全被保護世帯数

の半数近くが単身の高齢者世帯となっている

（2018年12月分）。また，被保護世帯数は前年同月

と比べると，全体で0.2％減少しているものの，高

齢者世帯については1.9％増加し，特に単身の高

齢者世帯についていえば2.3％の増加であり，最

も伸び率が高い世帯類型となっている。高齢者が

単身世帯となる要因は多様であるが，配偶者との

離死別は主要な要因の一つであろう。

他方で，親子間の扶養は，「親から子へ」と「子

から親へ」の2通りがあるが，前者は主に子が未成

熟（あるいは未成年）である期間が問題となるの

に対し，後者は，上述のとおり高齢者の所得がほ

かの世代に比べて低い点に照らせば，主に親の老

後に問題となる。そして，単身世帯の高齢者がと

りわけ困窮する傾向にあることからすれば，子か

ら親への扶養の問題は，単身世帯の高齢者につい

て最も生じやすいといえよう。しかし，他方で，

子の幼少期に離婚したケースで往々にしてみられ

るように，子が長期にわたって一方の親（多くは

親権者とならなかった親）との交流を持たなかっ

た場合には，少なくとも自発的に子が当該親を老

後に扶養することは期待しがたく，困窮に陥った

老親には生活保護を中心とした社会保障給付を受

ける必要性が生じる。

本稿は，このように幼少期に両親が離婚し長年

一方の親と交流がなかった場合に最も先鋭化す

る，子から親への扶養と社会保障（とりわけ生活

保護）をめぐる現状とすみ分けのあり方について

検討を行う。

Ⅱ 子の親に対する扶養義務

（1） 民法上の扶養義務の概要

配偶者間の離別（離婚）は，相手方配偶者との

身分関係の解消を意味するが，子との関係では，

親子関係は直系血族として法的に存続し，扶養義

務を相互に負い続ける。なお，民法上の扶養義務

については，本特集の本澤論文で論じられている

ため，ここではごく簡単に触れるに止める。

扶養義務に関する民法の規定は極めて概括的で

ある。民法877条は，1項にて直系血族間および兄

弟姉妹間の扶養義務を定め，2項にて特別の事情

がある場合に家庭裁判所の審判で設定される三親

等内の親族における扶養義務を定める。配偶者間

の扶養義務は民法752条に規定されている。民法

877条1項および民法752条に基づき法律上当然に

生じる扶養義務を「絶対的扶養義務」，民法877条

2項により家裁の審判があって初めて設定される

扶養義務を「相対的扶養義務」と区別されること

があり5)，生活保護の実務でもその区別にした

がって扶養義務者の確認が行われる6)。

誰が扶養義務者であるかに関する上記区別とは

別に，民法学では負うべき扶養義務の程度によっ

て扶養義務者を二分する考え（二分説・二元説）

が通説となっている7)。「自己の生活程度に均し

く，生活の全面的保持」の水準が求められる生活

保持義務者（夫婦間，未成熟（未成年）子に対す

る親8)）と，「自己の地位相応な生活を犠牲にする

ことなしに給与しうる生活必要費」の水準が求め

られる生活扶助義務者（そのほかの親族間）であ

る9)。

4)「被保護者調査（平成30年12月分概数）結果の概要」https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hihogosya/m2018/dl/

11-01.pdf（2019年3月7日最終確認）。
5)松川・窪田編（2015）pp.323-325〔冷水登紀代〕，半田他（2017）p.198，二宮（2019）p.279。
6)『生活保護手帳2018年度版』pp.253-254。
7) 中山（2012）pp.11-14，松川・窪田編（2015）pp.322-323〔冷水登紀代〕，窪田（2017）p.333，半田他（2017）p.197，

二宮（2019）p.280，能見・加藤編（2019）p.625〔足立文美恵〕。
8) 親の子に対する扶養義務の程度を，成年・未成年という基準によって区別すべきか，あるいは経済的自立の程度

（成熟・未成熟）によって区別すべきかの問題に関し，窪田（2017）p.334。裁判例の動向について，能見・加藤編

（2019）pp.627-628〔足立文美恵〕。
9) 中川善之助（1965）『新訂 親族法』青林書院，p.596。
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（2） 扶養義務の二分説と子の親に対する扶養

義務

二分説に従えば，親に対する子の扶養は生活扶

助義務となる。しかし，こうした二分説に対して

は，親（とりわけ老親）に対する子の扶養義務と

未成熟子に対する親の扶養義務とを対比し，（a）

老親は未成熟子と肉体的・経済的に同様の状況

（弱い立場）にある，（b）老親あるいは未成熟子が

死亡した場合にそれぞれ子あるいは親が（常に，

あるいは通常）第一順位の相続人となるなどを根

拠に，老親に対する子の扶養義務は，未成熟子に

対する親の扶養義務と同様に生活保持義務として

扱うべきとの主張がある10)。

もっとも，こうした主張に対しては，子の老親

に対する扶養義務は，やはり生活扶助義務として

とらえるべきとの主張もみられる11)。そこでは，

高齢者のために租税・社会保険料という形で社会

的に負担していることを重視する見解12)，一体と

して生活すべき関係にある夫婦およびその未成熟

子の扶養と，互いに独立している成人の親子間の

扶養とは質的に差があることなどを根拠とする見

解13)，二分説における扶養義務の程度の違いは当

該親族関係の「自因」性の違い14)で説明できると

ともに，相続法での親の地位（子の親に対する相

続と異なり，親は子に対する第2順位の相続人で

あり，遺留分保障も3分の1である）を考慮する見

解15)が示されている。幼少期の離別という契機が

なくても，核家族化により老親と別世帯を構成す

ることが一般的となった現在において，（同一世

帯を構成することが通常の）夫婦や未成熟子を持

つ親と同水準の扶養義務を老親を抱える子に課す

ことは，子の生活の自律性を尊重する観点から望

ましいとはいえないだろう。以下では，ひとまず

親（老親）に対し子が負う扶養義務は，通説に

従って生活扶助義務であることを前提とする16)。

（3） 子の親に対する扶養義務の発生と制約要因

① 扶養義務の発生要件

具体的な扶養義務の発生要件は，一般的に，（a）

一定の親族関係にあること，（b）扶養権利者が要

扶養状態にあること，（c）扶養義務者に扶養能力

があること，（d）扶養権利者から扶養義務者への

請求があることとされている17)。つまり，親が要

扶養状態となり，他方で子が生活扶助義務に照ら

した扶養能力を有する場合には，親からの扶養請

求に基づいて当事者間で協議または家裁の審判

（民法879条）がなされることにより，子の具体的

な扶養義務とそれに対する親の扶養請求権が発生

すると解される。そして，この扶養義務・扶養請

求権の発生は，基本的に，扶養権利者の困窮に関

する有責性や，扶養義務者が過去に扶養権利者の

世話になったといった事情には左右されない。そ

10)米倉（1999）pp.235-238。
11) 子の老親に対する扶養の程度に関する議論状況と判例の動向について，能見・加藤編（2019）pp.636-638〔足立

文美恵〕。
12)島津・松川編（2008）p.292〔山脇貞司〕。高齢者介護の費用負担のあり方について，子世代が租税や社会保険料

を通じて高齢者一般の介護需要にも応分の負担をすでに行っていることを指摘する見解として，野沢（2013）

p.25。
13) 中山（2012）p.14。
14) 生活保持義務は，婚姻や子を作るという自己の行為に起因する義務であるのに対し，生活扶助義務は身分関係

の創出について義務者は主体的に関与していないとの違いがある。
15)野沢（2013），p.23。
16) 同様の見解を示す裁判例として，大阪高決昭和49年6月19日家月27巻4号61頁。もっとも，扶養の程度を定める

審判では，親が子に授けた高等教育の程度や子の経済的状況に応じて高い扶養義務を認めるものもある（詳しく

は，松川・窪田編（2015）p.332〔冷水登紀代〕）。
17) 中山（2012）p.161，二宮（2019）pp.281-282，能見・加藤編（2019）p.630〔足立文美恵〕。なお，具体的な扶養

義務の発生と当事者間の協議または家庭裁判所の審判との関係については，多様な見解があるが（上野（1984）

p.320，中山（2012）pp.158-159），本稿ではではひとまず中山（2012）pp.160-161に従い内容形成説（扶養の権利義

務は（a）（b）（c）の具備により発生するが，その具体的内容は扶養権利者からの請求に基づく当事者間の協議ま

たは家裁の審判により初めて形成されると解する見解）に従う。
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のため，子の幼少期に親が離婚し，一方の親とは

絶縁状態で養育費の支払いも受けていなかったと

いう場合であっても，当該親が困窮し，他方で子

に扶養能力がある場合には，原則としては扶養義

務・扶養請求権が発生することになる18)。

② 家裁実務における扶養義務を制約する事情

もっとも，（a）〜（d）の要件が具備されている

としても，家裁の審判では扶養の程度・方法を決

定する「一切の事情」（民法879条）の考慮により，

信義則に基づき扶養義務が否定される，または扶

養料が減額されることもある19)。

例えば，秋田家裁昭和63年1月12日審判（家月40

巻6号51頁）では，両親が離婚した事案ではない

が，扶養申立を行った父親と子との間の不和につ

いて父親に相当程度帰責事由があるため，信義則

上扶養料の制限は受忍すべきとして，相当程度減

額された扶養料の支払が命じられた20)。また，新

潟家裁昭和47年5月4日審判（家月25巻6号150頁）

は，就業が可能にもかかわらず稼働意欲が乏しい

ため生活費に不足を来した父親が子に対し扶養申

立を行ったが，当該父親は子の母親と離婚後に養

育責任を果たさず，子と完全なる没交渉であった

ことなどから，父親による扶養申立は信義則に違

反するとした。この審判では，扶養申立自体を信

義則により否定しているようである。このよう

に，長期間にわたり養育してこなかったという事

情は，実務上，子の親に対する扶養義務を縮減さ

せうる事情として扱われている。

だたし，このことは，扶養義務が過去の扶養と

の間で対価関係にあることを意味するものではな

いことを再度確認しておく必要がある。過去に資

力がなく扶養ができなかった親の扶養請求権は，

それだけで失われることはないのである21)。なお

今後，梅澤論文で取り上げられているような養育

費の立替え払い制度が法制化された場合，そうし

た制度利用による養育の実施は，公権力による強

制的な養育費の回収であるとしても，間接的に養

育の義務を履行していると評価されることからす

れば，少なくとも親に対する子の扶養義務を制限

する要因とはなりにくいだろう。

③ 個別事情に応じた具体的な扶養義務の設定

過去の親による扶養の履行状況は，子の扶養義

務を左右しうる要因であるとしても，家裁で考慮

される「一切の事情」の一つに過ぎない。つまり，

長期間養育を行ってこなかったというだけで一概

に親の扶養請求権が否定されるものでもないだろ

うし，他方で長期間経済的援助だけは行ってきた

が，親子間に決定的な不和があるといった場合に

は扶養請求権が制限されることがあろう。また，

決定される扶養義務の程度についても，扶養の申

立自体が信義則違反であるとして扶養義務の程度

をゼロと判断するケースもあるが，扶養料を減額

するに止めるというケースもある。つまり，子の

親に対する扶養義務（に限らず民法877条1項に基

づく扶養義務）は，法律上抽象的に発生したもの

を，（当事者間の協議が調わない場合に）家裁の審

判・調停にて事案ごとの「一切の事情」を総合考

慮してどの程度引き算（あるいは足し算）すべき

かを決定する，きわめて個別的かつ専門的な判断

に委ねられているといえる22)。

Ⅲ 生活保護と扶養義務の関係

1 生活保護における扶養義務者に対する実体

的介入

（1） 私的扶養優先の原則の解釈

生活保護法（以下「法」という）4条2項は，「民

法……に定める扶養義務者の扶養……は，すべて

この法律による保護に優先して行われるものとす

る」と規定する。公的扶助と私的扶助との関係に

18) なお，関係性が極端に悪化している場合を想定し，扶養請求権の当然喪失（扶養義務の当然消滅）という仕組み

の導入を検討すべきとする見解として，米倉（1999）p.243。
19)谷口・加藤編（1959）p.144〔西原道雄〕，遠藤他編（2004）p.333，中山（2012）pp.287-291など。
20) そのほかの事例として，福岡家裁昭和41年12月23日審判（家月19巻8号90頁）。
21)谷口・加藤編（1959）p.144〔西原道雄〕。
22)事案によっては，民法878条に基づく扶養の順位を含めた判断がなされる。

子の親に対する扶養義務と社会保障――生活保護を中心に―― 51



0105_社会保障研究_【嵩】_PK.smd  Page 5 19/06/12 15:39  v3.40

ついて，立法担当者は3つの型23)があるとしたうえ

で，現行の生活保護法は，同項が規定する私的扶

養優先の原則について，「公的扶助に優先して私

的扶養が事実上行われることを期待しつつも，こ

れを成法上の問題とすることなく，単に事実上扶

養が行われたときにこれを被扶助者の収入として

取り扱う24)」ことを採用していると解する（事実

上の順位説）。

学説上は，一部異なる見解もあるが，事実上の

順位説に立つものが多い25)。なお，2013年改正で

の法24条8項の新設により，事実上の順位説が説

くように，扶養義務を負う扶養義務者が存在して

いても保護の開始がありうることが明文で示され

たといえる。

行政実務では，扶養義務者に扶養の能力と意思

があることが明らかである場合には，扶養請求権

は法4条1項で保護の要件として活用が求められる

「その他あらゆるもの」に含まれると解する26)。そ

して，保護申請者が感情的な理由から，扶養の意

思・能力のある扶養義務者からの扶養を，実施機

関による十分な説明・説得にもかかわらず拒否す

る場合には，法4条1項の要件を欠くものとして保

護申請を却下すべきと解されている27)。もっと

も，行政実務も，旧生活保護法とは異なり，現行

法はあくまでも私的扶養は「保護に優先して行わ

れる」ものと規定されていることから，法4条2項

の解釈としては事実上の順位説に立っているもの

と思われる28)。

このように，保護開始の局面においては，扶養

義務者に扶養の能力と意思があるという場合を除

き，単に扶養能力のある扶養義務者がいるだけで

は保護受給権は否定されない。つまり，扶養能力

はあるが扶養意思はない扶養義務者への扶養請求

が保護の要件とはなっていないため，扶養義務

者，とりわけ本稿で関心の中心に据えている幼少

期に親と離別した子の立場からいえば，常に保護

に先立って扶養権利者たる要保護者（親）から扶

養請求され，扶養義務を履行しなくてはならない

ということにはならない。

（2） 扶養義務者からの費用徴収

① 費用徴収の意義

他方で，生活保護法は77条にて，支弁した保護

費の全部または一部を，扶養義務者から保護実施

後に徴収する仕組みを備えている。この費用徴収

の趣旨は，私的扶養に対する生活保護の補助的役

割という本来の位置づけに照らし，扶養義務者に

よって提供されなかった扶養を生活保護で代替さ

れてしまうことを防ぐためと解されている29)。つ

まり，生活保護法は，一方では，4条2項にて扶養

23) 現行の生活保護法が採用する類型以外の2つは，「私法的扶養によってカバーされる領域を公的扶助の関与外に

置き，前者の履行を刑罰によって担保しようとするもの」と，「私法的扶養によって扶養を受け得る筈の条件のあ

る者に公的扶助を受ける資格を与えないもの」であり，旧生活保護法（1946年制定）は後者の類型に属すると解さ

れている（小山（2004）pp.119-120）。
24)小山（2004）p.120。
25) 中川善之助（1965）『新訂 親族法』青林書院，p.590，赤石壽美（1978）「家族法とのかかわり−公的扶助と私

的扶養の関連と問題点」小川政亮編『社会福祉と諸科学4−扶助と福祉の法学』一粒社，p.223，深谷松男（1979）

「私的扶養と公的扶助−親族扶養優先の原則を中心に」中川善之助先生追悼現代家族法大系編集委員会編『現代家

族法大系3親子・親権・後見・扶養』有斐閣，pp.393-395，西原道雄（1981）「家族と扶養」社会保障講座編集委員

会編『社会保障講座 第3巻 社会変動への対応』pp.272-273，小川政亮（1992）『社会事業法制〔第4版〕』ミネル

ヴァ書房，p.260など。なお，二宮（2019）p.278は，「困窮者に扶養能力のある親族がいるというだけで，保護を拒

絶することはできず，困窮者が現実に扶養を受けられていない場合には，必要な保護を行わなければならない」

と解するが，その場合の保護の根拠規定を急迫保護の規定（法4条3項）に求めているようである（同様の見解とし

て，遠藤他編（2004）p.321，本山敦・青竹美佳・羽生香織・水野貴浩（2019）『家族法〔第2版〕』日本評論社，p.138）。
26)『生活保護手帳別冊問答集2018年度版』p.141。
27)『生活保護手帳別冊問答集2018年度版』pp.149-150。なお同様に解する裁判例もある（岡山地裁平成4年5月20日

判決・判例地方自治106号80頁）。
28)『生活保護手帳別冊問答集2018年度版』p.141。
29)小山（2004）pp.817-818。
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義務者からの扶養を保護の要件とせず単に要保護

者の収入として扱うこととしたが，他方で旧生活

保護法と同様に民法上の扶養義務を補完するもの

として生活保護を位置づけ，その位置づけを最終

的に担保する仕組みとして扶養義務者からの費用

徴収を設けているのである。

② 費用徴収の実態

もっとも，民法上の扶養義務者が広範で，かつ

規定が抽象的であり，また法77条も「できる」規

定であるため，実際に費用徴収を行うか否かにつ

いては行政庁の広範な裁量に委ねられているのが

実情である。扶養義務者からの費用徴収は，2012

年度については，全国で163件，徴収額約3,577万

円（生活保護費全体は約3.7兆円）にとどまり30)，

扶養義務者の負担すべき額についての家事調停・

家事審判の申立て（法77条2項）の件数も非常に少

ない31)。費用徴収実績のうち大阪市の占める割合

が，件数で67.5％，徴収額で43.2％であり32)，地方

公共団体間でかなりのばらつきがある上，大阪市

の費用徴収の大部分は，法18条2項2号に基づく葬

祭扶助費に関する費用徴収である33)。同号に基づ

く葬祭扶助費は，被保護者でない死者について葬

祭を行う扶養義務者がない場合で，その遺留金品

では葬祭費用に足りないときに支給されるもので

あるため，通常の被保護者に対する保護費とはや

や異なった例外的な給付である。

このように見ると，扶養義務者からの費用徴収

は，全国的にごくわずかしか実施されていないと

いえよう。当然，被保護者に扶養能力がある扶養

義務者がいない，あるいはすでに扶養をしてい

る，というケースも少なくないだろうが，法24条

8項に明文化されたように，扶養義務者が扶養義

務を履行していない状況で保護を開始することも

多いと思われる。そうした中，家裁の調停・審判

の事例が極端に少なく，他方で，費用徴収額の回

収率が73％（2012年度）で比較的高いことに照ら

せば34)，扶養義務者からの費用徴収は，扶養義務

者との間で負担すべき額についてある程度協議が

調って初めて徴収決定がされることが多いのだろ

うとも推測される。

③ 費用徴収金の回収手続き

行政が扶養義務者からの費用徴収を積極的に行

わない要因の一つは，扶養という家族関係への介

入が親族間に軋轢を生じさせるおそれもあるた

め，扶養義務の履行についてはなるべく当事者間

の話し合いにより解決することが志向されている

ためと思われる35)。また，もう一つの要因として

は，費用徴収に伴うコスト（手間）が関係してい

るようにも思われる。この点について以下，やや

詳しく検討する。

扶養義務者からの費用徴収は，後述する扶養義

務者についての調査の結果，扶養義務を履行する

ことが可能と認められた扶養義務者（主に重点的

扶養能力調査対象者）と実施機関との間で，まず

は負担額について協議が行われ，協議が調った場

合には，保護費を支弁した都道府県または市町村

の長により当該額について費用徴収決定がなされ

る。他方で，負担額について協議が調わないと

き，または協議をすることができないときは，実

施機関の申立により家裁が扶養義務者の負担すべ

き額を決定し（法77条2項），その額について徴収

決定がなされる。

このように定められた負担額を徴収決定を受け

たのにもかかわらず扶養義務者が納付しない場

合，まずは納付の督促を受けることになる（地方

自治法231条の3第1項）。この督促には，時効中断

30)総務省行政評価局（2014）p.195。
31)総務省行政評価局（2014）p.197によれば，法77条に基づく家事審判事件および家事調停事件についての1952年

度から2012年度の間の実績は，それぞれ13件および11件であり，2003年度から2012年度の間はいずれもゼロであ

る。
32)総務省行政評価局（2014）p.195。
33)総務省行政評価局（2014）p.188。
34) なお，比較的高い回収率は強制執行の結果とも考えられるが，後述のように費用徴収の強制執行の手続きは一

般の私債権と同様の手続きによるため，強制執行が積極的に行われているとは考えにくい。
35) 扶養義務の取扱いに関する『生活保護手帳2018年度版』p.253参照。
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の効果がある（同法236条4項）。しかし督促を受

けても扶養義務者が納付しない場合，生活保護法

制定当初は，最終的には地方自治法旧225条によ

り国税滞納処分の例によって徴収される仕組みと

なっていた36)。すなわち，同条1項は「分担金，使

用料，加入金，手数料及び過料その他の普通地方

公共団体の収入を定期内に納めない者があるとき

は，普通地方公共団体の長は，期限を指定してこ

れを督促しなければならない。」と規定し，同条4

項が「滞納者が，第1項又は第2項の規定による督

促又は命令を受け，その指定の期限内にこれを完

納しないときは，国税滞納処分の例により，これ

を処分しなければならない。」と定めており，法77

条による徴収金にもこれらの規定が適用されると

解されていたのである。法77条の徴収金を国税滞

納処分の例による強制執行（行政上の強制徴収）

の対象としたことに関し，立法担当者は，旧法で

は（身分法上の問題に公権力があまり介入しない

ようにとの配慮から）77条2項が「前項の規定によ

る費用の徴収に関して争があるときは，民事訴訟

による。」と規定していたことから，結局同条1項

による扶養義務者からの費用徴収の実効性がほと

んどなくなっていたという問題があったことか

ら，新法（現生活保護法）でこれに対応するため

に国税滞納処分の例によることとしたと解説して

いる37)。

もっとも，1963年に地方財務制度改正の一環と

して，強制徴収の対象の明確化の要請から地方自

治法旧225条が改正された38)。改正後の231条の3

では，地方税の滞納処分の例により処分すること

ができる歳入を「分担金，加入金，過料又は法律

で定める使用料その他の普通地方公共団体の歳

入」と定められ，分担金，加入金，過料以外の歳

入については，法律で定めなければ滞納処分の対

象とされないこととなった（現行の地方自治法も

ほぼ同様の規定となっている）。法77条に基づく

徴収金は，分担金（地方自治法224条），加入金（同

226条等），過料（同14条3項等）のいずれにも該当

しなく，また滞納処分の対象とする旨の法律上の

規定もないため，滞納処分の対象外（非強制徴収

公債権）になったといえる。そのため，督促を

行っても扶養義務者が納付しない場合には，通常

の私債権と同様に，民事訴訟法・民事執行法の規

定に従って，裁判所の手続きを踏んで回収を行う

必要がある。その際，法77条2項に基づく家裁の

審判書または調停調書は債務名義となるが39)，家

裁の審判・調停を経ていない費用徴収について

は，新たに訴訟手続を提起して債務名義（民事執

行法22条）を取得した上で強制執行の手続きをと

る必要がある。

このように，扶養義務者に対する費用徴収は，

決定後の回収における手続的負担が，滞納処分等

による自力執行権をもつ租税のようには軽減され

ていない。こうした特徴が，費用徴収の決定自体

を，ある程度確実に回収できる範囲に抑制する作

用を持つと思われる。結局，扶養義務者からの費

用徴収の仕組みは，立法担当者が旧法77条につい

て「有名無実の条文40)」となっていると評した状

況に逆戻りしてしまっているともいえよう。

④ 費用徴収手続きから窺える立法者意思

もっとも，扶養義務者からの費用徴収について

のこうした法的仕組みは，あえて行政に自力執行

権を付与しないという立法者意思の表れともいえ

る。つまり，2013年改正による不正受給の場合の

徴収金（法78条改正）や，2018年改正による法63

条による急迫保護等の場合の返還金（法77条の2

新設）のように，扶養義務者からの徴収金につい

ても「国税徴収の例により徴収することができ

36)谷口・加藤編（1959）p.148〔西原道雄〕，小山（2004）p.818。
37)小山（2004）p.818。
38) 改正の趣旨について，地方財務会計制度調査会小委員会（1961）「地方財務会計制度の改革に関する答申」地方

自治166号，p.68，宮元義雄（1962）「地方財務会計制度の根本的改革―調査会小委員会試案をめぐって―」時の法

令417号，p.4，森繁一ほか（1963）「地方自治法の一部改正の概説」時の法令471号，p.17。
39)裁判所職員総合研修所監修（2018）『家事事件手続法下における書記官事務の運用に関する実証的研究―家事調

停事件及び別表第二審判事件を中心に―』司法協会，p.576。
40)小山（2004）p.818。
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る。」との文言を追加しさえすれば，民事執行の手

続きを経ることなく，滞納処分等により自力執行

することができるようになるが，現行法はそのよ

うにはなっていない。

他方で，租税について国や地方公共団体に滞納

処分等の強制徴収権・自力執行権を付与する趣旨

は，確実かつ能率的な徴収を実現するためである

ことからすれば41)，法律の規定により国税または

地方税の例によって徴収するとされている徴収金

の場合には，立法者が租税と同程度にその確実か

つ能率的な徴収が必要だと考えていることを意味

しよう。

このように考えると，立法者は，扶養義務者か

らの費用徴収に関し，少なくとも租税や被保護者

自身からの徴収金・返還金と同程度には，確実か

つ能率的な徴収が必要だとは考えていないという

メッセージが感じられる。また，国税徴収の例に

よる徴収金は，破産手続きにおいて非免責債権

（破産法253条1項1号，同条97条4号参照）となると

いう強力な効果を有するため，扶養義務者の利益

に配慮しているという側面もあるだろう。

しかし他方で，法77条が生活保護の根本的性質

（私的扶養との関係における生活保護の補助的位

置づけ）を最終的に担保する機能を持つことに照

らせば，扶養義務者からの費用徴収について迅速

な実効的手段が十分に確保されていないことは同

条の目的との関係で必ずしも整合的とはいえない

ように思える。

⑤ 子の親に対する扶養義務と費用徴収

以上の法77条に基づく費用徴収の仕組みと運用

の把握を前提に，子の親に対する扶養義務と費用

徴収との関係について検討する。

まず，法77条1項の条文上は，およそ民法上扶養

義務を負う者であれば誰でも費用徴収の対象とな

りうる。もっとも，前述のように，幼少期に離別

し，親が長年養育の責任を果たしてこなかった場

合には，子の親に対する扶養義務が縮減すること

がある。費用徴収が民法上の扶養義務の範囲内で

行われることに照らせば，地方公共団体による扶

養義務者（子）に対する費用徴収もそれに応じて

制限されることになるが，逆にいえば縮減しても

扶養義務が存在する以上は，理論的には費用徴収

の対象となりうる42)。

しかし，扶養義務者からの費用徴収は家族関係

への介入となるため，実務上はなるべく当事者間

の話し合いで解決されることが志向されている。

また，上記のように費用徴収には確実・迅速な強

制徴収方法（滞納処分）が欠如し費用徴収の実施

には相当の手続き的コストがかかることから，結

局は徴収の強制性が形骸化しているのが実情のよ

うである。こうした運用が望ましいのか否かは別

途問題になるとしても，こうした実情に照らせ

ば，被保護者たる親に支弁した保護費について，

子から，その意思に反して強制的に徴収するとい

う事態は極めて限定的であると思われる。

2 生活保護における扶養義務者に対する手続

的介入

上記のように，生活保護の開始や保護実施後の

費用徴収の局面で，実務上，扶養義務者が扶養義

務の履行を厳格に求められることがないとして

も，要保護者に対する保護の過程でその扶養義務

者との地位に基づき保護手続きに関与させられる

ことはある。扶養義務者の負担は，扶養義務の履

行という実体的・金銭的な負担だけでなく，手続

きに伴う心理的な負担にも及ぶ。以下では，制度

上および運用において，扶養義務者が手続的にど

のような介入を受けるかを概観する43)。

41) 金子宏（2019）『租税法〔第23版〕』弘文堂，p.1015。
42) なお，扶養の申立自体が信義則に反し，扶養権利者（親）が扶養請求権をおよそ行使できない場合には，費用徴

収はできないと考えるべきだろう。
43)紙幅の都合より，扶養義務者に対する資料提供等の求め（法29条）については詳述を避ける。結論のみいえば，

法29条2項にて一部の官公署や関係人に回答義務が課されているが，その調査対象者に扶養義務者は含まれてい

ないため，扶養義務者の同意がない限り，実施機関が官公署や関係人から扶養義務者に関する情報を得ることは

できない（詳しくは，嵩（2015）p.407参照）。

子の親に対する扶養義務と社会保障――生活保護を中心に―― 55



0105_社会保障研究_【嵩】_PK.smd  Page 9 19/06/12 15:39  v3.40

（1） 扶養照会

① 扶養照会の行政実務

行政実務では前述のように，扶養する能力と意

思を有する扶養義務者に対する扶養請求権の行使

を保護の要件として位置づけているため，保護の

決定にあたり扶養義務者の存否と扶養の能力・意

思の確認が必須となる。また，私的扶養（仕送り

など）は要保護者の収入としてカウントするのみ

という立場に立ったとしても，私的扶養は保護に

優先するものである以上，保護に先立って行われ

るべき扶養義務の状況を各要保護者について具体

的に把握しておく必要があろう。そのため，行政

実務では，保護申請があった場合，まず扶養義務

者の存否を要保護者からの聞き取りや戸籍謄本な

どによりすみやかに確認した上で44)，扶養義務者

の職業や収入を要保護者などからの聞き取りによ

り把握し，扶養の可能性を調査する45)。そして，

「①生活保持義務関係にある者」，「② ①以外の

親子関係にある者のうち扶養の可能性が期待され

る者」，「③ ①，②以外の，過去に当該要保護者

又はその世帯に属する者から扶養を受ける等特別

の事情があり，かつ，扶養能力があると推測され

る者」は「重点的扶養能力調査対象者」として，

実地あるいは書面による扶養照会などにより，扶

養能力の調査が重点的に実施される46)。この扶養

照会が，扶養義務者に心理的負荷を与えることは

想像に難くない47)。

② 親に対する扶養義務者たる子への扶養照会

上記の運用に照らせば，親に対し扶養義務を負

う子は，要保護者などからの聞き取りにより「扶

養の可能性が期待される者」と判断されると，「重

点的扶養能力調査対象者」となって扶養照会がな

されることとなる。そのため，扶養義務者（子）

としては，「扶養の可能性が期待される者」と判断

されるか否かが，手続きに巻き込まれるか否かの

第一の分かれ目となる。

この点について，行政実務では「要保護者の生

活歴等から特別な事情があり明らかに扶養ができ

ない者」で生活保持義務関係にない扶養義務者に

ついては，「個別の慎重な検討を行い扶養の可能

性が期待できないものとして取り扱って差しつか

えない」と解釈し48)，その具体例として「例えば20

年間音信不通である等」としている49)。これによ

れば，幼少期に離別して以来，親子がかなりの長

期間にわたり経済的にも人的にも交流をしてこな

かった場合，子は親に対して「扶養の可能性が期

待できないもの」とされ，扶養照会の対象から除

外されうることになる。他方で交流が断続的に続

いているような場合には，依然として扶養照会の

対象となりうるだろう。

③ 扶養照会における扶養可能性と費用徴収との

関係

ここで「扶養の可能性が期待できないもの」と

判断されると，実務上，扶養能力がないものとし

て扱われる50)。もっとも，この「扶養能力がない

もの」として扱われた者が，費用徴収の局面でも

当然に対象外とされるとは限らないだろう。保護

開始の局面と，事後的な費用徴収の局面とにおけ

る扶養義務の位置づけが違うからである。つま

り，保護開始の局面において扶養義務は単に保護

に優先するという関係であったのに対し，費用徴

収は，私的扶養と生活保護とのすみ分けの境界線

44)『生活保護手帳2018年度版』p.253。
45)『生活保護手帳2018年度版』p.255。
46)『生活保護手帳2018年度版』p.256。
47) 扶養照会の手続きにより，要保護者の保護が迅速になされない，あるいは扶養義務者との関係性が悪化して申

請を断念する，という問題が生じやすい。そのため，学説では保護の受給の局面から私的扶養を切り離し現に要

保護状態であれば保護を実施し，他方で，扶養義務者からの費用徴収を機能させる仕組みを検討すべきとの指摘

がある（冷水（2014）pp.181-182）。大村敦志（2015）『民法読解 親族編』有斐閣，p.473も，公的扶助制度のあり

方に関し，民法上の扶養義務の範囲を縮小しつつ，扶養義務者がある者については，公的扶助の請求があれば給

付は行うが必ず扶養義務者に求償を行う仕組みへの転換を主張する。
48)『生活保護手帳2018年度版』p.255。
49)『生活保護手帳別冊問答集2018年度版』p.144。
50)『生活保護手帳別冊問答集2018年度版』p.144。

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 156



0105_社会保障研究_【嵩】_PK.smd  Page 10 19/06/12 15:39  v3.40

を，本来のライン（生活保護は私的扶養に対し補

助的役割）まで事後的に押し戻す作用を持つ。そ

のため，長年音信不通で信義則により扶養請求権

の行使が完全に否定されるような場合でない限

り，保護開始時の扶養調査で「扶養の可能性が期

待できないもの」（＝「扶養能力がないもの」）と

判断され開始時の扶養照会の対象外とされたとし

ても，民法上の扶養義務が抽象的とはいえ存在す

る以上は，理論的には費用徴収の対象となりうる

し，費用徴収の前提としての調査の対象ともなり

うるのではないかと思われる。

（2） 報告の求めと保護開始時の扶養義務者へ

の通知

① 扶養義務者に関する2013年生活保護法改正

上記のように保護申請があった場合などに扶養

義務者に対する扶養照会は行われているものの，

回答がない，あるいは回答があっても十分な資料

の添付がないなどの理由により扶養可能性の確認

が十分できないケースがあった51)。そのため，

2013年改正にて法28条2項が新設され，保護の決

定・実施や費用徴収（法77条，78条）のために更

なる調査が必要な場合には，扶養義務者に対して

報告を求めることができるとされた。なお，扶養

義務者に報告が求められるのは，扶養義務を履行

していない場合に限られ（法施行規則3条），報告

を求める事項は，扶養を履行しない理由と解され

ている52)。

また，この報告の求めや費用徴収の適用があり

うる扶養義務者に対しては，事前にその親族（扶

養権利者）が保護を受けることを把握できるよう

にするため53)，2013年改正で法24条8項が新設さ

れ，保護開始決定の際に，申請者の氏名および保

護開始申請日（法施行規則2条2項）が扶養義務者

に通知されることとなった。扶養義務者への通知

は，今後ありうる報告の求めや費用徴収が，扶養

義務者にとって不意打ちとならないようにとの配

慮から導入されたものといえる。

こうした扶養義務者に対する手続き上の規制強

化は，「本人と扶養義務者との関係において考慮

が必要な特段の事情がない場合であって，扶養が

明らかに可能と思われるにもかかわらず，扶養を

拒否しているといった場合には，国民の生活保護

制度に対する信頼を損なうことになりかねず，適

当でない」54)との認識に基づいて行われた。

② 扶養義務者への通知・報告の求めについての

厳格な要件

もっとも，ここで重要なのは，扶養義務者への

通知と報告の求めがなされる場合は，法令でかな

り限定されている点である。ともに，扶養義務者

が扶養義務を履行していないことを前提に（法24

条8項，法施行規則3条柱書），さらに（a）実施機関

が，当該扶養義務者に対して費用徴収（法77条1

項）を行う蓋然性が高いと認めた場合，（b）実施

機関が，申請者（報告の求めの場合には「要保護

者」）が，いわゆる配偶者暴力防止法1条1項に規定

する配偶者からの暴力を受けているものでないと

認めた場合，（c）上記（a）（b）の場合のほか，実

施機関が，当該通知（報告の求め）を行うことに

より申請者（要保護者）の自立に重大な支障を及

ぼすおそれがないと認めた場合，のいずれにも該

当する場合に限って行われることとされている

（法施行規則2条1項，3条）。

こうした限定は，行政が扶養という家庭の問題

に立ち入ることは慎重を期すべきであり，また保

護の必要な人に対して保護を受ける妨げとならな

いようにとの観点から付されたものである55)。こ

のように2013年改正は，国民の生活保護制度への

信頼を維持するため扶養義務者に対する権限を強

化するという大きな方向性が示されたが，他方で

51) 厚生労働省社会・援護局保護課（2014）pp.22-23。
52)『生活保護手帳2018年度版』p.259。
53) 厚生労働省社会・援護局保護課（2014）p.23。
54) 厚生労働省社会・援護局保護課（2014）p.22。
55) 厚生労働省社会・援護局保護課（2014）p.23。第183回国会厚生労働委員会第15号（平成25年5月29日）の審議に

おける，桝屋厚生労働副大臣および村木社会・援護局長の答弁も参照。
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行政による家族関係への介入が要保護者・扶養義

務者双方に対する圧力となるとの懸念56)から，権

限行使の局面を限定することで相反する要請を調

整しているといえる。

なお，法28条2項による扶養義務者に対する報

告の求めでは，保護の決定・実施の局面と扶養義

務者からの費用徴収の局面とで，法令上の要件は

同じ文言である。しかし，それぞれ施行規則上の

要件をすべて満たしているとしても，上述のよう

に保護の決定・実施と費用徴収とでは扶養義務者

の位置づけが異なると解されるため，法28条2項

における「必要があると認めるとき」は決定・実

施と費用徴収とでは完全に重ならないこともあろ

う。つまり，保護の決定・実施において扶養義務

は保護に優先するに過ぎないのに対し，費用徴収

は扶養義務に対する保護を本来の位置づけに戻す

機能を有することから，理論的には，費用徴収の

場合の「必要があると認められるとき」はより広

く解される可能性があるだろう。

③ 費用徴収を行う蓋然性

上述のように扶養義務者に対する通知と報告の

求めは，いずれも，少なくとも費用徴収を行う蓋

然性が高くないと行われない。そして，行政実務

では，通知や報告の求めの対象となる「費用徴収

を行う蓋然性が高いなど，明らかに扶養義務を履

行することが可能と認められる扶養義務者」と

は，「①定期的に会っているなど交際状況が良好

であること，②扶養義務者の勤務先等から当該要

保護者に係る扶養手当や税法上の扶養控除を受け

ていること，③高額な収入を得ているなど，資力

があることが明らかであること等を総合的に勘案

し，扶養義務の履行を家庭裁判所へ調停又は審判

の申立てを行う蓋然性が高いと認められる者をい

う57)」と解している。したがって，この解釈に照

らせば，幼少期に離別し長期間交流がなかった親

子間の場合には，たとえ子に資力があるとしても

費用徴収を行う蓋然性は高いとは判断されず，報

告の求めや通知の対象となることはないだろう。

こうした行政実務の解釈は，「費用徴収を行う

蓋然性が高い」と認められる範囲を限定的にとら

えるものといえ，実施が非常に低調である費用徴

収の実務と整合的である。しかし，費用徴収を民

法上の扶養義務に厳密に沿う形でより積極的に行

う方向へ実務の舵が切られた場合には，「費用徴

収を行う蓋然性が高い」場合も同様に拡大してい

くだろう。その場合，親子間の不和が著しく扶養

義務が完全に否定されるような極端なケースは別

としても，単に定期的に会っていないだけでは扶

養料の減額に止まることもあり，そのような場合

には，費用徴収を行う蓋然性を否定しきれず，し

たがって通知や報告の求めの対象から一概には除

外されないことも考えられる。通知や報告の求め

がなされる範囲は，費用徴収の運用にかかってい

るといえる。

Ⅳ おわりに

以上の検討をまとめると，まず，幼少期に離別

し長年にわたり親が養育を行ってこなかったとい

う場合，こうした事情は具体的な扶養義務の方

法・程度を定める「一切の事情」にて考慮され，

親に対する子の扶養義務を縮減させる要素となり

うる。もっとも，家裁の審判・調停では，個々の

事情に即して多様な事情を総合考慮して具体的な

扶養義務が定められるため，個々人がいかなる扶

養義務を負うことになるのかについての予測可能

性は必ずしも高くない。保護の実施機関にとって

も，家裁の審判・調停を経ずに，扶養義務者がい

かなる扶養義務を具体的に負担しているのかを判

断することは容易ではないとともに，適切でもな

いだろう。

他方で，生活保護制度の本来のあり方に照らせ

ば，費用徴収の局面で扶養義務に関する問題が最

も先鋭化する。しかも，手続的介入においても，

費用徴収の蓋然性の有無に左右される仕組みが多

く採用されている。しかし，上述のように扶養義

務の程度が一義的には明らかではないにもかかわ

らず，行政実務では家裁の手続きを活用した厳密

56) 法案段階の改正法についての批判として，尾藤廣喜（2014）「生きる権利の空洞化」『世界』853号，p.182。
57)『生活保護手帳2018年度版』p.259。
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な費用徴収が行われることは少ない。費用徴収の

実施は低調であり，家裁の手続きの利用も非常に

少ないことに照らせば，実際には扶養義務者との

協議が調ったケースを中心に費用徴収が実施され

ていると推察される。

こうした運用は，親に対し扶養義務を負う子の

立場からすれば，実体・手続き両面において行政

からの過度な介入を受けずにすむというメリット

がある。しかし，費用徴収が私的扶養と生活保護

の本来的棲み分けを担保する機能を持つのだと解

すれば，費用徴収を実質的に個々人の任意に委ね

るに近い運用は，生活保護の現実の機能を法律上

の位置づけから乖離させることになる。また，そ

うした運用には，費用徴収に応じる扶養義務者と

応じない扶養義務者と間の公平性を損ねるおそれ

もあろう。

こうした乖離の背景には，家裁の調停・審判を

経たとしても滞納処分の例による徴収ができず，

その後の回収手続きが重いということが少なから

ず影響しているように思われる。この点に関し，

現行法は扶養義務者への過度な介入を避けるため

に，回収手続きをあえて重くしているとも考えら

れる。しかし，やはり費用徴収の本来的意義を重

視するのであれば，家裁の手続きをより活用した

厳格な運用が求められるだろうし，そうした運用

を支えるために回収手続きまで視野にいれた検討

が必要だろう。立法論としては，法77条の費用徴

収についても確実・迅速な執行手段（滞納処分）

を付与することが考えられる58)。しかし，こうし

た運用の厳格化や回収手続きの見直しは，家族関

係への介入を強化することになるため，家裁の手

続きや滞納処分といった介入をもってしても費用

徴収を行うべき範囲に費用徴収の対象者を縮減さ

せることも同時に必要になるだろう59)。また，こ

のことは生活保護法の問題に限らず，費用徴収と

表裏の関係にある民法上の扶養義務のあり方につ

いても再検討を促すことになろう60)。

こうした生活保護と扶養義務との関係をめぐる

問題は，扶養義務一般に当てはまるものではある

が，幼少期に離別を経験した子の親に対する扶養

義務はこの問題を浮き彫りにする典型といえる。

※本稿は，科研費基盤A（課題番号：16H01985）お

よび科研費基盤A（課題番号：18H03611）の研究

成果の一部である。
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An Adult Child’s Obligation to Support Parents

and Social Security: Focusing on Public Assistance

Sayaka DAKE
＊

Abstract

In the case where a parent has not paid expenses for bringing up his or her child for a long time after

divorce from his or her spouse, the child’ s obligation to support the parent can be lightened. However, unless

a child is considered not to be under an obligation to support his or her parent, his or her obligation of support

could raise questions when the parent receives public assistance.

In Public Assistance Act, the support obligor can be demanded to fulfill the obligation of support by

paying the costs of public assistance which the support obligee received. However, in reality, it is in very few

cases that public assistance administrators oblige support obligors to pay the costs through formalities of

family courts, and this situation could be explained by the levy procedure which takes time and effort.

This actual practice seems favorable to the children who do not want to fulfill obligations to support

their parents after long separation. However, in view of the primary function of the costs levy from support

obligors, we need to consider a shift to strict practice of costs levy, and, at the same time, limitation of support

obligors who are demanded to pay the costs of public assistance.

Keywords：Obligation of Support, Public Assistance, Levy of Public Assistance Costs, Principle of Precedence

of Obligation of Support Over Public Assistance
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特集：離死別と社会保障

アイルランドにおける離婚後の養育費と社会保障給付
――法制度の特徴と制度改革の提言――

増田 幸弘＊

抄 録

本稿の目的は次の2つのことを明らかにすることにある。①私的扶養と給付との関係という観点から

見た，アイルランドにおける離婚後のひとり親家庭を対象とする所得保障給付の法制度の特徴。②その

法制度の改革に向けた提言の論点。アイルランドを取り上げたのは次の2つの理由による。①アイルラ

ンドでは2017年から2018年にかけて，離婚後の養育費やひとり親家庭を対象とする社会保障給付に関す

る制度改革の提言が行われたこと。②わが国では近年のアイルランドにおける養育費に関する制度や

政策の先行研究がほとんどないこと。

本稿では，はじめに離婚後の子の養育費に関する各国の制度の分類について説明するとともに，アイ

ルランドの制度の位置づけを示した。次いで，アイルランドにおける離婚後の養育費と社会保障給付に

関する制度のあり方を概観した。また，近年の報告書と制度改革案に見られる，制度の見直しに向けた

提言を紹介した。以上を踏まえて，最後に検討を行った。

キーワード：アイルランド，ひとり親，養育費，私的扶養，社会保障給付

社会保障研究 2019, vol. 4, no. 1, pp. 62-78.

Ⅰ はじめに

本稿の主題は離婚後の子に対する私的扶養（養

育費）とひとり親家庭を対象とする社会保障給付

との関係である。また，本稿の目的は次の2つの

ことを明らかにすることにある。①私的扶養と給

付との関係という観点から見た，アイルランドに

おける離婚後のひとり親家庭を対象とする所得保

障給付の法制度の特徴。②その法制度の改革に向

けた提言の論点。

本稿がアイルランドの制度を取り上げるのは次

の2つの理由による。①アイルランドでは2017年

から2018年にかけて，離婚後の養育費やひとり親

家庭を対象とする社会保障給付に関する制度改革

の提言が行われていること。②わが国では近年の

アイルランドにおける養育費に関する制度や政策

に関する先行研究がほとんどないこと。

本稿の構成は次の通りである。はじめに，離婚

後の子の養育費に関する各国の制度の分類につい

て説明するとともに，アイルランドの制度の位置

づけを示す（Ⅱ）。次いで，アイルランドにおける

離婚後の養育費と社会保障給付に関する制度のあ

り方を概観する（Ⅲ）。また，2017年から2018年に

＊日本女子大学人間社会学部 教授

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 162
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かけて発表された報告書と制度改革案に見られ

る，制度の見直しに向けた提言を紹介する（Ⅳ）。

以上を踏まえて，最後に検討を行う（Ⅴ）。

なお，本稿でアイルランドという場合には，北

アイルランドの6州は含まないものとする。また，

以下では，「養育費」は非監護親が子に対して支払

う金員のことを，「扶養料」は（元の配偶者であ

る）監護親に対して支払う金員のことを指すもの

とする。また，この養育費と扶養料の両者をあわ

せて指す場合には，「養育費等」という言葉を用い

ることとする。

Ⅱ 各国の制度の分類とアイルランドの制度の

位置づけ

本章では，離婚後の子の養育費に関する各国の

制度の分類を紹介し，アイルランドの制度がどの

ように位置づけられるかについて説明する。

1 養育費の決定の場面に着目した分類

Christine SkinnerとJacqueline Davidsonは，養育

費の決定の場面に着目して各国の制度を分類する

（Skinner and Davidson2009: 33）。これは，離婚の

両当事者（すなわち子の両親）の間で養育費に関

する合意が成立しなかった場合に，子の養育費に

ついて決定する責任の所在はどこにあるか（“the

locus of responsibility for child maintenance”）とい

う観点から各国の制度を分類するものである。

この論考では，分析した14か国を次の3つに分

類している。①裁判所（court）にある国，②エイ

ジェンシー（agency）にある国，③裁判所とエイ

ジェンシーのハイブリッド（hybrid）の国。

①としてあげられている国は，ベルギー，オー

ストリア，カナダ，ドイツ，スウェーデン，フラ

ンスである。これらの国では，裁判所が養育費の

決 定 に つ い て の 主 た る 責 任（the main

responsibility for the determination of formal child

maintenance obligations）をもつとしている。

②としてあげられている国は，イギリス，オー

ストラリア，デンマーク，ノルウェー，ニュー

ジーランドである。これらの国では，子に対する

扶 養 義 務 の ア セ ス メ ン ト・徴 収・移 転

（transference）のいずれかまたは全部について行

政機関またはエイジェンシー（administrative body

or agency）が責任をもつとしている1)。また，③

の国として，フィンランド，オランダ，アメリカ

合衆国があげられている。

表の資料は，OECD諸国における養育費に関す

る制度を，この観点から整理したものである。な

お，この表の作成以降の制度変更は反映されてい

ない点に留意する必要がある。

2 養育費の履行の場面に着目した分類

下夷美幸，島崎謙治，藤戸敬貴は，それぞれ養

育費の履行確保の場面に着目して諸外国における

養育費政策を分類している。

下夷はイギリスの養育費政策を分析する論考に

おいて次のように述べ，諸外国における養育費政

策を「スカンジナビアモデル」と「アングロサク

ソンモデル」に分類する（下夷2012：1）。

（略）そのため，多くの国で，従来からの司法

制度とは別に，行政が養育費の確保に取り組ん

でいる。こうした養育費政策の内容は国により

違いがあるが，養育費政策はスカンジナビアモ

デルとアングロサクソンモデルの2つのタイプ

に大別できる。スカンジナビアモデルとは，非

監護親が養育費を支払わない場合に，国が養育

費を立て替える，いわゆる「立替払い手当」を

ひとり親世帯に支給する政策である。他方，ア

ングロサクソンモデルは，立替払い手当は支給

せず，行政機関が非監護親の扶養義務を徹底し

て追及する政策である。その典型はアメリカで

ある（略）。本論で取り上げるイギリスの養育

費政策は，アングロサクソンモデルに該当す

る。

1)
Skinner and Davidson (2009), p.36.なお，この論考ではイギリスとオーストラリアについて養育費に関する業務

を取り扱うエイジェンシー（Child Support Agency）が存在する旨を述べているが，現在では両国ともエイジェン

シーを廃止し，その業務は労働年金省（イギリス）や社会福祉省（オーストラリア）に移管されている。
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表 OECD諸国における養育費に関する制度

Parents  Court Agency

Australia Yes - entry
into formal
system if
parents

cannot agree.

Yes
(residual

role)

Yes -Child
Support
Agency

Parents or CSA if
parental

disagreement or
PWC in receipt of

means tested
benefits

Rules/rigid
formula

Child Support
Agency

No 18 years or
when

schooling is
finished

No

Austria Yes - ratified
by court

Yes No Parents with
court approval

Formal
guidelines and

rules/rigid
formula

Court No 18 years Yes

Belgium Yes - ratified
by court

Yes No Court Mostly
discretion, no
fixed rules or

methods

Court No 18 years Yes

Canada
(Ontario)

Yes - ratified
by court

Yes No Parents Formal
guidelines

Court No 18 years No

Cyprus Yes - ratified
by court

Yes Yes Parents / Court Court Court / Police Yes 18 years Yes

Czech Republic Yes - entry
into formal
system if
parents

cannot agree.

Yes Yes - Socio-
legal

protection
authorities

District and
Regional Courts

Guidelines
given by law

Court and Office
for International
Legal Protection

of Children in
foreign matters

No Until child is
economically
independent

Yes

Denmark Yes - ratified
by Country
Governor's

Office

No Yes -
Country

Governor's
Office

Parents or State
County's Agency

if parental
disagreement

Rules/ rigid
formula

State County's
Agency

No 18 years Yes

Estonia Yes Yes Yes - if child
is on state

maintenanc
e

Court if parental
disagreement

Minimum
stated by the

state,
additional
amount

according to
parental
income

Enforcement
Service

No 18 years or
when

secondary
school is
finished

Yes

Finland Yes -
mediated and
confirmed by

Social
Welfare Bond

Yes
(residual

role)

Yes - Social
Welfare
Board

Parents or Social
Welfrare Board

and court if
parental

disagreement

Mostly
discretion,

inormal
guidelines

Municipal Social
Welfare Board

No 18 years Yes

France Yes - ratified
by court

Yes No Court Mostly
discretion, no
fixed rules or

methods

Courts and
Social Security

Agency

No 18 years Yes

Germany Yes Yes No Parents or Court
if parental

disagreement

Mostly
discretion,

using 'suport
tables'

Court Yes 18 years Yes

Greece Yes Yes No Parents or Court Rules based
on parents'

Income

Court No 18 years or 24
years if in full-

time
education

No

Hungary Yes - ratified
by court

Yes No Parents  with
court approval

 Rules Court No 20 years Yes

Ireland Yes - ratified
by court

Yes No Parents or Court
if parental

disagreement

Legal
guidelines but

high level of
court

discretion

Court No 18 years or up
to 23 if in full-

time
education

No

Japan Yes Yes No Parents or Court
if parental

disagreement

Informal
guidelines

Courts No 20 years or
until child is

economically
independent

No

Korea Yes - ratified
by court

Yes No Parents or Court
if parental

disagreement

Mostly
discretion, no
fixed rules or

methods

Court No Parental
agreement or

20 years

No

Latvia Yes Yes No Parents or Court
if parental

disagreement

Mostly
discretion, no
fixed rules or

methods

Law enforcement
office

No Until child is
economically
independent

Yes
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Parents  Court Agency

Malta Yes - ratified
by Court

Yes No Parents w/court
supervision or

Court if parental
disagreement

Legal
guidelines,
Courts have
discretion

Courts No 18 years, or
16 years if
child starts

working

No

Mexico Yes - ratified
by court

Yes No Court Court Court No 18 years or
until schooling

is finished

No

Netherlands Yes - ratified
by court

Yes No Parents with
supervision of

lawyers; Court if
parental

disagreement or
parents receiving
social assistance

Mostly
discretion,
informal

guidelines

National
Collection and

Support Agency;.
Enforcement

through a bailoff;
If enforcement is
contested, court.

No 21 years No

New Zealand Yes Yes
(residual

role)

Yes, Inland
Revenue

Child
Support

Parents or IRCS
if parental

disagreement

Rules/rigid
formula

Inland Revenue
Child support

No 16 years or
until child is

economically
independent

No

Norway Yes Yes
(residual

role)

Yes, Work
and Welfare

Agency
(NAV)

Parents or NAV if
parental

disagreement

Rules/rigid
formula

National
maintenance

payment
collection centre

No 18 years Yes

Poland Yes No Yes -
Welfare

office

Parents, Local
government -
Welfare Office

Formal
guidelines,

Family Benefit
Act of

November
28th 2003

Yes 18 years, 21
years when
attending
school, 24

years if
disabled

Yes

Portugal Yes - entry
into formal
system if
parents

cannot agree.

Yes No Parents with
supervision of

lawyers or Court
if parental

disagreement

Informal
guidelines for

private
agreements or
rules deffined

by Court if
parental

disagreement.

Court No 18 years No

Romania Yes Yes Yes,
Comission
for the Child
Protection

Parents or
Comission for

the Child
Protection, Court

if parental
disagreement

Informal
guidelines

Court, Ministry of
Labour, Family

and Equal
Opportunities

No 18 years or
until schooling

is finished

No

Slovak Republic Yes -
confirmed by

Social
Welfare Bond

Yes No Court Mostly
discretion,
informal

guidelines

Enforcement
Service

No 18 years Yes

Spain Yes Yes No Court Mostly
discretion,

using 'supoprt
tables'

Court No 18 years Yes

Sweden Yes -
confirmed by

Social
Welfare Bond

Yes No Court Mostly
discretion,
informal

guidelines

Enforcement
Service

No 18 years Yes

Switzerland Yes - ratified
by court

Yes No Parents with
supervision of

lawyers or Court

Rules Courts Yes (specific
regulation in the

interest of the
child)

18 years or
when

education is
finished (in a
reasonable

delay)

Yes

UK Yes - ratified
by court

Yes
(residual

role)

Yes -Child
Support
Agency

Parents or CSA if
parental

disagreement or
PWC in social

asistance
benefifts

Rules/rigid
formula

Courts and Child
Support Agency

No 16 years or 19
years if in full-

time
education

Yes

US** Yes - ratified
by court

Yes Yes -Child
Support
Agency

(varies by
state)

Court Formal
guidelines

Courts and Child
Support Agency

No Varies across
states (at age
16 in some

states in
others up to

age 25)

No
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Involvement in the determination
of child maintenance

3) US considerable variation across states.
Source: Skinner et al. (2007) and National Authorities.

1) Footnote by Turkey:  The information in this document w ith reference to « Cyprus » relates to the southern part of the Island. There is no single authority representing both
Turkish and Greek Cypriot people on the Island. Turkey recognizes the Turkish Republic of Northern Cyprus (TRNC). Until a lasting and equitable solution is found w ithin the
context of United Nations, Turkey shall preserve its position concerning the “Cyprus issue”.

2) Footnote by all the European Union Member States of the OECD and the European Commission: The Republic of Cyprus is recognized by all members of the United Nations w ith
the exception of Turkey. The information in this document relates to the area under the effective control of the Government of the Republic of Cyprus.

出所：OECD Family Data Base http://www.oecd.org/els/family/database.htm（最終閲覧日2019年3月1日）。
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また，島崎健治は次のように分類する（島崎

2012：17）。

（略）①児童扶養手当類似の給付をいったん

支給し，公的機関が非監護親に対する養育費支

払請求権を譲り受け，児童扶養手当類似の費用

を回収する「立替払い的」な調整を行っている

国，②国が養育費を専門に扱う機関を設けて養

育費の取り立てを行っている国がある。①のタ

イプは，スウェーデンなど北欧諸国，ドイツ，

フランスなどに見られ，②のタイプは，米国，

英国，オーストラリアなどにみられる。

藤戸敬貴は次のように分類する（藤戸2018：

51）。

諸外国に目を転ずると，司法による強制執行

等以外にも，行政機関が主体となって養育費を

確保するための施策（以下「養育費確保施策」

という。）が実施されている。諸外国における

養育費確保施策には，大別して次の2つの類型

がある。第一は，非監護親が養育費を支払わな

い場合，国が養育費を立て替えるというもので

ある（立替型）。第二は，国が養育費を立て替え

るのではなく，あくまで非監護親から養育費を

取り立てるというものである（取り立て型）。

藤戸はこの論考において，「立替型」の国として

ドイツとスウェーデンを取り上げ，「立替型」と

「取り立て型」を併用する国としてフランスを取

り上げ，「取り立て型」の国としてアメリカ合衆

国，イギリス，オーストラリアを取り上げている。

3 アイルランドの制度の位置づけ

以上，離婚後の子の養育費に関する各国の制度

の分類を紹介した。これを踏まえて，次にアイル

ランドの制度がどのように位置づけられるかにつ

いて説明する。

まず，1で示した制度の分類によると，アイルラ

ンドの制度は①に位置づけられる。後述（Ⅲ1）の

ように，子の両親の間で離婚後の養育費に関する

合意が成立しなかった場合において，養育費の内

容を決定する責任の所在は裁判所にある。アイル

ランドには養育費の決定にかかわる行政機関は存

在しない。この点において，わが国の制度と共通

している。

また，2で示した制度の分類によると，アイルラ

ンドの制度は，下夷のいう「アングロサクソンモ

デル」や藤戸のいう「取り立て型」に位置づけら

れる。後述（Ⅲ2）のように，アイルランドには，

ひとり親を対象としたミーンズテストを伴う社会

保障給付（現金給付）が存在する。その受給者で

ある監護親（同居親）に非監護親（別居親）が養

育費を支払わず，監護親が養育費の支払いを求め

るよう努めても支払われない場合に，国が非監護

親に対して社会保障給付にかかる費用（cost）を

請求することができる仕組みが存在している。こ

れは，例えばスウェーデンのように養育費そのも

のを国が立て替えるという仕組みとはなっていな

いことから，「スカンジナビアモデル」や「立替

型」に分類することは困難である。

このように位置づけられる離婚後の子の養育費

に関する制度の下，離婚後のひとり親を対象とす

る社会保障給付（所得保障）は，私的扶養と関連

づけられた公的扶助的な現金給付である「ひとり

親家庭給付（One-Parent Family Payment）」（後述

Ⅲ2）と，ユニバーサルな現金給付である「児童給

付（Child Benefit）」の2層構造となっている（後述

Ⅴ1）。本稿では養育費との関係に焦点を当てるこ

とから，主に前者について取り上げる。

それでは，アイルランドの養育費と社会保障給

付に関する制度のあり方は，具体的にどのような

特徴を有しており，また，現在，どのような制度

改革の提言がなされているのであろうか。章を改

め，第Ⅲ章と第Ⅳ章でこれらについて述べること

とする。

Ⅲ アイルランドの制度の概要

本章では，アイルランドにおける離婚後の養育

費と社会保障給付に関する制度のあり方を概観す

る。なお，本章は増田（2019）を基礎としており

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 166
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一部重複する記述がある。

1 離婚後の子に対する養育費

ここでは，養育費の支払義務が終了する子の年

齢，養育費の取決め，養育費の額の算定，養育費

の履行確保について説明する。

（1） 養育費等の取決め

アイルランドでは，1937年憲法第41条第3項が

離婚に関する国内法の制定を禁止していた。その

後，1995年の憲法改正（第15次改正）および1996

年の家族（離婚）法（Family Law (Divorce) Act

1996.［以下「1996年法」と略］）の制定によって，

アイルランドでも離婚が法認されるに至った。

離婚後の養育費や扶養料の額や支払方法は，離

婚する配偶者間で養育費に関する合意が成立して

おり，その取決めが適切であるものと裁判所が考

える場合には，その合意によるものとされる。ま

た，配偶者間で養育費等に関する合意が成立して

いない場合には，裁判所が発給する命令（order）

によることとなる。

このように，養育費等に関する取決めについて

は両配偶者の自己決定に完全に委ねられている訳

ではない。1996年法第5条第1項が，離婚後の配偶

者や被扶養家族（dependent family members）に関

する適切な取決めの存在を，裁判所が離婚を認め

る（離婚判決を下す）ための要件のひとつとして

いるためである2)。

（2） 子の年齢

親が扶養義務を負う子の年齢（すなわち養育費

の支払義務が終了する年齢）について，多くの国

では18歳と規定している。アイルランドでも1996

年法が18歳未満（under the age of 18 years）と規定

している（第2条）。

ただし，1996年法は次の2つの例外を規定して

いる。①子がフルタイムの学生である場合には23

歳未満（under the age of 23 years）とする（同）3)。

②子に自活することができないような精神的また

は身体的な障害がある場合（has a mental or

physical disability to such extent that it is not

reasonably possible for the child to maintain himself

or herself fully）には，子が18歳または23歳に達し

ていても親が扶養義務を負うものとする（同）。

（3） 養育費等の額の算定

アイルランドには養育費等の額の算定にかかわ

る行政機関は存在しない。額の算定は裁判所の裁

量による。養育費等の額を算定するための算定式

は法定されておらず，また，公的なガイドライン

も策定されていない。

（4） 養育費等の履行確保

離婚時に取り決めた養育費の支払いを非監護親

が懈怠した場合，監護親は裁判所命令に基づきそ

の支払いを請求することができる。この裁判所命

令には次のものがある（1996年法第13条）。①定

期給付命令（periodical payments order），②一括払

命令（lump sum orders），③担保付定期給付命令

（secured periodical payments order）。

①の定期給付命令は，養育費等を定期給付債権

とするものである。すなわち，取り決められた一

定額の養育費等を非監護親が監護親に対して定期

的に（例えば週毎や月毎に）支払う旨を命ずる裁

判所命令である。裁判所は申請に基づき定期給付

命令を離婚判決と同時に発給することができる

（1996年法13条6項）。

また，非監護親が被用者である場合には，裁判

2)
1996年法は，裁判所が離婚判決（decree of divorce）を下すための要件のひとつとして，裁判所が諸状況を考慮し

て適切であると考える取決めの存在／作成（such provisions as the court considers proper having regard to the

circumstances exists or will be made for the spouses and any dependent members of the family）をあげている（第5条

第1項（c））。なお，このprovisionについて，Bracken（2016）は “proper arrangement” という言葉に置き換えてい

る。そこで本稿では「適切な取決め」とした。
3)条文の文言は，“receiving full-time education or instruction at any university, college or other educational

establishment” となっている。家族法の成書〔Nestor (2011), p.107〕と〔Shannon (2001), p.E24〕は，いずれもこ

れを “in full-time education” という言葉に置き換えている。そこで本稿では「フルタイムの学生」とした。

アイルランドにおける離婚後の養育費と社会保障給付――法制度の特徴と制度改革の提言―― 67
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所は申請に基づき定期給付命令とともに賃金差押

命令（attachment of earnings order）を発給するこ

とができる（1995年家族法［Family Law Act 1995］

第43条）。非監護親が自営業者や不定期の仕事に

就いている場合には発給することができない

（Shannon2001: E53）。賃金差押命令により，非監

護親が養育費等の支払いを怠った場合，監護親は

その者の賃金から養育費を天引きすることが可能

となる。

2 ひとり親家庭給付

ここでは，ひとり親家庭給付の根拠法，沿革，

支給対象となる子の年齢，支給要件，支給額の算

定，養育費との関係について説明する。

（1） OFPの根拠法

ひとり親家庭給付（One-Parent Family Payment

［以下「OFP」と略］）は，死別・離別・未婚を問わ

ず，配偶者等の支援なしに子を養育している66歳

未満の男女に対して支給される社会保障給付であ

る。OPFはミーンズテストを伴う公的扶助的な現

金給付であり，課税対象となる。OFPの主な根拠

法は，2005年社会福祉（統合）法（Social Welfare

(Consolidation) Act 2005。以下「2005年法」と略）

である。OFPに関する事務は，現在，雇用問題お

よび社会保護省（Department of Employment

Affairs and Social Protection）が管掌している。

（2） OFPの沿革

OPFは1996年社会福祉法（Social Welfare Act

1996）に基づき創設された。1997年1月2日に制度

が施行されたことに伴い，それまで存在していた

ひとり親家庭に対する社会保障給付である，ひと

り親手当（Lone Parents Allowance），遺棄された

妻手当（Deserted Wife’s Allowance），遺棄された

妻給付（Deserted Wife’s Benefit）は，受給中のも

のを除きOFPに統合された。

アイルランドでは1970年以降，遺棄された妻や

未婚の母に対する所得保障給付が順次されてき

た。その背景には次の3つのことがある（増田

1999：159）。

①アイルランドでは1996年の家族法改正に至る

まで離婚が法認されていなかったこと。その

ため，婚姻関係が破綻した場合には，離婚に

代わり遺棄がなされていた。

②女性の性と生殖をめぐる権利が確立されてこ

なかったこと。アイルランドでは1979年保健

（家族計画）法（Health（Family Planning）Act

1979）が制定されるまで，避妊具・避妊薬の

販売が禁止されていた。また，人工妊娠中絶

は2018年保健（妊娠中絶に関する規制）法

（Health（Regulations of Termination of

Pregnancy）Act 2018）が制定されるまで禁止

されていた。

③既婚女性の労働市場への算入率が低く，有職

女性であってもその賃金水準が低かったこ

と。そのため，遺棄された妻やひとり親家庭

は貧困のリスクが高かった。

その後，1989年と1990年に社会福祉法が改正さ

れた。1989年の改正では，遺棄された妻を対象と

する社会保障給付を支給した場合，国がその配偶

者（遺棄した夫）に対して費用を徴収するための

手続が設けられた。また，1990年の改正では，ひ

とり親家庭（母子家庭・父子家庭の両方を含む）

を対象としたミーンズテストを伴う社会保障給付

として，ひとり親手当が新たに設けられた。前述

のように，これらはOFPに統合されて，現在に

至っている4)。

（3） OFPの支給要件

以下ではOFPの概要について述べる。なお，

OFPに関する以下の記述は，Cousins（2012: 134-

147）に加え，雇用問題および社会保護省のHPに

掲載されている本稿執筆時点の情報に依拠してい

る5)。

OFPは，子を養育している者が下記の要件を満

たす場合に支給される（子の年齢については（4）

で述べる）。

4) アイルランドのひとり親手当の沿革につきCousins（1994），pp.85-86。
5)
http://www.welfare.ie/en/Pages/278_One-Parent-Family-Payment.aspx（最終閲覧日2019年3月1日）。
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①66歳未満の男女であること6)。

②子の親，継親，養親，後見人（legal guardian）

であること。

③子の主たる養育者（main carer）として子と同

居していること。

④総収入（gross earnings）が1週当たり425ユー

ロ以下（€425 or less per week）であること。

⑤ミーンズテストの条件を満たす（satisfy a

means test）こと。

⑥アイルランド国内に居住していること。

⑦配偶者，シビル・パートナー，同棲相手と同

居していないこと（異性か同性かは問わな

い7)）。

⑧別居期間が3か月以上あること。

⑨非監護親に対して養育費の支払いを求めてい

ること。

⑩非監護親から適切な養育費を受け取っていな

いこと。

（4） 子の年齢

OFPの支給対象となる子の年齢は，7歳未満で

ある。ただし，在宅ケア手当（Domiciliary Care

Allowance）を受給している場合には，子が16歳に

達するまでOFPを受給することができる。在宅ケ

ア手当とは障害児を対象とする社会保障給付（現

金給付）である。また，ケアラー手当（Carer’s

Allowance）を受給している場合には，末子が16歳

に達するまでOFPを受給することができる。ケア

ラー手当とはフルタイムの介護者を対象とする社

会保障給付（現金給付）である。

支給対象となる子の年齢は，かつては18歳未満

であった。その後，2012年社会福祉および年金法

（Social Welfare and Pension Act 2012）第4条に基づ

き，2012年から段階的に引き下げられ2014年から

（申請時期により2015年から）は現在の7歳未満と

された。

この引き下げは，ひとり親の社会参加による自

立を支援するという「アクティベーション

（activation）」政策に基づく支援と位置づけられて

いる（Millar and Crosse 2018）。稼働能力のあるひ

とり親は，同居する子が7歳から13歳に達するま

での間，ひとり親の就労支援を目的とし，受給に

際しミーンズテストを伴う社会保障給付である

「求 職 者 移 行 給 付（Jobseeker’ s Transitional

Payment）。以下「JTP」と略）の受給資格者とな

る。

（5） OFPの支給額の算定

OFPの支給額は，次の①＋②＋③で計算され

る。①親の収入に応じた額。②子1人当たりの

額×子の人数。③加算額。

本稿執筆時点の①の支給額の満額は1週当たり

198ユーロであり，1週当たりの収入に応じて減額

支給される（1週当たりの収入が425ユーロを超え

る場合には支給されない）。

なお，非監護親から支払われる養育費や（元の

配偶者である監護親に対する）扶養料は，いずれ

もその半分の金額が監護親の収入として認定され

る。また，1週当たり130ユーロまでの勤労収入は

収入認定から除外される。

本稿執筆時点の②は，子1人当たり31.8ユーロ

である。③の加算については，7歳未満の子に加

えてほかに養育している兄姉がいる場合には，そ

の兄姉が18歳に達するまでの間，加算がなされ

る。その際，就学中の学生については23歳に達す

るまでの間，加算がなされる。

（6） 非監護親の扶養義務との関係

OFPと養育費等の支払（すなわち扶養義務の履

行）とは次のように関連づけられている。受給申

6) 本稿執筆時点における年金の支給開始年齢は66歳である。
7) アイルランドでは2015年の憲法改正（第35次改正）による第41条（家族保護条項）の改正と2015年婚姻法

（Marriage Act 2015）の制定により同性婚が法認された。同性婚が法認される以前は，同性カップルは2010年に制

定されたいわゆるシビル・パートナーシップ法（Civil Partnership and Certain Rights and Obligations of Cohabitant

Act 2010）に基づきシビル・パートナーシップ登録を行うことができた。なお，2015年法の制定に伴い，現在では

新規のパートナーシップ登録は行われていない。シビル・パートナーシップ法制定の背景につき増田（2009）を

参照。
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請の段階で，申請者（監護親）が扶養義務者に対

して私的扶養（養育費や扶養料の支払）を求める

ことが要求される。ただし，本稿が検討の対象と

している離婚のケースの場合には，前述（Ⅲ1

（1））のように離婚の際にその取決めがなされる

ことから，支払いが滞っているときにこの問題が

生じる。

また，OFPではミーンズテストの際に，非監護

親から支払われる養育費と扶養料のいずれも半分

の金額が申請者（監護親）の収入として認定され

る。したがって，その金額が高額の場合にはOFP

は支給されないか，減額支給されることとなる

（前述Ⅲ2（4））。

OFPの支給開始後，養育費等が支払われない場

合，OFPの受給者（監護親）には扶養義務者（本稿

の場合には非監護親）に対してその支払いを求め

るよう努めることが義務づけられている。

監護親からのこの求めにもかかわらず非監護親

が養育費等を支払わなかった場合，国の行政機関

（雇用問題および社会保護省）は非監護親に対し

て直接OFPにかかる費用全部または一部の徴収を

請求することができる8)。なお，非監護親に請求

する徴収の金額は，非監護親に対して給付した金

額を超えることはできない（Cousins2012: 144）。

連絡を受けた非監護親が同省の求めに応じてこ

の拠出を行わないときには，同省は扶養義務者に

対する支払命令の申立てを地方裁判所（district

court）に行うことができる（2005年法第346条3

項）。本稿執筆時点における同省の担当部局は，

養育費回収部（Maintenance Recovery Unit）であ

る。

Ⅳ 制度の改革に向けた提言

このような現在の制度のあり方に対して，2017

年3月と6月にその問題点を指摘する報告書が発表

された。また，2017年末と2018年初頭には制度の

改革案が2つの政党から発表された。以下，これ

らについて述べる。なお，本章は増田（2019）を

基礎としており一部重複する記述がある。

1 国連の女子差別撤廃委員会

国連の女子差別撤廃委員会（Committee on the

Elimination of Discrimination Against Women。以

下「CEDAW」と略）は，2017年3月に「アイルラ

ンドの第6回および第7回定期報告に対する最終見

解」を発表した（UNCEDAW 2017）。

CEDAWは，この最終見解のパラグラフ57にお

いて，扶養に関する法定の機関を設立すること

と，子の養育費の金額を規定することを検討する

よう勧告している。その理由は，子の養育費にか

かる裁判所命令を求めるために法的手続を行う女

性 の 負 担 の 軽 減 に あ る（“The Committee

recommends that the State party：……（b)

Consider establishing a statutory maintenance

authority and prescribing amounts for child

maintenance in order to reduce the burden on

women of having to litigate to seek child

maintenance orders.”）。

このようにCEDAWは，現在のアイルランドに

おける養育費に関する制度のあり方が，ひとり親

に対して負担をかけているものと評価している。

このパラグラフ57は，次に述べるアイルランド議

会の合同委員会の報告書とシン・フェインの制度

改革案の中で引用されている。

2 アイルランド議会の合同委員会

アイルランド議会の社会保護に関する合同委員

会（Joint Committee on Social Protection。以下「合

同委員会」と略）は，2017年6月に報告書「アイル

ランドにおけるひとり親の状況（“Report on the

Position of Lone Parents in Ireland”）」を発表した。

この報告書の第4章「扶養（maintenance）」で

は，アイルランドにおける扶養に関する制度につ

8)同省のHPでは次のような説明がなされている。“If you are a liable relative and fail to pay enough maintenance to

your ex-spouse, ex-civil partner or former cohabitant and dependent child (ren), you must contribute to the cost of the

One Parent Family Payment, which is paid to your family.” http://www.welfare.ie/en/Pages/278_One-Parent-Family-

Payment.aspx（最終閲覧日2019年3月1日）。
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いて以下の趣旨のことを述べている。

①子の養育費（child maintenance）に関する事

実として，アイルランドにはその支払に責任を負

う国のエイジェンシー（state agency）がないとい

うこと，監護親に養育費が支払われなかった場合

には対審的で費用のかかる裁判制度（adversarial

and costly court system）を通じて非監護親に支払

を求めることが強いられていること，ひとり親の

うち養育費（child maintenance payments）を受け

取っている者は35％であることをあげる。

また，ひとり親の多くは低収入であるため養育

費の欠如や遅滞は非常に大きな打撃となり得るこ

とと9)，養育費の獲得を支援する責任を国はほと

んど引き受けていないことを述べている。

②子の養育費に関する諸外国の制度として，イ

ギリス，スウェーデン，オーストラリア，ニュー

ジーランドの制度を紹介している。

③OFPに関する事実として，OFPを受給してい

る監護親は非監護親に対して養育費や扶養料の支

払いを求めるよう義務づけられていることと，社

会保障給付の中には養育費等の受領により給付額

が減額されるものがあることをあげている。な

お，前者については，監護親が非監護親に連絡を

とることの難しさ（連絡先の不明，人間関係の困

難）を指摘している。

第4章では，最後に，アイルランドの制度はひと

り親家庭を貧困から守るという目的を十分に達成

するよう組み立てられていないように見えるとの

見解を示している。

また，勧告を行う第7章において，扶養義務者

（非監護親）に対する養育費や扶養料の支払いの

追求という社会保障給付における監護親の義務を

なくすこと，および，諸外国のような養育費や扶

養料の請求と追求を適切に行う（to appropriately

seek and pursue maintenance payments）国の機関

の整備を勧告している。

3 フィアナ・フォイルの法改正案

アイルランドの2大政党のひとつであるフィア

ナ・フォイル（Fianna Fáil）は，2017年12月に独自

の法改正案を発表した10)。この法改正案は，2018

年社会福祉（支払命令）（改正）法案（Social

Welfare (Payment Order) (Amendment) Bill,

2018）として，議会の下院（Dáil Éireann）に提出

された。

フィアナ・フォイルが提出した法改正案の趣旨

は，OFPを受給している監護親に対する養育費の

支払いを非監護親が怠った場合に，国の行政機関

（雇用問題および社会保護省）が裁判所命令に基

づき当該非監護親からOFPの費用を徴収できると

いう現在の制度（前述Ⅲ2（6）②）を，JTP（求職

者移行給付。前述Ⅲ2（4））にも適用しようとする

ものである。

すなわち，現在この制度を利用できるのは，

OFPの受給期間である（原則として子が7歳に達

するまでの期間。前述Ⅲ2（4））。そのため，子が

7歳に達してOFPからJTPに移行した後は，この制

度は適用されなくなる。

フィアナ・フォイルが提出した法案は，この制

度の適用対象を規定する2005年法第344条の条文

にJTPを加えることで，監護親がJTPの受給者に移

行してからもこの制度の適用を可能にするという

ものである。

4 シン・フェインの制度改革案

現在アイルランドの第3党であるシン・フェイ

ン（Sinn Féin）は，2018年1月に制度改革案である

“A Child Maintenance Service for Ireland” を発表し

た11)。この改革案では，養育費の専門機関である

「養育費サービス（Child Maintenance Service。以

9)
2016年のセンサスでは，子供のいる家庭のうち25.4％がひとり親家庭であり，ひとり親家庭のうち84.6％が母子

家庭であった（House of the Oireachtas 2017: 5）。2014年の時点で無職のひとり親が53.5％，パートタイム就労のひ

とり親が23.9％，フルタイム就労のひとり親が22.0％であった（id.:7）。また，アイルランドの貧困指標である

consistent poverty rateによると，2015年の時点でひとり親家庭の26.2％が貧困であった（id.:12）。
10)

https://www. fiannafail. ie/ odea-publishes-bill-to-fix-anomaly-in-child-maintenance-rules/（最終閲覧日2019年3月1

日）。
11)

http://www.sinnfein.ie/files/2018/A_Child_Maintenance_Service_for_Ireland.pdf（最終閲覧日2019年3月1日）。
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下「CMS」と略）」の設置が提言されている。

この改革案では，CEDAWの最終見解パラグラ

フ57（b）（前述Ⅳ1）を引用するとともに，ひとり

親にとって子の養育費を確保することは費用がか

かり，複雑で，かつ時間がかかるという，現在の

アイルランドの状況に対する認識を示している。

この改革案は，現在のアイルランドにおける養

育費の履行確保制度には，次のような問題がある

旨を述べている。

①裁判所が非監護親に召喚状（summons for

maintenance）を発給するためには監護親が

非監護親の住所を裁判所に提供しなくてはな

らない。

②配偶者間で合意に至らなかった場合に養育費

を決める法定のガイドラインが存在せず，裁

判所の裁量によっている。

③非監護親が裁判所命令（maintenance order）

に従わなかったときの執行手続は監護親に委

ねられている。

④非監護親が裁判手続に現れなかったときに裁

判所は勾引状（a bench warrant）を発行する

が，ほとんど効果がない。

また，この改革案が構想するCMSの機能は次の

3つである。

①養育費に関する監護親と非監護親との間の合

意形成の支援（parental arrangement）。

②当事者間で合意形成に至らなかったときの養

育費の算定・受領・支払（direct pay）。

③非監護親が養育費の支払を拒否しているとき

の養育費の算定・徴収・支払（collect &

transfer）。

この改革案ではまた，CMSの設置の提言ととも

に，社会保障給付における養育費の取扱い（扶養

義務者である非監護親からの養育費や扶養料が，

社会保障給付の支給額を算定する際に監護親の収

入として認定される）の変更も提言している。

Ⅴ 検討

本章では，アイルランドにおける離婚後の私的

扶養とひとり親を対象とした社会保障給付

（OFP）との関係について検討する。

1 OFPの特徴

本稿の目的のひとつは，私的扶養と給付との関

係という観点から見た，アイルランドにおける離

婚後のひとり親家庭を対象とする所得保障給付の

法制度の特徴を明らかにすることであった。この

ことについて筆者は，「私的扶養と給付との補完

関係が明確な制度として設計されている点がOFP

の特徴である」と言うことができるものと考えて

いる。離婚後の養育費等とOFPとの関係を，以下

のように整理することができるためである。

①OFPの申請者（監護親）が扶養義務者（非監

護親）に対して私的扶養（養育費や扶養料の支払）

を求めることを，OFPの支給要件としている。

②私的扶養による金員と社会保障給付（OFP）

の支給制限とを関連づけている。すなわち，ミー

ンズテストにおいて，非監護親から支払われる養

育費等の半分の金額が申請者（監護親）の収入と

して認定される。

③受給開始後に扶養義務が履行されなかった場

合には，扶養義務者（監護親）に対してその履行

を求めるよう努めることを受給者（監護親）に義

務づけている。

④扶養義務者である非監護親が監護親に対して

養育費等を支払わない場合には，国の行政機関

（雇用問題および社会保護省）は非監護親から給

付にかかる費用（cost）の徴収を行うことができ

るものとされている。

これらのことから，アイルランドのOFPは私的

扶養と給付との補完関係が明確な制度として設計

されているものと解することができよう。

2 制度の改革に向けた提言の論点

本稿のもうひとつの目的は，アイルランドにお

ける法制度の改革に向けた提言の論点を明らかに

することであった。近年発表された報告書や制度

改革案で述べられている提言の論点を整理すると

以下のようになる。

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 172
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（1） 養育費等の決定とその履行確保

まず，OFPを申請する前提となる養育費等にか

かわる見直しに関しては，その手続にかかる監護

親の負担の軽減が提言されている。これは，養育

費等の決定とその履行確保のいずれについても裁

判所の手続によっていることにかかわる。

この点については，前章で紹介したCEDAWの

「最終見解」の中で端的に示されている。合同委

員会の報告書とシン・フェインの制度改革案のい

ずれも，CEDAWの意見を引用していることから，

CEDAWが示した認識を共有しているものと考え

られる。

制度の改革案として，CEDAWの最終見解，合

同委員会の報告書，シン・フェインの制度改革案

のいずれもが，離婚後の扶養に関する国の機関の

設立を提言している。ただし，制度設計の青写真

を示しているのはシン・フェインの改革案のみで

あり，CEDAWや合同委員会が具体的にどのよう

な機関の設置を構想しているのかは不明である。

（2） 私的扶養とOFPとの関係

次に，私的扶養とOFPとの関係にかかわる主な

見直しの提言は，監護親が負う不利益の軽減に関

するものと，国の負担のあり方に関するものとに

分類することができる。前者の提言として，次の

ものをあげることができる。

①私的扶養義務の追求に関する規定の見直し。

これは合同委員会の報告書に見られるものであ

り，非監護親が養育費等を支払わない場合の監護

親の義務（その支払いを求めるよう努める義務）

の見直しが提言されている。また，この報告書で

は，養育費等を支払わない非監護親に対して支払

いを求める国の機関の整備が提言されている。

この提言は，OFPの受給者である監護親に課せ

られている義務を廃止し，新たに設置する国の機

関が養育費の追求を行うことで，手続にかかる労

力の軽減や人間関係から生じるおそれのある悪影

響の回避を図る趣旨であると解される。

②私的扶養と社会保障給付とを関連づける規定

の見直し。これに関して次の2つの提言がある。

それは，（a）OFPのミーンズテストにおける収入

認定に関する規定の見直しと，（b）他の社会保障

給付における支給額の減額に関する規定の見直し

の提言である。

（a）はシン・フェインの制度改革案に見られる

ものであり，養育費等を監護親の収入に認定する

ことで私的扶養とOFPの支給制限とを関連づける

という現在の規定の見直しを提言している。ま

た，（b）は合同委員会の報告書に見られるもので

あり，養育費等の受領によりほかの社会保障給付

が減額されるという現在の規定の見直しを提言し

ている。これらの見直しは，いずれも社会保障給

付の増額に結びつくものである。

この①と②は，いずれも監護親が負う不利益の

軽減を図る提言であるという点で共通している。

しかし，筆者はこの両者の性質は異なっているも

のと考えている。①は（OFPの特徴である）私的

扶養と社会保障給付の補完関係という制度の構造

を維持しつつ，監護親が負う不利益を軽減する方

向の提言であると解されるのに対して，②はこの

補完関係という制度の構造にかかわる提言である

ものと解されるためである。

次に，私的扶養とOFPとの関係にかかわる主な

見直しの提言のうち，国の負担のあり方に関する

ものとして，フィアナ・フォイルの法改正案をあ

げることができる。これは，非監護親が養育費等

を支払わなかったときの費用徴収の適用対象を，

OFPからJTPにまで拡張しようとするものであ

る。

この見直し案は，先の①と同様，補完関係とい

う現在の制度の構造を前提としている。しかし，

その趣旨は①とは異なる。この案は，非監護親か

らの費用徴収という形で国の負担の軽減を図るも

のであり，監護親が負う不利益の軽減に直接結び

つくものではないためである。

3 わが国との比較

以上を踏まえて，わが国の児童扶養手当制度と

の比較を行う。

（1） 制度の体系

図は福田（1999）による，離婚後のひとり親家

アイルランドにおける離婚後の養育費と社会保障給付――法制度の特徴と制度改革の提言―― 73



0106_社会保障研究_【増田】_PK-1.smd  Page 13 19/06/19 10:52  v3.40

庭の所得保障制度の体系である。アイルランドの

制度は，この図の（イギリス，ドイツなど）と書

かれている箇所（公的扶助と児童手当の2層構造

の箇所）に位置づけられる。

すなわち，アイルランドでは前述のOFPに加え

て，ユニバーサルな現金給付である児童給付

（Child Benefit）を，子が16歳に達するまで（フル

タイムの学生の場合や，心身に障害があり自活で

きない場合には18歳に達するまで）受給すること

ができる（2005年法219条）。なお，本稿執筆時点

の給付額は，子1人につき月額140ユーロである。

この児童給付には所得制限が設けられていな

い。そのため，この2つの社会保障給付のうち，私

的扶養と給付とが関連づけられている制度は，

ミーンズテストを伴う公的扶助的な現金給付であ

るOFPのみとなる。

このようなアイルランドの制度に対して，わが

国の制度の体系は，生活保護制度，児童扶養手当

制度，児童手当制度の3層構造となっている。ひ

とり親家庭を対象とする無拠出の現金給付という

点において，OFPと児童扶養手当とは共通する性

質を有している。また，ミーンズテストを伴う公

的扶助制度という点において，OFPと生活保護と

は共通する性質を有している。

今後，わが国において現在の制度の体系を見直

して何らかの形で再編することも考えられる12)。

公的扶助的な現金給付（OFP）とユニバーサルな

現金給付（児童給付）の組み合わせというアイル

ランドの制度の体系や，制度の改革に向けた近年

の提言は，その検討を行う際のひとつの参考とな

り得るであろう。

（2） 養育費と社会保障給付との関係

児童扶養手当制度とOFPとを比較すると，児童

扶養手当には，私的扶養と給付の関係が不明確に

なることに対応できないという問題があることが

分かる。

児童扶養手当とOFPの両者に共通しているの

は，養育費と手当の支給制限とを関連づけている

点である。すなわち，児童扶養手当においては，

支払われた養育費の80％を監護親の収入として認

定することにより，私的扶養と手当の支給制限

（手当の減額や不支給）とを関連づけている（児扶

手第9条第2項，施行令第2条の4第3項）。

しかし，養育費の取決めがなされなかった場合

や，養育費が支払われなかった場合の対応は，

OFPと児童扶養手当とで異なっている。すなわ

ち，OFPでは私的扶養義務の追求とOFPの支給と

が関連づけられている。これに対して，児童扶養

手当では私的扶養義務の追求と手当の支給とが関

連づけられておらず，児童扶養手当の支給は養育

費の取決めや支払いとは無関係に行われる。

このことは，現在の児童扶養手当制度は，私的

扶養と給付の関係が不明確となることに対応でき

ていないことを意味している。筆者は，このよう

な児童扶養手当制度のあり方は，今後，私的扶養

12)児童手当と児童扶養手当の沿革と両者の相違点につき黒田（2016）を，児童扶養手当の社会保障法上の位置づ

けにつき山田（2010）を参照。また，児童扶養手当の再編・改革を提言する論考に金川（2003），菊池（2002），福

田（1999），同（2017）がある。ただし菊池は2010年の著作において，「子どもの育ちを保護法益とする子ども手当

型の制度と世帯類型に着目した児童扶養手当は性格を異にする」との理由から，現在の児童扶養手当も「依然と

して存続させる必要がある」との主張に転じている（菊池2010：173）。

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 174

※私的な扶養義務と社会保障給付の厳格な調整という点では共通

（北欧）（イギリス，ドイツなど）（アメリカ）

※私的な扶養義務と児童扶養手当は調整されない

児童手当

公的扶助

（日本）

児童扶養手当
（養育費とは無関係）

先払い養育手当
（養育費補助）

児童手当

公的扶助

児童手当

公的扶助公的扶助

公的関与の度合い

出所：福田（1999），p.59。

図 生別母子・父子世帯の所得保障体系
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と給付の関係を明確にする方向で見直すことが必

要であると考えている。離婚後の子の経済的な生

活保障について国家が第一義的な責任を負うと解

することは困難であるためである（児童の権利条

約第18条，27条）。

このうち養育費の取決めに関しては，児童扶養

手当制度の維持（すなわちⅤ3（1）で述べた3層構

造の維持）を前提とするのであれば，OFPのよう

に受給申請の段階で扶養義務者に対して私的扶養

を求めることを申請者に義務づけることが考えら

れる13)。また，子の養育費の取決めを協議離婚の

成立要件や届出の受理要件とすることも有力な選

択肢のひとつとなり得よう。

手当の受給開始後に養育費が支払われない場合

の対応に関しては，合同委員会の報告書の提言が

参考になる。すなわち，現在のOFPの制度の下で

は，非監護親が養育費を支払わない場合には，受

給者である監護親がその支払いを求めるよう努め

ることが義務づけられている。このことについ

て，合同委員会の報告書は監護親に課せられるこ

の義務を廃止し，支払いの請求は国の機関が行う

ことを提言している。

合同委員会のこの提言からは，OFPは私的扶養

と給付の補完関係を前提とした制度として設計さ

れているものの，養育費が支払われない場合には

監護親に負担をかける形でその補完関係の維持を

試みているという現実がある可能性を読み取るこ

とができよう（この中には手続にかかる費用や労

力に加え，元の配偶者との人間関係に起因する精

神的な負担も含まれるであろう）14)。

そこで，現在の児童扶養手当制度を見直し，私

的扶養と給付の補完関係を明確なものとする場合

には，補完関係の維持にかかる負担をどこまで誰

が／どの機関が負うかについて検討する必要があ

ろう。

なお，制度改革の提言のうち，OFPのミーンズ

テストにおける収入認定に関する規定の見直し

（シン・フェイン）と，ほかの社会保障給付におけ

る支給額の減額に関する規定の見直し（合同委員

会）は，いずれも社会保障給付の増額に結びつく

提言である。この提言の背景や意図については，

今後の検討課題としたい。

（3） 養育費等の決定と履行確保

Ⅱで述べたように，アイルランドでは養育費や

扶養料の決定と履行確保は，いずれも行政機関で

はなく，裁判所の手続を通じて行われる。この点

において，わが国の制度と共通している。ただ

し，アイルランドではわが国の協議離婚に相当す

る離婚制度がない点において事情が異なる。すな

わち，離婚時における養育費等に関する取決めに

ついては，両配偶者の合意を尊重しつつもその自

己決定に完全に委ねられている訳ではなく，裁判

所による関与がなされている。

したがってアイルランドでは，本稿が対象とす

る離婚後の養育費に関して，離婚後に事情が変わ

り養育費の額の変更や，支払いが滞った場合の履

行確保にかかる負担の多寡等が主な問題となる。

この問題については，既に見たように，CEDAW

の最終見解，合同委員会の報告書，シン・フェイ

ンの制度改革案が，いずれも監護親にかかる負担

の軽減に向けた提言を行っている。

また，合同委員会の報告書によると，アイルラ

ンドのひとり親家庭の養育費受取率は35％である

（House of Oireachtas 2017: 27）。このことから，

アイルランドでは裁判所の手続を通じた養育費の

履行確保制度が必ずしも十全に機能している訳で

はないことが推測される。

このような現在の制度の見直し案として，

CEDAW，合同委員会，シン・フェインのいずれも

13) なお，生活保護においては，保護の申請者が養育費に関する協議の申し入れや家庭裁判所への申立を行わない

場合，保護を開始した上で実施機関が非監護親との協議や家庭裁判所への調停・協議の申立（生保第77条2項）を

行うことが考えられる。
14) なお，生活保護においては，扶養義務者である非監護親が養育費の支払いを怠った場合，都道府県知事または

市町村長はその非監護親から保護費の一部または全部を徴収することができる（生保第77条1項）。この点で扶養

義務者に対する費用徴収の規定があるOFPと共通している。

アイルランドにおける離婚後の養育費と社会保障給付――法制度の特徴と制度改革の提言―― 75
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が，（OFPの費用徴収にとどまらず）養育費の決定

や履行確保にかかわる国の機関の設置を提言して

いる。養育費にかかわる手続に行政も関与するこ

とが望ましいという考え方に基づく制度改革の提

言が，これからアイルランドでどのように議論さ

れ，また，どのような形で法政策に反映されるの

か（あるいは反映されないのか）注目される。

Ⅵ おわりに

先に述べたように，アイルランドでは1995年の

憲法改正と1996年の家族法改正（1996年法の制

定）によって，それまで認められてこなかった離

婚が法認されるに至った（前述Ⅲ1（1））。筆者は，

1996年に発表した論考において次のように述べた

（増田1996：36）。

アイルランドにおいても，近年，ひとり親家

庭（とりわけ母子家庭）が増加してきた。また，

昨年実施された国民投票によって確定した離婚

の自由化に伴い，ひとり親家庭が更に増加する

ことも考えられる。将来予想される家族関係の

多様化に伴い，アイルランド政府は，母子家庭

の生活の自立をいかに支援するかという問題へ

の対応を迫られることになろう。

その際，考えられる法政策の方向としては，

次の3つがある。

①母親の就労を支援する諸施策を充実させ

る。

②社会保障給付を充実させる。

③生別母子家庭について私的扶養義務の履行

を徹底させる。

アイルランドでは，今後，これらのいずれに

重点をおいた法政策を展開するのであろうか。

（略）

これらのうち，本稿では離婚後の子に対する私

的扶養とひとり親家庭を対象とする社会保障給付

との関係を主題とすることから，主に③にかかわ

る法制度の基本的な構造に焦点を当てて検討を

行った。すなわち，本稿では私的扶養と給付との

関係という観点から見た，アイルランドにおける

離婚後のひとり親家庭を対象とする所得保障給付

の法制度の特徴と，その法制度の改革に向けた提

言の論点について検討した。

そのため，本稿では①としてあげた，2000年代

以降のアイルランドにおける就労支援に関する諸

施策の動向については取り上げなかった。また，

③についても，各章において取り上げた諸制度の

運用の状況や，アイルランドにおけるひとり親家

庭の生活の状況等については検討を行わなかっ

た。今後の検討課題としたい。
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Some Problems in Child Maintenance after Divorce

and the One-Parent Family Payment in Ireland

Yukihiro MASUDA
＊

Abstract

The purpose of this paper is to consider the legal structure of child maintenance after divorce and the

One-Parent Family Payment in Ireland.

To this end, I have analysed three things. (1) The family law provisions of child maintenance after

divorce in Ireland (e.g. age of the dependent child, assessment of the maintenance payments and the court

orders for the non-custodial parent). (2) The legal rules and guidelines of the One-Parent Family Payment,

which is a means tested, non-contributory cash benefit for one parent families. (3) The reports and the

proposals for the reform of the Irish child maintenance system, which were published by the UN Committee

on the Elimination of Discrimination Against Women in Mar. 2017, House of Oireachtas Joint Committee on

Social Protection in June 2017, Fianna Fáil in Dec.2017 and Sinn Féin in Jan. 2018.

What I wish to show in this paper are two things. First, in Ireland, the legal rules of the One-Parent

Family Payment are designed on the premise of the child maintenance paid by the non-custodial parent.

Second, though there is a close link between child maintenance from the non-custodial parent and One-Parent

Family Payment, the procedures for seeking and pursuing maintenance payments through the court orders

are not user friendly. This structure puts a burden on one parent families in Ireland.

Keywords：Ireland, Divorce, Child Maintenance, One-Parent Family Payment
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特集：離死別と社会保障

日本における養育費履行システムとその可能性
――ニュージーランドにおける養育費制度を参考に――

梅澤 彩＊

抄 録

民法877条1項は親の子に対する扶養義務を定めており，未成熟子に対する親の扶養義務は，一般に，

生活保持義務と解されている。また，2011年の民法改正により，同法766条1項には，離婚後の子の監護

に関する事項として養育費および面会交流に関する取決めが明文化された。しかし，これらの事項は離

婚届の受理要件ではないことから，養育費の取決めおよび受給割合は依然として低い状況にある。

そこで，本稿では，日本における養育費の現状，履行確保の手続とその課題等について整理した後，

比較法的視座として，行政による養育費の算定および履行確保システムが整備されているニュージーラ

ンドの養育費制度を紹介した。

養育費の取決めおよび履行に関する問題については，当事者の自主的な解決に委ねられるのが望まし

い。しかし，日本の当事者の意識およびパワーバランスの不均衡をみると，当事者間の自主的な問題解

決および司法による問題解決に期待するには限界があり，ニュージーランドの例にあるような，行政の

介入による養育費履行確保制度の導入も積極的に検討されるべきである。

キーワード：養育費，受給割合，履行確保，行政介入，ニュージーランド

社会保障研究 2019, vol. 4, no. 1, pp. 79-91.

Ⅰ はじめに

子どもの貧困が叫ばれて久しい。内閣府『平成

30年版子供・若者白書』によると，児童のいる世

帯のうち，ひとり親家庭の世帯の割合は上昇傾向

にあるが，その平均所得は，他の世帯と比べて大

きく下回っており，児童のいる世帯の1世帯当た

りの平均所得（2015年）は，夫婦と未婚の子のみ

の世帯が712.6（万円）であるのに対し，ひとり親

と未婚の子のみの世帯では317.5（万円）となって

いる。また，子の教育を受ける機会についてみる

と，全世帯における子どもの高校等への進学率は

99.0％，大学等への進学率は73.0％であるのに対

し，ひとり親家庭の子どもの進学率は，高校等へ

の進学率が96.3％，大学等への進学率が58.5％と

なっており，世帯間の収入格差が教育の格差にも

影響を与えていることが明らかになっている1)。

子どもの貧困問題対応については，従来，さま

ざまな対応がとられてきたが，近時では，2013年

6月に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が

成立し，翌年1月から施行されている。政府は，同

＊熊本大学熊本創生推進機構・法学部 准教授
1) 内閣府（2018），p.123。
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年8月に「子供の貧困対策に関する大綱」（以下，

「大綱」という。）を策定し，子供の貧困対策に関

する当面の重点施策の1つとして，「養育費の確保

に関する支援」を掲げている。ここでは「両親の

離婚後，養育費の支払いが適切に行われること

は，親としての経済的な責任を果たすだけでな

く，子供の福祉の観点からも望ましいことである

ことから，母子家庭等就業・自立支援センターや

養育費相談支援センター等において，養育費に関

する相談支援を行う」とされた2)。

しかしながら，養育費の取決めおよび受給割合

は依然として低く，厚生労働省『平成28年度全国

ひとり親家庭等調査報告』によると，養育費の受

給率は25％にも満たない状況である（後述Ⅱの2

参照）。また，前記養育費相談支援センターの報

告書によると，同センター設置後の約10年間にお

いて，養育費の取決めおよび履行確保について，

当事者が抱える問題の内容およびその改善には大

きな変化がみられないとされている3)。一方で，

家族の在り方は変容し，婚姻外の関係，家庭内暴

力による離婚，未成熟子を有する当事者の再婚は

増加傾向にあることから，養育費の算定および履

行確保における問題は複雑化していると考えられ

る。

上記のような現状に対応していくためには，養

育費制度に関する抜本的な改革の必要性と許容性

を検討していく必要があるだろう。例えば，従来

の緩慢で実効性の低い養育費制度―司法等の場に

おける当事者主義的な問題解決―ではなく，画一

的で迅速な対応を可能とする養育費制度―国家

（行政）介入による解決―にシフトすることによ

り，養育費支払の確実性・継続性を担保する法政

策の導入である。

そこで，本稿では，日本の養育費の取決めおよ

び履行確保における現状を整理し，課題を明らか

にした後，これらの課題を解決するための方策に

ついて若干の検討を行う。その際，比較法的視座

として，ニュージーランドの養育費制度をとりあ

げる。同国では，養育費の算定および履行確保に

ついて，当事者の自由な取決めや司法の場等にお

ける当事者主義的な問題解決の途を保障する一

方，当事者による問題解決が期待できない場合に

は行政が消極的あるいは積極的に介入するなどし

て，高い養育費受給率を確保してきた。さらに，

近時では，離婚・再婚家庭等の増加，女性の社会

進出に伴う分担監護の在り方の変容等を受けて，

養育費の算定方法が大きく変更されている。

Ⅱ 日本におけるひとり親世帯と養育費をめぐ

る現状

1 ひとり親世帯の実態―母子世帯の貧困―

厚生労働省『平成28年度全国ひとり親家庭等調

査報告』（以下，「平成28年度調査」という）によ

ると，平成28年度の調査結果（推計）は，母子世

帯数が約123.2万世帯（同『平成23年度全国母子世

帯等調査結果報告』（以下，「平成23年度調査」と

いう）4)時は123.8万世帯），父子世帯数が18.7万世

帯（同22.3万世帯）であった5)。また，ひとり親世

帯となった理由は，母子世帯では離婚が79.5％

（同80.8％），未婚の母が8.7％（同7.8％），死別が

8.0％（同7.5％）であったのに対し，父子世帯では

離 婚 が 75.6％（同 74.3％），死 別 が 19.0％（同

16.8％），未婚の父が0.5％（同1.2％）であった。

各世帯の平均年間収入（母または父自身の収

入）についてみると，平成28年度調査では，母子

世帯が243万円（平成23年度調査時223万円），父子

世帯が420万円（同380万円）であり，世帯の平均

年間収入は，それぞれ348万円（同291万円），573

万円（同455万円）であった。前記各世帯の平均年

2) 内閣府（2014），p.21。
3)原千枝子（2018），pp.16-26。
4)堺恵（2011），pp.55-64（2011年3月）によると，厚生労働省が母子世帯に関する全国調査を開始したのは，1952

（昭和27）年からであり，調査報告書名も時代によって異なる。1973（昭和48）年度の報告書（『全国母子世帯等実

態調査結果の要約』）から「母子世帯」ではなく「母子世帯等」という文言に変更され，さらに，2016（平成28）

年度の報告書（『全国ひとり親家庭等調査報告』）より「ひとり親」の文言に変更されている。
5) 熊本地震の影響により，熊本県を除いた数値となっている。厚生労働省（2017），pp.1-2。
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収の増加率をみると，母子世帯の経済状況は父子

世帯に比べて依然として厳しいことがわかる。そ

こで，各世帯の就業状況についてみると，母子世

帯の母親の就労率は81.8％，父子世帯の就労率は

85.4％であるが，就業者の従業上の地位について

みると，母子世帯では「正規の職員・従業員」が

44.2％（平成23年度調査時から「正規の職員・従

業員」は4.8％増加），「パート・アルバイト等」が

43.8％であるのに対し，父子世帯では「正規の職

員・従業員」が68.2％，「自営業」が18.2％，「パー

ト・アルバイト等」が6.4％である。

母子世帯の貧困の背景について，下夷は，母子

世帯の就労率は国際的にもトップレベルであり，

母子世帯の母親で働ける状態にある母親はすでに

働いているといえるとした上で，パート・アルバ

イト等の収入が正規の職員・従業員の半分以下で

あることに着目し，「結局，『男性稼ぎ主モデル』

の社会政策によって，子どものいる女性の働き方

はパート労働に方向づけられ，そして，そのパー

ト労働の賃金や労働条件は，夫に扶養されている

女性を前提に低く抑えられているのである…こう

してみると，母子世帯の母親が働いても貧困から

抜け出せないという問題は個人に起因するのでは

なく，社会によってもたらされているといえる」

と指摘する6)。

2 養育費の取決めおよび履行状況の実際

上記のとおり，母子世帯の貧困の原因は，母親

個人の責任というよりは，その周辺の環境にある

問題に起因するといえる。母子世帯の母親と子に

とって，身近な環境の1つが子に対する養育責任

（扶養義務）を負う父の存在である。父による妥

当な額の養育費支払が履行されている場合には，

母子世帯の貧困はいくらか解消されるであろう。

そこで，以下では養育費の取決めおよび受給状況

を概観する。

前述の平成28年度調査によると，養育費の取決

めがなされているのは，母子世帯で全体の

42.9％，父子世帯で全体の20.8％である（平成23

年度調査では，母子世帯で37.7％，父子世帯で

17.5％であった）。さらに，養育費の取決めをし

ている母子世帯の従前の婚姻形態をみると，未婚

の母子世帯では13.3％，離婚後の母子世帯では

42.6％が取決めをしており，離婚の方法別に取決

め率をみると，協議離婚による母子世帯では

37.8％にすぎないが，その他の離婚（調停離婚・

審判離婚・裁判離婚）における取決め率は79.6％

となっている。他方，養育費の取決めをしていな

い当事者が挙げる養育費の取決めをしない理由

は，母子世帯では「相手と関わりたくない」が

31.4％（平成23年度調査では，23.1％）と最も多

く，次いで「相手に支払う能力がないと思った」

が20.8％，「相手に支払う意思がないと思った」が

17.5％となっている。一方，父子世帯では「相手

に支払う能力がないと思った」が22.3％と最も多

く，次いで「相手と関わりたくない」が20.5％（同

17.0％）となっている7)。

養育費の受給状況についてみると，母子世帯で

は「現在も養育費を受けている」世帯が24.3％

（平成23年度調査時19.7％），「養育費を受けたこ

とがある」世帯が15.5％（同15.8％）であるのに対

し，父子世帯では「現在も養育費を受けている」

世帯が3.2％（同4.1％），「養育費を受けたことが

ある」世帯が4.9％（同2.9％）であった。

上記のように，養育費の取決め率および受給率

は，平成23年度から同28年度の5年間において僅

かながらではあるが，増加してきている。この背

景には，後述する民法の改正およびこれに起因す

る離婚届の様式変更，政府および自治体の取組が

あると思われる。しかし，子の父母が，その地位

に基づき負担すべき子の養育責任（扶養責任）の

重要性を考えると，養育費の取決め率および受給

割合は依然として低く，従前の政府および自治体

の取組では不十分である。子の健やかな成長のた

6) 下夷美幸（2018），pp.7-8。
7) 取決めをしていない理由の「相手に支払う意思がないと思った」と「相手に支払う能力がないと思った」につい

ては，平成23年度調査では「相手に支払う意思や能力がないと思った」となっており，調査結果は，母子世帯で

48.6％，父子世帯で34.8％と最も多くなっている。厚生労働省（2017），p.50，p.55。
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めには，養育費の確保が必要であり，養育費の取

決めをしないことが父または母の一存（「相手と

関わりたくない」，「相手に支払う能力がないと

思った」，「相手に支払う意思がないと思った」）で

決定されてはならないであろう。上記のような養

育費の取決めをしない当事者の意識の壁・認識の

壁を乗り越え，養育費の取決めおよび履行確保を

確実なものとする新たな法制度が必要ではないだ

ろうか。

Ⅲ 日本における養育費履行制度

1 養育費の取決めおよび履行確保に関する法

制度

民法877条1項は，「直系血族及び兄弟姉妹は，互

いに扶養をする義務がある。」と定めており，子の

法律上の父母は，血縁の有無，親権の有無および

同居の有無にかかわらず，子に対する扶養責任を

負う。未成熟子に対する親の扶養義務は生活保持

義務とされ，親子間において同水準の生活レベル

を保障する必要があるとされるが，20歳に達した

子に対する扶養義務については，生活扶助義務

（権利者とされる子が要扶養状態にあり，義務者

とされる父母に余裕がある場合に扶養する義務が

生じる）とされ，父母の収入，学歴，職業等によ

り個別に判断するのが実務の現状である。

子の養育費は，父母の婚姻中は婚姻費用の分担

（民法760条）により支払われ，認知された婚外子

の場合には，前記扶養義務の問題として扱われる

のが一般的である。父母が離婚するときには，離

婚後の子の監護に関する事項の定め（民法766条）

により，また，父母が離婚した後の子の養育費に

ついては同条の類推適用（最判平成9・4・10判時

1620号78頁）により処理する場合が多い。平成23

年改正前の民法766条1項では，「父母が協議上の

離婚をするときは，子の監護をすべき者その他監

護について必要な事項は，その協議で定める」と

規定されていたが，同改正により，父母が協議で

定める子の監護について必要な事項の具体例とし

て，「父又は母と子との面会及びその他の交流」

（面会交流）および「子の監護に要する費用の分

担」（養育費の分担）が明示され，子の監護につい

て必要な事項を定めるに際には「子の利益を最も

優先して考慮しなければならない」旨が明記され

た。さらに，前記改正を受けて，離婚届に面会交

流および養育費に関する取決めの有無を記載する

欄が設けられた。しかし，面会交流および養育費

に関する取決めは離婚届の受理要件ではないた

め，これらの事項について取決めがなされていな

くても離婚届は受理される。

協議離婚の際に，養育費について取決めをした

にもかかわらず履行がなされなかった場合には，

その支払いおよび支払方法等について改めて調停

や審判の申立てをすることになる。合意が有効に

成立している場合には，調停において，義務者に

対してその履行を働きかけたり，事情の変化に応

じた調整が図られる。執行認諾付きの公正証書が

作成されている場合には，ただちに強制執行が可

能である8)。

養育費の支払いに不履行があった場合，上述の

ように強制執行という手段に訴えることも可能で

あるが，養育費の支払いに関する履行・不履行は，

親子・父母関係に深刻な影響を及ぼしうるもので

あることから，履行勧告による紛争解決が望まし

いと考えられてきた。しかし，最近の実務では書

面による対応が主流となっており，運用に対する

疑問が投げかけられている。家事事件手続法の制

定により，家事審判において監護費用の支払いを

認めた場合，債務名義性を有するものとされたが

（家事事件手続法第75条），その履行確保について

は検討されず，義務の履行状況調査・履行勧告

（同法第289条）および履行命令（第290条）は，積

極的にこれらの履行確保機能に期待したものでは

ないとされる9)。実際に，履行勧告事件数は多い

8)扶養義務等に係る金銭債権についての強制執行の特例（167条の15，167条の16）。なお，現在（2019年3月16日現

在），民事執行法の改正が予定されており，養育費の強制執行と関連して，財産開示手続の実施要件の見直し，罰

則の強化，第三者からの債務者財産に関する情報取得のための制度の新設が予定されている。
9)山本和彦（2011），p.33。
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ものの，全部履行がなされるのは3割強，履行命令

はほとんど利用されておらず，履行確保の手段と

しての有効性に乏しい10)。

2 養育費の取決めおよび履行の促進にむけた

課題と取組み

前述のように，現行法制下においては，面会交

流および養育費に関する取決めは離婚届の受理要

件ではない。他方，諸外国においては，離婚当事

者に子がある場合，養育費の取決めをせずに離婚

が認められることはないとされる11)。養育費は子

の健やかな成長のために必要不可欠なものであ

り，子をもうけた親として，不当に扶養義務を免

れることは許されるものではない。それにもかか

わらず，面会交流および養育費に関する取決めが

離婚届の受領要件とされなかった背景には，次の

ような懸念がある。すなわち，日本の離婚におい

ては，当事者の合意と離婚の届出だけで成立する

協議離婚が多く（離婚全体の約9割），面会交流や

養育費の取決めを離婚届の受理要件とした場合に

は，とりわけ離婚を望む家庭内暴力（DV）の被害

者等にとって酷であること（被害者は，加害者で

ある他方当事者との接触を避け，速やかな離婚の

成立を期待しているはずである），DV等の問題が

ないとしても離婚紛争が長期化・複雑化すること

を回避するため，当事者が十分な合意形成をせず

にこれらの取決めをする可能性があること，さら

には，法律上の手続をとらずに「事実上の離婚」

を選択する当事者が増加するおそれがあることか

ら，結果として，母子家庭等の保護の後退につな

がるのではないかとの懸念である12)。

日本弁護士連合会では，養育費の取決めを離婚

届受理の要件としないかわりに，養育費の取決め

を促進するための方策として，離婚届に「養育費

に関する合意書」を加えることを提案していた

が，同合意書に基づく履行確保のための新制度の

構築も求められたため13)，平成23年の民法改正に

は反映されなかった。

しかし，「民法等の一部を改正する法律案に対

する附帯決議」では，政府および関係者が平成23

年の改正法の施行にあたり，格段の配慮をすべき

事項として，「五 離婚後の面会交流及び養育費

の支払い等については，児童の権利利益を擁護す

る観点から，離婚の際に取決めが行われるよう，

明文化された趣旨の周知に努めること。また，そ

の継続的な履行を確保するため，面会交流の場の

確保，仲介支援団体等の関係者に対する支援，履

行状況に関する統計・調査研究の実施など，必要

な措置を講ずること。」（衆議院第177回国会附帯

決議，平成23年4月26日），「十一 離婚後の面会交

流及び養育費の支払い等について，児童の権利利

益を擁護する観点から，離婚の際に取決めが行わ

れるように明文化された趣旨の周知に努めるとと

もに，面会交流の円滑な実現及び継続的な養育費

支払い等の履行を確保するための制度の検討，履

行状況に関する統計・調査研究の実施等，必要な

措置を講ずること。」（参議院第177回国会附帯決

議，平成23年5月26日）とされた（いずれも傍線は

筆者による）。これを受けて，法務省は，最高裁判

所と連携して養育費の取決め等を促進するための

リーフレット「夫婦が離婚をするときに〜子ども

のために話し合っておくこと〜」（「養育費の分

担」および「面会交流」の意義や必要性，取決め

の方法等についてまとめたもの）を作成し14)，市

町村の戸籍窓口や児童扶養手当の窓口，裁判所等

で配付を開始し，周知を図るとともに，近時では，

養育費と面会交流の取決め方やその実現方法につ

いて説明したパンフレット「子どもの養育に関す

る合意書作成の手引きとQ&A」および子どもの養

育に関する「合意書のひな形」とその「合意書の

10) 下夷美幸（2018），p.12。
11) 養育費相談支援センター『養育費・面会交流に関する制度的諸問題〜養育費相談支援センター事業10年を振り

返って（制度問題研究会報告）〜』（2018年3月）p.120。
12) 日本弁護士会（2004），p.9。
13) 日本弁護士会（2004），pp.9-10。
14) 法務省「夫婦が離婚をするときに〜子どものために話し合っておくこと〜」http://www.moj.go.jp/content/

000096596.pdf（2019年3月16日最終確認）。
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ひな形の記入例」を作成し15)，市区町村の窓口に

おいて，離婚届用紙を取りに来た者に同時に交付

することとしているが，いずれも同省のサイトか

ら入手可能である。これらのリーフレット，パン

フレットにおいては，子に対する親の扶養義務は

親権の有無とは無関係であり，未成熟子に対する

親の扶養義務は生活保持義務であること，養育費

の支払いと面会交流の実施は別の問題であるこ

と，養育費等の取決めや事情変更に伴う養育費の

減額または増額請求，履行確保が困難な場合の相

談窓口，紛争処理の方法等が明記されている。こ

の点と関連して，養育費の取決めおよび履行の実

現性と面会交流の取決めおよび履行の実現性との

間に相関性が認められること16)，養育費や面会交

流を巡る紛争に際し，当事者が交渉条件として養

育費あるいは面会交流の取決めおよび履行の主張

をすることがあるとの指摘がなされているが17)，

28年度調査の結果によると，母子世帯の母が面会

交流の取決めをしていない理由（最も大きな理

由）は，「相手と関わり合いたくない」が25.0％と

最も多く，次いで「取り決めをしなくても交流で

きる」が18.9％となっており，「相手が面会交流を

希望しない」が13.6％，「相手が養育費を支払わな

い又は支払えない」は6.3％にすぎない。同様に，

父子世帯の父が面会交流の取決めをしていない理

由（最も大きな理由）は，「取り決めをしなくても

交流できる」が29.1％と最も多く，次いで「相手

と関わり合いたくない」が18.4％，「子どもが会い

たがらない」が10.2％となっており，「相手が養育

費を支払わない又は支払えない」は1.0％にすぎ

ない。

なお，2010（平成22）年度からは，養育費専門

相談員の業務に，母子家庭の母が養育費の取決め

等のために家庭裁判所等へ訪れる際の同行支援が

追加され18)，2016（平成28）年度からは，母子家庭

等就業・自立センター事業において，弁護士によ

る法律相談を実施している19)。また，養育費の確

保に係る裁判費用については，2003年4月より，母

子寡婦福祉資金（母子父子寡婦福祉資金貸付金）

の1つである生活資金を一括して借りられるよう

になった（12か月分，123万6千円を限度）。

離婚を検討している（あるいは離婚した）当事

者が，養育費の取決めに際して，目安とするのが，

2003年に東京・大阪養育費等研究会により発表さ

れた「養育費算定表」である20)。同算定表は，養育

費支払の義務者および権利者の収入と子の年齢・

人数を指標とした簡便なもの（標準的なもの）で

あるが，従来，算定表から導かれる養育費の額が

低いこと，当事者が住宅ローン等を抱えている場

合や再婚家庭である場合（とりわけ当事者の一方

が他方当事者の子と養子縁組した場合），高額所

得者である場合等，個別具体的な当事者のニーズ

には必ずしも応えられていないとの指摘があっ

た。前記のような算定表の問題が養育費の取決め

をしようとする当事者の意欲を低下させたり，養

育費を巡る紛争を複雑にしている可能性は否定で

きないであろう。このような状況を受けて，2016

年には日本弁護士連合会による新しい算定表マ

ニュアルが公表されたが21)，最高裁判所司法研修

所においても2018年7月から「養育費，婚姻費用の

算定に関する実証的研究」を開始している22)。

以上のように，養育費の取決めに関しては，政

府・裁判所・日本弁護士連合会等においてさまざ

まな取組がなされているが，履行確保について

15) 法務省「子どもの養育に関する合意書作成の手引きとQ&A」http://www.moj.go.jp/content/001286705.pdf（2019年

3月16日最終確認）。
16) 法務省委託事業「親子の面会交流を実現するための制度等に関する調査研究報告書（研究代表者 棚村政行）」

（商事法務，2011年）p.70。
17)秋武憲一監修・高橋伸幸ほか著（2015），p.179（高橋伸幸執筆）。
18) 養育費専門相談員とは，母子家庭等および就業・自立センターに設置された相談員で，養育費の取決めや履行・

強制執行の手続に関する相談や情報提供等を行う。
19)詳細は，厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課（2018），pp.51-61を参照されたい。
20)東京・大阪養育費等研究会（2003），p.285以下。
21)詳細は，日本弁護士連合会両性の平等に関する委員会編（2017），日本弁護士連合会（2018）等。
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は，未だ実効性のある取組がなされていない。こ

のような状況において，地方自治体においては，

面会交流の支援のみならず養育費の履行に関する

支援が開始している。とりわけ兵庫県明石市の取

組は，リーディングケースとして注目に値する。

同市では，離婚後の子の福祉の観点から，離婚や

別居に伴う養育費や面会交流などの「こどもの養

育支援」について，ほかの自治体に比して積極的

に取り組んできたが，2014（平成26）年4月からは

「明石市こども養育支援ネットワーク」の運用を

開始し，「相談体制の充実化」，「参考書式の配布」，

「関係機関との連携」という3つの観点から支援を

実施している23)。具体的には，「こどもと親の交流

ノート（養育手帳）」の配布，「親の離婚とこども

の気持ち」の配布，「親子交流サポート事業」の開

始，「離婚前講座（こども養育ガイダンス）」の試

行的実施，親の離婚などを経験したこどもを対象

とした「こどもふれあいキャンプ」の実施，面会

交流のサポート，「養育費立替パイロット事業」の

試行実施等である。とりわけ，前記「養育費立替

パイロット事業」は，民間の保険会社との連携に

よる養育費の履行確保支援であり24)，先進的な取

組として評価することができる。同事業は，明石

市が業務委託した保証会社が，養育費の取決めを

したひとり親家庭との間で養育費保証契約を締結

するというものであり，初回の保証料は，市が負

担する（上限5万円）。養育費の不払いがあった場

合は，前記保証会社がひとり親家庭に対し養育費

の不払い分を立て替えて支払い，別居親に対し立

替分を督促して回収するというものである25)。

Ⅳ ニュージーランドにおける養育費制度

1 子の扶養と養育費制度および制度の導入の

背景

ニュージーランドにおける養育費（Child

Support）制度は，主として，「1991年児童扶養法」

（Child Support Act 1991）（以下，扶養法という）に

基づき，1992年から運用されている26)。扶養法が

成立する以前は，日本と同様に，養育費に係る紛

争は主として裁判所で解決されていた。しかし，

裁判所による紛争解決は時間を要すること，関係

破綻後のジェンダー不平等や養育費支払いの不履

行に起因する社会保障費の増大等が社会問題化し

たことから，親の子に対する扶養責任を明確にす

るとともに，ジェンダー平等化を図り，社会保障

費の削減と補填する法制度の導入が求められた。

扶養法は，このような社会のニーズを背景に成立

したものである。

同国における養育費制度の特徴は，養育費の取

決めおよび履行確保における当事者の自主性を尊

重する一方で，内国歳入庁（Inland Revenue，以

下，IRという）の一組織である養育費審査局

（Child Support，以下，審査局という）による積極

的な関与と扶養責任の徹底追及が図られていると

いう点にある。この結果，扶養法成立前には40％

程度であった養育費の受給率は，近年では75％程

度まで上昇している。近時では，扶養法導入から

20年を経て，変容する社会の実態（女性の社会進

出，ステップファミリーの増加等）に応じた養育

費制度の必要性が叫ばれ，2013年には養育費の算

定方法を主な改正とする「2013年修正児童扶養

22)同研究は2019年3月29日まで実施され，同年5月中を目処に報告書がまとめられるとのことである。『養育費算

定，見直し検討 社会情勢の変化考慮 最高裁司法研修所』（産経ニュース，2018年8月28日付）https://www. 
sankei.com/affairs/news/180828/afr1808280002-n2.html（2019年3月16日最終確認）。

23)明石市における取組の詳細は，「離婚後のこども養育支援〜養育費や面会交流について〜」https://www.city. 
akashi.lg.jp/seisaku/soudan_shitsu/kodomo-kyoiku/youikushien/youikushien.html（2019年3月16日最終確認）を参照さ
れたい。
24)「養育費不払い明石市が補填 最大60万円 全国初」（神戸新聞NEXT，2018年10月30日）。
25)パイロット事業の詳細は，明石市作成資料（2018）。
26) 制度の詳細は，梅澤彩（2014），（2017a）を参照されたい。なお，本章は，比較法学会第79回総会の部会報告（英

米法部会）での報告資料（梅澤彩（2017b））を再構成したものである。
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法」（Child Support Amendment Act 2013）（以下，

修正法という）が成立し，2015年4月からは修正法

に基づく運用が開始している（2016年4月に全面

施行）。

親の子に対する扶養について，扶養法4条は，

「子が親から扶養される権利を有すること」およ

び「親の子に対する扶養義務」を規定する。ただ

し，子は養育費請求の権利者ではなく，一方の親

が他方の親に養育費を請求する根拠となる養育の

対象者にすぎない。ここでいう親とは，法律上の

親（実親・養親）をさし（扶養法6条・7条），生物

学的血縁関係の有無および親子としての交流の有

無は問題とされない（Lyon v Wilcox［1994］

NZFLR 634）27)。ただし，子の親が新しいパート

ナー関係を締結し，裁判所が新しいパートナーを

扶養法上の継親と認めた場合には，その者は養育

費負担責任を負う（扶養法99条）28)。

養育費の受給資格者は，18歳に達していない単

身のニュージーランド市民または通常ニュージー

ランドに居住している者で29)，経済的に自立して

いない者である（扶養法5条）30)。なお，同国の成

年年齢は20歳である31)。養育費の受給資格を有す

る子をもつすべての親（parent）または養育者

（carer）は，原則として，①社会保障給付の申請，

②審査局への申請，③他方の親との任意契約の締

結，④そのほかの私的契約（private arrangements）

の締結の4つのいずれかを選択することができる

（扶養法8条）32)。①には，「ひとり親手当」（sole

parent benefit）の申請等がある。ただし，これを

申請する場合には，次の②も行う必要があり，通

常は①の申請時にまとめて手続きが行われる。②

は，一般に，子の主たる養育者が，審査局を通し

て，非同居親の財産の把握とそれに基づく養育費

の算定および履行確保の申請をするものである。

③は，権利者および義務者の署名のある文書でな

される必要がある。養育費額の算定方法・履行方

法・履行期間等は当事者の合意で自由に決めるこ

とができるが，少なくとも養育費の総額（IRが定

める最低額以上の年額）が示されている必要があ

る。また，当事者が希望する場合には，養育費審

査局による履行支援が可能である（扶養法第3章

参照）33)。当事者が希望する場合には，契約内容を

審査局に登録し，その履行を委ねることができ

る。④は，日本における養育費の取決めと同様

に，養育費の算定・履行方法・履行期間等につい

て，当事者の協議により取り決めるものである。

協議が不調となり裁判により決せられた場合に

は，当事者は子の扶養に関する裁判所命令を審査

局に登録することも可能である。審査局は，裁判

所から送付された命令の写しに基づき養育費を徴

収し，権利者に給付する。

2 行政（審査局）による養育費の算定・履行

確保

養育費の申請・決定等に関するプロセスは，次

のようになる。まず，権利者または義務者が審査

27) 親子としての交流のない実父に対し，養育費の支払義務が認められた事例。
28) A v R［1999］NZFLR 249。子の母と同性愛関係にあったパートナーが継親とされた事例。
29)

2013年の法改正前は，受給資格者の年齢は「19歳に達していない者」であったが，2016年4月より，18歳に達し

ていない者，18歳に達した者で「1989年教育法」（Education Act 1989）2条1項に規定される学校または海外の学校

に在籍し通学している者に変更された。単身とは，婚姻，シビル・ユニオンまたはデ・ファクト関係にあるパート

ナーと同居しておらず，経済的支援を受けていないことをいう。なお，ニュージーランドでは，性的指向・性自認

に関係なく，婚姻・シビルユニオン・デファクトのいずれの関係も締結することができる。婚姻等の関係締結は，

16歳に達したときからすることができる。
30)フル・タイム（週平均の労働時間が最低30時間）で働いている場合，学生手当（student allowance）等を受給し

ている場合は，経済的に自立しているとみなされる。
31)「1970年成年年齢法」（Age of Majority Act 1970）による。
32)

2013年の改正前の養育費申立権者は，子への経済的支援を必要とする当事者（祖父母・里親等を含む）と規定さ

れていた（改正前の扶養法8条）。
33) そのほか，契約の当事者はニュージーランド市民または通常ニュージーランドに居住している者でなければな

らない等，一定の要件が課せられている。
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局に対し，養育費の算定および履行確保の申請を

行う。次に，審査局は，後述の算定方法に基づき，

養育費の総額（年額）および月額を算定し，義務

者に対しては負担額（査定通知）を，権利者に対

しては受給予定額（受給資格通知）を文書で通知

する。その後，審査局は，後述の履行方法に基づ

き，義務者から養育費を徴収し権利者に給付す

る。ただし，権利者がひとり親手当を受給してい

る場合には，徴収した養育費と相殺され，残余額

があるときは義務者に給付される34)。

養育費の算定方法は，修正法の成立により，

2015年4月以降大幅に変更された。旧制度下におけ

る養育費の算定方法は，いわゆる所得パーセント

方式であり，権利者は，単身の後見人（custodian，

日本でいうところの親権者）または祖父母・里親

等の主たる養育者である（修正前の扶養法8条）。

権利者である監護親の収入にかかわらず，義務者

である非監護親の収入から一定の割合を養育費と

して徴収するものであり，次4つのプロセスで算

定されていた。まず，義務者の納税者番号および

所得の種類をもとに課税算定基準となる収入額

（①）を確定する35)。次に，前記①から生活費（毎

年変動）を控除する（②）。ここでは，義務者と同

居する新しいパートナーのほか，子（4人を上限）

の生活費が考慮される。子は，義務者との血縁関

係の有無にかかわらず，経済的に自立していない

子であればよい。次に，②で算出された額に，子

の人数と監護形態から算出される養育費割合

（child support percentages）を掛ける（③）。養育

費割合は子の数に応じて算出される。ただし，義

務者が1年のうち40％以上の時間を子とともにし

ていた場合には，義務者も子の監護に伴い一定の

費用を負担している（分担監護）と評価され，養

育費割合が軽減される。最後に，③で算出された

額を12か月で等分し，養育費の月額を算定する。

2015年4月からは，新しい養育費の算定方法と

して，所得シェア方式が導入された。同方式は，

監護親・非監護親を問わず，子が両親と1つの家庭

で生活していたら得られたであろう生活水準を両

親が分担して保障するという考え方に基づくもの

である。このため，養育費申立権者は，受給資格

を有する子をもつすべての親または養育者に変更

された（扶養法8条）。また，養育費の算定に際し

ては，前記課税算定基準となる収入から控除する

項目が細分化された。生活費の控除については，

旧制度と異なり，新しいパートナーの扶養は考慮

されず，連れ子や里子の扶養についても原則とし

て考慮されない。ニュージーランドでは，親の関

係解消後も原則として共同後見（日本でいう共同

親権に相当）であり，連れ子や里子については，

その実親が養育費を負担するべきであると考えら

れているためである。また，子の養育費の額につ

いては，子の年齢・人数に応じた養育費の額を定

める算定表が導入されたほか，28％以上の分担監

護があれば，その分担割合に応じて養育費割合が

考慮されることなった。

義務者は，審査局からの最初の査定通知の到達

後30日以内に最初の支払いを履行（以降は各月20

日までに履行）する必要がある。審査局からの通

知には，取引明細書（支払伝票を含む口座通知）

が同封されており，現金，電子決済，小切手，口

座振替等による支払いのほか，賃金，給与収入ま

たは社会保障給付からの控除による支払いも可能

である36)。なお，義務者が無収入の場合でも，原

則として，扶養責任は免れず，IRが定める最低額

（毎年変動）を支払う義務がある。

34) このようなひとり親手当受給者の取扱いについては，養育費の履行確保ができたとしても，結果として母子世

帯の貧困の解決につながらないとして，2013年の法改正に際し，ニュージーランド弁護士会（New Zealand Law

Society）を中心に議論が展開された。しかし，法改正の目的の1つに増大する社会保障給付の補填があったことか

ら，修正法には反映されなかった。
35)課税算定基準となる収入は，義務者の収入が給与・手当・国内の利益配当のみの場合は前年度，義務者が自営業

者である場合や前年度の収入に給与・手当・国内利益配当以外の収入がある場合は2年前の収入を対象とする。
36) 履行遅滞がある場合は，給与収入からの控除による支払いのみ認められる。義務者の雇用主は，養育費審査局

から控除の依頼があった場合には，これを拒否することができない（義務者への差別的取り扱いの禁止，守秘義

務あり）。
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養育費の支払いが不履行に陥った場合，審査局

は，義務者に対し，養育費支払いの勧告を行う。

勧告は，請求額および過料が記載された取引明細

書の送付によって行われる37)。義務者は，支払期

日までの履行が困難な場合には，審査局に対し事

情説明を行うことができ38)，審査局は，これを受

けて，未払いの養育費につき履行支援を行う（義

務者の資力に応じた分割返済方法の検討等）。

義務者が養育費の支払期日までに養育費を支払

わなかった場合，審査局は，給料，還付金，銀行

口座，信託口座または老齢年金振込口座等のいず

れかから養育費を控除することができるほか，法

的措置をとることも可能である。

Ⅴ おわりに―「裁判所」から「行政」へ

児童の権利に関する条約27条1項は「締約国は，

児童の身体的，精神的，道徳的及び社会的な発達

のための相当な生活水準についてのすべての児童

の権利を認める」とする。そして，前項の権利を

保障するため，同2項において，父母または児童に

ついて責任を有する者の第一義的な責任について

定め，同3項において，父母または児童について責

任を有する者の援助のために締約国がとるべき適

当な措置等について定め，同4項において，「締約

国は，父母又は児童について金銭上の責任を有す

る他の者から，児童の扶養料を自国内で及び外国

から，回収することを確保するためのすべての適

当な措置をとる（以下略）」とする。

これまでみてきたように，日本における養育費

制度は，養育費の取決めからその履行確保に至る

まで，緩慢で実効性の低い制度―「個人の努力」

への依存度が高い養育費制度―となっている。し

かし，日々の生活に困難を抱えるひとり親世帯の

親（権利者）が，個人の努力だけで相手方（義務

者）からの養育費支払の履行を確保することは難

しいであろう。例えば，自らと自らが監護養育し

ている子の生活のために，限られた条件下での労

働を強いられている母親が，養育費をめぐる紛争

解決を望む場合，裁判に要する時間や経済的な負

担，さらには債権回収の確実性を考えると，二の

足を踏んでしまうことは想像に難くない。さら

に，離婚原因が相手方（義務者）の虐待やDV（家

庭内暴力）等であった場合には，養育費の取決め

すら諦めてしまう可能性が高い。先にもみたよう

に，母子世帯の貧困は，そのほとんどが母親個人

の責任に起因するのではなく，社会の仕組みに

よってもたらされるものである。また，DV被害

者の多くは女性（母親，権利者）であるが，日本

においては，DV被害者の居住の権利が十分には

保障されておらず，被害者が加害者の持ち家や加

害者名義の借家に居住していた場合には，加害者

である義務者から逃れるために，従前の居所を出

て新たな居場所を確保しなければならないという

現状がある。日本は児童の権利条約の締約国であ

る。そうであれば，国は，養育費をめぐる紛争当

事者のパワーバランスの不均衡（DV・虐待・経済

格差等の存在）に留意し，弱い立場にある当事者

が，安心して簡便に養育費を確保できるような法

政策を構築する必要があるといえるのではないだ

ろうか。

親の子に対する扶養責任は，親であることから

当然に生じるものであり，民法においても親の子

に対する扶養義務が規定されている。継続的な養

育費の支払いは，子の健やかな成長にとって必要

であるばかりでなく，離婚その他の理由によって

離れて暮らす親と子の関係（精神的なつながり）

を維持・強化するものである。このように考える

と，養育費の取決めとその履行確保については，

当事者の自主的な問題解決に委ねられるべきであ

り，柔軟な養育費の算定・履行方法が保障される

べきである。しかし，子の父母の間に，先述した

37)
2013年の改正前の過料は，5NZドルまたは未払金の総額の10％のいずれか高い方とされていたが，2016年4月か

らは，不履行の日数に応じて算定する方法に変更された。
38)義務者は，住所・勤務先に変更があった場合，義務者と養育費を受けている者が同居を開始した場合，子が義務

者の監護から離れた場合等，養育費の額に影響を与える状況変化が生じた場合，28日以内に養育費審査局に通知

する必要がある。
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ようなパワーバランスの不均衡が存在し，当事者

間の自主的な解決や権利者からの養育費の取決め

および履行請求が期待できないような場合には，

これらを第三者機関に委ね，当事者が関与しなく

ても養育費の算定および履行確保ができるような

法制度が求められる。明石市の取組は，まさにこ

のような考え方を反映したものであろう。

本稿で紹介したニュージーランドにおいても，

養育費の算定および履行の方法については，当事

者の合意による取決めを優先すべきだとされてい

る。一方，養育費の算定に関する合意形成が困難

な場合，あるいは義務者に不履行がある場合に

は，行政機関（審査局）が消極的あるいは積極的

に関与することにより，画一的で迅速な対応を行

い，養育費をめぐる紛争の複雑化・長期化を回避

し，養育費支払の履行の確実性・継続性を実現し

ている。ニュージーランドの養育費制度は，日本

における養育費制度の在り方（制度的側面）を検

討する際の示唆となるものであろう。

養育費をめぐる紛争に行政が関与することは，

私的領域に対する国家の介入であるともいえる。

しかし，子はこれからの日本社会を担っていく存

在であり，子を貧困から解放し，その健やかな成

長を保障することは国家の義務であるともいえよ

う。養育費政策における行政の介入は，この限り

において必要性と許容性が認められるといえる。

今後，養育費の取決めおよび履行確保における行

政の関与の方法・程度等について，必要性と許容

性の観点からさらなる検討がすすめられ，全国的

な履行確保システムが構築されることを期待した

い。
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社会保障と法：社会保障と法政策

障害年金をめぐる政策課題

福田 素生＊

Ⅰ 障害年金の障害（等級）の認定

1 障害（等級）の認定の問題

障害（基礎）年金の障害（等級）の認定に関し

ては，深刻な問題があることを窺わせる出来事

が，近年相次いでいる。まず，判例研究でも言及

する2010年の滋賀県の訴訟では，過去に年金の支

給が認められたケースと知能指数，日常生活能力

の両面で有意差のないケースが不支給とされたこ

とから，当該ケースについて，訴訟提起と並行し

て，新しい診断書などを添付して再度の裁定請求

を行い，原告勝訴判決を得る前に支給の裁定を受

けたとのこと1)である。これを受け厚生労働省は，

翌年，知的障害に係る障害認定基準を改正した。

2014年には，障害基礎年金の不支給割合に最大約

6倍の地域差があるとの報道を受け，厚生労働省

は調査を行い，翌年から「精神・知的障害に係る

障害年金の認定の地域差に関する専門家検討会」

を開催し，認定の地域差を解消するため「国民年

金・厚生年金保険 精神の障害に係る等級判定ガ

イドライン」を策定し，2016年9月から施行した。

また，2017年度からは，従来，各都道府県に置か

れた日本年金機構の事務センターで行われていた

障害基礎年金の裁定が，行政内部の決定により，

機構本部（東京）の障害年金センターで厚生年金

と合わせて一元的に行われることになった。さら

に2017年12月頃から20歳前障害による障害基礎年

金の受給者約1,000人に対し，審査では障害等級

に該当せず，翌年から支給停止になる可能性があ

る旨通知された。その後，国会でも取り上げら

れ，2018年7月に原則として支給を継続する方針

が通知された。

障害（等級）の認定は，保険事故の発生を保険

者が確認し，支給の可否を分かつ重要な行為であ

り，年金給付の公平性を確保するため，合理的な

基準に基づき，透明かつ適切な手続きにより行わ

れる必要がある。しかし，上述の出来事からは，

同等の障害の状態にあっても，地域により，また

時期などにより支給の可否が異なるなど看過でき

ない不公平が生じていることが推測され，障害

（等級）認定の基準と認定のプロセスが，公平な給

付のための合理的な基準と適切な手続きとして機

能していないという疑念を抱かざるをえない状況

である。

2 障害（等級）認定の基準の歴史

政府は，公的年金制度の目的について，（労働に

よる）稼得能力が喪失または低下した場合に所得

保障を行うことであり，障害年金については，稼

得能力の喪失，低下が早期に到来したものとして

所得を保障するものと，国会で一貫して説明2)し

てきている。従って，制度目的から考えれば，障

害認定の基準も稼得能力の喪失，低下の程度とす

ることが制度本来の在り方であろう3)。

ここで実際の障害（等級）認定の基準の歴史を

＊埼玉県立大学保健医療福祉学部教授
1)土井裕明（2010）「障害年金不支給裁定取消請求訴訟を振り返る」「賃金と社会保障」No.1515，pp.4-11。
2) 例えば，平成28年12月13日 192回国会 衆議院厚生労働委員会第8号の塩崎厚生労働大臣の答弁など。従って，

2級の障害基礎年金額は，満額の老齢基礎年金額と同水準に設定されていると説明されている。
3) 福島（2018）p.129。
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就労との関係を含め，振り返ってみよう。なお，

以下の記述には，筆者の主観的な推測にすぎない

ものが，少なからず含まれていることをあらかじ

めお断りしておきたい。皆年金体制をもたらした

1961年の（拠出制）国民年金制度の発足から1985

年の制度改革までは，厚生年金は労働能力（1954

年の改正以降，1級から障害手当金までの4段階）

を，国民年金は日常生活能力（1級，2級の2段階）

をそれぞれ基準として独立，並立の制度になって

おり，障害認定の基準は異なっていたが，支給対

象は厚生年金の方が広かったと言ってよいように

思われる。これは，国民年金制度創設にあたって

の最大の争点が，拠出制，無拠出制のいずれを基

本とするかという政治状況4)の中で，拠出制を基

本に，国民の大部分が負担できるもの5)という僅

少な保険料でスタートしたため，負担との均衡

上，厚生年金と同じ範囲の障害等級を対象に給付

を行うことが困難だったことも一因ではないか。

障害年金の額が，老齢年金額から決まる関係にあ

るため，歳出6)の調整は支給対象範囲で行うしか

なく，無業者を含め，厚生年金の被保険者以外の

者を対象に，日常生活能力という別の基準によ

り，定額の負担で定額の給付を行う独立，並立の

年金制度として，国民年金の障害年金を説明せざ

るをえなかったのではなかったかと推測される。

国民年金法案提出の1か月半前までは，厚生年金

同様労働能力を基準にしており，法案提出時に

なって日常生活能力を基準とすることに変更され

た経緯があるとのことだが，その理由は記録に

残っておらず，国は，無業者も対象としているた

め労働能力は基準としてなじまないと，その後説

明するようになったとのことである7)。

1985年の抜本的な制度改正8)に伴い，1級，2級の

年金については老齢年金同様2階建てになって，

基準は国民年金に合わせて日常生活能力に一元化

され，2級に移る部分を除いた改正後の厚生年金3

級以下については，従来のまま労働能力を基準に

することとなった。これは，国民年金財政の救済

のため，基礎年金の導入による2階建ての制度体

系にすることが求められる9)中，日常生活能力，労

働能力，稼得能力には一定の相関関係が推認でき

ることもあり，改正後の厚生年金の1，2級を1階の

国民年金に合わせて日常生活能力を基準とし，1

階のない3級10)以下については，従来のままとした

のではないかと推測される11)。

以後，現在まで障害年金は，基本的に上述の基

準に基づき認定，支給されており，稼得能力の喪

失，低下の程度が障害（等級）認定の基準になっ

たことはなかった。このように，障害（等級）認

定の基準の歴史を振り返ってみると，障害者の所

得保障のニーズだけでなく，（大きな）制度改革時

における年金制度体系の見直しや年金財政など制

度的な要因によっても影響を受けているように思

われ，その結果，特に国民年金では，障害の範囲

が狭く，稼得能力の喪失，低下に適切に対応でき

ていない可能性がある。

4)吉原（2004）p.44。
5)小山（1959）p.29，具体的には，月額100円（35歳未満）または150円（35歳以上）で，その後も積立方式による

スタートの中，5年以上据え置かれた。
6)拠出制の制度が未成熟で，老齢年金の支出が想定されない当初の10年間は，支出の約3分の1を障害年金が占め

ると予想されていた。小山（1959）pp.90-91参照。
7)安部敬太「障害年金における等級認定の歴史的変遷〜労働能力・稼得能力と日常生活能力〜」東京社会保障法研

究会2018年11月17日の報告レジメp.5参照。
8) それまで，障害福祉年金の対象だった20歳前障害には，（本人の所得制限付きで）障害基礎年金が支給されるこ

とになり，給付水準については，例外的に大きく改善されることになったが，これは，老齢年金を段階的に最大約

25％削減するという難しい制度改正を実現するために，抱き合わせで実施されたものである。百瀬優・山田篤裕

「1985年年金改正：制度体系再編へ至る道」『社会保障研究』Vol.3 No.1，p.80。
9) 国立社会保障・人口問題研究所「日本社会保障資料Ⅳ（1980−2000）」6 年金 2．財政再計算にともなう制度

改正1．基礎年金の導入（1985（昭和60）年改正）参照。
10) 厚生年金3級には，基礎年金満額の4分の3という最低保障額が設定されているだけである（厚生年金保険法50条

3項）。厚生年金3級の水準については，百瀬（2018），pp.105-107参照。
11)類似の整理は，遺族年金の受給権者のずれや付加年金などの国民年金の独自給付の存在にも見られる。
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3 障害（等級）認定の基準と就労との関係

1，2級の基準となっている日常生活能力と就労

との関係については，判例研究でも言及するよう

に，障害認定基準の「第2の障害の状態の基本」の

2級で「日常生活は極めて困難で，労働により収入

を得ることができない程度のもの」とされてお

り，障害の範囲を狭くとらえてきたと考えられ

る。国民年金創設後，それほど経っていない時期

（障害者雇用促進法（1960年）は，施行後，日も浅

く，障害者就労が進んでいない時期）は，就労に

より収入を得ている場合（就労の有無にかかわら

ず，定量化された視・聴力のみで障害が認定され，

年金を受給できる視・聴覚障害者のような外部障

害の場合12)を除く）は，障害年金を不支給とする

ことがむしろ普通だったのではないか。その後，

例えば，これまで就労できず，障害基礎年金を受

給していた知的障害者などが，障害者雇用の拡

大，多様化の中で，福祉的就労を含め就労できる

ようになると，障害年金の継続が求められ，援助，

配慮を受けて就労しながらの障害基礎年金の受給

が少しずつ認められるようになってきたのではな

いかと推測される。このように，現在の基準で

は，就労の有無にかかわらず，年金を受給できる

障害者がいる一方，就労により年金が受給できな

い障害者も少なくないように思われ，就労との関

係が公平，適切に整理されていないように思われ

る。

4 障害（等級）認定の基準の在り方

知識経済，情報経済ともいわれる状況の中で，

日常生活能力を稼得能力の代替的な基準として利

用することは難しくなってきており，障害等級の

基準として，正面から稼得能力の喪失，低下を取

り上げ，障害者雇用の拡大，多様化も踏まえ，稼

得能力の低下の程度についても，きめ細かく段階

的に評価できるような基準が求められているので

はないか。無論，稼得能力に基づく合理的な基準

の作成は，実際には容易ではなく，適切な検討母

体を作った上で，相当の時間と専門家の知見，労

力を投入して，主要国の例や労災など関連制度と

の比較も行いながら，後述の適切な手続きの在り

方を含めて，掘り下げた検討を行うべきであろ

う。その場合，稼得能力，労働能力，日常生活能

力の意味と相互関係や補装具など関係制度の利

用，就労や周辺環境との関係などを含め，誰のど

のような能力を基準に判断するのか，障害ごと

に，きめ細かく，具体的に検討する必要があろう。

5 障害認定の手続きなど

障害（等級）認定は，具体的に何を基準に判断

するかという実体面と，どのような手続きにより

判断するかという手続き面に大別して考えること

ができる。例えば介護保険の場合，保険者である

市町村は，付属機関として介護認定審査会を置

き，厚生労働省令に定める調査などに基づき，保

健，医療，福祉の専門家が，厚生労働省令で定め

る基準に従い，審査，判定を合議で行い，その結

果に基づき要介護認定を行うことが介護保険法13)

で定められている。それでも認定の地域差などが

指摘されているが，障害年金の場合，障害等級の

認定の手続きについて法令の規定はなく，実際に

は，診断書作成医による診断書などを基に，日本

年金機構の障害認定審査医員が内部手続きで行っ

ている。障害等級の認定についても，介護保険な

どを参考に，医師だけでなく障害者の雇用や福

祉，社会保障法などの専門家を加えた独立性を有

する機関の合議に基づき行うことを法令で定め，

公平性や透明性を高めるべきではないか。

また，障害認定の有効期間に関しては，有期認

定と永久認定がある。介護保険の場合，要介護認

定の有効期間について，要介護状態区分に応じて

厚生労働省令で定める期間とすることが介護保険

法14)で定められている。これに対し，障害認定の

場合，有効期間やその基準について，明確な法令

12)就労し，収入があれば，年金を受給できなくなる可能性が高くなる精神などの障害者と比べ，ダブルスタン

ダードになっているのではないか。
13) 同法7，14，27条など。
14) 同法28条。
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上の規定はないように思われる。恣意的な運用の

危険を排し，公平な年金給付を行うため，必要な

法令の整備が求められよう。

Ⅱ 障害者の所得保障制度の総合的な見直し

1 障害年金をめぐる環境の変化

これまで述べてきたような障害（等級）認定の

問題に対応すれば，障害年金の課題は解決するの

だろうか。障害（等級）認定の基準とその手続き

の見直しだけでも，一定の意味はあろうが，以下

のような障害年金をめぐる環境の変化などを踏ま

え，総合的に障害者所得保障制度の在り方を検討

する中で，障害認定の基準やその手続きについ

て，給付の対象や水準など制度の基本的な枠組み

とも密接に関係する要素として，それらと併せて

検討することが必要ではないだろうか。

現行の障害者所得保障制度の基本的枠組みは，

1985年の年金制度改革や障害児・者に対する社会

手当制度改革により整備され，ほぼそのまま続い

てきたものである15)が，前述のように，就労との

関係などで支給対象が狭く限定されている場合が

あり，障害により稼得能力が低く，所得保障ニー

ズがあっても，障害基礎年金を受けられない者が

いる一方，就労，稼得にかかわらず年金が支給さ

れる場合もあり，障害者の所得保障ニーズに公

平，適切に対応できていない可能性がある。

一方，この間，障害年金をめぐる環境は大きく

変化している。まず，障害者の就労や稼得環境に

ついては，障害者雇用促進法による障害者雇用率

の改善や障害者総合支援法に基づく訓練等給付に

より，不十分な実態はあるものの，一定程度改善

されていると言ってよい。また，日常生活能力の

制約に対応する介護などのサービスについても，

支援費制度，障害者自立支援法，障害者総合支援

法という変遷の中で，ある程度の改善が図られて

きたように思われる。一方，障害基礎年金16)につ

いては，老齢基礎年金同様，マクロ経済スライド

の対象17)となっており，今後，本格的に発動され

れば，約30年の長期にわたって，約3割減額され，

多くの障害者の生活が大きな影響を受けることが

予想されている。

2 障害者の所得保障制度の総合的な見直し

しかし，こうした環境の変化などを踏まえた障

害者の所得保障制度の検討は行われていない。障

害者の所得保障ニーズをベースに，障害ごとにき

め細かく対応した所得保障制度の在り方を，雇

用，福祉の関連制度の整備を踏まえ，マクロ経済

スライドの適用が本格化する前に，最低賃金や生

活保護制度などの他の所得保障制度との関係を含

め，総合的に検討する必要があるのではないか。

その作業の中で，稼得能力の喪失，低下という所

得保障ニーズを有する障害者を公平に選定するた

めの障害認定の基準や手続きの仕組み―それは，

給付水準，就労インセンティヴとの関係18)など制

度の基本的な仕組みとも密接に関連する―を，検

討する必要があるように思われる。

なお，我が国が皆年金という選択をせず，ドイ

ツのように被用者以外に加入を義務づける年金制

度を整備しなかったとすれば，20歳前障害など現

在の障害基礎年金に相当するものを，後年，社会

手当として整備することになった可能性が高いと

考えられる。その意味で，国民年金制度の中で20

歳前障害などに対応したのは，障害者の所得保障

の歴史にとって大きな分岐点だったと思われる。

15)駒村康平（2016）「1985年以降の所得保障制度の動向」『社会保障研究』Vol.1 No.2，pp.268-269参照。
16) 障害年金受給者の約4分の3が，基礎年金のみの受給者であり，その約3分の2，つまり障害年金受給者の半分が

20歳前障害による基礎年金受給者であり，その相当部分が知的障害によるものである。百瀬優（2016）「障害年金

の課題と展望」『社会保障研究』Vol.1 No.2，p.340参照。
17)老齢（基礎）年金と同様に，障害（基礎）年金にマクロ経済スライドは適用できるのだろうか。高齢者は，現役

時代の就労により，ある程度の時間を使って，貯蓄や生活基盤の整備が可能であるのに対し，障害者（特に20歳前

障害による障害基礎年金のみの受給者）の場合，そうした準備が可能な人は少数で，実態も踏まえマクロ経済ス

ライドの適用について考えていく必要があろう。
18)永野（2012）pp.262-263，福島（2018）p.129参照。
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ちなみに，国民年金法制定時点で，社会手当19)は，

一切制度化されていなかった。しかし，20歳前障

害の障害基礎年金については，社会保険原理の逸

脱になっており，マクロ経済スライドの適用が本

格化すれば，受給者に最も深刻に影響することが

予想されることから，社会保障と税の一体改革の

ような枠組み20)を通じ，障害者の支援制度を総合

的に検討する中で，従来通り，社会保険たる年金

制度の中で対応するのか21)，それとも社会手当化

を進めるのが適切なのか，具体的な制度設計を含

め検討する必要があろう22)。
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Ⅰ 事実

20歳未満時に初診日がある軽度の知的障害者X

（原告，平成5年生まれ）が，20歳に達した日にお

いて障害等級に該当する程度の障害の状態にある

として，国民年金法（以下「法」という。）第30条

の4第1項所定の障害基礎年金（以下「無拠出制の

障害基礎年金」という。）の裁定を請求したとこ

ろ，厚生労働大臣から，同日現在，障害等級に該

当する障害の状態には該当しないとして障害基礎

年金を支給しない旨の処分（以下「本件処分」と

いう）を受けた。Xは本件処分を不服として，審

査請求及び再審査請求を行ったが，いずれも棄却

されたため，本件処分は障害の程度の評価を誤っ

た違法なものであるとして，その取消しを求める

訴訟を提起した。

Ⅱ 判旨

Xの請求を認容し，本件処分を取り消した。

1 障害認定基準など障害等級の認定について

（1）判決は，無拠出制の障害基礎年金の障害等

級に係る関係法令を概観した上で，「障害認定基

準は，障害基礎年金等の裁定権者である厚生労働

大臣による障害等級の認定の基準として定められ

ているものと解されるところ，その内容及び策定

や改正の経緯等に照らせば，障害認定基準は，法

的拘束力を有するものではないものの，近時の医

学的知見を踏まえたものであって合理的なものと

いうことができる。したがって，障害の状態が障

害等級2級に該当する程度のものであるか否かの

認定は，特段の事情がない限り，障害認定基準を

参酌して判断するのが相当」である。

（2）知的障害についても，障害認定基準の知的

障害2級として例示されている状態に該当するか

同程度の状態かで判断するのが相当とし，「その

際には，障害認定基準が定める通り，知能指数の

みに着眼することなく，日常生活の様々な場面に

おける援助の必要度を勘案して総合的に判断すべ

きであり，また，就労をしている者も援助や配慮

の下で労働に従事していることが通常であること

を踏まえ，労働に従事していることをもって，直

ちに日常生活能力が向上したものと捉えず，現に

労働に従事している者については，その療養状況

を考慮するとともに，仕事の種類，内容，就労状

況，仕事場で受けている援助の内容，他の従業員

との意思疎通の状況等を十分勘案した上で日常生

活能力を判断すべきである。」

（3）また，日常生活能力の判断に当たっては，

診断書にある通り，単身で生活することを仮定し

て判断するのが相当であるとする。なお，本件処

分後に施行された「国民年金・厚生年金保険 精

神の障害に係る等級判定ガイドライン」（以下「ガ

イドライン」という。）に示された目安に基づく検

＊埼玉県立大学保健医療福祉学部 教授

就労している軽度の知的障害者に対する障害基礎年金支給の可否 97

社会保障と法：社会保障判例研究

就労している軽度の知的障害者に対する

障害基礎年金支給の可否


東京地裁平成30年3月14日判決

平成27年（行ウ）第534号 障害基礎年金不支給処分取消請求事件

判例時報2387号3頁 
福田 素生＊
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討を求める原告の主張については，ガイドライン

施行に併せて見直された診断書の記載要領を踏ま

え，改めて原告を直接診察した医師から20歳に達

した日における診断書又は追加の意見書が提出さ

れない限り，検討の前提を欠くとする。

2 認定事実と検討

裁定請求時に提出された診断書により，障害の

原因となった傷病，日常生活能力の判定や程度，

就労状況や労働能力などについて，診断書の7つ

の項目（ア適切な食事，イ身辺の清潔保持，ウ金

銭管理と買物，エ通院と服薬，オ他人との意思伝

達及び対人関係，カ身辺の安全保持及び危機対

応，キ社会性）に沿って丁寧に確認するとともに，

関係者の証言などを踏まえ，原告の就学，就労の

経歴や生活状況についても日常生活能力を判断す

る前提となる事実として，幅広くかつ詳細に事実

認定した。

その上で，被告が「診断書における日常生活能

力に係る記載は，日常生活における家族の援助の

必要性を過大に記載した傾向が見られるものであ

る旨を主張」していることを踏まえ，診断書にお

ける日常生活能力の判定の記載の相当性につい

て，病歴状況申立書や関係者の証言を踏まえ，前

述の具体的な項目ごとに詳細に検討するととも

に，就学，就労状況などその他の事情も加えて，

診断書における日常生活能力の程度の記載の相当

性についても検討し，日常生活能力の判定につい

ては「いくつかの項目においては日常生活能力を

やや過少に評価しているきらいがないではない

が，全体としての記載内容はおおむね相当であ

り」，日常生活能力の程度についても，所定の選択

項目のうち（2）や（3）ではなく，「「（4）知的障

害を認め，日常生活における身のまわりのこと

も，多くの援助が必要である。」を選択した本件診

断書の判断は，相当というべきである。」とし，総

合的に判断すべき原告の「障害の状態は，障害認

定基準による「知的障害があり，食事や身のまわ

りのことなどの基本的な行為を行うのに援助が必

要であって，かつ，会話による意思の疎通が簡単

なものに限られるため，日常生活に援助が必要な

もの」に該当するか，又はこれと同等程度のもの

であり，障害等級2級に該当する程度のものであ

る」と判断した。

「なお，被告は，障害認定基準が，障害等級2級

の障害の程度につき，「家庭内の生活でいえば，活

動の範囲がおおむね家屋内に限られるものであ

る。」とするところ，原告の活動範囲は，家庭内に

とどまるものでないことは明らかで，原告は障害

等級2級に該当しない旨を主張する」が，障害認定

基準は1（2）の通り，「労働に従事していることを

もって，直ちに日常生活能力が向上したものと捉

えず」，「親族や職場の関係者等の支援を受けた結

果，対象者の活動の範囲が家庭内にとどまらない

場合に直ちに2級に該当しないとするべきではな

いというべき」とし，被告の主張を退け，本件処

分を取り消した。

Ⅲ 解説

判決に結論として賛成。

1 本判決の位置づけと意義

本判決は，障害者雇用枠などを利用して就労

し，地域での自立生活を目指している軽度の知的

障害者の障害基礎年金不支給処分を取り消した数

少ない事案1)の一つである。就労，稼得できてい

る外形から不支給と判断されがちな場合も少なく

ないように思われる類似の事案と一線を画し，さ

まざまの援助を受けて就労が可能になっている実

態を丁寧に検証し，障害認定基準に定める障害に

該当すると判断したもので，就労している軽度知

的障害者に対する障害基礎年金の支給の可否の判

断に影響を与えることが予想される。

2 関係法令の概要

法30条の4第1項は，20歳未満時に初診日（初め

て医師又は歯科医師の診察を受けた日）がある傷

1)後述の滋賀訴訟（大津地判平成22年1月19日判決（「賃金と社会保障」1515号，p.21））や大阪地判平成27年5月15

日判例集未登載など。

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 198
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病による障害者が，障害認定日（当該初診日から

1年6月を経過した日（その期間内にその傷病が

治った場合には，その治った日（その症状が固定

し治療の効果が期待できない状態に至った日を含

む。））以後に20歳に達したときは20歳に達した日

において，障害認定日が20歳に達した日後である

ときはその障害認定日において，障害等級に該当

する程度の障害の状態にあるときは，その者に障

害基礎年金を支給するとし，無拠出制の障害基礎

年金について定めている。

障害等級については，無拠出制について個別の

定めをしているわけではなく，拠出制の障害基礎

年金の障害等級について規定した法30条2項が適

用されると解される。同項は，障害等級は，障害

の程度に応じて重度のものから1級及び2級とし，

各級の障害の状態は，政令で定めるとし，委任を

受けた法施行令4条の6で，障害等級の各級の障害

の状態は，法施行令別表に定めるとおりとすると

規定している。別表では，障害等級の障害とし

て，身体の機能の障害，長期にわたる安静を必要

とする病状，精神の障害及びそれらが重複する場

合をあげる。障害の状態については，視聴覚障害

や肢体不自由のように定量化した視力，聴力や

「両上肢のすべての指を欠くもの」といった障害

を科学的な尺度のみで示すものも身体の機能の障

害にはあるが，それ以外の身体の機能の障害やそ

の他の障害については，「前各号と同程度以上と

認められる状態」で，1級は「日常生活の用を弁ず

ることを不能ならしめる程度のもの」（九号），2級

は「日常生活が著しい制限を受けるか，又は日常

生活に著しい制限を加えることを必要とする程度

のもの」（十五号）とされており，日常生活能力を

基準に障害の程度，状態を判断することとされて

いる。なお，知的障害を含む精神の障害について

も，「精神の障害であって，前各号と同程度以上と

認められる程度のもの」（1級の十号，2級の十六

号）とされ，日常生活能力を基準に障害の程度を

判断するとしている。

3 障害認定基準

障害基礎年金等の障害等級の認定は，「国民年

金・厚生年金保険障害認定基準」（昭和61年庁保発

15号，平成14年庁保発12号等）に基づき行われて

いる。

障害認定基準は，「第1 一般的事項」「第2 障

害認定に当たっての基本的事項」「第3 障害認定

に当たっての基準」から構成されている。

第1では，障害の状態，傷病，初診日，障害認定

日など基本的な事項に説明が加えられている。

第2では，障害の程度について，障害の状態の基

本として2級については，「身体の機能の障害又は

長期にわたる安静を必要とする病状が，日常生活

が著しい制限を受けるか又は日常生活に著しい制

限を加えることを必要とする程度のものとする。

この…程度とは，必ずしも他人の助けを借りる必

要はないが，日常生活は極めて困難で，労働によ

り収入を得ることができない程度のものである。

例えば，家庭内の極めて温和な活動（軽食作り，

下着程度の洗濯等）はできるが，それ以上の活動

はできないもの又は行ってはいけないもの，すな

わち，病院内の生活でいえば，活動の範囲がおお

むね病棟内に限られるものであり，家庭内の生活

でいえば，活動の範囲がおおむね家屋内に限られ

るものである。」とされている。また，認定の方法

について，前述の「第2の「障害の程度」に定める

ところに加え，第3の第1章「障害等級認定基準」

に定めるところにより行うものとする。」とされ

ている。

第3では，「第1章 障害等級認定基準」で，個別

の障害について認定基準と認定要領を定めてお

り，「第8節 精神の障害」では，認定基準につい

て，「精神の障害の程度は，その原因，諸症状，治

療及びその病状の経過，具体的な日常生活状況等

により，総合的に認定するものとし，…日常生活

が著しい制限を受けるか又は日常生活に著しい制

限を加えることを必要とする程度のものを2級に，

…認定する。精神の障害は，多種であり，かつ，

その症状は同一原因であっても多様である。した

がって，認定に当たっては具体的な日常生活状況

等の生活上の困難を判断するとともに，その原因

及び経過を考慮する。」とされている。また，認定

要領については，精神の障害の区分ごとに定めら

就労している軽度の知的障害者に対する障害基礎年金支給の可否 99
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れており，知的障害については「知的障害とは，

知的機能の障害が発達期（おおむね18歳まで）に

あらわれ，日常生活に持続的な支障が生じている

ため，何らかの特別な援助を必要とする状態にあ

るものをいう。」，2級に相当すると認められるも

のを一部例示すると「知的障害があり，食事や身

のまわりのことなどの基本的な行為を行うのに援

助が必要であって，かつ，会話による意思の疎通

が簡単なものに限られるため，日常生活にあたっ

て援助が必要なもの」，「知的障害の認定に当たっ

ては，知能指数のみに着眼することなく，日常生

活のさまざまな場面における援助の必要度を勘案

して総合的に判断する。日常生活能力等の判定に

当たっては，身体的機能及び精神的機能を考慮の

上，社会的な適応性の程度によって判断するよう

努める。」「就労支援施設や小規模作業所などに参

加する者に限らず，雇用契約により一般就労をし

ている者であっても，援助や配慮のもとで労働に

従事している。したがって，労働に従事している

ことをもって，直ちに日常生活能力が向上したも

のと捉えず，現に労働に従事している者について

は，その療養状況を考慮するとともに，仕事の種

類，内容，就労状況，仕事場で受けている援助の

内容，他の従業員との意思疎通の状況等を十分確

認したうえで日常生活能力を判断すること。」な

どと記載されている。

なお，障害認定基準は，逐次改正されてきてい

るが，本件に関係が深いものとしては，2011年9月

から施行された改正がある。この改正は，滋賀県

において，障害等級に該当しないとして障害基礎

年金を不支給とする裁定を受けた就労している軽

度知的障害者が提起した訴訟（以下「滋賀訴訟」

という。）において，国が敗訴したことなどを受け

て行われた。具体的には，認定要領などが変更さ

れ，就労の評価についての記載（表1参照）と，診

断書の就労状況の記載がより詳細になった。ま

た，2014年の調査で，障害基礎年金の新規裁定に

かかる不支給率について，都道府県間で最大6倍

の格差があることが明らかになったことを踏ま

え，「国民年金・厚生年金保険 精神の障害に係る

等級判定ガイドライン」（併せて，「診断書（精神

の障害用）の記載要領」及び「日常生活および就

労に関する状況について（照会）」）が策定され，

2016年9月から施行されている。

4 原告の20歳に達した日における障害が，

障害等級2級に該当するものであるかの検討

（1） 一般的な判断枠組み

争点は，原告が20歳に達した日における障害

が，障害年金2級に該当するものであるか否かで

ある。前述2)の大阪地裁判決など他の裁判例では，

法施行令別表の合憲性，合法性が争われたケース

もあるが，本件の原告は争っていない。また，障

害認定基準の合理性，相当性を問題にしているわ

けではなく，障害認定基準をあてはめたときに，

例示される障害等級2級の状態に原告が該当する

と主張している。裁判所は，行政規則である障害

認定基準に拘束されるわけではないが，判旨1（1）

にあるように，内容や策定の経緯等に照らし，近

時の医学的知見を踏まえた合理的なものと認めら

れるとする障害認定基準を，特段の事情がない限

り参酌して判断するのが相当とする一般的な判断

枠組みを示した。その上で，判旨2のように，診断

書等から日常生活能力の判定やその程度につい

て，具体的な項目ごとに詳細かつ総合的に検討

し，原告の障害の状態は，障害等級2級に該当する

程度というべきと裁判所自ら判断し，評価の判断

を誤った本件処分を違法であるとして取り消し

た。

行政府は，法の委任を受けた同法施行令で障害

年金の対象となる障害について大枠を定め，より

専門性の高い詳細な障害の状態や程度の基準につ

いて，公平な障害認定を担保するため，行政規則

で障害認定基準を定めているわけである。障害の

大枠を定めている同法施行令は，一般私人に対し

て法的効力を有する法規命令であり，委任の範囲

を逸脱したものであれば違法となり，無効であ

る3)。しかし，委任立法に定められている障害基

2) 前掲1）参照。
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3) 委任の範囲を逸脱し，無効であるとされた社会保障制度に関する事例として，児童扶養手当法施行令に関する

最判平成14年1月31日民集56巻1号246頁。
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表1 国民年金・厚生年金保険障害認定基準の改正（2011年9月施行）

（傍線部分は改正部分）

改正後 改正前

第3 障害認定に当たっての基準 第3 障害認定に当たっての基準

第1章 障害等級認定基準 第1章 障害等級認定基準

第8節／精神の障害 第8節／精神の障害

2 認定要領 2 認定要領

A〜C（略） A〜C（略）

D 知的障害 D 知的障害（精神遅滞）

（1） 知的障害とは，知的機能の障害が発達期（概ね18歳ま

で）にあらわれ，日常生活に持続的な支障が生じている

ため，何らかの特別な援助を必要とする状態にあるもの

をいう。

（1） 知的障害とは，知的機能の障害が発達期（概ね18歳ま

で）にあらわれ，日常生活に持続的な支障が生じている

ため，何らかの特別な援助を必要とする状態にあるもの

をいう。

（2） 各等級に相当すると認められるものを一部例示すると

次のとおりである。

（2） 各等級に相当すると認められるものを一部例示すると

次のとおりである。

障害の等級 障 害 の 状 態 障害の等級 障 害 の 状 態

1級

知的障害があり，食事や身のまわりのこ

とを行うのに全面的な援助が必要であっ

て，かつ，会話による意思の疎通が不可能

か著しく困難であるため，日常生活が困難

で常時援助を必要とするもの

1級

知的障害があり，日常生活への適応が困

難で，常時介護を要するもの

2級

知的障害があり，食事や身のまわりのこ

となどの基本的な行為を行うのに援助が必

要であって，かつ，会話による意思の疎通

が簡単なものに限られるため，日常生活に

あたって援助が必要なもの

2級

知的障害があり，日常生活における身辺

の処理にも援助が必要なもの

3級
知的障害があり，労働が著しい制限を受

けるもの
3級

知的障害があり，労働が著しい制限を受

けるもの

（3） 知的障害の認定に当たっては，知能指数のみに着眼す

ることなく，日常生活のさまざまな場面における援助の

必要度を勘案して総合的に判断する。

また，知的障害とその他認定の対象となる精神疾患が

併存しているときは，併合（加重）認定の取扱いは行わ

ず，諸症状を総合的に判断して認定する。

（3） 知的障害（精神遅滞）の認定に当たっては，知能指数

のみに着眼することなく，日常生活のさまざまな場面に

おける援助の必要度を勘案して総合的に判断する。

（4） 日常生活能力等の判定に当たっては，身体的機能及び

精神的機能を考慮のうえ，社会的な適応性の程度によっ

て判断するよう努める。

（4） 日常生活能力等の判定に当たっては，身体的機能及び

精神的機能，特に，知情意面の障害も考慮の上，社会的

な適応性の程度によって判断するように努める。また，

現に仕事に従事している者については，その療養状況を

考慮し，その仕事の種類，内容，従事している期間，就労

状況及びそれらによる影響も参考とする。

（5） 就労支援施設や小規模作業所などに参加する者に限ら

ず，雇用契約により一般就労をしている者であっても，

援助や配慮のもとで労働に従事している。

したがって，労働に従事していることをもって，直ち

に日常生活能力が向上したものと捉えず，現に労働に従

事している者については，その療養状況を考慮するとと

もに，仕事の種類，内容，就労状況，仕事場で受けている

援助の内容，他の従業員との意思疎通の状況等を十分確

認したうえで日常生活能力を判断すること。

出所：（厚生労働省ホームページ，一部改変，2019年3月14日取得）。

https://www.mhlw.go.jp/web/t_img?img=562701

https://www.mhlw.go.jp/web/t_img?img=562702
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礎年金の趣旨，目的が，就労との関係などであい

まいであること4)を考えると，法施行令の違法性

を論証することは簡単ではないように思われる。

また，障害認定基準は，通知による行政規則であ

り，行政組織内部での効果しかないので，一般私

人との関係で裁判規範性を有しない。したがって

裁判所は，独自の解釈適用基準を提示し，それに

基づき判断することが可能であり，通知に定める

取扱いが法の趣旨に反するときは，独自にその違

法を判断することもできる。しかし，多様な障害

の状態や程度といった専門性の高い事項につい

て，裁判所が独自の基準を示すことは，かなり困

難であろうし，障害認定基準に依拠しても，具体

事案の妥当な解決を図ることが可能であると判断

し，上述の一般的な判断枠組みを示したのではな

いかと思われる。なお，よりストレートに行政規

則に依拠し，（特段の事情がない限り）障害認定基

準に「よって」，あるいは「従い」判断するのが相

当としている裁判例5)もあるが，本判決では，「特

段の事情がない限り」，「障害認定基準を参酌して

判断するのが妥当」（下線は筆者）としており，裁

判所による独自の判断の余地をより残したものと

考えられよう。

（2）（就労している軽度の）知的障害者の障害

等級該当性についての判断枠組み

一般的な判断枠組みを示した上で知的障害者に

ついて，知的障害でいえば，知的障害の認定要領

の例示に該当すると認められるかで判断するのが

相当とし，その際には，知能指数のみに着眼する

ことなく，日常生活のさまざまな場面における援

助の必要度を勘案して総合的に判断すべきである

とした。本件は，就労している軽度の知的障害者

が障害等級に該当すると認められた事例であり，

先行事例である前述の滋賀訴訟などを契機に改正

された障害認定基準や診断書に基づくケースであ

る。裁判所は，就労についても，前述の滋賀訴訟

後に改正された認定要領（表1参照）を引用して

「労働に従事していることをもって，直ちに日常

生活能力が向上したものと捉えず，現に労働に従

事している者については，その療養状況を考慮す

るとともに，仕事の種類，内容，就労状況，仕事

場で受けている援助の内容，他の従業員との意思

疎通の状況等を十分勘案した上で日常生活能力を

判断すべきである。」とする。そして，原告の障害

の程度は，障害等級2級の障害の状態の基本であ

る「家庭内の生活でいえば，活動の範囲がおおむ

ね家屋内に限られるものである。」にとどまらな

いことは明らかであり，障害等級2級に該当しな

いとする被告の主張を，「親族や職場の関係者等

の支援を受けた結果，対象者の活動の範囲が家庭

内にとどまらない場合に直ちに2級に該当しない

とするものではないというべき」として退けてい

る。

前述の第2の障害の状態の基本についての記述

は，「身体の機能の障害又は長期にわたる安静を

必要とする病状」に限定され，精神の障害（知的

障害を含む）には適用されないようにも読め，仮

にそうだとすれば被告の反論自体，根拠を欠くこ

とになる。そうではなく，精神の障害にも適用さ

れると解せば，「労働により収入を得ることがで

きない程度」との記述もあり，一見，矛盾するよ

うにも見える知的障害の認定要領の就労に関する

記述との関係を裁判所はどう理解，参酌したのだ

ろうか。いずれにしろ，「活動の範囲がおおむね

家屋内に限られる」などの表現は，もはや例示と

しても不要，不適切であり，基準から削除すべき

であろう。判決は，障害者雇用促進法，障害者総

合支援法などにより，福祉的就労にとどまらず，

一般就労を含めて知的障害者の就労機会が拡がる

4)永野（2012），pp.260-261。法律上は，年金制度の目的について「（障害によって国民生活の安定がそこなわれる

ことを国民の共同連帯によって防止し）健全な国民生活の維持，向上に寄与すること」（国民年金法第1条），「（労

働者の障害について保険給付を行い）労働者の生活の安定と福祉の向上に寄与すること」（厚生年金保険法第1条）

と規定されているだけで，（労働による）稼得能力の喪失，低下に対する所得保障とする趣旨の規定はなく，特に

国民年金法において，就労との関係はあいまいな規定になっている。
5) 前掲1）の大阪地裁判決など。

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 1102
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中で，個別の実態をきめ細かく把握し，障害によ

るハンディキャップを抱えながらも，周囲の支援

を得て就労し（多額とはとても言えない賃金を得

て），グループホームなど地域での自立を目指し

ている軽度知的障害者を勇気づける妥当な判断で

あるように思われる。

（3） その他

Ⅱ1（3）の通り，裁判所は，診断書の通り，日

常生活能力の判定に係る判断にあたっては，単身

で生活することを仮定して判断することが相当で

あるとしており，その理由として「これは，生活

環境の実態による不均衡を防ぎつつ，上記した援

助が必要な程度を適正に判断するための方法と解

され，合理性が認められる」と判示している。保

険料納付など所定の義務を履行した被保険者に，

同居親族の有無などの個人的な事情に関わらず同

等の受給権が生じるとする社会保険の基本的な考

え方に適合的な判断になっている。ただ，無拠出

の障害基礎年金は，被保険者になっていない者に

受給権が発生する例外的な制度であり，所得によ

る（一部）支給停止といった社会福祉的な要素も

持っているが，（施設を出て）地域での自立生活を

目指す障害者を支援する判断であるように思われ

る。

また，検討の前提を欠くとされた「ガイドライ

ン」の目安に基づく検討を求める原告の主張につ

いても，判決を逆に読めば，改めて原告を直接診

察した医師から20歳に達した日における診断書又

は追加の意見書が提出されれば，「ガイドライン」

による検討対象になりうるとも読めるように思わ

れる。障害基礎年金は何度でも遡及して請求でき

るし，事後重症による途もあるので，これまで非

該当とされてきた障害者にとっても申請の門戸を

広げる方向で働く可能性も考えられよう。

（ふくだ・もとお）
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投稿：論文

介護保険制度がもたらす地域間格差是正の可能性について

長谷川 良二＊1，安岡 匡也＊2

抄 録

介護保険制度はさまざまな形でマクロ経済に影響を与えている。介護保険制度の存在による税や社

会保険料負担の発生は家計の可処分所得の低下を通じて総消費を減少させる効果を持つ。しかし一方

で，介護保険制度による自己負担の軽減は介護リスクに備えた予備的貯蓄動機を減らすことを通じて現

在の消費を増やす効果もある。本稿はそのような効果を検証するために，家計消費に関する理論モデル

を展開した上で，現実の日本のデータを用いて構築した理論モデルに基づく数値計算を行った。加え

て，都道府県間産業連関表を用いて家計消費がもたらす経済波及効果を計測することによって，介護保

険制度が総消費や経済波及効果に与える影響を国全体だけでなく地域別にも考察を行った。本稿の分

析により，介護保険制度の拡充は一国の総消費を増加させ，さらに地域間格差を是正させる可能性があ

ることが示唆された。

キーワード：介護保険給付率，世代重複モデル，都道府県間産業連関表，ジニ係数

社会保障研究 2019, vol. 4, no. 1, pp. 104-118.

Ⅰ はじめに

日本における介護保険制度は2000年4月より始

まり，現状では，介護サービスの利用の際，自己

負担は1割であり残りの9割は税・保険料収入によ

り集められた財源により給付される。少子高齢化

が進展し続ける日本において，介護保険制度の役

割はますます重要になっており，社会状況に応じ

た制度の見直しや拡充は喫緊の課題である。

介護保険制度の消費生活に与える短期的な効果

に注目すると，まず介護費用の自己負担が軽減さ

れることによる介護サービス以外の消費の増加が

考えられる。これは介護サービスを必要としてい

る（高齢者）世帯に対する効果であり，マクロ経

済的な視点で見ればおおむね高齢者世帯の消費支

出を増加させる効果であると言える。

また予備的貯蓄1)の減少による消費の増加も期

待される。将来，介護状態になるかどうかは若い

ときには一般的には分からないので，もし介護保

険制度がなければ，若年世代（および高齢世代）

は介護への備えとしてより多くの予備的貯蓄を行

＊1福山市立大学都市経営学部 准教授
＊2関西学院大学経済学部 教授
1) 不確実性が存在する下での貯蓄行動についてはLeland（1968），Caballero（1991），Liljas（1998），Picone et al.

（1998），Hemmi et al.（2007）などの研究があり，予備的貯蓄の存在が理論的に示されている。

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 1104
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うことになる。しかし介護保険制度が存在すれ

ば，介護状態になったとしても介護費用の自己負

担があまりかからないため，家計は予備的貯蓄を

減らし消費支出を増やす行動を取るようになると

考えられる［大守他（1998）など］。このような効果

はリスクプール効果と呼ばれる［Smith and Witter

（2004）など］が，リスクプール効果による消費増

はおおむね若年世代への効果であると言える。

一方で，介護保険制度は短期的に消費を減少さ

せる効果も併せもっている。言うまでもなく介護

費用を公的に給付するためには，税・保険料など

の形で財源を確保する必要がある。したがって介

護保険制度の導入は，原則として税や保険料の増

大による可処分所得の減少を通じて，消費の減少

をもたらす効果をもっている。そしてこのような

消費減の効果は若年世代と高齢者世帯のいずれも

が被る影響であると言える。

以上を踏まえると，介護保険制度には消費支出

を増加させる効果と減少させる効果の両側面があ

り，それらが与える家計への影響は世代間によっ

て大きく異なることは明白である。さらに上述し

たように高齢化率が地域間で差があることを踏ま

えれば，介護保険制度が地域経済へ与える影響も

地域間で大きく異なることも予想される。

本稿はこのような状況に注目し，介護保険制度

の拡充が各地域の消費パターンをどのように変化

させ，さらに地域間交易や産業構造の違いを通じ

て最終的にどのように地域経済に影響を与えるの

かを検証する。具体的には介護や世代を考慮した

家計行動の理論モデルを構築した上で，Hasegawa

et al.（2015）により作成された都道府県間産業連

関表を用いて消費支出への影響を通した介護保険

制度が与える地域経済への影響について実証分析

を行う。そして分析結果を踏まえ，介護保険制度

が少子高齢化対策だけでなく，地域経済の活性化

や格差是正にどのような役割を果たしうるかを考

察する。

安岡（2016）では，さまざまな高齢化シナリオ

を考慮したいくつかのパラメータ条件の下で，介

護保険制度の自己負担率を変えることで，消費，

貯蓄及び効用水準にどのような影響を与えたのか

を分析したが，本稿は，現実的に観察されるデー

タを下にしたパラメータの下で，マクロ経済全体

の消費，貯蓄水準だけでなく，各都道府県におけ

る介護保険制度の自己負担の変更による経済波及

効果を見たものである。

以下，本稿の構成は以下の通りである。Ⅱ節で

は介護保険制度を分析するための地域産業連関手

法を説明する。Ⅲ節では世代重複モデルを基本と

した介護保険制度が存在する下での家計行動に関

する理論モデルを構築する。Ⅳ節では構築した理

論モデルの数値分析結果，およびそれに基づく産

業連関分析の結果を示す。最後にⅤ節で分析結果

の考察と今後の展望をまとめる。

Ⅱ 介護保険制度の地域産業連関分析

1 全国47都道府県間産業連関表の概要

本稿は，地域産業連関表を用いることで，介護

保険制度がもたらす直接的な消費支出への影響だ

けでなく，地域間や産業間への間接的な波及効果

も把握することを試みる2)。地域産業連関表は地

域内産業連関表と地域間産業連関表に二分するこ

とができる。前者は1地域内の取引のみを内生的

に取り扱っており地域間の取引である移出入は外

生的に取り扱われているのに対し，後者は地域内

外の両取引を内生的に取り扱っており地域間の相

互依存関係を明示的に把握できる。

日本では介護保険制度は基本的には国家レベル

の政策であり，一義的には全国レベルでその影響

を把握することが望ましい。一方で地域間におけ

る，年齢別世帯構成比，所得額，消費支出，さら

には交易パターンなどの違いにより，その影響は

地域間で一様ではない。本稿は介護保険制度の影

響を全国レベルで包括的に把握すると同時に地域

間での違いを考察することを目的としていること

2) 地域産業連関表を用いた介護保険制度に関する研究事例として，例えば伊藤・高橋（2000）がある。また高齢化

の進展がもたらす家計消費と政府支出への影響を産業連関表を用いて分析した研究として濱本・中谷（2007）が

ある。

介護保険制度がもたらす地域間格差是正の可能性について 105
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より，全国をいくつかの地域に分割した地域間産

業連関表を用いることにする。

公的に作成・公表されている地域間産業連関表

として，全国を9地域3)に分割した経済産業省の地

域間産業連関表がある。しかしこの地域区分では

単に人口や経済の規模が大きいだけでなく，北海

道と沖縄県を除けば単独の地方政府が管轄する地

域区分ではないことから，分析結果から地域特性

や政策提言を適切に導き出すことは困難である。

そこで本稿は全国を都道府県別に分割した47都道

府県間産業連関表（以下，「都道府県間表」と略

す）を用いる。都道府県間表は省庁などにより公

式に作成・公表されていないが，石川・宮城

（2004），萩原（2011），Hasegawa et al.（2015）など

いくつかの作成事例がある。このうちHasegawa

et al.（2015）で作成された表は，その論文の

Additional File と し て Journal of Economic

Structuresのウェブサイトより一般に公開されて

おり，本稿はHasegawa et al.（2015）により作成さ

れた都道府県間表を用いることにする。

Hasegawa et al.（2015）の都道府県間表は対象年

次が2005年で，日本のすべての都道府県である47

地域からなり，産業部門数は80部門である。表1

はその産業部門を示している。また図1は47都道

府県間産業連関表の構造を示した概略図である。

図1から分かるように，内生部門と最終需要部門

における取引が都道府県別に把握され，移出入は

内生的に取り扱われることになる。また海外取引

のうち，輸出は行方向で，すなわち販路の1つとし

て一括して計上されている一方で，輸入は列方向

3) この9地域は北海道，東北，関東，中部，近畿，中国，四国，九州，沖縄からなる。

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 1106

表1 47都道府県間産業連関表の産業分類

番号 部門名 番号 部門名 番号 部門名

1 農林水産業 28 陶磁器 55 その他の製造工業製品

2 金属鉱物 29 その他の窯業・土石製品 56 再生資源回収・加工処理

3 非金属鉱物 30 銑鉄・粗鋼 57 建築及び補修

4 石炭・原油・天然ガス 31 鋼材 58 公共事業

5 食料品・たばこ 32 鋳鍛造品 59 その他の土木建設

6 飲料 33 その他の鉄鋼製品 60 電力

7 繊維工業製品 34 非鉄金属製錬・精製 61 ガス・熱供給

8 衣服・その他の繊維既製品 35 非鉄金属加工製品 62 水道・廃棄物処理

9 製材・木製品 36 建設・建築用金属製品 63 商業

10 家具・装備品 37 その他の金属製品 64 金融・保険

11 パルプ・紙・板紙・加工紙 38 一般産業機械 65 不動産

12 紙加工品 39 特殊産業機械 66 住宅賃貸料（帰属家賃）

13 印刷・製版・製本 40 その他の一般機械器具及び部品 67 運輸

14 化学肥料 41 事務用・サービス用機器 68 通信

15 無機化学基礎製品 42 産業用電気機器 69 放送

16 石油化学基礎製品 43 電子応用装置・電気計測 70 情報サービス

17 有機化学工業製品（除石油化学基礎製品） 44 その他の電気機器 71 インターネット附随サービス

18 合成樹脂 45 民生用電気機器 72 映像・文字情報制作

19 化学繊維 46 通信機械・同関連機器 73 公務

20 化学最終製品（除医薬品） 47 電子計算機・同付属装置 74 教育・研究

21 医薬品 48 半導体素子・集積回路 75 医療・保健・社会保障・介護

22 石油製品 49 その他の電子部品 76 広告

23 石炭製品 50 乗用車 77 物品賃貸サービス

24 プラスチック製品 51 その他の自動車 78 その他の対事業所サービス

25 ゴム製品 52 自動車部品・同付属品 79 対個人サービス

26 ガラス・ガラス製品 53 その他の輸送機械 80 その他

27 セメント・セメント製品 54 精密機械
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に，投入という形で内生部門と最終需要部門のそ

れぞれで一括して計上されている。したがって，

この都道府県間表は，輸入品は内生部門と最終需

要部門から既に控除されている構造になってい

る。

この都道府県間表から展開される産業連関バラ

ンス式は（1）式の通りである。（1）式のx，A，f，

eはそれぞれ生産額ベクトル，投入係数行列，最終

需要ベクトル，輸出ベクトルを表している。（1）

式は行方向で生産額のバランス式を示している。

さらに（1）式を展開し（2）式のような産業連関

モデル式を導出する。

（1）

（2）

（2）式におけるは（I−A）−1レオンチェフ逆行列

であり，これに依存して外生的に与えられる最終

需要や輸出がもたらす経済波及効果が求まる。上

述したように輸入は元々の基本取引表において内

生部門と最終需要部門から控除されているので，

（1）式と（2）式においても含まれていない。した

がって（2）式のレオンチェフ逆行列は輸入品の影

響を取り除いた経済波及効果を示すことになり，

実質的には開放経済型逆行列である。

2 年齢階級別民間消費額の都道府県間交易マ

トリックスの作成

本稿は用いる都道府県間表の最終需要項目のう

ち，民間消費支出に関して年齢階級別に世帯単位

で分割することを試みる4)。その方法は表2のよう

な作業を通して行われる。

表2で示すように，まず2005年の家計調査年報

より得られる，全世帯を対象にした世帯主の年齢

階級別の品目別消費支出額（円/世帯・月）を，用

いる産業連関表の80産業分類に再配分する。その

際，家計調査年報が購入者価格であるのに対し，

産業連関表は生産者価格表示であるので，総務省

が公表する全国版の2005年産業連関表のデータを

用いて，消費支出額を購入者価格から生産者価格

へ変換する。そしてこの品目別消費額を12倍する

ことで，全国ベースの年齢階級別・世帯当たり年

間消費支出額を求める5)。

4) 家計調査年報の消費支出額を産業連関表の部門分類への再配分，および消費支出額の年齢階級別への分割の手

法は主に濱本・中谷（2007）を参考にした。

介護保険制度がもたらす地域間格差是正の可能性について 107
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次に，この全国ベースの年齢階級別・世帯当た

り年間消費支出額と，2005年の国勢調査より得ら

れる，各都道府県の世帯主年齢階級別の世帯数を

用いて，都道府県別・年齢階級別の年間消費支出

額を求める。なお世帯主年齢階級は表2に示すよ

うな7階級を作成した。

このようにして求めた都道府県別・年齢階級別

の年間消費支出額は，用いる都道府県間表の80産

業分類に案分されているが，交易比率に基づいて

各都道府県にさらに案分する必要がある。具体的

には，都道府県間表の80部門×47地域からなる民

間消費ベクトルの比率を用いて，都道府県別・年

齢階級別の年間消費支出額を産業別だけでなく，

都道府県別にも案分する。

このようにして導出した各都道府県の民間消費

ベクトルは年齢階級別に分類されていることか

ら，都道府県間交易マトリックスの形状になる。

この交易マトリックスは都道府県間表の民間消費

額における地域合計や産業合計の値に一致させる

ようにRAS法で調整することで，都道府県間表の

民間消費額との整合性が保たれることになる。

Ⅲ 家計行動の理論モデル

1 モデル設定

本稿では世代重複モデルを基本とした家計行動

モデルを構築する。このモデル経済では家計と政

府の2つの経済主体が存在する6)。

（1） 家計

家計における個人は1期目（若年期），2期目（壮

年期），3期目（老年期）の3期間生存する。若年期

は20〜39歳，壮年期は40歳〜64歳，老年期が65歳

〜79歳の期間を考えており，壮年期は介護保険の

第2号被保険者7)，老年期は第1号被保険者の期間

に対応する。

1期目における予算制約式を次のように考える。

c=1−εw−s （3）

5)総務省『平成17年家計調査年報（家計収支編）』，『平成17年国勢調査』，『平成17年産業連関表』を参照。
6) 本稿では企業の最適化行動を考慮しない。企業の最適化行動を考慮することによって，企業の労働需要関数，

資本ストックの需要関数を得ることができ，賃金率と利子率を内生的に決定することができるが，複雑になるた

め，本稿では賃金率と利子率を外生変数として仮定する。一般的に，小国開放経済を仮定することで，国内利子

率を外生的に与えられる世界利子率と同じとし，その結果，賃金率も世界利子率によって決められると設定する

論文は多く存在し，賃金率と利子率を外生変数と仮定することは一般的である。
7) 本稿で40〜64歳の壮年期に該当する，第二号被保険者は末期がんや脳血管疾患などの非常に限られた疾病に該

当し要介護認定を受けた者しか介護給付を受けることができない。したがって壮年期で介護給付を受ける確率は

極めて低く，マクロ経済に与える影響はほとんどないと考えられることから，本稿では第二号被保険者の介護保

険給付は考慮していない。

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 1108

表2 民間消費額を年齢階級別に分割するための作業工程

工程 作業内容

（1）

全国ベースの年齢階級別・世帯当

たり年間消費支出額の導出

家計調査年報の収支項目と産業連関表の部門分類の概念・定義・範囲を踏まえた上で，2005

年の家計調査年報で得られる世帯主の年齢階級別の品目別消費支出額を産業連表の部門分類

に再配分する。

（2）

都道府県別・年齢階級別の年間消

費支出額の導出

各年齢階級別に

（全国ベースの年齢階級別・世帯当たり消費支出額）×（県別の年齢階級別・世帯数）

を計算することで求める。なお年齢階級は世帯主年齢を基準に29歳以下，30〜39歳，40〜49

歳，50〜59歳，60〜64歳，65〜69歳，70歳以上の7階級に分割する。

（3）
都道府県別・年齢階級別の年間消

費支出額の交易比率による案分

都道府県間表の対応する地域の民間消費ベクトルの比率を用いて，民間消費額を自給分と各

地域からの移入分に案分する。

（4）

都道府県間表における民間消費

額との調整

年齢階級別の民間消費額を初期マトリックスとして，都道府県間表の民間消費額における地

域合計や産業合計の値をコントロール・トータルとしてRAS法で調整することで，都道府県間

表の民間消費額との整合性を保持する。
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ただし，w:1期目の賃金，s:1期目の貯蓄，ε：厚生

年金保険料率，c:1期目の消費である。なお，こ

こでは余暇と労働の選択問題は考慮せず，1期で

は1単位の労働供給を行うと仮定する。

次に2期目における予算制約式を次のように考

える。

c=1−τ−εw+1+rs−s （4）

ただし，w:2期目の賃金，r:1期目の貯蓄に対する

利子率，s:2期目の貯蓄，τ：第2号被保険者の介護

保険料率，c:2期目の消費である。なお1期と同様

に2期でも1単位の労働供給を行うと仮定する。

次に3期目における予算制約式を考える。ただ

し，3期目においては介護状態になる場合となら

ない場合の2つの状態が存在し，介護状態になら

ない場合の3期目の予算制約式は次の通りである。

c


=z+1+rs−T （5）

ただし，z：年金給付，r：2期目の貯蓄に対する利

子率，T：第1号被保険者の介護保険料，c

：介護

状態にならない場合の3期目の消費である。

一方，介護状態になる場合の3期目の予算制約

式は次の通りである。

c


=z+1+rs−T−1−θσ （6）

ただし，θ：介護給付率，σ：介護費用，c

：介護状

態になる場合の3期目の消費である。老年期にお

いて介護状態になるかどうかは事前には分からな

いと仮定する。老年期になった時点で介護状態に

なるかどうかが決定される。従って，個人は介護

状態に関して不確実性が存在することとなる。

個人の効用関数についてであるが，次のような

対数効用関数を仮定する。

u=ln c+αlnc+pβlnc


+1−pβlnc

 （7）

α，βはそれぞれ正の値をとるパラメータであ

る。pは介護状態にならない確率，一方，1−pは介

護状態となる確率である（0<p<1）。個人は予算

制約（3）〜（6）式の制約の下で（7）式の期待効

用を最大化するように s, sを決める。sは次の

式を満たすように決まる。

1

1−εw−s
=

α1+r

1−τ−εw+1+rs−s
（8）

sは次の式を満たすように決まる。

1

1−τ−εw+1+rs−s

=
pβ1+r

z+1+rs−T
+

1−pβ1+r

z+1+rs−T−1−θσ

（9）

（8）式と（9）式を満たすように1期目の貯蓄 s，

2期目の貯蓄 sが決定される。さらに，それらの

貯蓄が決定されることによって，1期目の消費 c，

2期目の消費 cが決定され，さらに3期目に介護

状態になるか否かが決まることで3期目の消費 c



または c

が決定されることとなる。

（2） 政府

政府は壮年世代と老年世代から介護保険料を徴

収し，介護保険給付を行う。壮年世代と老年世代

の人口比率をnとし，均衡予算で介護保険を運営

すると仮定すると，予算制約式は次のように示さ

れる。

1−pθσ=nτw+T （10）

また，政府は厚生年金の運営も行っている。実

際の公的年金の運営は，保険料収入に加え年金積

立金の取り崩し分も年金給付に充てている状況で

あり，均衡予算で運営されていない。本稿でも厚

生年金については均衡予算を仮定しない。

2 介護保険と貯蓄の関係

（8）を元にして介護保険料率 τが増加した場合

を考える。介護保険料率 τが増加した場合，（8）

式の右辺は増加する。すなわち，sを増やすこと

介護保険制度がもたらす地域間格差是正の可能性について 109
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により cが追加的に増えることを通じて効用の

増加が大きくなる。従って，この場合，家計は s

を増やす行動をとることになり，介護保険料率の

増加は若年期の貯蓄を増やす効果をもつこととな

る。

次に，（9）を元にして介護保険料率 τが増加し

た場合を考える。その前に，（10）を（9）に代入

すると次の式を得る。

1

1−τ−εw+1+rs−s

=
pβ1+r

z+1+rs−T

+
1−pβ1+r

z+1+rs−T−σ+
nτw+T

1−p

（11）

ここで，介護保険料率 τが増加した場合に注目

する。このとき，左辺は増加する一方で，右辺は

減少する。左辺は sを1単位増やすことにより，

cが減ることによる限界損失，右辺は sを1単位

増やすことにより，c

または c

が増えることに

よる限界効用を示す。この場合，限界損失が上回

ることで，家計は sを減らす行動をとることとな

る。

また，65歳以上の高齢者が負担する介護保険料

T が増加した場合も考える。T が増加すると

（11）の右辺の第1項目は増加するものの，第2項目

は減少する。第1項目は c

の限界効用，第2項目

は c

の限界効用である。もし，第1項目の効果の

方が大きい場合，右辺は増加することとなるた

め，家計は sを増やす行動をとることとなる。一

方で，第2項目の効果の方が大きい場合，右辺は減

少することとなるため，家計は sを減らす行動を

とることとなる8)。

以上は理論モデルの解析的な性質の説明であ

る。以下では，具体的な数値を求めるための数値

計算を行う。

3 数値計算

安岡（2016），安岡（2017）に基づいて数値を設

定する9)。p＝0.821とする。内閣府（2018）によれ

ば，第1号被保険者のうち，2015年度末で要介護者

の割合は17.9％である。したがってp=0.821と設定

する。

1+r=1.22019，1+r=1.282432とする。内閣府

（2017）における日本の長期経済統計を見ると，近

年の日本の長期金利は年率1％程度となっている。

1+rは20年の複利計算，1+rは25年の複利計算

で求めた。

w=233.565625，w=307.4125とした。厚生労働

省（2016）と総務省統計局（2018）に基づき，推

計した。wは年齢別の正規社員と非正規社員の

20〜39歳までの年齢別賃金を合計して平均を出

し，非正規雇用比率が2015年には37.5％であるこ

とから，その値を用いて加重平均を出した。w

も同様であり，40〜64歳までのデータを使って同

様に求めた。

σ=189.36とした。厚生労働省（2017b）によれ

ば，2015年4月審査分の受給者1人当たり費用額は

15.78万円となっている。これに12をかけて1年分

とすることで，1年あたりの介護費用を出した。

ε=0.0915とした。厚生年金の保険料率は

18.3％であるが，労働者負担分は半分となり

9.15％である。

z=123.3576とした。日本年金機構（2016）によ

8) この説明は，壮年期において老年期に負担する介護保険料の負担が増加した場合である。壮年期において負担

の増加が起きたため，貯蓄 sを変化させることで，効用最大化行動を行っている。もし，老年期の時点で T が増

加した場合，介護状態にならない場合の高齢者の消費は減り，介護状態になる場合の高齢者の消費は増えること

となる。
9) 用いる産業連関表の年次が2005年であることを踏まえれば，パラメータの数値の設定も2005年のデータを用い

ることが原則である。しかし2000年4月から導入された介護保険制度は2005年時点ではまだあまり普及しておら

ず介護保険制度がマクロ経済に与える影響が十分ではないと考え，より近年のデータを用いることにした。具体

的には人口に関するデータを用いるので国勢調査の最新調査年である2015年を基準としてデータの年次を選んで

いる。

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 1110
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れば，厚生年金の平均月額は10.2798万円であり，

これを1年で表すために12をかけて求めた。

第1号被保険者の保険料は次のように設定した。

T=
0.22

0.5
θσ1−p （11）

第2号被保険者の保険料率は次のように設定し

た。

τ=
0.28

0.5

θσ1−p

N

N

1

w

（12）

n=
N

N

であり，Nは壮年世代の人口，Nは老

年世代の人口である。

なお，厚生労働省（2017a）や厚生労働省ウェブ

サイトによると，2015年度の第一号被保険者は

3382万人であり，2014年度の第二号被保険者は

4220万人である。実際の介護保険財政では，保険

料部分は50％，税負担部分は50％を占め，保険料

部分のうち，22％が第1号被保険者，28％が第2号

被保険者となっており，上記の通り設定した。な

お，税金部分についてはどの世代のどの程度負担

があるのかが明確ではないため，税負担額は保険

料負担比率に基づき，壮年世代と老年世代で負担

しているものと考えている。

また，α，βについては，若年世代が20年，壮

年世代を25年，老年世代を15年と考えていること

により，α=1.25，β=0.75とする。

以上よりパラメータの設定をまとめると次のよ

うになる。

Ⅳ 分析結果

1 理論モデルの数値分析結果

最初にⅢ節で展開した家計行動の理論モデルに

基づく数値計算の結果を考察する。

現在の日本では，介護保険給付率（θ）は0.9で

あり，この状態から，給付率をさらに上げた場合

と下げた場合として，それぞれθ＝1.0，0.8の場

合の数値計算を行った。表4はその結果を示して

いる。

介護保険の給付を充実させる，つまりθを0.9

から1.0へ引き上げることで，c

は8.53％増加す

る。これは介護状態になっても介護費用を払う必

要がなくなったため，その費用が浮いた分，消費

に回していると考えられる。また，c

は1.82％の

減少である。これは税・保険料負担が増加するこ

とによる消費の減少に加えて，介護保険が充実し

たことにより，老年期に備えのための貯蓄をし，

結果的に介護状態にならなかったので，消費に振

り分ける行動がなくなるからである。

そして，cと cはわずかではあるが，0.03％上

昇している。これは，介護保険が充実したことに

より，予備的貯蓄の動機が失われ，その分，消費

に回す分を増やすことができたためと考えられ

る。もちろん，介護保険の充実は税・保険料負担

が増加して，それが消費を低下させる効果がある

ものの，それ以上に予備的貯蓄の減少による消費

増加の効果が大きいといえる。

なお，逆に介護給付率（θ）を0.9から0.8へ引き

下げた場合はおおむね上述とは逆の状態になるこ

とが分かる。そして効用は介護給付率を0.9から

引き上げると増加し，引き下げると減少してい

る。これは介護給付率の上昇（低下）は各世代を

合わせた総消費を増加（減少）させることを反映

していると考えられる。

2 介護保険制度拡充による波及効果分析

次に表4の結果の一部を利用して，介護保険制

度の拡充による経済波及効果を検証する。ここで

は介護保険制度の拡充として，介護保険給付率が

介護保険制度がもたらす地域間格差是正の可能性について 111

表3 パラメータの設定

1+r=1.22019 1+r=1.282432

p=0.821 w=233.565625

w=307.4125 σ=189.36

ε=0.0915 z=123.3576

α=1.25 β=0.75
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現状の9割から10割に上昇したときの影響を考察

する。つまり表4より得られる，θが0.9から1.0に

変化したときの各世代の消費の変化率（c，c，

c

，c

の 変 化 率 は そ れ ぞ れ 0.03％，0.03％，

−1.82％，8.53％）を用いて，各都道府県の各世代

の民間消費額の増減により発生する生産誘発額お

よび粗付加価値誘発額をⅡ節で説明した都道府県

間表により計測する。

具体的には，各世代の消費の変化率で，各都道

府県の各世代の民間消費の総額が変化すると仮定

する。その総額の変化額に，該当する年齢階級別

の民間消費ベクトルを乗じることで生産誘発額を

計測する。さらに計測された生産誘発額に，都道

府県間表より導出される都道府県別・産業別の粗

付加価値係数を乗じることで粗付加価値誘発額も

計測する。

したがって，本稿の産業連関分析では，介護給

付率の上昇による介護需要の増加だけでなく，ほ

かのすべての品目の消費支出の影響が考慮される

ことになる。その際，各世代の消費の変化率は都

道府県間で同じであり，地域間交易比率や品目別

消費比率は変化しないと仮定されることになり，

一定の課題を抱えているものの，介護サービスだ

けでなくすべての産業への影響を包括的にとらえ

ることが可能となる。

なお本稿は世代重複モデルにおける3期間は，

産業連関分析において，若年期は29歳以下と

30〜39歳の2階級，壮年期は40〜49歳，50〜59歳，

60〜64歳の3階級，老年期は65〜69歳と70歳以上

の2階級を当てはめる。これらの年齢階級を順に

若年世帯，壮年世帯，老年世帯と呼ぶことにする。

都道府県間表により計測された生産誘発額は産

業別だけでなく都道府県別にもその取引関係が把

握できる。表5は計測された生産誘発額と粗付加

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 1112

表4 介護給付率と効用・消費の変化率

介護給付率（θ） 効用（u）

消費

若年期（c1） 壮年期（c2） 老年期（非介護給付者）（c

）老年期（介護給付者）（c

）

0.8 -0.000095 -0.001141 -0.001141 0.020710 -0.082617

0.9 0 0 0 0 0

1.0 0.000021 0.000302 0.000302 -0.018239 0.085348

表5 生産誘発額および粗付加価値誘発額の変化額

（百万円）
1 2 3 4 47

北海道 青森 岩手 宮城 沖縄
（A） 3589 16 16 38 12 5325

（B） 2256 8 8 20 6 3109

（A） 14 651 3 8 3 1033

（B） 7 427 2 4 1 617

（A） 16 4 700 9 3 1129

（B） 8 2 473 4 1 678

（A） 37 8 9 1385 6 2266

（B） 18 4 4 897 3 1318

… …… … … … …

…

3 岩手 …

4 宮城 …

2 青森 …

…
合計

（生産ベース）

1 北海道 …

（A） 7 2 1 4 649 828

（B） 3 1 1 2 394 484

（A） 5611 1114 1180 2412 1004 126130

（B） 3195 642 694 1393 556 72369

… …

47 沖縄 …

合計
（消費ベース）

…

… … … … …

…

各地域で発生する誘発額

各
地
域
が
発
生
さ
せ
る
誘
発
額

注：（A）は介護保険給付率の上昇がもたらす生産誘発額，（B）はそれがもたらす粗付加価値誘発額を表す。
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価値誘発額について，産業部門を集計して1部門

として都道府県単位で示している。ただし全都道

府県で示すことは煩雑になるので一部のみを示し

ている。表5では，介護給付率が上昇した際に，あ

る地域の民間消費が各地域にもたらす誘発額を列

方向，および各地域の民間消費によりある地域で

発生する誘発額を行方向で示すことで，都道府県

間のマトリックス形式で表示している。したがっ

て，列和はある1地域が発生させる誘発額の合計

（消費ベース合計），行和はある1地域内で発生す

る誘発額の合計（生産ベース合計）を意味する。

以下，本稿は表5の行和で示されている生産

ベース合計の誘発額に注目し分析結果を考察す

る。生産ベース合計の値は，全国一律の介護給付

率の上昇がもたらす，各都道府県内で発生する誘

発額を意味する。その中の粗付加価値誘発額は域

内総生産（GRP）の変化額であり，その全国の集

計値は国内総生産（GDP）の変化額と見なすこと

ができる。

表6は，介護給付率の上昇がもたらす，全国レベ

ルの民間消費額と国内総生産の変化額を示してい

る。GDPに注目すると若年世帯と壮年世帯の消

費増の効果により，それぞれ171億円，388億円上

昇していることが分かる。また老年世帯の影響

は，保険給付者は消費を増やす反面，非保険給付

者は消費を減らすが，合わせた効果は消費の増加

をもたらしGDPを165億円上昇させている。全体

の効果としてGDPが724億円，民間消費額が838億

円上昇する結果となっている。GDPの上昇額が

民間消費額より小さい理由は，民間消費の一部は

輸入品が含まれているからであり，国産品による

国内の生産波及で生み出されるGDPは民間消費

額の上昇額よりも小さくなっていると解釈でき

る。

表7は，表5における生産ベース合計の付加価値

誘発額を現状の域内総生産（GRP）の上昇率とし

て示している。全世帯の効果による上昇率に加え

て，若年世帯，壮年世帯，老年世帯のそれぞれの

効果による上昇率も示されている。なお域内総生

産は都道府県間表における各都道府県の粗付加価

値額の合計を用いている。

全世帯の効果を見ると，最も上昇率の低い富山

県の0.0118％から最も高い北海道の0.0163％ま

で，都道府県間で1.3843倍の差がある。しかし世

帯別の上昇率に注目すれば，若年世帯と老年世帯

において，それぞれ1.8421倍，1.6591倍の差があ

り，これらの世帯の消費増がもたらす域内総生産

を増加させる効果は都道府県間で大きく異なるこ

とが分かる。

若年世帯の効果において最も大きな上昇率は東

京都の0.0042％であり，以下，0.0042％（神奈川

県），0.0038％（北 海 道），0.0038％（京 都 府），

0.0038％（宮城県），0.0038％（千葉県），0.0037％

（埼玉県）と続いている。このような状況を踏ま

えると，相対的に若年世代が多く高齢化率の低い

都市部においては，介護保険給付率の上昇による

域内総生産の増加は若年世帯の消費増の効果が相

対的に大きいことが窺える。

一方，老年世帯の効果において最も大きな上昇

率は鹿児島県の0.0042％であり，以下，0.0041％

（高知県），0.0041％（秋田県），0.0038％（山形県），

0.038％（熊本県），0.0038％（鳥取県），0.0038％

（和歌山県）と続いている。このような状況を踏

まえると，域内総生産の増加における老年世帯の

効果は，若年世帯とは対照的に，おおむね高齢化

率の高い過疎地域において相対的に大きくなるこ

とが窺える。

都道府県別の粗付加価値誘発額に関して，さら

にローレンツ曲線とジニ係数を用いて考察する。

図2は，表5で示される生産ベース合計の粗付加価

介護保険制度がもたらす地域間格差是正の可能性について 113

表6 GDPと民間消費額の変化額の全国集計
（百万円）

若年世帯（〜39歳）

の消費増の効果

壮年世帯（40〜64歳）

の消費増の効果

老年世帯（65歳〜）の効果 合計

保険給付者 非保険給付者

GDP 17135 38769 831187 -814722 72369

民間消費額 19827 44870 964855 -945742 83811
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値誘発額を3世帯別に分割し，都道府県間でロー

レンツ曲線を描いたグラフである。グラフの横軸

は，誘発額の値で昇順に並べた都道府県であり，

縦軸は各都道府県の誘発額を累積比で測ってい

る。図中の右上がりの直線は45度線であり，ロー

レンツ曲線が45度線に近づくほど誘発額の都道府

県間の差が小さくなり，逆に45度線から遠ざかる

ほどその差が大きくなる。

表8は，図2におけるローレンツ曲線から求めら

れるジニ係数に加えて，全世帯がもたらす粗付加

価値誘発額および現状の域内総生産について同様

の方法で導出したジニ係数も示している。ジニ係

数は0から1の値を取り，数値が大きくなるほど地

域間の格差が大きくなる。表8より域内総生産の

ジニ係数が0.495であるの対し，全世帯が0.513で

ある。このことは介護保険給付率の上昇は各地域

の域内総生産を増加させるが，地域間で差があ

り，現状の域内総生産の地域間格差よりも大きい

ことを意味している。

さらに世帯別のジニ係数に注目すると，若年世

帯が0.559と最も高く，老年世帯が0.477と最も小

さい。このことは若年世帯の効果は現状の地域間

格差よりもはるかに大きく特定の地域により集中

する一方で，老年世帯の効果はより均等に多くの

地域にもたらされることを示している。表7の結

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 1114

表7 各世帯の消費増がもたらす域内総生産の上昇率

（億円） （％）
域内総生産

（GRP）
若年世帯 壮年世帯 老年世帯 全世帯

1 北海道 190626 0.0038 0.0087 0.0037 0.0163

2 青森 43927 0.0027 0.0078 0.0035 0.0140

3 岩手 46482 0.0029 0.0080 0.0037 0.0146

4 宮城 84776 0.0038 0.0084 0.0034 0.0155

5 秋田 35280 0.0024 0.0076 0.0041 0.0141

6 山形 39433 0.0025 0.0074 0.0038 0.0137

7 福島 80572 0.0030 0.0079 0.0034 0.0143

8 茨城 119807 0.0028 0.0074 0.0029 0.0131

9 栃木 81531 0.0026 0.0067 0.0026 0.0119

10 群馬 74860 0.0029 0.0073 0.0032 0.0134

11 埼玉 203713 0.0037 0.0088 0.0032 0.0157

12 千葉 195319 0.0038 0.0085 0.0032 0.0155

13 東京 778489 0.0042 0.0079 0.0033 0.0154

14 神奈川 309801 0.0042 0.0084 0.0032 0.0157

15 新潟 92849 0.0027 0.0076 0.0037 0.0140

16 富山 48318 0.0023 0.0064 0.0031 0.0118

17 石川 44808 0.0030 0.0069 0.0029 0.0128

18 福井 33516 0.0026 0.0069 0.0033 0.0128

19 山梨 33517 0.0026 0.0065 0.0029 0.0120

20 長野 87329 0.0030 0.0074 0.0036 0.0141

21 岐阜 74017 0.0027 0.0072 0.0032 0.0132

22 静岡 160258 0.0031 0.0077 0.0033 0.0142

23 愛知 361629 0.0031 0.0066 0.0026 0.0122

24 三重 78616 0.0028 0.0070 0.0031 0.0129

25 滋賀 60338 0.0031 0.0071 0.0028 0.0129

26 京都 93248 0.0038 0.0083 0.0036 0.0157

27 大阪 389299 0.0036 0.0078 0.0033 0.0146

28 兵庫 185442 0.0032 0.0077 0.0033 0.0141

29 奈良 37342 0.0031 0.0085 0.0035 0.0151

30 和歌山 35249 0.0026 0.0075 0.0038 0.0139

31 鳥取 20373 0.0029 0.0080 0.0038 0.0147

32 島根 25382 0.0024 0.0069 0.0037 0.0131

33 岡山 78276 0.0030 0.0072 0.0034 0.0135

34 広島 122949 0.0031 0.0070 0.0031 0.0133

35 山口 59920 0.0024 0.0064 0.0034 0.0122

36 徳島 28384 0.0027 0.0071 0.0034 0.0133

37 香川 37149 0.0029 0.0074 0.0035 0.0137

38 愛媛 49885 0.0029 0.0074 0.0035 0.0138

39 高知 21939 0.0028 0.0077 0.0041 0.0146

40 福岡 188141 0.0037 0.0080 0.0034 0.0150

41 佐賀 27921 0.0026 0.0074 0.0036 0.0135

42 長崎 42518 0.0027 0.0076 0.0037 0.0140

43 熊本 56038 0.0029 0.0078 0.0038 0.0146

44 大分 48151 0.0027 0.0068 0.0032 0.0127

45 宮崎 36291 0.0031 0.0077 0.0037 0.0145

46 鹿児島 55418 0.0032 0.0080 0.0042 0.0154

47 沖縄 32460 0.0037 0.0081 0.0031 0.0149

48 合計 5031582 0.0034 0.0077 0.0033 0.0144

最大値／最小値 1.8421 1.3843 1.6591 1.3843

注：網掛けの数値は各世帯における最大値または最小値を表す。

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

若年世帯

壮年世帯

老年世帯

都道府県（昇順）

粗
付
加
価
値
誘
発
額（
累
積
比
）

45度線

図2 各世帯がもたらす粗付加価値誘発額の都道府県

間のローレンツ曲線
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果も踏まえれば，前者の効果は若年世代の多い都

市部を中心に特定の地域に集中する一方で，後者

の効果は高齢化率の高い過疎地域を中心により均

等にもたらされることが予想される。

Ⅴ おわりに

本稿は介護保険制度の拡充がもたらす地域経済

への影響に注目し，介護保険給付率の上昇の効果

について理論と実証の両面で分析を行った。

理論分析において，現実の日本のデータを用い

てパラメータを設定し，介護保険制度が家計の消

費，貯蓄行動にどのような影響を与えるかを3期

間の世代重複モデルを元にした数値計算で明らか

にした。分析の結果として，介護保険の介護給付

率を引き上げること，言い換えれば介護保険の自

己負担を引き下げる政策は経済全体の総消費を引

き上げることが分かった。これは，介護保険の負

担が大きくなることによって家計の可処分所得が

減る効果よりも，介護保険の自己負担が軽減され

ることによる消費増の効果，および予備的貯蓄の

動機が小さくなり消費を増やすというリスクプー

ル効果の方が大きいことを示している。

また，実証分析においては，都道府県間産業連

関表を用いて，介護保険給付率の上昇による世代

別・都道府県別の消費額の変化がもたらす経済波

及効果を検証した。

分析結果より，介護保険給付率の引き上げによ

り全国の民間消費は838億円増加し，その結果

GDPを724億円増加させることが分かった。

本稿はさらにGDPの増加を都道府県別および

世帯別に検証した。域内総生産の上昇率は都道府

県間で1.3843倍の差があったが，世帯別の効果で

は，若年世帯と老年世帯において，それぞれ

1.8421倍，1.6591倍の差があり，これらの世帯の

消費増がもたらす域内総生産を増加させる効果は

地域間で大きく異なることが明らかとなった。ま

たこのような地域間の差をローレンツ曲線やジニ

係数を用いて分析した結果，若年世帯の効果は現

状の地域間格差よりもはるかに大きく若年世代の

多い都市部を中心とした特定の地域により集中す

る一方で，老年世帯の効果は高齢化率の高い過疎

地域を中心により均等にもたらされることを推測

するに至った。

本稿の分析結果より，介護保険制度拡充の影響

は以下のように考察できる。介護保険給付率の引

き上げは消費やGDPを増加させるものの地域間

格差を若干拡大させる傾向がある。特に若年世帯

の効果はその傾向が顕著である反面，対照的に老

齢世帯の効果は地域間格差を縮小させる傾向を

もっている。今後ますます高齢化が進展する状況

においては，前者の効果は小さくなり後者は大き

くなるような傾向が見込まれるが，この傾向は介

護保険給付率の引き上げによる老年世帯の消費増

が都市部と過疎地域の所得格差を是正する可能性

があることを示唆している。

しかし現状では，介護保険制度の財政は少子高

齢化の進展により厳しさを増す一方であり，介護

給付率は引き下げ基調である。本稿は介護給付率

の引き上げの効果を検証したが，理論モデルにお

いて政府は保険料と租税により介護保険給付をす

ることが仮定されており，介護給付率を引き上げ

ても均衡財政が維持されることを前提としてい

る。その上で，介護給付率の引き上げは一国全体

として消費を増加させ，高齢者世代の消費増が地

域間格差を縮小させることが示されていることを

踏まえれば，介護給付率の引き上げも検討の余地

があるのではないか。また本稿では考慮しなかっ

た，介護保険制度がもたらす家族介護者の離職を

防ぐ効果も考慮することにより，介護保険制度の

拡充の有効性がより高まると考えられる。

今後の課題として，現実の介護保険制度により

適用するように分析モデルを精緻化する必要があ

る。本稿の理論モデルは全国レベル，産業連関分

介護保険制度がもたらす地域間格差是正の可能性について 115

表8 各世帯がもたらす粗付加価値誘発額およびGRPの都道府県間のジニ係数

域内総生産（GRP） 全世帯 若年世帯 壮年世帯 老年世帯

0.495 0.513 0.559 0.508 0.477



0301_社会保障研究_【長谷川・安岡】_PK.smd  Page 13 19/06/12 16:31  v3.40

析は都道府県レベルの分析であるが，これは現状

の保険料水準を全国平均に基準化した上で介護給

付率の引き上げによる各都道府県の影響を検証し

ていることから，1つの規範的なケースの分析と

見なすことができる。一方で日本の介護保険制度

は基本的に市区町村別の保険料の設定になってい

ることを踏まえると，今後は理論モデルにおける

各パラメータを市町村別に導出することなどによ

り，市町村レベルの影響にまで分析を展開させる

必要がある。

さらに介護保険制度の消費に与える影響につい

てさらなる包括的な検証も求められる。そのよう

な影響のうち，本稿で検証した効果に加えて，上

述した介護保険制度による家族介護者の離職を防

ぐ効果が挙げられる。つまり介護保険制度の拡充

で家族介護者が介護から解放されることで，就業

する機会を得て所得を増やすことで消費の増加を

もたらす効果である。介護保険制度がもたらす地

域経済への影響をより詳細に検証するためには，

このような効果も今後分析していく必要がある。

このような課題をさらに検討していくことで，

人口減少や高齢化が進展する将来を見据えた上

で，介護だけでなく，地域格差の是正や経済活性

化にも資するような介護保険制度の制度設計を提

言していくことが可能となる。

（平成30年7月投稿受理）

（平成30年12月採用決定）
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Abstract

Long-term care insurance in Japan affects the macroeconomy through many mechanisms. An

increase in taxes and insurance premiums from long-term care decreases aggregate consumption because of

decreased household disposable income. However, long-term care has positive effects on aggregate

consumption because of a decrease in precautionary saving caused by a decrease in the risk of long-term care.

This paper presents an examination of these effects, develops a theoretical model for household consumption,

and assesses numerical examples of macroeconomic effects with parameters that are consistent with data of

Japan. Furthermore, economic ripple effects brought about by household consumption are calculated using a

multi-prefectural input-output table to examine how long-term care insurance affects household consumption

and economic ripple effects at the regional level and at the national level. Results imply that long-term care

insurance expansion increases household consumption at the national level and alleviates economic disparities

among prefectures.

Keywords：Long-Term Care Insurance, Overlapping Generations Model, Multi-Prefectural Input-Output

Analysis, Gini Coefficient



0401_社会保障研究_【生駒】_PK-1.smd  Page 1 19/06/19 10:55  v3.40

投稿：動向・資料

ドイツにおける扶養料立替制度

生駒 俊英＊

抄 録

「子どもの貧困」にかかわる問題の一つとして，養育費不払い問題がある。養育費が子どもの明日の

生活費，将来を築く資金であることを考えると，養育費確保のためにさらなる支援，制度設計が必要で

あることは明らかである。養育費不払いへの対応は，大きく「立替払い手当」と「行政による支払い強

制」に分類される。著者は，養育費確保という点からすると，「立替払い手当」を進めるのが相応しいと

考えている。

本稿では，1980年から「扶養料立替制度（Unterhaltsvorschuss）」を導入しているドイツの制度につい

て紹介する。ドイツでは，毎年約50万人の子どもに約8億8千万ユーロの扶養料立替給付がもたらされて

いる。また，制度導入後も改正が行われてきており，直近でも2017年に改正が行われている。ドイツに

おける「扶養料立替制度」を概観し，日本に示唆となる点を探りたい。

キーワード：子どもの貧困，養育費不払い，扶養料立替制度

社会保障研究 2019, vol. 4, no. 1, pp. 119-127.

Ⅰ はじめに

これまで著者は，「子どもの貧困」にかかわる問

題の一つとして，養育費不払い問題について研究

を進めてきた1)。「子どもの貧困」問題に対して

は，2013年に「子どもの貧困対策の推進に関する

法律」が成立し，2014年同法第8条に基づいて，

「子供の貧困対策に関する大綱（以下，「大綱」と

する。）」が閣議決定されている。大綱では，経済

的支援の一つとして養育費の確保に関する支援が

挙げられているものの，その内容はあくまで相談

支援が行われるに過ぎない2)。実際，平成28年度

全国ひとり親世帯等調査によると，母子世帯の母

の養育費の受給状況として，現在も養育費を受け

ている442件（24.3％），養育費を受けたことがあ

る281件（15.5％），養育費を受けたことがない

1,017件（56％）と半数以上が養育費を受けたこと

がないと回答している。養育費が子どもの明日の

生活費，将来を築く資金であることを考えると，

＊福井大学国際地域学部 准教授
1) 現状の問題点を整理したものとして，生駒俊英（2017）「裁判例からみる養育費不払いに対する現状」，『福井大

学教育・人文社会系部門紀要』，No.1，pp.111-122，生駒俊英（2018）「養育費不払いに対する現状−問題の明確化

−」，『福井大学教育・人文社会系部門紀要』，No.2，pp.73-89。
2) 内閣府「平成29年度子供の貧困の状況及び子供の貧困対策の実施状況」p.18。

ドイツにおける扶養料立替制度 119
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養育費確保のためのさらなる支援，制度設計が必

要であることは明らかである3)。

養育費不払いへの対応は，大きく「立替払い手

当」と「行政による支払い強制」に分類される4)。

著者は，養育費確保という点からすると，「立替払

い手当」を進めるのが相応しいと考えている。子

どもに対する施策を先進的に進めている兵庫県明

石市では，2018年11月から1年間のモデル事業と

して，扶養義務者の養育費不払いに対して市が保

証会社に対して保証料（上限5万円）を負担し，保

証会社が権利者に養育費を立替え，義務者に督

促，回収を行う「明石市養育費立替パイロット事

業」を実施すると発表した5)。このような流れを

止めないためにも，本稿では，1980年から「扶養

料立替制度（Unterhaltsvorschuss）」を導入してい

るドイツの制度について紹介したい。ドイツで

は，毎年50万人の子どもに約8億8千万ユーロの扶

養料立替給付がもたらされている。また，制度導

入後も改正が行われてきており，直近の改正であ

る2017年の法改正後は，給付の対象範囲が広めら

れたため71万4千人の子どもが扶養料立替給付を

受給したとの報告がなされる6)。ドイツにおける

「扶養料立替制度」を概観し，日本に示唆となる点

を探りたい。

Ⅱ ドイツにおける子どもの扶養7)

ドイツと日本では，私的扶養法の体系は親近性

を示すものとされる8)。まず初めにドイツにおけ

る子どもの扶養について，本問題を理解する上で

関係する点について概観しておく。

未成年子に対する両親の扶養義務は，ほかの親

族間の扶養義務に優先する。未成年子の両親が別

居している場合，子どもの監護教育を行う親は，

その扶養義務を子どもの監護教育によって果たす

こととなり（BGB1606条3項2文），他方親は現金

の支払いによって扶養義務を負担することとな

る。

扶養の要件は，子どもの要扶養性および扶養義

務親の給付可能性である。子どもの要扶養性は，

子ども自身の収入または財産によって必要性を賄

えない場合に生じる。扶養義務親の給付可能性

は，自身の適切な生計を脅かすことなく扶養料を

支払うことが可能な場合に認められる（BGB1603

条1項）。扶養義務親は，未成年子に対して必要な

自己留保分（Selbstbehalt）のみ権利を有すること

となる9)。自身の適切な生計を確保することがで

きない者に，他者（その者の子どもに対しても）

の扶養料支払いを義務づけることは，人間の尊厳

への侵害となるからである10)。また，扶養義務親

の恒常的な努力（ständiger Bemühugen）にもかか

わらず，適切な収入を得ることのできる相応の職

業につけない場合にのみ，扶養義務は（部分的に）

消滅する。

ドイツでは，親子間の具体的な扶養料とは別に，

未成年子に対する最低扶養料（Mindestunterhalt）

3)
2019年2月19日に閣議決定された民事執行法の改正案には，養育費等の取り立てを強化する内容が含まれてい

る。
4) 下夷美幸（2011）「養育費問題からみた日本の家族政策」，『比較家族史研究』，No.25，p.92，ドイツを含め諸外国

の制度を概観するものとして，藤戸敬貴（2018）「諸外国における行政による養育費の確保」，『レファレンス』，

No.814，pp.49-64。
5) 明石市作成資料，https://www.city.akashi.lg.jp/seisaku/soudan_shitsu/kodomo-kyoiku/youikushien/documents/gaiyo_

yoikuhipilot.pdf（2019年3月20日最終確認）。
6)家族・高齢者・青少年・女性省の2018年8月22日報道。
7) 本文で指摘するものを除いて，家族・高齢者・青少年・女性省が公表している “Der Unterhaltsvorschuss”（2018）

を参照。
8)野沢紀雅（2011）「ドイツ民法における未成年子の「最低扶養料（Mindestunterhalt）」について」，『中央ロー・

ジャーナル』，Vol.7，No.4，p.116。
9)
2015年以降，未成年子に対する必要な自己留保分は，就業している扶養義務親は月々1,080ユーロであり，就業

していない扶養義務親は月々880ユーロである（Düsseldorfer Tabelle）。
10)
BGH Urteil vom27.9.2000, FamRZ2001, 619.

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 1120
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が法定されている（BGB1612条a）。最低扶養料

は，子どもの最低生活費（Existenzminimum）から

算定される。さらに，扶養義務違反に対する刑事

罰（StGB170条），裁判所による扶養義務を履行す

べきとの指示（Weisung）についての規定（StGB

56条c第2項5号）が刑法典に存在する。

Ⅲ 扶養料立替制度

1 はじめに

扶養料立替制度は，親の一方が死亡している，

または経済的な理由により一方の親が権利者であ

る子どもに対してその扶養料支払義務を履行する

ことができない場合に生じる単独監護親およびそ

の子どもの経済的に困難な状況を緩和することを

目的として導入された。

本制度の連邦政府内の管轄は，家族・高齢者・

青少年・女性省である。扶養料立替制度に基づく

支出および収入は，以下のようである11)。

2 扶養料立替制度の変遷12)

扶養料立替制度の先駆けは，1976年から扶養料

立替法を導入していたオーストリアの制度を参考

に実施されたハンブルク州における「ハンブルク扶

養料立替金庫（Hamburger Unterhaltsvorschusskasse」

（1977）であった。

1979年，「単独監護親の子どもの扶養を，扶養料

立替または扶養料不足分給付により確保するため

の法13)」が成立した。法目的は，子どもの監護教

育と同時に，他方親からの扶養料の支払い停止の

ため，特別の負担を被る単独監護親を経済的に支

援することであった。当初本制度は，短期間自由

に利用できる経済的手段を達成するための一時的

な給付として考えられていた14)。

現在まで本制度は十数回の改正がなされてきて

いる。重要な改正を取り上げてみると，1990年15)

に 実 施 簡 素 化 の た め 執 行 名 義 の 必 要 性

（Titelerfordernis）がなくなり，1993年16)には受給

年齢の制限が6歳から12歳，受給期間の制限が36

か月から72か月へと緩和された。2013年17)には扶

養義務親からの償還率の上昇を目的として，扶養

義務親に関する情報取得の可能性が広められた。

具体的には，扶養義務親の収入および財産状況を

明らかにするため，扶養義務親の使用者，保険会

社，税務署およびクレジットカード会社からも情

報を入手することが可能となった。同時に，扶養

料立替給付の受給者に対する協力義務違反に対す

る制裁も厳しくなった。

そして直近の大きな改正として，2017年7月か

ら72か月の受給期間および12歳までの受給年齢の

制限が撤廃され，すべての未成年子を対象とする

受給範囲の拡大が行われた18)。また，扶養料立替

11)
BMFSFJ, Bestandsaufnahme der familienbezogenen Leistungen und Maßnahmen des Staates im Jahre2012, S4. なお，

2017年の支出額は9月時点において約10億ユーロに上る（Bundesministerium für Arbeit und Soziales（2018），

Übersicht über das Sozialrecht, S1028）。
12)
Vgl; ChristianGrube (2009), UVGUnterhaltsvorschussgesetz Kommentar; HeinrichSchürmann “2017-

Unterhaltsvorschuss4.0 “FamRZ2017, S1380-1383.
13)
Geset zur Sicherung des Unterhalts von Kindern alleinstehender Mütter und Väter durch Unterhaltsvorschüsse oder

-ausfalleistungen vom 23.7.1979 (BGBl.I S.1184).
14) NDV2012, 56.
15)
BGBl.I 1990S.1221.

16)
BGBl.I 1991S.2322.

17)
BGBl.I 2013S.1108.

18)
Gesetz zur Neuregelung des bundesstaatlichen Finanzausgleichssytems ab dem Jahr 2020 und zur Änderung

haushaltsrechtlicher Vorschriften vom14.8.2017 (BGBl.I S.3122).
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表1 扶養料立替制度における支出および収入

2009年 2010年 2011年 2012年

扶養料立替に関する支出 8億1900万ユーロ 9億1100万ユーロ 9億2200万ユーロ 8億8000万ユーロ

扶養料立替に関する収入 − − 1億8100万ユーロ 1億8200万ユーロ
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給付にかかる費用負担割合に関しても，連邦政府

がそれまでの3分の1から40％に拡大され，一方で

州は3分の2から60％とされた（UVG8条）。

3 制度概要19)

（1） 権利者

受給権利者は，単独監護親ではなく子ども自身

である。扶養料立替給付を受給できる子どもは，

ドイツに住所または常居所を有しており，単独監

護親20)の下において生活している18歳に達してい

ない未成年者であり，他方親から，全く，部分的

にのみ，または不定期にしか法定の最低扶養料を

得られていない者である。扶養料立替給付は，子

どもの最低扶養料を社会給付として支給するもの

であり，単独監護親の収入状況は関係ない。な

お，2017年改正によって新たに受給が認められる

こととなった12歳から18歳の子どもについては，

子どもが社会保障法典第2編（求職者に対する基

礎保障）による給付を受給していない，または単

独監護親が同編11条による自身の総収入が少なく

とも600ユーロに達しているとの追加的要件が課

される。追加的要件は，扶養料立替給付と社会保

障法典第2編による社会手当の長期の併行受給を

避けるために設定されたものである21)。

以下の場合には，扶養料立替給付請求権は生じ

ない。それは，他方親に対する子どもの扶養料請

求権を確定および実施するために，権利者側の可

能な望まれる行為を行わない場合である（UVG1

条3項）。具体的には，扶養義務親に関する情報の

提供，父性の確定または他方親の居所の確定につ

いての協力である。ただし例外的に情報提供が親

または子どもにとって危険につながる場合は，協

力は求められない。そのほか，精子提供型の非配

偶者間受精の方法において生まれた子どもについ

て父性の確定が初めから見込めない場合にも，扶

養立替給付請求権は生じないとされる22)。また，

親が子どもの世話を他方親と分担し，一方の親が

明白に主たる監護責任を負担していない事例にお

いても，扶養料立替請求権は生じない。子どもが

定期的に週の半分を他方親の下で暮らしている場

合等（いわゆるWechselmodell）が該当する。

（2） 扶養料立替給付額

扶養料立替給付額は，年齢等級において確定さ

れる最低扶養料から算定され，第一子の児童手当

（Kindergeld）は全額算入される。

2018年（2019年）1月1日以降の扶養料立替給付

額は，以下のようである。

・5歳までの子どもは月額154（164）ユーロ

・6歳から11歳までの子どもは月額205（212）ユー

ロ

・12歳から17歳までの子どもは月額273（282）

ユーロ

他方親から扶養料の支払いが生じている，また

は遺児手当（Waisenbezüge）を受給している場合

には，上記金額から当該額が控除される。また学

校教育（Schulbesuch）終了後，子どもの独自の収

入は，減額事項として考慮される。これには，労

働からの収入だけでなく，財産による収益も含ま

れる。

扶養料立替給付は，要件が満たされている場合

には遡及的に申立ての前月から子どもが成年（18

歳）に達するまで支払われる（UVG4条）。

（3） 申立て手続

扶養料立替給付の申立ては，口頭ではなく書面

で行わなければならない（UVG9条）。申立ては，

監護親または法定代理人によって，権利者である

子どもが住所を有する州法によって定められた扶

養料立替機関（一般的には，管轄の少年局）に対

19) 本文で指摘するものを除いて，DieterBüte（2015），UnterhaltsrechtKommentar，S509-519［Poppen］；家族・高

齢 者・青 少 年・女 性 省 が 公 表 し て い る “Der Unterhaltsvorschuss”（2018）；FriedbertRancke（2018），

Nomoskommentar，S1468-1494［Conradis］を参照。
20) 親が婚姻し継続的な別居生活にない場合，他方親と婚姻しないまま共同生活を行っている場合，または主たる

監護責任を負担していない場合は，単独監護親には該当しない。
21)
a.a.O (12) Schürmann, FamRZ2017, 1381.

22)
BVerwG Urteil vom16.5.2013, FamRZ2013, 1399.
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して行われる。申立権は子どもと監護親も有して

おり，監護親の名前で行うことも可能である。そ

して申立て後，扶養料立替給付の決定通知書が書

面で監護親または法定代理人に送付される。通知

には，給付決定された子どもの名前，給付額，ど

の期間認められるかが記載される。決定に対して

不服がある場合には，異議申立てを行うことがで

きる。さらに異議申立てに対して不服がある場合

には，行政裁判所への訴訟提起が認められる。

（4） 届出義務

監護親は，子どもが扶養料立替給付の受給期間

中，扶養料立替給付請求において重要となる，ま

たは扶養料立替法との関係において説明を必要と

する，すべての変更事項（具体的には，子どもが

もはや監護親の下で生活していない，他方親が定

期的に子どもに対して扶養料を支払うまたは既に

支払っている等）を扶養料立替機関に遅滞なく届

出なければならない（UVG6条4項）。監護親がこ

の届出義務を履行しない場合，監護親は超過して

支払われた扶養料立替給付の償還を義務付けられ

る。加えて，この届出義務の故意または過失によ

る不履行については，過料に処せられる（UVG10

条）。

（5） 償還義務

国が子どもに扶養料立替給付を行っている場

合，扶養料支払義務親に対する子どもの扶養料請

求権が，扶養料立替給付額の範囲において州に委

譲される。扶養料請求権は，州に委譲された後も

法的性質は変わることなく私法上の債権のままで

ある。従って，請求権の存続および実施はドイツ

民法典に基づき行われる。委譲された扶養料請求

権は，3年の一般的な時効期間に服する（BGB195

条，197条2項）23)。

州は，委譲された扶養料請求権を行使する。た

だし，扶養料支払義務親が，社会保障法典第2編に

よる給付を受給し，そして同編11条1項1文の独自

の収入を有さない限りにおいて，委譲された扶養

料請求権を行使しない（UVG7条a）。2017年改正

において挿入された本規定は，扶養料支払義務を

有する親の明白な給付不能力の場合において，求

償における不経済な執行を免れる趣旨である。ま

た，子どもの現に生じている扶養請求権が侵害さ

れる場合には，請求権の委譲は子どもの不利益の

ため行使されない（UVG7条3項2文）。法は，子ど

もに現に生じている扶養料の確保を，州に委譲さ

れた請求権の実現より優先する。扶養料立替給付

が長期間もたらされなければならないことが見込

まれる場合，州は委譲された請求権と並んで将来

の扶養料請求権も訴求することができる（UVG7

条4項1文）。

扶養料支払義務親は，扶養料立替給付の申立て

が権利者からなされたことについて通知され，支

払い状況や収入関係について情報を求められる。

その際，扶養料支払義務親は，その扶養料支払義

務を完全に履行するためにすべての望まれる努力

を試みていることを説明しなければならない。

（6） そのほかの社会保障給付との関係性

扶養料立替給付は社会保障給付の一つであり

（SGBⅠ68条14号），そのほかの社会保障給付との

関係性が問題となる。実際，扶養料立替給付を受

給している子どもの約80％は，それのみでは当該

子どもの生活は保障されないため，同時に社会保

障法典第2編および社会保障法典第12編（社会扶

助）による給付も受給している24)。

児童手当および遺児手当は，扶養料立替給付に

対して優先的な社会保障給付として位置付けられ

る。児童扶助手当（Jugendhilfeleistungen）も扶養

料立替給付に優先することが明確である（UVG1

条4項）。一方で，社会保障法典第2編および社会

保障法典第12編による給付は，扶養料立替給付に

対して後順位なものとなる。それら後順位の各制

度において，扶養料立替給付は子どもの収入とし

て評価される。

23) 子どもの親に対する扶養料請求権は，子どもが21歳に達するまで時効とならない（BGB207条）。
24)
GerhardTöbben “Die Neuregelungen nach dem Unterhaltsvorschussentbürokratisierungsgesetz “NJW2013, 1844.
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Ⅳ ドイツの現状

各種統計から扶養料立替制度にかかわるドイツ

の現状を明らかにしておきたい。

1 ドイツにおける未成年子に対する扶養料の

支払いに関する報告書25)

扶養権利者に対する質問において，「扶養義務

者が定期的および満額の扶養料を支払っている」

と回答した者は69％である。そのうち親子の訪問

の割合が高ければ高いほど扶養料の支払いが行わ

れている傾向が読みとれる26)。また，扶養料の確

定方法についても，両親のみで取決めた場合には

88％，少年局による場合には59％，弁護士・公証

人の場合には78％，裁判所による場合には55％が

支払いを定期的に行っていると報告されている。

報告書では，扶養料不払いは特に以下の4つの要

因がかかわると指摘する，（a）子どもと他方親と

のコンタクトが僅かしか，または全く存在しない

場合，（b）別居がすでに長期間に至る場合，（c）扶

養料の確定が両親によってではなく，第三者に

よってなされる場合，（d）扶養義務親が働いてい

ない場合である。

2 ドイツにおける婚姻および家族に関係する

主要な給付の評価報告書27)

家族・高齢者・青少年・女性省の委託により作

成された本報告書では，扶養料立替給付について

以下の3点が示されている。（a）扶養料立替給付

は，他方親が扶養料支払義務を履行しない場合に

生じる困難な状況において，単独監護親の生計を

安定的なものとする。また，扶養料立替給付は，

厳しい監護状況のため抜け出すことのできない困

窮 状 態 に お い て，世 帯 が 基 礎 保 障

（Grundsicherung）に陥ることを防ぐ役割を果た

す，（b）扶 養 料 立 替 給 付 は，失 業 手 当 Ⅱ

（ArbeitslosengeldⅡ）と異なり高額の収入を有す

る場合においても支払われるので，単独監護親の

就業活動および家族と仕事の調和目的に積極的な

効果を生じる，（c）扶養料立替給付の直接的財政

的影響は，シミュレーションでは毎年8億8300万

ユーロに達する。税移転制度（Steuer-Transfer-

System）における相互作用を考慮する場合，実質

的な支出は毎年2億4300万ユーロとなる。という

のは，扶養料立替給付により失業手当Ⅱにおける

支出を削減することが可能となるからである。さ

らに労働供給効果（Arbeitsangebotswirkungen）の

考慮の下では，財政的費用は1億8900万ユーロに

なる。

3 その他

扶養料支払義務親の償還割合28)は，連邦全体で

約20％程度である29)。償還割合は，地域の経済力

と関係があるとされており，Bayern
30)やBaden-

Württembergのような経済力の強い州においてで

さえ，最近5年間で30％を達成または超える程度

である。償還割合が低率であることについて，多

くの事例において扶養義務親が給付能力を有さな

いとの指摘がなされる31)。

Ⅴ まとめ

ドイツにおける扶養料立替制度は，1980年に制

度が導入されてから度重なる改正がなされてき

た。その中で一貫して試みられてきたのが，受給

25)
Vgl; BMFSFJ (2002), Unterhaltszahlungen für minderjährige Kinder in Deutschland.

26)訪問が頻繁な場合は85％，時々の場合は78％，まれな場合には68％，まったくない場合には40％の支払いと

なっている。
27)
ZEW (2013), Evaluation zentraler ehe- und familienbezogener Leistungen in Deutschland.

28) 当該年度における扶養料立替給付の徴収額／当該年度における扶養料立替給付額で算出する。
29)
a.a.O (12) Schürmann, FamRZ2017, 1380.

30)
2015年バイエルン州では，約8000万ユーロの支出があり，そのうち3分の1を回収しているとのことである

（Welt2017年4月5日報道）。
31) NDV2012, 55.
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者となる子どもの対象範囲の拡大であった。例え

ば2009年当時の制度においては，受給期間は72か

月，受給年齢は満12歳までとの制限が存在したた

め，72か月の受給期間に達した4万5737人の子ど

もおよび満12歳に達した3万952人の子どもが受給

権を喪失していた32)。そして，2017年の改正にお

いて念願かなって受給年齢および受給期間の制限

が撤廃された。今後の改正は，扶養料支払義務親

の償還率の上昇を目的とした改正がなされていく

ことが予想される。償還率が上昇することは，財

政的な問題に対処するとともに，実務上の意義も

大きいと指摘される。つまり国が立替給付した扶

養料を求償できた場合，法的状況の明確化によ

り，直接子どもが扶養料支払義務親から扶養料を

定期的に受け取ることも可能となると考えられて

いる。今後，償還率がどのように変わっていくか

は興味深い点である。ただし一方で扶養料立替給

付の収入と支出との大きな相違の原因は，扶養料

立替制度による給付が立替だけでなく，扶養料支

払義務親の給付可能性がない場合にも支払われる

点にあるとされる33)。そうすると償還率の上昇に

も限界があることとなる。

そのほか制度的な問題点の指摘として，扶養料

立替給付請求権は，単独監護親が再婚した場合に

はもはや存在しなくなるが，この点について再婚

によって当該子どもに対する継親の扶養義務は生

じず，他方親への扶養請求権は存在し続けるので

あり，再婚による給付請求権の消滅には問題があ

るとする34)。また，扶養料立替制度による給付と

ほかの社会保障給付を重複して受給することが多

いため，特に少年局とジョブセンターとの協同関

係の強化が必要との指摘がなされる35)。ドイツで

は上記のような制度的な問題点は多々指摘される

ものの，扶養料立替制度自体を無くすべきといっ

た批判は著者が調べた限りでは見られなかった。

日本において同様の制度を導入するにあたって

は，最低扶養料といったこれまでに無い概念を導

入する必要性，受給要件を如何に設定するのかと

いった点，さらにはモラルハザードの心配等さま

ざまな問題が存在するが，ドイツや同様の制度を

有する国々を参考に設計していくことは可能であ

る。特にドイツと日本では扶養法の体系に親近性

があるとの指摘もなされており参考になる点が多

いと考えられる。現に，2007年に導入された「離

婚時年金分割制度」は，ドイツの「年金権調整制

度（Versorgungsausgleich）」を参考に導入されて

いる。制度設計以上に大きな問題として考えられ

るのが莫大な費用の負担である。ただしこの点に

ついても，ドイツにおける報告書の指摘にもある

ように，ほかの社会保障給付が削減されること，

扶養料立替給付により生じるプラスの波及的効果

も踏まえると，実際の支出額はそれほど莫大な金

額にはならないとも考えられる。この点は，支出

額や収入額および償還率のみを形式的に見て判断

するのではなく，より広い視点から検討する必要

がある。

また，費用の面も含め本制度を導入するには，

改めて根本的な問題として養育費不払いに対して

国がどこまで介入するべきなのか，といった点を

議論していかなくてはならない。近時，家族法の

分野では，その行政の介入の低さが大きな問題と

して指摘されるに至っている36)。児童虐待問題，

DV問題等からも明らかなように，「法は家庭に入

らず」の原則を厳格に推し進めることにより，被

害を受けるのは弱者である女性・子どもである。

そこで，この原則を堅持しつつも，問題の性質お

よび緊急性に応じて国が介入しなければならな

い37)。養育費不払い問題に対しても，その額の設

32)
KirstenScheiwe “Sozialleistungen für Alleinerziehende und ihre Kinder-ein Problemaufriss “ARCHIV für

Wissenschaft und Praxis der sozialen Arbeit 2/2011, S45.
33) FuR1993, 280.
34) NDV2012, 53.
35) NDV2012, 54.
36)水野紀子（2011）「多様化する家族と法」，『都市問題』，No.12，p.62以下。
37) 子の処遇は当事者自治の範囲を超えるものととらえ，その限りで国家の後見的介入を必要とする（神谷遊

（1997）「履行確保制度」，『ゼミナール婚姻法改正』，日本評論社，p.196）。
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定等については，私事としての側面が大きいと考

えられるが，一度取り決められた養育費の不払い

については，もはや私事としての側面は薄れてお

り，国が後見的に介入すべき問題と考えられる。

Ⅵ おわりに

本稿では，養育費の確保という観点から，参考

となるドイツの扶養料立替制度を概観してきた。

ドイツにおいてもまもなく40年を経過しようとす

る本制度であるが，完成されたものではなく，改

正が引き続き行われている。そのような改正の流

れの中において一貫して存在する考え方が，「子

どもの福祉・利益」に資する制度設計である。ほ

かの社会保障制度との関係等複雑な問題が残され

ているが，制度自体に対しては肯定的な見解が占

めている。しかし一方で，扶養料立替制度につい

て，よく知っていると答えた国民は僅か7％に過

ぎないとの報告もある38)。扶養料立替法だけをみ

ると条文数は13か条に過ぎないが，扶養料立替法

実施の為のガイドライン（2017年）は，183頁にも

及ぶことを考えると制度は想像以上に複雑なもの

である。しかし国民の関心はそれほど高くはない

が，このような多額の費用を必要とする制度が維

持できているともとらえられる。

翻って日本では，おそらくドイツの扶養料立替

制度の予算を聞いただけで議論は停滞するであろ

う。しかし，ドイツでもあったようにほかの社会

保障制度との調整が見込まれること，限りある財

源を効果的に投入するという視点そして何よりも

養育費という子どもの明日の生活費，将来を築く

資金であることを考えると同様の制度を検討する

必要はある。そのためにも，諸外国で行われてい

る扶養料立替制度を詳細に検討するとともに，あ

わせて今後は根本的な原因，より根源的・潜在的

な問題として国がどこまでこのような問題にかか

わるべきかについて研究を深めていきたい。
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38)
Institut Für Demoskopie Allensbach (2012), Staatliche Familienleistungen aus Sicht der Bürgerinnen und Bürger:

Kenntnis, Nutzung und Bewertung, S162.
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®Unterhaltsvorschuss¯in Germany

Toshihide IKOMA
＊

Abstract

In this article, I introduce the German Unterhaltsvorschuss system, in which the country lends child

maintenance. Single parents who receive no maintenance or no regular maintenance from the other parent can

apply for a maintenance advance.

The Unterhaltsvorschuss system has been revised many times before, with the most recent

amendment taking place in 2017.

Here I present an overview of the system and explore the adaptation of such a system in the context

of Japan.

Keywords：Poverty of Children, Child Support, Support, Maintenance
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投稿：動向・資料

肝がん・重度肝硬変に対する公費負担医療の創設に関する研究

小野 俊樹＊

抄 録

我が国では，普遍的な公的医療保険制度に対する特例的な制度として，特定の疾病などを対象とする

さまざまな公費負担医療が実施されている。

このような中で，長年にわたり肝炎の患者団体から肝がん・肝硬変の医療費助成の実現を要望されて

きたことを受けて，2018年12月から，肝炎総合対策の一環として，肝がん・重度肝硬変治療研究促進事

業が実施された。この事業は，患者の医療費負担を軽減しつつ，患者から収集したデータを活用して，

肝がん・重度肝硬変の治療研究を促進する仕組みを構築することを目的としている。この事業で，公費

による医療費の助成を受けられるのは，所得要件を満たし，かつ，高額な入院医療を頻回に受けている

患者とされている。

本稿では，このような事業が創設された経緯，事業の考え方や概要を明らかにした上で，事業の評価

や課題の考察を行い，今後の公費負担医療の在り方を考える一助とする。

キーワード：公費負担医療，医療費助成，肝炎総合対策，肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業

社会保障研究 2019, vol. 4, no. 1, pp. 128-136.

Ⅰ 研究目的及び方法

我が国では，国や地方自治体が公費により医療

費を負担し，患者の医療費負担を免除または軽減

する公費負担医療が，さまざまな形で実施されて

いる。

そして，2018年12月から，B型肝炎ウイルスやC

型肝炎ウイルスに起因する肝がん・重度肝硬変患

者の医療費負担を軽減しつつ，患者から臨床デー

タを収集し，肝がん・重度肝硬変の治療研究を促

進する肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業が新

たに創設され，各都道府県で実施されている。

本研究は，主に政府の資料や会議録，研究報告

書などの文献を調査する方法により，肝がん・重

度肝硬変という特定の疾患に着目した研究事業が

創設され，患者の医療費負担を軽減する公費負担

医療が実施されるようになった経緯を振り返り，

この事業の仕組みや考え方を明らかにした上で，

事業の評価や課題の考察を行うことにより，今後

の公費負担医療の在り方を考える一助とすること

を目的とする。

＊日本社会事業大学社会福祉学部 教授

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 1128
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Ⅱ 公費負担医療の概説

公費負担医療とは，健康保険，国民健康保険な

どの社会保険方式による公的医療保険制度とは別

に，国や地方自治体が公費によって医療費を支払

う仕組みである。我が国では，原則としてすべて

の国民が公的医療保険制度に加入し，保険が適用

される医療を受けることができる。一方で，公費

負担医療は，特定の疾病や障害または治療などを

対象として実施されるものであり，我が国の医療

保障制度の体系としては，普遍的な公的医療保険

制度に対する特例的な制度と位置づけられる。

公費負担医療には，公費優先と保険優先の2種

類がある。公費優先は，公的医療保険を適用せず

に医療費の全部または一部を公費で負担するもの

であり，保険優先は，公的医療保険の給付を受け

た上で一部負担金などの全部または一部を公費で

負担するものである。

公費優先の仕組みとしては，戦傷病者の公務上

の傷病についての療養の給付（戦傷病者特別援護

法），被爆者の認定疾病についての医療の給付（原

子爆弾被爆者に対する援護に関する法律）のよう

に国家補償的な意味を持つもの，また，新感染症

の患者の入院医療に要する費用の負担（感染症の

予防及び感染症の患者に対する医療に関する法

律）のように社会防衛的な意味を持つものがあ

る。

保険優先の仕組みとしては，予防接種による健

康被害についての医療費の給付（予防接種法）の

ように健康被害の救済を目的とするもの，また，

指定難病の特定医療費の支給（難病の患者に対す

る医療等に関する法律），障害者等への自立支援

医療費の給付（障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律）のように国民保健

や社会福祉の目的のために実施されているものが

ある。そして，広い意味での国民保健の目的に含

まれるものとして，治療法などの研究の促進を目

的とするものがある。このほか，生活保護の医療

扶助（生活保護法）も，保険優先の公費負担医療

である。

公費負担医療の多くは法律に基づいているが，

法律の根拠なく予算事業で実施されているものも

ある。さらに，各地方自治体が独自に実施してい

る子どもや障害者への医療費の助成もある。

本研究で取り上げる肝がん・重度肝硬変治療研

究促進事業における公費負担医療は，保険優先の

仕組みとして，研究の促進を目的に国の予算事業

で実施されるものである。

Ⅲ 我が国の肝炎対策の概要

肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業は，国や

地方自治体が推進する肝炎総合対策の一環として

実施される。そこで，我が国の肝炎対策を紹介し

つつ，肝がん・肝硬変患者への支援が求められた

背景を説明したい。

我が国の肝炎対策は，2010年1月に施行された

肝炎対策基本法と同法に基づき2011年5月に厚生

労働大臣が策定した肝炎対策の推進に関する基本

的な指針により，肝がんや肝硬変の主因であるB

型肝炎やC型肝炎の対策を中心に実施されてい

る。厚生労働省は，B型肝炎ウイルスやC型肝炎

ウイルスの持続的な感染者は300万人を超えると

推定1)しており，ウイルス性肝炎は我が国で最大

規模の慢性感染症である。肝がんの死亡者は近年

減少傾向にあるが，それでも2017年には，がんの

部位別死亡数（男女計）で5位となる約2.7万人が

亡くなっている2)。

さらに我が国では，特定の血液凝固因子製剤に

よるC型肝炎ウイルスへの感染被害に係る薬害肝

炎訴訟，集団予防接種の際の注射器の連続使用に

よるB型肝炎ウイルスへの感染被害に係るB型肝

炎訴訟が全国で提起され，これらの感染被害の拡

1) 厚生労働省「肝炎総合対策の推進，肝炎とは」https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou09/

hepatitis_about.html（2019年4月20日最終確認）。
2)国立がん研究センター「がん情報サービス，最新がん統計」https://ganjoho.jp/reg_stat/statistics/stat/summary.html

（2019年4月20日最終確認）。
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大を防げなかった責任を国が認めている。薬害肝

炎訴訟では2008年1月，B型肝炎訴訟では2011年6

月に，それぞれの原告団・弁護団と厚生労働大臣

が基本合意書を締結し，感染被害者の救済だけで

なく，恒久対策として，国が肝炎医療の提供体制

の整備や肝炎医療に係る研究の推進などの施策を

講ずるように努めることが確認された。

このような状況の下で，我が国の肝炎対策は，

①肝疾患治療の促進，②肝炎ウイルス検査と重症

化予防の推進，③地域の肝疾患診療連携体制の強

化，④正しい知識の普及，⑤研究の推進の5つを柱

として推進されている。これらの取組では，肝炎

を早期に発見して治療につなげ，肝がん・肝硬変

への進行を予防することを目指して，肝炎ウイル

ス検査の「受検」，陽性と判明した者の「受診」，

適切な治療の「受療」が促進されている。特に

2014年以降，C型肝炎ウイルスを高い確率で排除

できるインターフェロンフリー治療が我が国で導

入されたことにより，早期発見と早期治療を重視

する傾向はさらに強まった。2016年6月には，肝

炎対策の推進に関する基本的な指針が見直され，

「肝硬変又は肝がんへの移行者を減らすことを目

標とし，肝がんのり患率をできるだけ減少させる

ことを指標として設定する」ことが示された。

B型・C型肝炎ウイルスへの感染の有無を調べ

る検査の「受検」については，都道府県や市町村

が，保健所や医療機関で無料または低額の肝炎ウ

イルス検査を実施しており，40歳以上の一定の者

には市町村による受検勧奨も行われている。

肝炎ウイルス検査の結果が陽性であった者の

「受診」については，都道府県や市町村によって，

医療機関への受診勧奨や受診状況の確認といった

フォローアップが行われる。また，早期かつ継続

的な受診を促すため，肝炎ウイルス検査で陽性と

判明してから1年以内に受ける初回精密検査，そ

の後の経過観察のために受ける定期検査の費用へ

の助成が2014年から行われており，その後も助成

対象者の拡大などが行われている。

B型・C型肝炎の患者の「受療」については，ウ

イルス性肝炎の抗ウイルス治療への公費負担医療

（肝炎治療特別促進事業）として，2008年にイン

ターフェロン治療への助成が始まり，後に，B型

肝炎の核酸アナログ製剤治療やC型肝炎のイン

ターフェロンフリー治療に助成の対象が拡大され

た。近年では，インターフェロンフリー治療の助

成を受けた者はピーク時の2015年度で約8.90万

人，核酸アナログ製剤治療の助成を受けた者は

年々増加して2017年度で約7.98万人となってい

る3)。

このように我が国の肝炎対策では，早期発見と

早期治療を促進し，肝がん・肝硬変への進行を防

ぐことを目標として，普及啓発，受検や受診の勧

奨，肝炎の検査や治療に要する費用への助成が行

われている。さらに2016年10月からは，B型肝炎

のワクチンが予防接種法に基づく定期接種の対象

とされ，予防対策が強化された。しかし，予防や

早期発見，早期治療に重点的に取り組んできたこ

とが，結果として，予防や治療の効果が見込める

軽症者には手厚い支援が行われるが，それに比べ

て，肝がん・重度肝硬変に進行した重症者は取り

残されているのではないかという批判を招いた面

がある4)。

これまでも肝がん・重度肝硬変患者への支援が

なかったわけではなく，定期検査の費用への助成

やB型肝炎の核酸アナログ製剤治療への助成は，

肝がん・重度肝硬変患者も対象となりうる。ま

た，重度肝硬変は，肝機能障害として，身体障害

者福祉法による障害認定の対象となり，2016年に

は認定要件が緩和されている。それでも，患者に

とって特に負担感が強い医療費について，ウイル

ス性肝炎だけでなく，ウイルス性肝炎から進行し

た肝がん・肝硬変にも一貫して支援を行うこと

が，肝炎の患者団体から強く要望されてきた。

3) 厚生労働省（2019）第23回肝炎対策推進協議会資料1「平成31年度肝炎対策予算案について」p.2。
4)日本肝臓病患者団体連絡協議会他（2014）「肝硬変・肝がん患者の療養支援の推進を求める請願」は「同じ病気

で，より困った状態になれば医療費助成が無くなるという制度は，先進国・日本のあるべき制度でしょうか」と指

摘している。
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Ⅳ 肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の創設

1 事業の創設までの経緯

肝炎の患者団体の要望を受けて，2010年1月に

施行された肝炎対策基本法附則第2条第2項に「肝

炎から進行した肝硬変及び肝がんの患者に対する

支援の在り方については，これらの患者に対する

医療に関する状況を勘案し，今後必要に応じ，検

討が加えられるものとする」と規定された。そし

て，同法に基づき2011年5月に策定された肝炎対

策の推進に関する基本的な指針には，以下の記載

が盛り込まれた。

国は，肝炎から進行した肝硬変及び肝がんの

患者に対する更なる支援の在り方について検討

する上での情報を収集するため，肝硬変及び肝

がん患者に対する肝炎医療や生活実態等に関す

る現状を把握するための調査研究を行う。

2015年には，与党の国会議員による肝炎対策推

進議員連盟が設立され，患者団体や厚生労働省の

担当者などを招いて，肝炎対策の一層の推進に向

けた議論が行われるようになった。また，このよ

うな動きに呼応するように，肝がん・肝硬変患者

への医療費助成5)の実現を求める国会請願が患者

団体から提出され，2015年通常国会（第189回国

会）では参議院，2016年通常国会（第190回国会）

では衆参両院，同年の臨時国会（第192回国会）で

は衆議院で，それぞれ採択され，内閣に送付され

た。これは，国会が請願の内容を妥当と認め，内

閣で措置すべきものと判断したことを意味してい

る。

一方で，2008年から薬害肝炎全国原告団・弁護

団，2012年から全国B型肝炎訴訟原告団・弁護団

が，それぞれ厚生労働大臣との定期協議を開催す

るようになり，いずれも厚生労働大臣に対し，肝

がん・肝硬変患者への医療費助成の実現を繰り返

し要望している6)。

2016年6月には，委員20名中7名の患者委員を含

む肝炎対策推進協議会での議論を経て，肝炎対策

の推進に関する基本的な指針の見直しが行われ，

肝がん・肝硬変患者の支援については，見直し前

の「調査研究を行う」という記載から，以下のと

おり「検討を進める」という一歩踏み込んだ表現

に改められた。

国は，肝炎から進行した肝硬変及び肝がん患

者に対する更なる支援の在り方について，従前

の調査研究の結果，新たな治療法の開発状況そ

の他の医療の状況，肝炎医療費助成や重症化予

防事業等の施策の実施状況等を踏まえ，検討を

進める。

基本的な指針の見直しを受けて，2016年度に厚

生労働省の研究事業「B型・C型肝炎による肝硬

変，肝がん患者における医療費等の実態調査」（研

究代表者：伊藤澄信 国立病院機構本部総合研究

センター長）が行われた。この研究は，医療機関

から保険者に発行される診療報酬明細書（レセプ

ト）のデータなどで構成されるデータベース

（NDB: National Database）から得られる情報を解

析し，2012年度から2015年度までのB型・C型肝炎

による肝がん・肝硬変患者の数，総医療費，医療

内容などを調査したものである。研究の報告書は

2017年6月に公表され，調査結果に基づく検討が

政府内で進められた。

そして，厚生労働省による2018年度予算概算要

求に肝がん治療研究促進事業が盛り込まれ，2017

年8月28日に開催された第7回肝炎対策推進議員連

盟総会で同省から事業内容が説明された7)。この

時点では，事業名から明らかな通り，対象が肝が

5)患者団体などは，公費負担医療よりも医療費助成という表現をよく用いている。広義の医療費助成には，公費

を財源とするものだけでなく，公的医療保険制度の高額療養費のような患者負担の軽減措置も含まれる。
6)全国B型肝炎訴訟原告団・弁護団と厚生労働大臣の定期協議の議事録は，肝炎対策推進協議会の資料として公表

されている。2017年度の協議については，厚生労働省（2017）第20回肝炎対策推進協議会参考資料7「B型肝炎訴

訟原告団・弁護団と大臣の定期協議議事録」参照。
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んだけであったため，対象を重度肝硬変まで拡げ

るように患者団体から強い要望があり，引き続き

検討されることになった。

2017年の秋からは，厚生労働省の研究事業「肝

がん研究の推進及び肝がん患者等への支援のため

の最適な仕組みの構築を目指した研究」（研究代

表者：小池和彦東京大学大学院教授）が実施され，

事業の対象となる患者や医療の基準，臨床データ

の内容や収集方法，事業に協力する医療機関の要

件などの検討が進められた8)。

2017年12月には，重度肝硬変まで対象を拡大し

た肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業を盛り込

んだ2018年度政府予算案が閣議決定され，2018年

3月に政府案通り予算が成立した。概算要求から

予算案決定までの間の変更点は，対象が重度肝硬

変まで拡大されたことのほか，事業費が全額国庫

負担から国と都道府県の1／2ずつの負担割合に見

直されたこと，未定であった事業の開始時期が

2018年12月とされたことである。なお，すべての

肝硬変に対象を拡げるのではなく，重度肝硬変の

みとされたのは，軽度肝硬変は現行の核酸アナロ

グ製剤治療やインターフェロンフリー治療への助

成を使える場合が多いことに加え，伊藤班による

NDBの解析研究で，重度肝硬変の医療費や入院頻

度が肝がんと大きく変わらないのに対し，軽度肝

硬変とは差があることが明らかになったためとさ

れる9)。

2 事業の仕組みと考え方

肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業は，肝が

ん・重度肝硬変患者の医療費負担の軽減を図りつ

つ，これらの患者から収集した臨床データを活用

して，肝がん・重度肝硬変患者の予後の改善や生

活の質の向上，肝がんの再発の抑制などを目指し

た治療ガイドラインなどの作成に向けた研究を促

進する仕組みを構築するものである。肝がん・重

度肝硬変患者は，都道府県知事が指定する医療機

関を受診して，臨床データを提供すれば，後述す

る要件を満たす場合に，肝がん・重度肝硬変の入

院医療に係る医療費の一部負担金が月1万円に軽

減される。事業の実施主体は都道府県であるが，

研究は都道府県や医療機関から得られたデータを

活用して厚生労働省の研究班で行われる。

この事業の目的は，肝がん・重度肝硬変の研究

の促進であり，医療費負担の軽減は，患者が治療

を継続して研究に参加しやすくするために行うも

のと位置付けられている。このように研究と併せ

て公費負担医療を行う方式は，難病の患者に対す

る医療等に関する法律の施行前に行われていた特

定疾患治療研究事業などの例がある。

医療費負担の軽減は，すべての肝がん・重度肝

硬変患者を対象とするのではなく，一定の所得以

下で，肝がん・重度肝硬変の治療が頻回または長

期に及び，累積の医療費が高額となる患者を重点

的に支援するものとされている。具体的には，所

得の要件として，住民税非課税世帯か世帯年収約

370万円以下の者であること，治療の要件として，

肝がん・重度肝硬変の入院医療であって，過去1年

間で高額療養費の限度額を超えた月が既に3月以

上ある場合に，4月目以降に高額療養費の限度額

を超えた月に係る医療費に対して公費負担が行わ

れる。高額療養費の限度額を超えた月が1年間で3

月以上ある場合に4月目から負担を軽減するのは，

公的医療保険制度の高額療養費の多数回該当の仕

組みと類似しているが，この事業は肝がん・重度

肝硬変の入院医療だけが対象なので，多数回該当

が適用される月とこの事業による公費負担が行わ

れる月は必ずしも一致しない。

次に，このような事業を創設して，肝炎ウイル

スによる肝がん・重度肝硬変患者を支援し，研究

7) 厚生労働省（2017）「肝炎対策推進議員連盟第7回総会厚生労働省提出資料」参照。
8)小池班の研究結果は，厚生労働省（2018）第21回肝炎対策推進協議会資料1-3「「肝がん研究の推進及び肝がん患

者等への支援のための最適な仕組みの構築を目指した研究」成果報告」，資料1-4「「肝がん研究の推進及び肝がん

患者等への支援のための最適な仕組みの構築を目指した研究」成果報告別冊」参照。
9)例えば，B型肝炎に起因する肝炎等の1か月当たり平均医療費（保険点数）は，伊藤班の総括研究報告書（2017）

では，2015年度で軽度（代償性）肝硬変9,839点に対し，重度（非代償性）肝硬変17,090点，肝がん19,916点となっ

ている。
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を促進する理由として，厚生労働省は次の6点を

挙げている10)。

・ 肝炎ウイルスによる肝がん・重度肝硬変

（非代償性肝硬変）は，肝炎ウイルスに感染し

てから，慢性肝炎，肝硬変（代償性肝硬変）

を経て進行していく一連の病態の最終段階で

あり，その間に多くの患者は長期間にわたっ

て肉体的，精神的，経済的な負担を強いられ

ている。

・ 肝がんは，がんの中でも再発率が高く（5年

以内の再発率は70〜80％），診断から5年後に

生存している者のその後の5年生存率は，男

女とも40％未満である。また，重度肝硬変

は，3年生存率が30％程度であり，肝がんと同

様，予後が悪く，基本的に不可逆的な病態で

ある。

・ 再発率が高く，長期的に治療を繰り返す肝

がんの累積医療費は，がんの中でも高い。ま

た，重度肝硬変では，肝性脳症，食道・胃静

脈瘤，特発性細菌性腹膜炎等の合併症の治療

を繰り返す。このため，肝がんや重度肝硬変

は，発症の前から，慢性肝炎や肝硬変を長期

にわたって患っていることを考慮すれば，生

涯の医療費負担はさらに高額になると推測さ

れる。

・ 肝がんや重度肝硬変の予後が悪いのは，肝

炎ウイルスによって肝臓全体が侵されている

からであり，肝炎ウイルスによる肝臓の線維

化や発がんの機序の解明，予防法の開発など

の研究を強力に推進する必要がある。

・ 肝がんの70％が肝硬変を合併し，肝硬変か

らは肝がんが年率5〜8％で発生すると報告さ

れているが，特に重度肝硬変では，肝予備能

の低下，多彩な合併症及び肝不全症状（肝性

脳症，黄疸，食道静脈瘤等）により，肝がん

治療が困難になる。したがって，重度肝硬変

の管理を適切に行うことは，肝がんの治療の

根治性を高め，治療の継続を可能とし，予後

を改善する上で非常に重要である。

・ 肝炎対策基本法では，肝硬変及び肝がん患

者に対する支援の在り方の検討など，肝炎の

克服に向けた取組を一層進めていくものとさ

れている。

ここでは，ほかの疾患と比べて，肝がん・重度

肝硬変の予後が悪く，長期的に治療を繰り返す傾

向があることが強調されている。これが，治療が

頻回または長期に及ぶ患者を重点的に支援すると

いう考え方につながったと考えられる。

3 他の肝炎患者の支援策などとの関係

（1） 肝炎治療特別促進事業との関係

2008年から，ウイルス性肝炎の抗ウイルス治療

に対する公費負担医療（肝炎治療特別促進事業）

が実施されている。この事業による助成の対象と

なる治療は随時拡大され，核酸アナログ製剤治療

への助成は，慢性肝炎や肝硬変の段階から助成を

受けていた場合には肝がん患者も対象となる。こ

のため，新たな事業を創設しなくても，肝炎治療

特別促進事業の対象を肝がん・重度肝硬変の治療

に拡大すればよいようにも思える。しかし，肝炎

治療特別促進事業は，ウイルス性肝炎の重症化予

防と感染予防を目的としており，これを肝がん・

重度肝硬変の治療に適用することは難しいと考え

られる。ウイルス性肝炎は，軽症のうちはほとん

ど自覚症状がないことが多いため，患者が治療を

先延ばしにして，肝がんや肝硬変に進行する怖れ

がある。このため，患者に早期の受療を促し，必

要な治療を中断せずに続けてもらうことにより，

重症化を予防するとともに，ウイルスを排除して

感染の拡大を防ぐことを目的として，抗ウイルス

治療の医療費負担を軽減している。一方で，肝が

んや肝硬変の治療には，ウイルス性肝炎の抗ウイ

ルス治療と同じような重症化予防と感染予防の効

果があるとするのは難しいため，肝がん・重度肝

硬変の研究の促進という肝炎治療特別促進事業と

は異なる目的を持つ新たな事業が創設されること

10) 厚生労働省（2018）第21回肝炎対策推進協議会資料1-2「肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業について」p.3。
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になった。

（2） 感染被害者への給付金との関係

肝がん・重度肝硬変患者のうち，薬害肝炎訴訟

の被害者には4,000万円の給付金（特定フィブリ

ノゲン製剤及び特定血液凝固第Ⅸ因子製剤による

C型肝炎感染被害者を救済するための給付金の支

給に関する特別措置法），また，B型肝炎訴訟の被

害者には3,600万円の給付金（特定B型肝炎ウイル

ス感染者給付金等の支給に関する特別措置法）が

支給される。一方，肝がん・重度肝硬変治療研究

促進事業の対象者は，B型・C型肝炎への感染原因

を問わないものとされており，この事業は，国の

責めに帰すべき事由でB型・C型肝炎に感染した

ことへの被害救済を目的としているわけではな

い。患者団体の中には，給付金を受け取れない患

者の方が支援の必要性が高いという考えもあった

ため，肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業は，

助成の対象を感染被害者に限定しない研究事業と

いう方式がとられている。逆に言えば，目的が異

なるから，感染被害者への給付金と肝がん・重度

肝硬変治療研究促進事業による公費負担医療の併

給も可能とされている。

Ⅴ 考察

1 事業の評価

肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の評価に

ついては，今後の事業の実施状況を見極めていく

必要があるが，少なくとも，肝がん・重度肝硬変

患者への支援の道を開き，感染予防，早期発見，

重症化予防，重症者支援という肝炎対策の一連の

流れを完成させるものと言える。肝炎対策に限ら

ず，予防を重視する風潮が強まる中で，重症者を

支える姿勢を国が明確に示した意義は小さくな

い。

これまで肝がん・重度肝硬変患者への支援が容

易に実現しなかったのは，さまざまな部位のがん

がある中で，肝がんだけに特別な支援を行う考え

方の整理が難しかったからである。Ⅱで述べたよ

うに，公費負担医療は公的医療保険制度に対する

特例的な制度であるため，特例を認めるだけの根

拠が必要となる。この点については，Ⅳの2で引

用した厚生労働省の見解にあるとおり，肝がんを

肝炎から続く長期慢性疾患の最終段階と位置づけ

た上で，がんの中でも顕著に再発率が高く，予後

が悪いことなどから，患者を支援しつつ，研究を

促進する必要性が整理された。

公費負担医療にはさまざまな目的のものがあ

り，必ずしも統一的な考え方があるとは言えない

が，患者本人への補償や被害救済などを直接の目

的とするものでない場合には，研究の促進による

医療の向上，感染症の拡大の防止といった社会的

な目的を明確に持っている方が，公費負担医療を

行う理由として説得力が高まる。また，対象とな

る疾患の類型の一つとして，難病などのように，

長期慢性的で，根治が難しく，患者の生命や生活

への影響が大きいといった特徴を持つものがあ

る。特に，数十年単位で続くこともあるような長

期慢性疾患で，医療費が累積して高額になるもの

には，公的医療保険制度だけでは十分に対応でき

ない場合がある11)。さらに，健康被害によるもの

を含め，感染症，有害物質による疾患，原因不明

の疾患などの方が，自己責任を問われがちな生活

習慣病よりも，公費負担医療の対象になりやすい

のが実情であろう。

B型・C型肝炎ウイルスによる肝がん・重度肝硬

変に対する公費負担医療は，研究の促進を目的と

し，また，ウイルス感染を原因とする長期慢性疾

患で，再発率が高く，累積の医療費が高額になる

傾向があるといった点で，上述の条件をいずれも

満たしている。しかも，すべての肝がん・重度肝

硬変の患者ではなく，治療が頻回または長期に及

ぶ患者を対象にしたことにより，ほかの疾患と比

べても，支援の必要性が高い患者を重点的に支援

するという趣旨が明確になったと考えられる。

11)公的医療保険制度でも，人工透析を行う慢性腎不全などの高額長期疾病に対する高額療養費の特例のように，

高額な医療費が長期間にわたって続く疾患について，特に医療費の軽減を行う仕組みがないわけではないが，例

外的なものであり，公費負担医療で対応することの方が多い。
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2 事業の課題

公費負担医療では，その目的に応じて，対象者

や対象医療の要件が設けられる。要件は簡明であ

ることが望ましく，そうでなければ，要件に該当

することの確認方法やほかの制度との適用関係が

複雑になる。事業が複雑になれば，患者が利用し

にくい上に，事業を実施する地方自治体，医療機

関，医療保険関係者の事務負担も大きくなる。さ

らに，運用に地域差が生じたり，要件に該当する

かどうかで疑念が生じたりする怖れもある。

肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業では，治

療が頻回または長期に及ぶ患者を支援するという

考え方を具体化したものとして，入院治療で高額

療養費の限度額を超えた月が年3月以上ある場合

に4月目から負担を軽減するものとされた。この

ような要件は，これまでのほかの公費負担医療と

比べても詳細なものであり，患者への周知，地方

自治体や医療機関での円滑な運用に十分に配慮す

る必要が生じている。

さらに，肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業

に加え，ウイルス性肝炎には，肝炎治療特別促進

事業，初回精密検査費や定期検査費への助成も行

われている。肝機能障害として障害認定を受けれ

ば，障害者施策の対象となり，肝移植は自立支援

医療費の支給対象となる。それぞれの事業で目的

に応じて対象者や対象医療が異なるので，細分化

されるのはやむを得ない面もあるが，可能な限り

利用しやすい仕組みにする必要がある。現在の対

応としては，受検や受診の勧奨，さまざまな事業

の利用支援などを行う肝炎医療コーディネーター

の養成，必要な情報をまとめた肝炎患者手帳の作

成といった患者支援の取組が進められている。

3 事業の持続可能性

新たな事業を創設する際には，その事業が安定

して運営される見通しがあることが重要である。

かつて，難病患者への公費負担医療を行っていた

特定疾患治療研究事業では，国の財源が不足し，

都道府県の超過負担が常態化していた。このた

め，2014年に難病の患者に対する医療等に関する

法律が制定され，医療費の半分を国が負担するこ

とが義務付けられた。また，ウイルス性肝炎の抗

ウイルス治療への公費負担医療を行う肝炎治療特

別促進事業では，新たに導入されたインターフェ

ロンフリー治療を利用する患者が急増し，一時的

ではあるが，事業費の増大を招いた。

B型・C型肝炎による肝がん・重度肝硬変の場

合，若年世代ほどB型・C型肝炎の感染率が低い傾

向にあること，また，効果の高いB型・C型肝炎の

治療薬が導入されていることから，患者数は減少

する見通しである12)。このため，肝がん・重度肝

硬変治療研究促進事業の対象者も減少が見込ま

れ，財政負担が急増するような事態は考えにくい

が，肝がんや重度肝硬変の新たな治療法が導入さ

れ，患者の受診行動が大きく変化するようなこと

がないか，注視していく必要がある。

Ⅵ おわりに

伊藤班によるNDBの解析研究では，肝がん・重

度肝硬変患者のうち，2015年度の1年間で入院の

あった月数が4月以上あった者の割合は，B型肝炎

による重度肝硬変8.9％，肝がん9.3％，C型肝炎に

よる重度肝硬変12.6％，肝がん16.1％となってい

る。このうち，所得や治療内容の要件を満たし

て，肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業による

医療費の軽減を受けられる者がどの程度になるか

は予想しづらく，今後の事業の実施状況を見守る

必要がある。長い年月を経て，ようやく実現した

事業だけに，厳しい状況に置かれている患者に支

援が行き届き，この分野の研究が促進されるよう

になることを期待したい。

（おの・としき）

12) 伊藤班の総括研究報告書（2017）によれば，2012年度と2015年度の患者数を比較すると，B型・C型肝炎に起因

する重度（非代償性）肝硬変は約4.6万人から約4.3万人，肝がんは約10.8万人から約10.3万人となっており，すでに

減少傾向にある。

肝がん・重度肝硬変に対する公費負担医療の創設に関する研究 135
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A Study on the Creation of the Publicly Funded Healthcare

System for Liver Cancer and Decompensated Liver Cirrhosis

Toshiki ONO
＊

Abstract

In Japan, as special systems for the universal public health insurance, various systems of publicly

funded health care covering such as specific diseases have been implemented.

In such a situation, according to requests for many years from groups of hepatitis patients, research

promotion project for treating liver cancer and decompensated liver cirrhosis was introduced as part of the

comprehensive hepatitis control measure in December 2018. This project aims to build a system for

promoting research of treating liver cancer and decompensated liver cirrhosis, while lowering medical

expenses of patients of these diseases. In this project, patients who meet income requirements and have

histories of frequent expensive hospitalization can get medical expenses subsidy by the public.

This paper gives an account of the creating process, the concept and the outline of this project and

points out the evaluation and issues of this project to help consider publicly funded health care in future.

Keywords：Publicly Funded Health Care, Medical Expenses Subsidy, Comprehensive Hepatitis Control

Measures, Research Promotion Project for Treating Liver Cancer and Decompensated Liver

Cirrhosis
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（国際機関動向）情報

中国民政部政策研究中心との連携事業

小島 克久＊

Ⅰ はじめに

国立社会保障・人口問題研究所のミッションで

ある，人口や社会保障の調査研究を支える大きな

柱となる活動分野のひとつとして「国際連携」が

ある。研究所の所員が国際学会で研究成果を報告

したり，諸外国の研究者との学術的な議論を交わ

したりすることはもちろん，研究所として諸外国

の研究機関と組織的な交流を図ることも含まれ

る。こうした組織的な交流の例として，諸外国の

研究機関との研究交流覚書の締結，それに基づく

継続的な研究交流がある。現在，韓国保健社会研

究院（KIHASA）をはじめとする複数の研究機関

と覚書を締結している。本稿では覚書を締結した

機関のひとつである中国民政部政策研究中心

（The Center of Policy Research（CPR），Ministry of

Civil Affairs，People’s Republic of China）との連携

事業について紹介する。

Ⅱ 「民政部政策研究中心」と覚書締結までの研

究交流の動き

まず，中国の社会保障関係省庁は複数にまた

がっており，医療は「国家衛生と計画生育委員

会」，年金などの社会保険や労働政策は「人力資

源・社会保障部」，そして社会福祉，高齢者介護や

公的扶助などは「民政部」が所管している。「民政

部政策研究中心」は民政部に所属する中国政府の

研究機関であり，1998年に設置された。社会福祉

などに関する政策研究を行っており，事務部のほ

か，4つの研究室と社会調査センター，機関誌『中

国民政』編集部と発行部の8つの組織で構成され

ている1)。

「民政部政策研究中心」（以下，CPR）との覚書

締結までの間の研究交流の動きは以下の通りであ

る。まず，平成27年5月に小島克久国際関係部第2

室長（当時）が，CPRを訪問し，「日本の社会保障」

についてプレゼンテーションを行う一方で，今後

の研究交流に関する意見交換を行った。筆者が

行ったプレゼンテーションのうち，日本の社会保

障制度の歴史，介護制度に大きな注目が集まり，

多くの研究員から質問が寄せられた。そして，研

究所との研究交流を強く望む先方の雰囲気も感じ

た。また，CPRが刊行する『中国民政』を閲覧す

る機会を得たが，研究論文のほかに，中国の省政

府レベルでの社会福祉の動きがコンパクトにまと

まっているなど，興味深い内容であった。6月に

は，CPRの代表団が研究所を訪問し，日中の社会

保障制度および今後の研究交流に関する意見交換

を行った。このときは，日本の人口，社会保障に

関する報告の一方で，中国の高齢者福祉，社会救

助（公的扶助）について報告があり，普段得る機

会が少ない中国の社会福祉制度に関する知見を得

ることが出来た。さらに10月には林玲子国際関係

部長がCPRを訪問し，「人口統計とガバナンス−

世界と日本の動向」に関するプレゼンテーション

と意見交換を行った。

＊国立社会保障・人口問題研究所 情報調査分析部長
1)詳細は同研究所webサイト（http://zyzx.mca.gov.cn/）を参照（中国語ページ，平成31年3月15日閲覧）。
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平成28年1月に入り，研究交流に関する覚書の

検討が開始され，同年12月に覚書が調印された。

覚書に盛り込まれた協力関係として，研究者の相

互訪問，ワークショップやセミナーの開催などが

ある。覚書の検討と平行する形で，同年7月に

CPRの代表団が研究所を訪れ，合同ワークショッ

プを研究所で開催した。内容は，日本と中国の児

童福祉，介護制度にフォーカスを置いたもので

あった。研究所からは日本の児童福祉制度，介護

制度に関するプレゼンテーションを行ったが，

CPR側からは「安徽省における児童福祉と児童保

護」という，日本国内では聞く機会を得ることが

難しいトピックでの報告が行われ，より深い知見

を得るための議論が出来た。

Ⅲ 覚書締結後の研究交流の動きと今後の展望

平成28年にCPRとの研究交流に関する覚書が締

結，発効したところであるが，この覚書に基づく

CPRとの研究交流の動きをまとめると次の通りで

ある。

平成29年12月に第2回となる合同ワークショッ

プが北京で開催された。前年に発効した覚書の取

り交わし式の後，研究所，CPR双方から複数の研

究者が参加し，日本と中国の人口・社会の変化，

社会保障データ，高齢者介護システムについて双

方の研究者からの報告と討論を行った2)。この回

のワークショップでは，日中比較の枠を超えた東

アジアの人口変動や社会保障政策という大きな視

点の議論から，日本と中国それぞれの人口の地域

差の問題という，国内の地域差の国際比較という

普段取り上げられることが少ないテーマでの議論

も行われた。さらに，東アジアでは比較可能な統

計が整備途上である社会保障統計データ整備の動

向，中国側の関心が深い介護制度の構築や人材育

成といったテーマで議論が行われた。この回の

ワークショップでは，双方ともに多くの研究員が

参加し，多様なテーマでの報告が行われること

で，以前の研究交流よりも深い議論が行われたと

筆者は感じた。

今後もこうした合同ワークショップの開催，研

究員の相互訪問などの事業を進める予定である。

海外との研究交流という言葉から，日本とその国

や地域との人口や社会保障の比較研究をイメージ

しがちである。しかし，筆者がCPRとの交流で感

じたことは，日本と中国の比較研究だけではな

く，日本の人口や社会保障の研究機関である社人

研の研究者がどのような研究（分野や分析手法）

を行い，その結果としてどのような知見を持って

いるのか，を示すことで，先方からもその国や地

域の研究者の視点からみた質問やコメントが寄せ

られるといった知的な刺激を得るよい機会である

と考える。そのため，研究所にとって重要な活動

分野のひとつである「国際連携」の着実な実行に

努めることは，研究所だけでなく所員一人一人に

とても知見を重ねるよい機会であると思われる。

よって，CPRを含めた諸外国との研究交流は，多

くの研究員が参画する形でより充実することを望

むものである。

（こじま・かつひさ）

2)詳細は国立社会保障・人口問題研究所webサイトの国際連携の記事（http://www.ipss.go.jp/international/j/collabo/

171216_CRP_Beijing.html）を参照（平成31年3月15日閲覧）。
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情報（各国の動向）

ドイツの住宅福祉政策と空き家対策②

森 周子＊

本稿では，ドイツの人口集中地域における空き

家対策，および，近年の住宅政策の動向を概観す

る。前者については，ドイツ国内で最も家賃水準

が高く，人口が集中し家賃高騰も顕著であるミュ

ンヘン（市）の空き家対策を中心に概観する。後

者については，2018年3月発足の第4次メルケル政

権下での住宅政策の動向を紹介する。

Ⅰ ドイツの空き家対策

ドイツの空き家率は8％（2014年）であり，ミュ

ンヘンが位置するバイエルン州が7.3％（2014年）

（Statistisches Bundesamt 2019），ミュンヘンが

0.2％（2017年）である（Statista 2019）。空き家対

策に関連する法規制としては，連邦法である建築

法典，州法である建築基準法，そして，市町村ご

とに作成される土地利用・都市計画（建築誘導計

画）がある。そして，①構造的に空き家が発生し

ている地区，②構造的に空き家が発生する恐れが

ある地区，③構造的には問題はないが一部空き家

が発生している地区が区分され，それぞれに応じ

た連邦法や州法などによる空き家への法的措置が

なされる（石川2018，4；14；33）。

Ⅱ ミュンヘンにおける空き家対策の現状と課題

ミュンヘンでは空き家は少なく，6か月以上空

き家である住宅数は2013年末時点の647戸から

2017年末時点では 156戸へと減少している

（Abendzeitung2018）。そもそも，正当な理由なく

3か月以上空き家状態が継続する状態は，州法で

ある住宅目的外利用禁止法と市の住宅目的外利用

禁止規定に基づき「目的外利用」とみなされる。

なお，正当な理由とは，売却予定であること，リ

フォーム予定であること，著しい老朽化により住

宅としての利用が困難であることなどである。目

的外利用は，新たに同様の住宅を市内で提供する

か，または，調整金（社会住宅建設に利用される）

を支払うことで認められる場合もあるが，認めら

れない場合には，最高50万€の罰金を科せられる

（muenchen.de 2019a）。

近年では，住宅が不正に別荘として利用されるこ

とが問題視されている。市の調査によれば，2007年

には1,000戸の住宅が別荘として不正利用され，300

戸の住宅が医療ツーリズムでドイツに訪れる外国

人向けに賃貸されていた（Deutschlandsradio2018）。

2013年には，住宅の目的外利用に関するインター

ネット上の情報提供サイトが市民の有志により開

設され，2018年に「ミュンヘンに場所を」という

市が運営するサイトに移行した。同年には1,227

件の情報提供があり，うち472件が空き家の疑い，

412件が別荘利用の疑いであった（muenchen.de

2019b）。

長年放置されている空き家について一例を挙げ

ると，市の中心部に近い好立地でありながら10年

以上空き店舗となっている物件があり，周辺住民

は当該店舗が有効活用されないことに不満を募ら

せている。市も，当該店舗を社会住宅に建て替え

＊ 高崎経済大学地域政策学部 教授
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たいと考えているが，住宅への転換には莫大な費

用がかかるため所有者に負担を強いることができ

ず，店舗であることから目的外利用禁止に関する

法規定の対象とならず，接収も法的な前提条件を

欠くことから不可能であるとのジレンマを抱えて

いる（Deutschlandsradio2018）。

Ⅲ 近年の住宅政策の動向

近年では，家賃の急激な上昇傾向が問題視され

ている。2004年から2014年にかけての主要都市の

家賃の伸び率は，ベルリンが45％，ミュンヘンは

27％であり（Welt 2016），2013年にはこの動きに

歯止めをかけるべく，賃貸法（民法の一部）が改

正され，「家賃キャップ」という仕組みが導入され

た（民法558条）。これは，今後3年間に20％までし

か家賃を引き上げることができないと定めるもの

であり，中でも，適切な住宅の十分な提供が著し

く困難な地域（州が定める）については同15％ま

でしか引き上げられないとされた。さらに，2015

年6月の賃貸法改正では「家賃ブレーキ」という仕

組みが導入された（民法556d〜556g条）。これは，

家賃の上限を各自治体の比較家賃（当該市町村ま

たは比較可能な市町村における比較可能な住宅の

過去4年間の費用を勘案して設定）とするもので

あり，住宅事情が逼迫する自治体については比較

家賃＋10％が上限とされた。だが，そもそも家賃

ブレーキの導入は任意であり，導入していない州

や自治体も存在する（バイエルン州では2018年時

点でミュンヘンを含む 137の市町村が導入）

（Haufe 2018）。また，2014年10月以降に初めて賃

貸される住宅，および，包括的なリノベーション

が施された住宅を初めて賃貸する場合は家賃ブ

レーキの対象外となる（同556f条）ため，リノ

ベーション後に従来の賃借人は以前よりも高額な

家賃を設定されることで支払いが困難になり，退

去せざるを得なくなることが問題視された。そこ

で，2018年3月発足の第4次メルケル政権の連立協

定では，人口過密地域における中低所得者の家賃

負担や住宅購入時の負担の抑制が急務とされ，社

会住宅を含む150万戸の住宅と持家の建設と，支

払い可能な住宅の存続の保障が目標とされた

（CDU／CSU／SPD2018，109）。

この流れを受けて，2019年1月の賃貸法改正で

は，リノベーションの費用は1年当り8％（従来は

11％）までしか家賃に賦課できず，また，今後6年

間は1㎡当り3€（家賃が1㎡当り7€を下回る場合

は同2€）までしか家賃に賦課できないと規定され

た。さらに，賃貸人は新たな賃借人に対し，「前家

賃」（前の賃借人が支払っていた家賃）を知らせる

ことが義務付けられ，怠った場合は家賃ブレーキ

で承認された金額までしか家賃を設定することが

できなくなり，家賃ブレーキをめぐる賃借人の訴

訟手続きも簡素化された。
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（人口）情報

「結婚・離婚・再婚の動向と日本社会の変容に関する包括的研究」

（平成25〜29年度）について

岩澤 美帆＊

Ⅰ 研究の背景と目的

結婚や離婚は個人的な問題である一方で，少子

高齢化の見通しや社会における格差問題，雇用シ

ステムや社会保障等の制度設計と極めて関連の深

い側面を有している。また，個々人にとって極め

て身近な事象であり，多くの人が具体例を数多く

目にする機会があるものの，未婚化や離婚の増加

といった社会全体で生じる変化についてその要因

やメカニズムを客観的に理解することは容易では

ない。こうした問題を科学的データに基づき，ま

た学際的アプローチにより包括的に議論すること

を目的とし，文部科学省の科学研究費補助金研究

事業基盤研究（A）に応募し，平成25〜29年度にわ

たり「結婚・離婚・再婚の動向と日本社会の変容

に関する包括的研究」（代表岩澤美帆）と題した研

究プロジェクトを実施した。これまで国内外の結

婚や離婚行動について，人口学，人類生態学，経

済学，社会学，文化人類学，歴史学といった多様

な学術領域で研究を蓄積してきた研究者グループ

を結成し，過去四半世紀に日本で起きた結婚をめ

ぐる一連の変化−初婚の減少，離再婚の増加，死

別の低下−とそのメカニズムの理解，そして，そ

れにより日本社会がどう変容しうるかを示すこと

で，21世紀の日本社会が直面する課題を明らかに

することを目指した。5年をかけて（1）統計デー

タ，人口学モデルによる初再婚・離婚の実態の把

握と変化・差異の記述，（2）社会経済的状況と初

再婚・離婚の関係に関する分析を通じた初再婚・

＊国立社会保障・人口問題研究所 人口動向研究部長

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 1142

I 非婚社会をどう見るか：
論点提示

II 出会い･結婚･別れの諸相：
時代と空間

III 結婚をとりまく諸問題：
ジェンダー，親子，健康，多様な家族

結婚変動に関する理解（三層の成果）

（2） 変化の説明モデルの構築と検証

（1）実態の把握と変化・差異の記述

（3） 変化の帰結と社会的含意初婚

離婚 再婚

社会経済，
家族システム，
進化，歴史

個人のウェルビーイング，
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図1 プロジェクトの分析枠組みと成果
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離婚の変化の説明モデルの構築と検証，（3）配偶

関係の違いがもたらす個人の生活の違いの分析を

通じた変化の帰結と変化が日本社会に与え得るイ

ンパクト，含意の提示，に取り組んだ。

本プロジェクトでは結婚変動を三層でとらえ理

解を深めることができた。第一部は「非婚社会を

どう見るか：論点提示」であり，人口学的手法を

生かした統計的記述により初婚・離婚・再婚の時

代変化を確認した上で，結婚を議論するために有

効な視点や論点の提示し非婚化に対する理解を深

めた。第二部「出会い・結婚・別れの諸相：時代

と空間」では交際，結婚市場，配偶者選択，結婚

解消といった諸側面についての時代変化や空間的

差異の解明を試みた。第三部「結婚をとりまく諸

問題：ジェンダー，親子，健康，多様な家族」で

は，結婚の変化を導いた変化と結婚の変化がもた

らす個人の生活や社会の変化について，いくつか

の側面―ジェンダー，親子，健康，多様な家族―

に着目して，働き方や出産，移動や居住形態，意

識にかかわる現代的問題に迫った。

Ⅱ 研究成果の概要

1 非婚社会をどう見るか：論点提示

初婚・離婚・再婚の発生状況を人口動態統計や

国勢調査データを用いた人口学的モデル（状態拡

大率，多相生命表）で記述した研究ではマクロ指

標で指摘される初婚率の低下や離婚率，再婚率の

上昇を個人のライフコース上の変化として表現す

ることができた（岩澤美帆，別府志海・余田翔平・

石井太）。1970年代生まれ女性で45歳までに初婚

を経験するのは8割強，そしてその結婚が離婚に

至るのは4分の1，離婚後再婚するのは5割弱とい

うライフステージ像が描かれた。

こうした非婚社会がなぜ到来したのかを理解す

るため，非婚社会をどう見るかといった論点提示

を複数の視点から行った。岩澤美帆による研究で

は，結婚成立の今日的モデルの設定を試み，どの

ような変化が今日に至る未婚化を包括的に説明す

るかに挑戦した。共同体に埋め込まれていた結婚

が衰退し，近代化を経た今日の結婚が，排他的，

安定的関係を築ける親密な相手の存在と安定的稼

得手段（親密性基盤と経済基盤）を要件とするこ

とに着目し，両要件を充足する未婚者の定量的変

化を示した上で，要件の充足状況別に結婚に対す

る意欲や結婚の利点，結婚の障害認識の差異と時

代変化を示した。経済基盤に欠ける未婚者の増加

と親密な相手を得るための仲介システムの低迷に

より，両要件に欠ける未婚者が増加し，また両要

件の重複傾向も見られた。結婚に利点を感じる意

識はおおむね堅調であるが，社会的承認，情緒的

充足への期待が下がる一方で，経済的安定と子を

もてることに対して期待が高まっている。親との

関係が障害となるケースは減り，経済面と両立困

難意識が結婚への移行を阻むようになっている。

今日の未婚化の解釈としては，1980年代後半に要

件が揃いながら結婚を選択しない「結婚からの解

放」の特徴を一時的に示したものの，その後は両

要件が縮小する「結婚の剥奪」の側面が強くなっ

ている。本研究では結婚の要件基盤の有無によっ

て結婚への期待や困難イメージが大きく異なるこ

とが明らかになったので，こうした構造変化を注

視するとともに，状況別に必要な対応の有効性や

「結婚・離婚・再婚の動向と日本社会の変容に関する包括的研究」（平成25〜29年度）について 143
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優先順位を精査していく必要が示唆された。

そのほか，結婚の変化を俯瞰的に論じた研究と

して，加藤彰彦は，出会いのきっかけ（アレンジ

結婚（見合い・紹介等），セミアレンジ婚（未婚男

女の数・条件が調整された職場結婚等），非アレン

ジ婚（街なか・旅先等））を勘案したパートナー

シップ構造を長期的に分析し，狭義の「見合い」

を含む共同体的結婚慣習の衰退／脆弱化と，異性

関係をもたない社会の到来を指摘した。佐藤龍三

郎・別府志海は，おおむね1970年代までの皆婚レ

ジームから近年の晩婚・非婚レジームへの初婚パ

ターンの転換を日本における第一のNTと第二の

NTととらえ，その人口学的機序を社会経済文化

的背景の変化と関連付けて包括的に理解すること

をめざした。森田理仁らは，社会経済的成功と繁

殖成功の関係に着目し進化という観点からヒトの

結婚と出産を議論した。

2 出会い・結婚・別れの諸相：時代と空間

第二部では，恋人や配偶者との出会い，結婚過

程，離婚過程に関する実態を，主に時代変化および

空間的差異に着目して論じた。交際状況はおおむ

ね低迷しており，またかつて親が果たしていた結

婚を促す役割が縮小しているとの指摘があった

（中村真理子，永瀬伸子）。女性の経済的地位の上

昇は，学歴差縮小に帰結し，自分よりも低い学歴の

男性と結婚する下方婚の可能性を拡大させている

（福田節也，余田翔平，茂木良平，ジェームズ・レイ

モ）。結婚行動の地域性に着目した工藤豪は，産業

構造や施設，大学などの地域計画が若者の人口移

動を規定し，結婚市場の歪みをもたらす側面が指

摘し，鎌田健司は移動の影響が大きい小地域につ

いて標準化有配偶比により未婚化を評価し有配偶

人口の都市回帰傾向を明らかにしている。福田節

也らによる国際比較研究では日本，台湾，韓国，中

国およびインドを対象として，50歳時未婚率の将

来推計を行った。また各国における男女の年齢・

学歴組み合わせ毎のmarriage propensityを算出し，

各国の教育水準別将来推計人口の数値を与えて，

結婚市場における性，年齢別学歴構成が変化した

場合に，将来の婚姻率がどのように変化するのか

を推計した。茂木良平も初婚過程モデルを有効に

活用し，16カ国の結婚変化量に対する非婚化や晩

婚化の影響を期待婚姻期間によって検証している。

3 結婚をとりまく諸問題：ジェンダー，親子，

健康，多様な家族

第三部では，結婚をとりまくさまざまな問題

や，結婚の変化が関連事象に与える影響に着目し

た。ジェンダーや親子関係，健康や多様な家族と

いった幅広い視点から変化する結婚がどのような

社会変化によってもたらされ，どのような社会を

形作るのかを議論した。

女性の経済的役割に着目した研究としては，

James Raymo・福田節也は，国勢調査を用いた要

因分解法により30年間の女性労働力率の変化が，

未婚化，高学歴化，離婚の増加，それ以外の働き

方の変化によってどの程度説明されるのかを明ら

かにした。1980〜2010年の労働力率上昇の3分の1

が未婚女性の人口割合の増加によって説明され，

離婚の増加や高学歴化による貢献は，予測より少

ないことが示された。横山真紀は両立困難によっ

て女性の賃金が抑制される出産ペナリティについ

て近年の状況を検証したが，両立が難しい状況ゆ

えに育児休業の利用が雇用待遇に恵まれた層で観

察されやすいという重要な留意点を指摘してい

る。是川夕は，外国人女性を母に持つ子どもの高

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 1144
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校進学率に焦点を当て，日本における移民の階層

的地位の世代間移動について分析した。その結

果，外国人女性を母に持つ子どもは日本人の母を

持つ子どもと比べて平均的に低い高校進学率を示

すものの，親の学歴やひとり親であるといった世

帯形態との関連は相対的に弱く，親世代での階層

的地位の格差が世代を超えて拡大再生産される傾

向は弱いことが示された。

離婚の側面では，茂木暁が学歴差に着目し，学

歴と離婚リスクの負の関係は1990年代以降に結婚

したコーホートにおいて強化されていることを指

摘している。また西文彦は，国勢調査の個票を用

いてシングル・マザー世帯を集計し（2015年17万

7千と推計），未婚ジングル・マザーが増加すると

ともに，教育費負担の高い年齢の子を持つシング

ル・マザーが増えていることを指摘している。

非婚化がもたらす社会の一側面として，西文彦

は未婚化の帰結として重要な同居する親子に着目

した。労働力調査の分析により親と同居している

壮年・後年未婚者における失業率の高さなどが明

らかになり，経済的条件を親に依存している場合

の親子共倒れリスクの深刻度が議論された。ま

た，玉置えみは，有配偶者がさまざまな面で無配

偶者よりも有利になるマリッジ・ベネフィットに

着目し，日本では男性のみが結婚による結婚増進

効果が確認された。ここから，非婚化は男性への

負の影響がより深刻である可能性が示唆される。

「子どもにして欲しくない生き方」に対する回答

を分析した釜野さおりによれば，非ジェンダー家

族のオールタナティブになり得るいくつかのパ

ターン（独身，同性カップル，性別を変えた人と

カップル）に対する否定的傾向が，年齢や性別，

社会経済的属性によって異なることが指摘され，

規範的でない生き方をする人々の生き難さを意識

の側面から迫る重要性が指摘されている。

以上のような本プロジェクトの研究成果によ

り，何がわかったのか。初婚が起こりにくく，離

婚が起こりやすく，再婚も起こりにくいという変

化が確認され，カップル形成と維持がなされにく

くなっていることが確認できた。このような結婚

離れは，結婚からの解放なのか，結婚の剥奪なの

か。近代社会を生きる上で必要とされる親密性基

盤と経済基盤をもつ割合の動向と両者の重なりを

見る限り，両要件が揃う集団の縮小が確認され

た。両要件が揃えば結婚を望む意識は高く維持さ

れており，今日の非婚化は結婚からの解放という

よりも剥奪の側面が強い印象を受ける。親密な相

手の獲得の難しさは，仲介システムやバランスの

とれた未婚男女の結婚市場が縮小していることを

背景としており，地域によっては産業構造や福祉

施設，大学などがそうした性比に影響をあたえ，

近年では都市部における家族形成がむしろ有利に

進んでいる。結婚形成には男女個人が存在するだ

けでなく，集団としての再生産年齢男女の人口バ

ランスや生活環境といった生活圏における一定の

環境条件が必要なことがわかる。

結婚と出産の結びつきは実態としても意識の上

でも依然強く，結婚が経済安定的で，健康的な生

活の要件であることが，事実としても認識の上で

も確認された。一方で結婚の困難については，前

近代の影響を受けた親子のつながりを前提とし，

男女が非対称なシステムが今日の社会経済状況と

ミスマッチを起こし予期せぬ事態を生んでいる側

面がある。親密性基盤と経済基盤の範囲と重なり

の拡大をめざすためには，親密な相手の獲得のた

めの仲介システムの復調や若者の経済基盤の強化

対策が期待されるところであるが，同時に従来の

規範的な家族像を超えたあり方が意識，制度の両

面で受け入れられなければ，マジョリティの若者

のカップル形成と出産の意思決定には結びつかな

い可能性が指摘できる。また今後増加すると予想

される夫婦単位の経済基盤による生活の維持が困

難な層に対し，それに代わる親密性基盤や経済保

障機能が社会的に供給できるのかについて，実態

の把握と拡充可能性について議論をしていく必要

があると思われる。
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（社会保障）情報

我が国の貧困の状況に関する調査分析研究

渡辺 久里子＊

1 研究目的

本研究は，2016年度から2018年度において，厚

生労働省社会・援護局生活困窮者自立支援室の指

定研究（研究代表者：泉田信行）として実施され

た。本研究の目的は，日本における貧困および貧

困研究の現状を把握し，また貧困の背景要因等に

関する実証分析を行うことにより，貧困対策につ

いて総合的に検討し，政策的に必要かつ分かりや

すい基礎資料を提示することである。

本研究は，当研究所が2017年に実査した「生活

と支え合い調査」と連携することによって，日本

における物質的剥奪の実態把握を進展させ，金銭

的指標である相対的貧困率のみならず，さまざま

な生活における困難を把握することも目的であ

る。

2 研究内容

本研究では，図1の通り，大きく3つの課題を検

討した。

（1）貧困率の測定に関する研究

貧困率の測定では，2016年度は先行研究の整理

と『国民生活基礎調査』等の公的統計の個票デー

タの二次利用申請を行った。2017年度から，世帯

タイプや居住する住宅別などの貧困率の推計，お

よびマイクロシミュレーションの手法を用いた将

来予測の分析を開始した。貧困率の推計について

は，各年のデータを用いて実施した。

その結果，居住形態別の相対的貧困率は，公営

賃貸居住世帯が最も高く，次に民間賃貸居住世帯

が続き，最も低いのは給与住宅世帯であった。公

営賃貸居住世帯は，入居する際に所得調査等があ

るため，低所得世帯が多くなり，貧困率も高くな

ると考えられる。

貧困率が高い高齢者に焦点を当てると，民間賃

貸居住世帯の貧困率が最も高く，公営賃貸居住世

帯を上回っていた一方で，持家居住世帯は最も貧

困率が低かった。民間賃貸居住世帯は，低所得で

ある割合が高く，また公営住宅にも入居できてい

ないため，相対的に高い家賃を支出し，生活を圧

迫している可能性があると考えられる。

（2） 貧困率の将来推計

2010年の国民生活基礎調査のデータをもとに，

それ以降の年について所得や世帯構造の推移をマ

イクロシミュレーションの手法を用いて推計し，

相対的貧困率を計算した。

具体的には，所得については2010年と2013年の

国民生活基礎調査を用いて，その2時点間の変化

率をもとに計算した遷移確率を与えた。特に雇用

者所得については，3歳階級・男女・雇用形態別に

算出し，近年の非正規雇用の労働者の増加が将来

的にどのような所得の状態をもたらすのかを明ら

かにできるようなモデル設定とした。また，非正

規雇用である割合が比較的高い若年層が正規雇用

に転換され，賃金も上昇したと想定したケースや

住宅手当導入のシミュレーションを行った。

その結果，正規雇用への転換は，将来の貧困率

＊国立社会保障・人口問題研究所 企画部研究員

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 1146
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を大きく低下させる可能性が示された。

（3） 住宅・居住を含む剥奪・排除指標に関する

研究

2016年度は先行研究を整理し，日本における剥

奪・排除指標の在り方を検討した。そのうえで，

2017年度に当研究所で実施する全国調査の『生活

と支え合いに関する調査』に，剥奪・排除指標の

構築に必要な調査項目を提案した。

住宅については，2016年度は住宅・土地統計調

査の集計データを用いて，日本の住宅・居住の実

態を把握した。2017年度からは，住宅・土地統計

調査，社会生活基本調査の個票データを用いて，

低所得と居住上の課題，居住と生活の課題に関す

る分析を行った。

さらに，諸外国の居住保障施策について各国比

較調査を2016年度から実施した。日本の居住保障

施策は，低所得世帯向けの公営住宅しかなく，家

賃補助（住宅手当）や，低所得世帯だけではなく

一般世帯をも対象とした社会住宅の整備に必ずし

も力点が置かれてこなかった。

そこで2016年度はオランダ，スウェーデンにつ

いて，2017年度はフランス，イギリス，デンマー

クについて，2018年度はドイツ，米国について，

家賃補助（住宅手当）や社会住宅の状況とその課

題について現地調査を実施した。

現地調査からは，家賃補助（住宅手当）は，対

象となる住宅の範囲は賃貸住宅が基本であるもの

の，持ち家を含む場合（スウェーデン・デンマー

ク・フランス）もあること，家賃規制とセットで

導入されている国（スウェーデン，オランダ，デ

ンマーク，フランス）があることが報告された。

社会住宅については，歴史的な経緯がかなり異な

ることもあって，財源，供給主体，対象者，所得

制限などそれぞれ特徴があることが分かった。

（わたなべ・くりこ）
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図1 研究の流れ図
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書評

片桐恵子 著
『「サードエイジ」をどう生きるか：シニアと拓く高齢先端社会』

（東京大学出版会，2017年）

斎藤 民＊

Ⅰ はじめに

中高齢期に関心のある人，研究対象としている

人は「サードエイジ」という言葉に少なからずな

じみがあるのではないだろうか。本書の第1章に

おいて紹介されているLaslett（1987）は，人生を

年齢ではなくその発達段階に応じて4つに区分し

ている。このうちサードエイジは個人的な達成と

実現の時期にあたり，著者はこれを「現役世代の

後半から仕事を引退してのち，身体にいろいろ支

障が出る前」と位置付けている。著者は前著『退

職シニアと社会参加』（2012）をはじめ，これまで

退職期の中高齢者（本書に倣い，以降は退職シニ

アとする）の社会とのかかわり方（こちらも本書

に倣い，以降は市民参画とする）について社会心

理学の立場から研究を続けてきた。本書はその集

大成といえる。

サードエイジの市民参画を考えることが重要な

理由はいくつかある。一つは，長時間労働が課題

となっている我が国では，働きざかり（セカンド

エイジ）世代の就労以外への参画促進が進まず，

比較的時間に余裕がある退職シニアに活躍を期待

する声が大きい点である。数十年前には高齢者の

あるべき生き方として，可能な限り中年期と同等

の役割を果たし続けるのをよしとする活動理論

と，そうした役割から解放されるのをよしとする

離脱理論との間で議論があったように，高齢者の

活動参加に対する見解は定まっていなかった。し

かしその後急速に人口高齢化が進捗し，少なくと

も現在，社会の側では「シニアに活躍してもらわ

なければ地域社会が成り立たない」と認識される

までに変わってきている。

もう一つの点は，サードエイジの暮らし方がそ

の後のフォースエイジ（身体機能に支障を生じて

から人生の終末期に該当する部分）のあり方を左

右する点である。本書でも述べられているよう

に，高齢者の市民参画により将来の生活の質や健

康度を維持しやすい可能性が国内外の研究から明

らかになっている。今後日本では後期高齢者の急

増に伴い，虚弱（フレイル）や認知症のある高齢

者が増加することが予想されており，予防がます

ます重視されている。しかし心身の健康が低下し

てから地域の介護予防教室やサロンに通いだすの

はなかなかハードルが高いことである。むしろ元

気なうちから社会と多様なつながりを持ち，可能

な限りこれを維持しつづけることが健康づくりに

重要となる。私自身はどちらかといえばフォース

エイジの心身の健康に着目して研究することが多

いが，彼らの現在の生活を切り取るだけでは問題

解決に不十分だと感じることが多い。フォースエ

イジの人々のケアや健康維持を図るうえで，これ

までの生き方，すなわちサードエイジやそれ以前

の暮らしぶりを理解することは重要である。こう

した個人的な問題意識もあり，サードエイジの市

民参画を取り上げた本書を大変興味深く拝見し

た。

＊国立長寿医療研究センター老年社会科学研究部 部長

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 1148
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Ⅱ 本書の紹介

本書は前著「退職シニアと社会参加」（2012）を

踏まえた発展版として著された。前著では社会参

加活動に焦点を絞っているのに対し，本書では退

職シニアの社会とのかかわり方の選択肢に新たに

「就労など生産的活動」「市民活動」を加え「市民

参画活動」と総称し，これらへの参加の現状や活

動に参加する意義とその効用を述べている。

次に各章についてごく簡単に紹介する。第1章

では前著『退職シニアと社会参加』（2012）におい

て論じた内容を紹介するとともに，社会状況の変

化（人口構造の変化，高齢者雇用安定法の施行，

貧富の差の拡大）から，退職シニアの活動の選択

肢として就労など生産的活動にも目を向ける意義

を，またこれまで論じられることの少なかった市

民参加活動（市民活動や政治活動，NPO活動な

ど）等，多様な形態の活動を取り上げる意義を述

べている。

第2章では，第1章で提起した意義をもとに，社

会参加活動，生産的活動，および市民参加活動に

参加する割合の継時的変化や他国との比較結果に

ついて，著者の調査研究や官庁統計などによる豊

富な資料とともに示している。また本章では，生

活のために働かざるを得ない低所得高齢者に代表

される「不安定なエイジング」について触れられ

ている。

第3章では，市民参画活動の選択をする際に求

められる，現役時代とは異なる人との付き合い方

や知識・能力を身につけうる場として生涯学習，

地域のグループ活動，企業の社会的責任（CSR）

活動を紹介している。また本章では，これらと

ソーシャル・キャピタル（本書では，アメリカの

政治学者Putnamによる定義を使用：ある集団内で

の社会関係から醸成された集団特性であり，その

集団を発展させる資源として利用しうるもの）と

の関連に触れ，活動参加がソーシャル・キャピタ

ル醸成につながる可能性とともに，地域のソー

シャル・キャピタルが企業のCSR活動を促し，従

業員の市民度を高める可能性についても指摘して

いる。

第4章では，シニアの継続就労や転職，起業にお

けるシステムや支援機関の不足と，それに対する

政府の取組みを紹介し，システム整備や働き方改

革などとともに企業や高齢者自身の意識改革が生

涯活躍社会に重要であることを指摘している。一

方では継続就労に代わる生き方として，NPOでの

有償労働やボランティア活動への参加にも触れ，

シニアが社会の担い手として多岐に活躍しうるこ

とが述べられている。

第5章では，これまでに紹介した諸活動がいず

れもシニアの健康に良好な影響を及ぼしうること

を示すとともに，生涯発達の観点では，活動参加

により技術や経験を次の世代に伝える「世代性」

や普遍的な知恵を示す「英知」が獲得される可能

性を指摘している。最後にシニアの市民参画が今

後の超高齢化社会の成熟に寄与しうることを述べ

本書を結んでいる。

Ⅲ 本書の特徴

ここからは本書の特徴を述べたいと思う。まず

本書は平易な言葉を用い，一般の方や老年学を学

ぶ学生などの初学者にもわかりやすく書かれてい

る。また著者の長年の成果を紹介しつつ，豊富な

データの裏付けに基づいており，説得力もあると

いえる。本書は単にシニアの活動実態やその個人

への効果の解説に留まらず，彼らの活動参加が社

会に及ぼしうるインパクトに触れている点も注目

すべき特徴である。特にこれまで日本ではほとん

ど取り上げられてこなかった市民活動を高齢者の

市民参画活動の一つと位置付け，政治学の観点か

ら公共性や民主主義との関連に踏み込んで議論し

た点は非常にユニークと言える。本書により，今

後社会老年学の領域においてシニアの市民活動に

関する研究関心が高まることが期待される。もう

1点，本書の賞賛すべき特徴を申し上げたい。著

者も述べている通り，シニアの活動参加に関して

は，類似する，しかし完全には一致しない数多く

の用語が用いられている。社会活動，生涯学習，

生産的活動，市民活動等である。これらの用語の

片桐恵子 著『「サードエイジ」をどう生きるか：シニアと拓く高齢先端社会』 149
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曖昧さはそれを専門に研究する研究者でさえも非

常に頭を悩ませるものである。本著では，用語の

曖昧さの限界には触れつつも，各活動の定義を丁

寧に行い，これらの概念関係を図示し，すべてを

包含する市民参画モデルを提唱している。これだ

けでも非常な労作であると言え，初学者のみなら

ず多くの研究者に参考となることが期待される。

以上のように，本書は多岐にわたるシニアの活

動をモデル化し，非常に学際的な視点からわかり

やすく述べており，著者の見識の広さをうかがわ

せる。我が国でも近年いくつかの大学で老年学

（ジェロントロジー）の研究科や講座が開設され，

広い学際性をもって老年学を学ぶ機会を提供して

いる。本書はシニアの活動参加という観点から老

年学を学ぶ教科書としても優れたものであるとい

える。

一方，本書のこうした学際性やわかりやすさは

著者の狙いであると拝察するものの，それが諸刃

の剣となり，シニアの市民参画の促進／停滞にか

かわると考えられるいくつかの要因についての掘

り下げに物足りなさを感じた。第1に，サードエ

イジ以前を含むライフコースの観点である。著者

は本書において，一貫してシニアの活動参加を促

進する重要性を説いている。また活動参加を促進

するためのスキルを醸成する機会や，シニアの活

動参加促進に向けた政策動向を示している。しか

し著者も指摘するように，現状では現役時代に市

民参画を意識する人は多いとはいえず，仮に現役

時代から市民参画を意識してきたとしても，退職

を機に実際に市民参画できる人は一部にすぎな

い。特に前者の意識を変えることなしには，根本

的なシニアの社会参画促進は成し遂げられないの

ではないだろうか。

本書はサードエイジのシニア本人に加え，現役

世代をも読者として想定しているとある。実際に

若い世代に向けたメッセ―ジとして，企業のCSR

活動を通じた現役世代における市民意識の向上の

可能性や，働き方改革・労働者自身の生き方につ

いての意識改革の必要性を論じている。このよう

な観点は私を含めた現役世代にとってもなるほど

と思わせるものである。一方，現役世代の活動経

験や意識とシニアの市民参画との関連を示すデー

タはほとんど紹介されていない。残念なことに若

い頃の意識や習慣とシニア期の市民参画との関連

を実証するような数十年規模の縦断研究はほとん

どみられないが，それでもいくつかの傍証は可能

であろうと考える。例えば私自身は数年前，都市

と農村の社会活動参加割合の差を検証し（斎藤

他，2015），農村地域では大都市地域と比較して町

内会や老人クラブへの参加率が高いことを示し

た。一般に，農村部では地区の祭り，青年会，同

年会など，地縁を基盤とする多様な組織が都市部

よりも多く残されている。ファーストエイジ，セ

カンドエイジにおける参加の地域比較と重ね合わ

せることで，サードエイジの市民参画がどのよう

に形成されるかを推察することが可能であろう。

同様に，国際比較も役立つであろう。本書ではい

くつかの国際比較がなされているが，そのほとん

どはシニアの活動実態の比較に留まっている。し

かし活動割合の高い国で参加がどう根付くのかを

ライフコースの視点から論じることにより，社会

文化的な差異はあるにせよ，日本のシニアの活動

促進に有用なヒントが得られるかもしれない。例

えば米国では，教会を主体としたボランティア活

動が盛んであるが，それはシニアに限らず子ども

の頃から根付いている。また子どもの頃から社会

貢献活動などの課外活動への参加が推奨され，進

学の際の評価基準のひとつとしても扱われてい

る。

他方，日本は近年数々の大規模自然災害に見舞

われたが，災害ボランティア活動の機運は高まっ

ており，多くの若者が災害ボランティア活動に参

加している。また育児に積極的にかかわる男性や

それに付随してPTAで委員を務める男性も実感と

しては増えてきている。このような経験がシニア

期の活動参加に影響しないとは考えにくく，今後

の検証が待たれるところである。

第2の観点として，近年の社会経済格差の拡大

を取り上げることができる。日本社会が「一億総

中流」と言われていたのは今は昔，今やOECD諸

国のなかでも比較的格差の大きい国の一つとなっ

ている。本書でも「不安定なエイジング」という，

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 1150
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社会保障の欠如と低所得が重なった状態が紹介さ

れている。非正規雇用者が増加する日本では，将

来的にこうしたシニアの増加が予想され，生きが

いや自己実現よりも生活のために就労を選択せざ

るを得ない者が主流になる可能性も否定できな

い。本書では種々の市民参画活動が及ぼす健康へ

の良好な影響が紹介されていたが，こうした「せ

ざるを得ない」就労が自己実現のための就労と同

様に健康度を高めるのかどうかは検証の必要があ

るだろう。

またこうした社会経済格差が大きな地域ほど，

ソーシャル・キャピタルが低いという米国の知見

がある［Kawachi et al.（1997）］。本書ではシニア

の市民参画による地域のソーシャル・キャピタル

醸成の可能性が述べられているが，社会経済格差

の拡大がシニアの市民参画やソーシャル・キャピ

タルにもたらす影響を明らかにすることが望まれ

る。

一方では，ソーシャル・キャピタルが豊かだと，

社会経済格差の健康への悪影響が緩和されるとい

う報告もある［Haseda et al.（2018）］。格差対策の

言い訳になってはいけないが，「不安定なエイジ

ング」におかれた人でも，就労だけでなく自らの

望む活動を選び参画できるシステムをつくること

が（非常に難しいことだが），豊かな社会を守る一

助となるかもしれない。

Ⅳ おわりに

市民参画活動の体系的な枠組みを示し，参加の

現状，これから取りうる参加の選択肢とそのメ

リットを具体的にわかりやすく述べた本書は，退

職シニアの市民参画やこれを支援する地域，関係

者を応援する良書といえる。

またシニア「が」ではなくシニア「と」拓く高

齢先端社会という副題から，シニアと若い世代が

支え合いながら超高齢社会を豊かにしてほしいと

の著者のメッセージを読み取ることができる。介

護保険制度における地域包括ケア構想のなかで，

住民参加による介護予防の重要性が指摘された

が，現在ではさらに発展して，子どもから高齢者

まで多様な世代の参画による地域共生社会の実現

が目指されるようになった。多様な世代，立場の

人々が本書に触れ，市民参画を通じた豊かな社会

を考えるきっかけになればと思う。
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新刊紹介

アンヌ＝マリー・ギルマール 著 藤森宮子 監訳
『社会保障制度の高齢化への挑戦―世代間の連帯契約で新たな制度を構築する―』

（ミネルヴァ書房，2019年）

佐藤 格＊

高齢化は先進各国において共通して大きな問題

になっており，それに対する政策のあり方は国に

よって異なる。特に雇用，あるいは社会保護の政

策をどのように変化させていくのか，という点

は，高齢者の割合が増加するだけでなく，生産年

齢人口も高齢化している先進各国において，大き

な問題となっている。本書は高齢化に対応した多

様な公共政策について，さまざまな角度から国際

比較を試みている。

本書は3部8章から構成される。第Ⅰ部は「高齢

化とその課題への考察」がテーマである。第1章

では分析の概念的枠組みが示される。特に労働力

の高齢化が進む中で，人生のキャリア後半期に影

響を及ぼす雇用および社会保護の公共政策につい

て比較検討するとともに，先進国に共通する人口

的制約に対する各国の回答の多様性を分析すると

している。第2章では先進国におけるキャリア後

半期，すなわち主に50歳以上の労働者について，

労働市場における地位がどのようになっているの

かについて比較分析を行っている。

第Ⅱ部は「年齢と労働：就労人口の高齢化の課

題」がテーマとなる。第3章では社会保護と雇用

政策の論理に関して，キャリア後半期の労働市場

のあり方を，雇用への統合政策の有無，あるいは

非労働リスクの補償水準の高低に従い4つに分類

している。すなわち，

タイプ1：周縁化／補償つき排除（ドイツ，フラ

ンス，オランダ）

タイプ2：労働市場への統合／再統合（スウェー

デン，デンマーク）

タイプ3：労働市場での維持（日本）

タイプ4：排斥／維持（米国，英国）

であり，この分類をもとに，次の第4章では1980年

代末から2000年代初頭までの期間におけるフラン

ス・スウェーデン・日本・英国の4か国の事例を取

り上げている。手厚い補償により早期退職を促さ

れるフランス，寛大な社会給付と積極的な労働市

場政策により向老期就労者の労働市場への参入を

維持するスウェーデン，勤労者には就労の義務，

雇用主には雇用機会担保の義務という原則により

年配就労者の高い就業率を維持している日本，非

労働リスクに対する低水準の保護と，極めて限ら

れた雇用保護や雇用への統合政策により，50歳以

上の労働者が労働市場の変動に強い影響を受けて

いる英国といった特徴をもとに，それぞれについ

て詳細な分析を加えている。第5章では企業の労

働需要に焦点をあて，フランスと日本について，

年齢に応じた人材管理がどのように異なるかを比

較検討している。第6章では年配労働者の早期退

職傾向の反転に成功したオランダとフィンランド

を取り上げ，どのような改革が行われてきたのか

を分析している。

第Ⅲ部は「社会生活時間の変革と年金制度の変

化」がテーマである。第7章では，これまでの議論

をふまえ，人生を教育，労働，引退と区分してい

たライフサイクルの3段階が分解され，規範の確

実性の危機や先の見通しの危機が発生したとす

る。特に社会保護制度の正当性は長期の見通しの

＊国立社会保障・人口問題研究所 社会保障基礎理論研究部第１室長

社 会 保 障 研 究 Vol. 4 No. 1152
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明白性に基づくとして，予測の危機は福祉国家の

正当性の危機を引き起こすと指摘する。このよう

な中で，社会保護の目的は雇用の安定性やリスク

補償を保障することから，個人の継続性の保障や

自律の推進といった，「社会的投資」の方向へ向か

うべき，すなわち社会的国家は積極的で予防的な

投資家になるべきであるとしている。最後の第8

章ではフランスの制度改革について取り上げつ

つ，世代間の連帯契約の再構築として，全生涯に

わたる積極的雇用政策の複合化，教育と年金に関

する公的支出の連結，私的な生前譲渡の加速など

が必要であるとしている。

本書の冒頭でも「日本の読者の皆さんが，人口

高齢化に適応するために自国が達成した著しい進

歩の価値を評価することを期待したい」と述べら

れている通り，日本は年金支給開始年齢の引き上

げとともに雇用延長を図るというように，雇用と

年金の接続を目指し，高年齢者の雇用を維持して

きた。しかし今後も進展する少子高齢化の中で政

策変更が行われるようなことがあれば，その際に

は他国の経験もまた重要な知見となるだろう。ぜ

ひ多くの方に一読をお勧めしたい。

（さとう・いたる）

アンヌ＝マリー・ギルマール 著 藤森宮子 監訳『社会保障制度の高齢化への挑戦―世代間の連帯契約で新たな制度を構築する―』 153
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「社会保障研究」への投稿論文の査読状況について

『社会保障研究』に投稿され受理された投稿論文数，一回目の査読結果が投稿者に通知されるまでの期間（査読
期間），採択率はそれぞれ下記のとおりでした。

引き続き，皆様の論文の投稿をお待ちしております。
『社会保障研究』編集委員会

期間
受理された投稿

論文数（本）

査読期間

（日；平均値）
採択率（％）

採択率に関する

備考

2018年10月〜2019年3月 6 − −
2019年3月31日までの

受付分

2018年4月〜2018年9月 8 61.9 25.0
2018年9月30日までの

決定分

2017年10月〜2018年3月 9 73.7 44.4
2018年9月30日までの

決定分

2017年4月〜2017年9月 7 51.0 33.3
2018年3月31日までの

決定分

2016年10月〜2017年3月 4 63.8 100.0
2017年9月30日までの

決定分
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『社会保障研究』執筆要領

1．原稿の書式
原稿はA4版用紙に横書き（40字×36行）とし，各ページに通し番号をふってください。

2．原稿の分量
原稿の分量は，本文・図表・注釈・参考文献を含めて，それぞれ以下を上限とします。なお，図表については，1つに

つき，A4サイズ原稿の1/ 2までの大きさのものは400字とし，1/ 2以上のものは800字に換算するものとします。
(1）論文：20,000字 （4）社会保障判例研究：12,000字
(2）動向・資料：12,000字 （5）書評：6,000字
(3）情報：3,000字
3．原稿の構成
1）表題

和文表題とともに英文表題を記載してください。
2）見出し等

本文は，必要に応じて節，小見出しなどに分けてください。その場合，ⅠⅡⅢ … →123… →（1）（2）（3）…→ ①
②③ …の順に区分し，見出しを付けてください。なお，本文中に語や箇条書きの文などを列挙する場合は，見出しと
重複しないよう，（a)(b)(c）または・などを使用してください。

3）抄録・キーワード
「論文」，「動向・資料」については，和文400字程度，英文250語程度で抄録を作成してください。また，和文，英文
各5語以内でキーワードを設定してください。
なお，編集委員会では，英文のネイティブ・チェックは行いませんので，執筆者ご自身の責任でご確認をお願いい

たします。
4）注釈

注釈は脚注とし，注釈を付す箇所に上付きで1）2）…の注釈番号を挿入してください。注釈番号は論文末までの通
し番号としてください。

5）参考文献
参考文献は，論文の末尾に列挙してください。表記の方法は下記を参考にしてください。
金子能宏・川越雅弘・西村周三（2013）「地域包括ケアの将来展望」，西村周三監修，国立社会保障・人口問題研

究所編『地域包括ケアシステム―「住み慣れた地域で老いる」社会をめざして』，慶應義塾大学出版会，
pp.311-318。

泉田信行・黒田有志弥（2014）「壮年期から高齢期の個人の健康診断受診に影響を与える要因について―生活と支
え合いに関する調査を用いて―」，『季刊社会保障研究』，Vol.49，No.4，pp.408-420。

森田朗（2014）『会議の政治学Ⅱ』，慈学社出版。
Finkelstein, Amy and Kathleen McGarry (2006) “Multiple Dimensions of Private Information: Evidence from the Long-

Term Care Insurance Market,” American Economic Review, Vol.96, No.4, pp.938-958.
Poterba, James M., Steven F. Venti, and David A.Wise (2014) “The Nexus of Social Security Benefits, Health, and

Wealth at Death,” In David A. Wise ed., Discoveries in the Economics of Aging, University of Chicago Press.
Le Grand, Julian (2003), Motivation, Agency, and Public Policy: Of Knights and Knaves, Pawns and Queens, Oxford

University Press.

インターネットのサイトを引用する場合は，そのページのタイトル，URL，および最終確認日を明記してください。
United Nations Development Programme（2010）Human Development Report 2010, http: / / hdr.undp.org/ en/ re-

ports/ globa1/ hdr2010/（2010年10月5日最終確認）
4．引用方法

本文または注釈において，ほかの文献の記述を引用する，または，参照する場合は，その出典を以下のように引用文
の末尾に亀甲括弧で明記してください。この場合，当該引用文献を論文末尾に参考文献として必ず挙げてください。
（例1）…〔森田（2014），p.45〕 …〔Le Grand (2003), p.3〕

…〔森田（2014），pp.45-46〕 …〔Le Grand (2003), pp.3-4〕
（例2）著者が2人の場合

…〔泉田・黒田（2014），p.408〕 …〔Finkelstein and McGarry (2006), p.938〕
（例3）著者が3人以上の場合

…〔金子他（2013），p.311〕 …〔Poterba et al. (2014), p.159〕
ただし，本文中における，ほかの文献の引用または参照について，その出典を注釈で示す場合は，亀甲括弧は必要あ
りません。
（例）1）森田（2014），p.45
また，注釈などで，参考文献として列挙しない文献を挙げる場合は，上記の参考文献の表記に準じてその著者名，著
書・論文名，頁などを記載してください。
（例）1）森田朗（2014）『会議の政治学Ⅱ』慈学社出版，p.45。

5．表記
1）年号

原則として西暦を用いてください。元号が必要な場合は西暦の後に括弧書きで挿入してください。ただし，元号を
用いることが慣例となっている場合はその限りではありません。

2）敬称
敬称は略してください。
（例）西村周三教授は→西村は 京極氏は→京極は
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6．図表
図表にはそれぞれ通し番号および表題を付け（例参照），出所がある場合は必ず明記してください。図表を別ファイ
ルで作成した場合などは，論文中に各図表の挿入箇所を指定してください。なお，他の出版物から図表を転載する場合
には，執筆者自身が著作権者から許諾を得てください。
（例）＜表1＞受給者数の変化 ＜図1＞社会保障支出の変化

7．倫理的配慮
原稿に利用したデータや事例等について，研究倫理上必要な手続きを経ていることを本文または注に明記してくださ
い。また，記述においてプライバシー侵害がなされないように細心の注意をはらってください。
8．利益相反

利益相反の可能性がある場合は書面で報告してください。なお，利益相反に関しては厚生労働省指針（「厚生労働科
学研究における利益相反の管理に関する指針」）を参照してください。
9．原稿の提出方法など
1）原稿の提出方法

投稿論文を除き，本誌掲載用の原稿は原則としてデータファイルを電子メールに添付する方法で提出してくださ
い。ファイル容量などの理由により，電子メールに添付する方法での提出が困難な場合は，CD-Rなどの媒体に記録の
上，郵送で提出してください。また，当方で受信したファイルの読み込みができない，あるいは，特殊文字の認識が
できないなどの場合には，紙媒体による原稿の提出をお願いすることがありますので，その際にはご協力ください。
原稿のデータファイルが存在しない場合は，紙媒体の原稿を郵送にて提出してください。

2）図表について
図表を別ファイルで作成している場合は，当該図表ファイルも提出してください。提出方法は，原稿の提出方法と
同様です。データファイルが無い場合は，図表を記載した紙媒体の資料を郵送してください。

3）投稿論文の提出方法
投稿論文の提出については，『社会保障研究』投稿規程に従ってください。審査を経て採用が決定した場合には，前

2項に従って当該論文のデータファイルを提出していただくことになります。

『社会保障研究』投稿規程

1. 本誌は，国内外の社会保障およびその関連領域に関する理論的・実証的研究，国内外の社会保障制度改革の
動向などを迅速かつ的確に収録することを目的とします。
2. 投稿は，「論文」，「動向・資料」および「社会保障判例研究」の3種類とし，いずれかを選択してください。な
お，「論文」，「動向・資料」はおおむね以下のようなものとします。
「論文」：独創的かつ政策的有用性に優れた社会保障に関する研究論文
「動向・資料」：政策的有用性に優れた社会保障に関する研究論文，資料（独創性は問わない）であり，おおむね
以下のようなものとします。
1）独創性や政策的有用性は「論文」に及ばないが，今後の発展が期待できる研究論文
2）政策的有用性に優れた社会保障に関する調査・分析に関する報告
3）国内外における社会保障の政策動向に関する考察
投稿者の学問分野は問いませんが，本誌に投稿する論文等は，いずれも未投稿・未発表のものに限ります。
3. 投稿者は，投稿申込書とともに審査用原稿（PDFファイル）を電子メールにて送付してください。投稿申込書
は研究所ウェブサイトよりダウンロードし，各欄に必要事項を記入してください。なお，投稿論文の審査は執
筆者名を伏せて行いますので，審査用原稿には執筆者が特定できる情報を記入しないでください。電子メール
による送付が難しい場合には，投稿申込書1部，審査用原稿4部を，郵送してください。
4. 採否については，編集委員会が指名したレフェリーの意見に基づき，編集委員会において決定します。ただ
し，研究テーマが本誌の趣旨に合致しない，あるいは学術論文としての体裁が整っていない場合など，審査の
対象外とする場合もあります。採用するものについては，レフェリーのコメントに基づき，投稿者に一部修正
を求めることがあります。なお，原稿は採否に関わらず返却いたしません。また，本誌において一度不採用と
された論文等の再投稿は受理しません。再投稿に当たるかどうかの判断は編集委員会が行います。
5. 原稿執筆の様式は『社会保障研究』執筆要領に従ってください。
6. 掲載された論文等は，他の雑誌もしくは書籍または電子媒体等に収録する場合には，国立社会保障・人口問
題研究所の許諾を受けることを必要とします。なお，掲載号の刊行後に，国立社会保障・人口問題研究所ホー
ムページで論文等の全文を公開します。
7. 原稿の送り先・連絡先
電子メールによる提出：e-mail: kikanshi@ipss.go.jp
郵送による提出 ：〒100-0011

東京都千代田区内幸町2-2-3 日比谷国際ビル6階
国立社会保障・人口問題研究所 総務課業務係
電話03-3595-2984 Fax: 03-3591-4816
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